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巻頭言 

 平成 22年度にスタートした「次世代リーダー養成研修会」も今年度から名称を「次世代

リーダー養成ゼミナール」に変更し、3期生が無事に修了することができた。 

 次世代リーダー養成ゼミナールは、将来、各高等教育機関において、事務局長や担当副

学長・理事などに就くことを期待される人材を若いうちから養成することが目的となって

おり、各大学・校の長の推薦書（1期生から）と受講者自身のやる気を込めた作成文書（3

期生から）の提出が必須となっている。また、「研修会」から「ゼミナール」へ名称を変更

した理由は、「受け身の受講から主体的・能動的な学び」や「修了報告書作成から修了論文

作成」への変更、「各受講生に対する指導教員制」の導入を顕在化させる意味を込めたもの

である。そのため、1期生、2期生の時に、受講生、担当スタッフ、事務局が苦労した事項

については少しずつ改善されるとともに、前述のような変更や新たな取組みも加わり、本

プログラムは毎年度向上してきている。さらに、受講生を送り出している大学においては、

既に、本ゼミナール受講を管理職登用の必須条件にしている大学、管理職候補を送り出し

ている大学など、明確な人材育成の一環として活用する大学も存在している。 

 リーダーに必要な素養は無限にあるが、僅か 2年間でそれら多くの素養を身に付けるこ

とは容易ではない。しかし、高等教育界のリーダーに必要な知識・技能・態度をカリキュ

ラムに沿って育成することを本ゼミナールでは追求している。修了生においては、業務を

割愛し、エネルギーを使い、職場の仲間や家族に負担をかけ、睡眠時間を削減したことは、

大学職員となって最も苦しい時間となったであろう。しかし、その苦労を乗り切り、生涯

にわたる同志や恩師を得たことは、自身への大きなプレゼントとなったに違いない。また、

修了した自分に自信と誇りを持てたのではなかろうか。その自信や誇りを胸に今後の学内

の業務や人材育成に活かしてもらいたい。  

 また、今後は、修了生が学内外のＳＤ講師を務めるとともに、本プログラムのスタッフ

や指導教員として運営を担い、さらには、修了生同士が四国内でネットワークを構築し、「Ｓ

Ｄなら四国！」、「大学に行くなら四国！」と全国から熱い視線を受けるような活躍を期待

している。そのような夢に近づくことが、本プログラムの将来ビジョンでもある、「プロフ

ェッショナル大学人」養成の大学院設置につながると考える。 

 最後に、受講生を送り出していただいた大学関係者の皆様、運営や会場校となっていた

だいた大学の皆様、受講生と一緒に伴走していただいた講師陣、事務局の皆様、そして何

よりも、ハードな関門を見事乗り越えた 3期生の皆様に感謝と敬意を表したい。  

四国地区大学教職員能力開発ネットワーク 

ＳＤ専門部会長 

秦 敬治（愛媛大学教育企画室副室長・教授） 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践論レポート 

大学職員の教育プログラムへの参画を通じた

学生支援研修プログラムの実践 

－愛媛大学における事例研究－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

3期生 

愛媛大学総務部人事課給与チーム 

大塚 陽介 

論文要旨 

近年，教学分野における大学職員の役割期待は高まっており，各大学でも学生支援のための

種々の取組が行われているところであるが，一方で，学生支援に関わることが少ない職員が数

多く存在するのが現在の各国立大学法人の実情である。この問題を解消すべく，大学で働く職

員として，所属部署によらず学生支援を続けていくことができる，学生支援を意識し続けるこ

とができる新しい取組（研修プログラム）を実施する必要がある。 

本研究の目的は，研修プログラム実施にあたっての問題点と解決策を明らかにすること，ま

た，職員が果たすべき教育の役割について考察していくことである。そのため，愛媛大学で実

施されている教育プログラム（正課教育，準正課教育）に筆者自身が参画し，その知見をまと

めた。 
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大学職員の教育プログラムへの参画を通じた学生支援研修プログラムの実践 

～愛媛大学における事例研究～ 

  大塚 陽介（愛媛大学） 

1．はじめに 

1-1 研究の背景 

大学職員 1)という職業に対するイメージは，世の中

の大半が，まず教員を思い浮かべ，次に，窓口にいて

科目受講や奨学金などの受付をしている人，いわゆる

学務系職員 2)をイメージする。 

中国・四国地区国立大学法人等職員採用試験実施に

関し，各大学の職場訪問が実施されており，筆者もそ

の対応職員として多数の受験生と面談したが，そのほ

とんどが学務系への配属を希望しており，逆に，総務

系・財務系など学務系職員以外の業務に関しては具体

的なイメージを持っている者はいなかった。 

 学務系職員は，大学の一番の顧客である「学生」と

接する者であり，民間企業で位置づけるとすると営業

担当という位置づけになるだろう。しかし山本（2006）

が論じてるように，職員の世界とりわけ国立大学では

総務や財務は職員のうちでも最優秀と目される人材を

充てて，本当ならば一番気を使わなければならない学

生サービスや研究支援業務には，それ以外の職員を持

ってくるというまことに困った傾向がある。 

 この結果，職員は対学生への意識が薄くなり，場合

によっては学生と触れ合うこともないまま定年退職を

迎えるなど，社会通念的あるいは入職時に思い描いて

いるイメージからかけはなれてしまうという状況に陥

っている。 

 愛媛大学では 2007 年に「職員人事・人材育成ビジ

ョン」を策定し，新入職員は原則，最初は学務系に配

属し，入職後 10 年間で異なる部署を 3 個所経験させ

ることとしている。これは大学憲章に「学生中心の大

学」を謳っている愛媛大学の基本理念を具体化した人

事的な政策である。 

筆者自身を振り返ると，入職後3年半は学務系部署

に配属され，その後は主に総務系部署を経験してきた。

入職当初は自分のイメージしていた職員の仕事を経験

でき，履修受付・成績判定，学生祭や入学試験など，

大学の行事や学生生活を常に意識した生活を行ってき

たが，ここ数年は補助者としての担当割振が回ってこ

ない限り，学生に関与する上記イベントの日程すら意

識できないようになっている。 

これらを受け，学務系職員である如何にとらわれず，

一職員として学生へ意識を向け続けていくための体制

作りが必要と考える。 

 また，愛媛大学ではいわゆる「教職協働」という，

教員と職員との協働によるプロジェクトを 2008 年頃

から実施してきた。具体例としては，学部横断的な教

育組織として教育担当理事を機構長とする「教育・学

生支援機構」で企画実施の際，教員と職員がそれぞれ

の立場からの協働作業を行っている。 

 これらは先進的な取組として全国の大学から注目さ

れているものではあるが，教員が学生教育の企画・実

施，職員が物品購入や実施物作成などを主に行ってお

り，教員と職員の境界線的なところで教員が事務的な

作業を行う，職員がミーティングに参加するなどはあ

るものの，教育の実施，実施後の振り返り，学術的な

フィードバックなどに関して，職員が関与するまでは

至っておらず，依然教育現場の担当者は教員であると

いった意識が見られる。 

一方，中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」

（2008年 12月 24日）では，職員のこれからの役割

として，インストラクショナル・デザイナー（教育方

法の改革の実践を支える人材），学生生活支援ソーシャ

ルワーカー，などの必要性が唱えられており，教学分

野における職員の役割期待は高まっている。 

 高等教育機関での授業実施というものは，中等教育

機関までのそれと異なり，いわゆる教員免許取得者の

みが実施できるといったものではなく，教員のみなら

ず職員も教育に関与することは可能である。ただし，

あくまで学生への学問の教授というものは，学術的な

基盤のもと行われることが大原則であり，教育の素人

である職員が授業などの教育プログラムに関与するこ

とまでは賛否があろう。しかし，大学に勤める職員全

体として考えると教員，職員ともになんらかのかたち

で教育に関与していくことは，先に述べた理由などに

より必要である。 
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財団法人大学セミナーハウス主催，第 15 回大学職

員セミナー（「輝く大学を創る」（2006年7月7～8日

開催））参加者による提題のレポートによると，国士舘

大学では「学生主事制度」をとり，手厚い学生支援制

度を実施している。これは，職員１人が200人から400

人前後の学生の担任（学生主事）となり，場合によっ

ては学生に対して出向く，電話，メールすることによ

り，学生と関わる取組である。職員は教員よりも学生

と接する機会が多いため，学生からの様々な意見や質

問を吸い上げ，教員への橋渡し役となり教職員の連携

を良好に保っている。 

この他にも，学生支援充実の必要性を受けて，各大

学で窓口職員の対応方法の変革等が捉えられていると

ころではあるが，学務系・学務系以外の職員が窓口を

超えて学生支援を行うという取組は例がなく，学生支

援のさらなる充実のため，新しい学生支援体制を大学

が構築する必要がある。 

 

1-2 本稿の目的 

本研究の目的は，大学で働く職員として，所属部署

によらず学生支援を続けていくことができる，学生支

援を意識し続けることができる新しい取組（研修プロ

グラム）を構築するために，実施にあたっての問題点

と解決策を明らかにすることである。また，職員が果

たすべき教育の役割についても言及したい。 

 

2．方法・内容 

2-1 用語の定義 

正課教育，準正課教育 

 愛媛大学では，学生の能力育成のステージを「正課

教育」「準正課教育」「正課外教育」の 3つに分類して

いる。 

その中で，準正課教育とは，「卒業要件には含まれな

い，あるいは単位付与を行わないが，愛媛大学の教育

戦略と教育的意図に基づいて教職員が関与・支援する

教育活動や学生支援活動」と定義している。 

準正課教育の特徴としては，（1）正課教育に比べて，

学生の主体性のウェイトがより大きい，（2）教職員が

活動内容に責任を持って関与し，適切な指導を行って

いる，ということが挙げられる。 

しかし，正課教育と準正課教育の境界は，固定的な

ものではなく，大学全体や各学部等の教育戦略に基づ

いて，準正課教育から正課教育に組み込まれるものも

ある。また，準正課教育と正課外活動も，その境界は

必ずしも明確ではない。一応の境界線として，大学が

教育戦略と教育的意図に基づいて公式に設けているも

のが準正課教育，これに対して，学生の純粋に自発的

な活動によって成立し，それを大学が公認しているも

のが正課外活動ということになる。（図1参照） 

 

2-2 概要 

新たな職員参加型の学生との関わりを意識した研修

プログラム構築に向けて，実施にあたっての問題点と

解決策を導き出すために，2 つの教育プログラムを検

討した。そのプログラムへの参加を通じて，問題点と

解決策を明らかにしていく。 

実施プログラムをプロトタイププログラムとして，

学内プログラムと学外関係者を巻き込んだプログラム

の 2つを選択した。2つのプログラムの概要等を，以

下に示す。 

第1には，本学教育企画室で実施している「ＥＬＳ

（愛媛大学リーダーズスクール，Ehime University 

Leaders School）」という授業（正課教育），また，教

育企画室，学生スタッフ及び外部機関により，平成25

年8月に実施した「やりたい仕事創造学校」という学

生イベント（準正課教育）である。 

関係者等からのアンケート・ヒアリング結果に基づ

き，本研修プログラム実施において職員が教育支援に

関わる役割や意味づけ等を明らかにすることとしたい。 

2-2-1 ＥＬＳ（正課教育）内容 

   ＥＬＳとは，愛媛大学において教養教育科目（共通

教育科目）として実施されている授業である。  

学生リーダーや将来リーダーになり得る学生を支援

し，教育することで，組織の目標達成のために責任を

持って行動し，大学活性化や社会づくりに貢献する学

生リーダーを輩出することを理念としている。 

前学期後学期それぞれに開講されており，50分×12

回の講義，セミナー（毎週木曜日 18:30～21:00 に開

催）と1泊2日の合宿研修から構成され，リーダーシ

ップの理論とスキルの修得を行っている。 

また，講義後には学生企画による懇親会も開催され，

教員や学生間，外部講師との交流，またその準備など

を通じて，接遇やコミュニケーション能力などの育成

を行っていることも特徴的である。 

2-2-2 ＥＬＳ（正課教育）実施体制 

授業担当教員8名，非常勤講師等特別講師4名，教

育企画室職員3名，学生スタッフ1名により実施され

ている。 

講義，セミナーに関しては各週の担当教員がオムニ

バス形式で担当し，筆者は，2013年1月から2014年
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1 月まで，他教職員と一緒になり，授業実施前のミー

ティング，ワークショップ時の補助，個人研究発表時

の講評を行った。また，ＥＬＳ終了後の懇親会にも積

極的に参加し，学生とコミュニケーションを図った。 

なお，ＥＬＳは，単位を付与される授業であり，本

学では正課教育に位置づけられるものであるが，教員

のみならず，職員や学生も実施に関わるなど，準正課

教育的な性質も持ち合わせている。 

職員が授業の計画やその実施にまで長期間関わり続

けるという取組は，愛媛大学内では前例が無い。1 年

間という長期間のなかで，職員自身の教育への役割を

模索していった。（図2参照） 

2-2-3 やりたい仕事創造学校（準正課教育）内容 

やりたい仕事創造学校とは，愛媛県内の中学生を参

加対象とし，愛媛大学教育企画室と，愛媛県内の中小

企業により設立されているNPO法人Fネット愛媛に

より，2013年度から共同開催されることとなったイベ

ントである。 

愛媛県松山市内の宿泊施設において，2013年8月8

日（木）～8月 9日（金）の一泊合宿形式で，中学生

が仕事のやりがいや働くことの楽しさを知る，将来や

りたい仕事を探し，自身の進路を考える，将来の目標

を考え，今を見つめ，現在の生活の柱をみつけるとい

う目的で実施された。 

実施にあたっては，愛媛大学の学生が企画・運営を

行うこととなっている。大学生にとっては，本イベン

トを通じて，就業について学び，あるいはイベントの

運営方法などを体験することにより，従来受けている

教育というものを実施側の立場から経験できるという

メリットがあり，これらは教育的意図に基づいて公式

に大学が設けているもので準正課教育に位置づけられ

る。 

2-2-4 やりたい仕事創造学校（準正課教育）企画・

実施体制 

具体的な企画・実施に関しては，愛媛大学教育企画

室教員3名，学生スタッフ13名（コアスタッフ5名，

当日スタッフ7名），NPO法人Fネット愛媛関係者8

名，職員（筆者）により進められた。 

実施に先立ち，愛媛県内中学校への募集説明会，参

加申込のあった生徒及び保護者への説明会，学生スタ

ッフによる事前打ち合わせ，関係スタッフ全員の全体

打ち合わせを行った。準備はほぼ全て学生スタッフに

より行われ，筆者は，学生との打ち合わせ等に参画し

た。 

打ち合わせ実施は，コアスタッフ5名の授業等の空

き時間，筆者の参加可能時間を考慮して，主に土曜日

の日中に実施した。やりたい仕事創造学校当日のスケ

ジュールの作成はコアスタッフ中のリーダーが作成し，

各プログラムの企画書作成等については担当学生スタ

ッフを割り振り，打ち合わせ時にブラッシュアップを

行うかたちで全体の調整を行った。 

職員（筆者）の学生への関わり方としては，従来の

学生窓口対応とは違った角度からのアプローチで行う

こととした。つまり，学生窓口を隔ての対面的な対応

ではなく，同じ目的に向かって学生と併走しながらの

対応というかたちとし，より学生に寄り添った指導を

行うことにより，新しい学生と職員との関係性や，指

導効果を模索していくこととした。（図3参照） 

そこで，筆者は各プログラムの具体的な原案作成は

担当しないが，毎回学生との打ち合わせに参加し，学

生との意見交換を行いながら，指導・助言等を行った。

具体的には，企画書のチェック，企画書の構成に関す

るアドバイス，学生達が判断に迷っている時のアドバ

イスや，アンケート作成時の文書作成指導，当日準備

物，進行資料の作成方法指導，事前準備物の買い出し

や当日の資料運搬などを行い，また，当日の各プログ

ラムにおける実施スタッフを担当した。 

なお，やりたい仕事創造学校については，参加した

中学生，保護者からも非常に好評を得た。また，指導

側であった大学生にとっても，改めて就業について考

え，学ぶきっかけとなったとの意見があった。（図 4

参照） 

 

3.結果 

3-1 ＥＬＳ（正課教育）への職員参加による効果 

1)学生への効果 

 前述のとおり，ワークショップ時の補助等というか

たちで学生に接してきたわけだが，このことにより学

生の学習の質向上を図ることができたかについて，教

育企画室教職員へのヒアリングを行ったところ，職員

がＥＬＳに参画する意義について確認できた。（別添：

教育企画室教職員へのヒアリング結果） 

また，職員ならでは指導や支援ができるかという点

においても一定の効果が確認できた。 

 具体的には学生発表資料作成に対して，著作権上の

取り扱いに関する指導，コスト管理上の指導など，教

員側からはあまり意識のできていない点についての指

導を行った。 

 また，当初予想していなかった効果として，ＥＬＳ

懇親会の実施に先立ち，学生が筆者のところにどのよ
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うに実施すればいいか相談に来たことがあった。外部

講師をお招きしての講義の後に開催する懇親会であっ

たため，まず，お客様をおもてなしすることを第一優

先とすること，席配置，挨拶などを含む進行方法など，

社会人として一般的なことを指導できた。 

 愛媛大学では，教養教育科目は「様々な分野の知を

探究することによって，豊かな創造性，人間性，社会

性を培う役割がある」としており，以下の五つの能力

を重要視し，これらを「学士基礎力」と呼んでいる 

(1)自らの個性や適性に基づき学び続ける姿勢 （基本

姿勢） 

(2)多様な人と協働するための表現力やコミュニケー

ション力 （基本的コミュニケーション力） 

(3)学習活動や社会生活で必要な技能（基本技能） 

(4)多角的な視点を培うのに必要な幅広い基礎知識 

（基礎知識） 

(5)問題の発見・解決に取り組むための思考力 （基本

的思考力）」 

 ＥＬＳ学生が筆者に相談に来たことは，上記(2)，(3)

の一部に該当するものと考えられる。つまり，本学の

教育目的の一部について，職員という立場からでも，

指導を行うことが可能であったことの証明といえる。 

2)教員への効果 

 また，2013年11月より，教育企画室外の教員1名

がＥＬＳに参加することとなった。これは，従来，教

育企画室の教員だけで実施されていたＥＬＳに，職員

が参画し，ＥＬＳの実施体制に幅ができるという前例

ができたことにより，教育企画室外部からの垣根が低

くなり生じた効果であったと，ＥＬＳ主担当教員から

のコメントを得た。 

3)職員への効果 

 筆者自身への効果として，当初予想していたとおり，

職員としてのモチベーションが向上することとなった。

日常業務においては，給与担当職員のため学生と接す

ることは無かったが，ＥＬＳを通じて数十名の学生と

毎週接することができたのは何よりの喜びであった。

筆者は過去に学生窓日担当をしていた経験があったが，

窓口業務処理にとどまっていただけであり，学生授業

に参画するといったことまではできていなかった。学

生の学びの場に一個人として飛び込むことにより，学

務系職員ではない立場でも，学生と濃密に接する経験

ができたことは，大学で働く者としてのモチベーショ

ン向上の契機となったことは間違いない。 

また，学生への指導の際，職員として自分に何がで

きるのかを常に意識することとなったため，これまで

の職員経験や身につけてきたスキルなどを振り返る機

会となった。 

 加えて，ＥＬＳの実施内容は，筆者が現在受講して

いる職員対象研修である「次世代リーダー養成ゼミナ

ール」3)と同一の担当教員が実施しているため，内容

に類似している点が多くあった。類似するプログラム

を受講者とスタッフの双方向から経験することにより，

ゼミナールの振り返り，授業（ＥＬＳ）へのフィード

バックを同時に行うことができた点も，筆者自身への

効果の一つと考えられる。 

3-2 やりたい仕事創造学校（準正課教育）への職

員参加による効果 

1)学生への効果 

実施後，学生へのアンケート調査を行い，筆者が参

画したことによるメリット・デメリット，学生イベン

トに職員が参画する可否などを集計した。（別添：学生

へのアンケート結果） 

メリットとしては，事務処理のプロである職員から

の指導があったため，基準を持って文書作成ができた

こと，学生だけの打ち合わせではなく，社会人が打ち

合わせに参加することで緊張感がでること，学生だけ

では解決できない疑問が出たときなどにすぐに相談で

きやすいことなどが挙げられた。また，教員に比べて

職員の方が学生との距離が近いので，疑問点を相談し

やすい，最終的に教員に相談する前に職員の意見を参

考にできるため，安心感が生まれる，一緒に企画を行

うことにより距離が近く相談しやすかったという意見

が挙げられた。 

学生の文書添削などについては，従来の窓口対応で

も可能である。しかし，学生とスタッフとして並走し

つつ指導することにより，対面的な対応と比べ，その

企画背景を把握しつつ，より細やかで踏み込めた対応

が可能であるということも学生アンケートから確認で

きた。 

デメリットとして，職員との協働が初めてであった

ために何をどこまで職員に頼ればいいのか迷ってしま

ったということが挙げられた。筆者は，企画の方向性

など大枠は学生の主体性に任せたかったため，企画原

案の微修正や当日運営の補助をするというスタンスで

参加したつもりだったが，この点において学生側との

意思疎通が不十分であり，年上の社会人にどこまで作

業などをお願いしていいのかなどに迷いが生じてしま

った結果となった。 

また，実施後の学生との振り返り，アンケートの際，

筆者自身の職員としての経験やスキルを事前に具体的
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に説明してほしかったとの意見があった。学術的な専

門分野を持つ教員と違い，職員（社会人）というのは

外部からするとその専門性が曖昧である。もしそれを

明確に示すことができれば，学生からするとピンポイ

ントでアドバイスを求めやすいということであり，よ

り効果的な指導が可能であったということが確認でき

た。 

2)教員への効果  

教員への効果としては，主に以下の三点をあげるこ

とができる。 

 一点目はＦネット愛媛をはじめとする外部関係者と

学生との折衝を教員に代わって行ったこと。二点目は

使用施設の利用申請などの事務的なフォロー。三点目

は企画準備段階における学生への指導を教員に代わっ

て行うことができたことである。 

 事務的なフォローに関しては，従来の職員としての

役割（本来業務）の部分が多い。しかし，今回は学生

と企画段階から併走し，その企画実施の背景や趣旨な

どを理解していたため，学生と外部機関との橋渡し的

役割としては十分に機能していたことが，外部関係者

へのヒアリングや学生アンケートでも証明された。 

 また，一般的な指導に関しては，教員が行うことは

可能であるが，職員がそれを行うことにより，教員に

とってはより自分の専門分野に重点を置いた視点から

の指導が可能となる。 

3)職員への効果 

今回，学生イベントに参画することによる筆者自身

への効果として，ＥＬＳ同様，自分自身の経験や身に

つけたスキルについて振り返ることができたことが挙

げられる。 

学生の資料添削，やりたい仕事創造学校当時の進行

資料の作成などはこれまでに筆者が担当してきた各種

文書作成や会議進行などの経験を基に指導できる内容

であり，その経験や手法を学生に指導することは筆者

自身の職員としての経験の振り返りとなった。 

また，学生からのアンケート回答にあった，初対面

の相手に対して筆者自身何ができるか（何を指導でき

るか）を適切に示すことが企画全体を進めるにあたっ

ての効率化になることを確認できたことは有益であっ

た。 

4)その他への効果 

実施後，NPO法人 F ネット愛媛関係者に，職員の

学生イベントへの参画のメリットについて，メールで

ヒアリングを行った。回答の結果，教育効果の向上に

ついては確認できなかったが，職員が参加することに

より，会場手配など事務処理的なやりとりがスムーズ

に行われたこと，特に経理関係のやりとりについては

職員が窓口となることにより安心できたのと回答を得

ることができた。 

また，職員が学生イベントに参画することの可否に

ついても確認したところ，大学にとっての顧客である

学生のニーズをくみ取る意味でも，今後とも参加すべ

きであるとのコメントをいただいたことを申し添えた

い。 

 

4．考察 

 本教育プログラムへの参画を通じ，学生支援研修プ

ログラムを実施するにあたり，次に挙げるような課題

や意義が確認された。 

1）業務上の取り扱い 

 本取組は次世代リーダー養成ゼミナールプログラム

の一環として実施したものではあったが，上司と相談

した結果，あくまで自己研鑽であるため，本来業務中

に行うことはできず，業務時間内に（あるいは超過勤

務扱いとして）実施しなかった。よって，ＥＬＳ，や

りたい仕事創造学校共に，打ち合わせや実施当日は勤

務時間外あるいは年休取得により参加した。 

 また，筆者個人だけの取組としてではなく，学内の

他職員にも参加協力を呼びかけようと試みたが，同様

に業務上の取り扱いの問題があったため，結果，他職

員の参加はかなわなかった。 

 勤務時間外あるいは年休取得により実施することの

メリットとしては，参加職員あるいは職員の所属する

部署の関係者の本来業務に負担をかけることなく行う

ことが考えられる。しかし，筆者の場合は業務時間外

が比較的自由であったためこのような対応が可能であ

ったが，年齢構成，家族構成など様々な事情がある他

職員が参加するためには，業務時間中で実施すること

が可能な体制を構築する必要があると思われる。 

 また，今回筆者が参画した教育プログラムであるＥ

ＬＳは実施時間帯が勤務時間外，やりたい仕事創造学

校は学生の夏季休業中に実施という，職員が比較的参

加しやすい条件であった。今後，多くの職員がより多

様な教育プログラムに参画するためには，業務時間内

での実施を検討することが必要である。 

2）継続的で多様な他職員受入れ体制の充実 

 今回は，筆者の個人的なつながりにより，ＥＬＳ，

やりたい仕事創造学校に参加できた。しかし，今回協

力いただいた教育企画室の他にも，愛媛大学内には学

生支援組織が数多く存在する。幅広い学生支援の充実，
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多様なスキルを持つ職員を継続的に受け入れることを

目指すのであれば，他組織にも協力を要請する必要が

あると考える。 

3）職員の能力開示（スタッフ・ポートフォリオ 4)） 

 学生アンケートの結果により，参加する職員の関わ

り方やどんなことができるのか（経験やスキルがある

のか）について明確では無かったため，どんなことを

頼ればいいのか分からなかったとの指摘があった。 

もちろん，学生には筆者の所属部署，経験してきた

職務内容や現在の職務内容等は伝えていたが，学生に

とっては，どのような職員であるか具体的なイメージ

ができていなかったということである。 

それぞれの専門教育分野をもつ教員に対しては，学

生もポイントを絞って質問ができ，具体的な指導を受

けることができる。しかし，職員の場合には，その専

門性が曖昧であったため，今回のような不満がでたも

のと推察される。 

また，職員には数年に一度の人事異動があり，所属

時点での職務のみを経験しているわけではない。今回

の学生アンケートにあるような，筆者が指導できた項

目（コスト管理，資料作成など）に関しては，プログ

ラム参画時点で所属している人事課での職務内容では

なく，過去の経験に基づくものであった。 

この点に関しては，愛媛大学で現在開発・実施され

ているスタッフ・ポートフォリオを活用するなどし，

事前に学生へ筆者の経験やスキルの履歴について開示

しておくべきであったと思われる。 

 現在，本学ではスタッフ・ポートフォリオを人材育

成・人事政策に活用しているが，筆者が愛媛大学に入

職する前に勤務していた企業では，職員のプロフィー

ルや能力をまとめたリーフレットを窓口で配布してい

たように，このスタッフ・ポートフォリオの一部項目

を抜き出して外部に開示を行うことにより，窓口に来

る学生，連携企業，大学内他部署の教職員に対しても，

案件により誰に質問や問い合わせをすればいいかが明

確となり，効率的な対応も可能となる。また，当該職

員の人となりなどを知ってもらうことにより，学生他

との距離感もより近くなるのではないか。 

4）学務系職員への人事異動との関係 

 今回の取組は，大学で働く職員として，所属部署に

よらず学生支援を続けていくことができる，学生支援

を意識し続けるための仕組みを構築するためのもので

あった。しかし，一方で，これらの取組は学務系職員

であれば通常業務の中で行う事であり，人事異動（財

務系→学務系など）で定期的に学務系業務を経験させ

ることでも達成可能である。  

 ただし，職員にはそれぞれ特性や得意分野があり，

それらを伸ばし，能力を十分に発揮させるために，人

事異動・人員配置は行われており，全ての職員を定期

的に学務系部署に配置させるのは現実的ではないと思

われる。 

 また，今回の筆者が行ったような総務系職員として

の経験に基づいた学生支援，あるいは会計系職員であ

れば違った側面からの経験に基づく学生支援など，多

面的な学生支援を行うという意味からも，学務系以外

を専門とする職員が学生支援を行うことは，学生にと

っても有益である。 

5）職員が教育プログラムに参画する意義 

 学生アンケート，関係者へのヒアリングにより，職

員が教育プログラムに参画することの意義が確認でき

た。学生にとってのメリットとしては，教員からの指

導のみならず，職員からの指導が入ることにより多面

的な指導を受け，より幅を持った発想を生むことがで

きることである。 

 各学部のＤＰ（ディプロマポリシー）に基づく学位

授与に関して，学術的な基盤の無い職員が参画するこ

とは教育の質保障の観点からも適切ではない。 

ただし，愛媛大学は，到達目標である，学位授与と

は別に，学生の方向目標（目指すべき方向）として，

「愛媛大学学生として期待される能力～愛大学生コン

ピテンシー」5)を策定しており，教員のみならず職員

も，学生が「愛大学生コンピテンシー」の構成要素に

掲げる具体的な能力を身につけていくため，学生に積

極的に関与していくとしていくとしており，これにあ

っては職員が関与することは可能である。 

また，教育プログラムに参画した経験は，モチベー

ションの向上，学生ニーズを把握したうえで大学改革

に取り組むことのできる人材の育成，企画力や指導力

の養成など，職員の人材育成の面でもメリットは大き

く，学生を指導できる職員の育成は，学生の更なる学

び，更なる成長へとつながる。 

 大学全入時代を迎えている現在，各大学で様々な教

育改革が行われているところであるが，職員が学生の

学びの場に関与するといった体制を構築することは， 

「学生中心の大学」を理念とする愛媛大学の新たな強

みとなる可能性があるのではないかと考える。 

 

5．まとめと今後の展望 

 これらを受け，現在，四国地区能力開発ネットワー

ク（ＳＰОＤ，Shikoku Professional and Organiza
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tional Development Network in Higher Educatio

n）6)で実施されている職員対象のＳＤプログラムの発

展を提案したい。現在，ＳＰＯＤの各プログラムでは

講義系のプログラムの実施に止まっているが，この発

展として，長期実習型の学生支援プログラムを実施し

たい。（図5参照）  

 この長期実習型の学生支援プログラムは，従来の学

生窓口対応と異なり，今回筆者が行ったような学生と

の併走による指導を想定している。職員にとっては，

学生と共に企画・実施を経験することによる，学生の

ニーズ把握，また，学生目線からの企画力養成，学生

への指導力養成などのメリットがあり，学生側にとっ

ては，職員により相談しやすい環境となり，また，従

来の窓口対応より手厚い指導を受けることができるな

どのメリットがあると考える。 

 実施にあたっては，教育・学生支援機構，国際連携

支援機構などの学生支援関係部署にニーズ募集を行い，

それを基にプログラムを開発し，職員の募集を行うこ

ととしたい。 

 参加対象は全職員とするが，学生への指導力の担保

の必要があるため，現在，ＳＰＯＤで実施している学

務系職員養成プログラムを受講修了者，これに準じた

研修を修了している者，あるいはそれと同等の能力が

あると認められた者を申請要件とする。 

これを実施することにより，組織的な学生支援体制

の充実，学生への指導力のある職員の更なる育成が見

込まれ，大学全体での学びのサイクルを回し続けるこ

とができるのではないか。 

また，職員による学生支援体制については今回のか

たちだけによるものではない。例えば，新たな学生の

国際交流プログラムの構築，企業・自治体など外部機

関と学生を繋げる体制やイベントの創設など，学生を

意識し，学生の成長につながる取組を，職員の手で作

ることは現体制でも可能である。そこに学生を組み入

れ，学生との協働により得たニーズを反映させる。そ

して，いわゆる教職協働を更に発展させた，教学職協

働体制を構築し，愛媛大学の更なる発展へとつなげて

いきたい。 
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1) 大学職員 

 本稿での大学職員とは，大学本法人の経営，財務，

施設等並びに本学の教育研究支援，学術情報，医療等

に関する事務に従事する職員のことを指し，教育職員，

技術職員，医療職員，技能職員は含まれない。 
2) 学務系職員 

 学務系職員とは，上記大学職員のうち，教務，学生

生活支援，入学試験，就職支援学生支援など，主に学

生支援を行う職員のことを指す。 
3) 将来，職員がトップリーダー（経営者・管理者）と

して，大学等の経営を担うために必要な知識（理論）・

技能（実践力）・態度を段階的に養成することを目的と

して，四国地区能力開発ネットワーク（ＳＰОＤ）加

盟大学職員を対象に実施されている研修。受講者は2

年間に渡り，各プログラムを受講する。 
4) スタッフ・ポートフォリオとは，職員として経験し

てきたことを振り返り，自らのビジョン（理念）とゴ

ール（目標）を明確化したものであり， 

１．過去における仕事の成果やプロセス 

２．身につけた能力，スキル，態 

３．自分自身の適性 

４．現在の仕事の達成と成果 

５．ビジョン（理念），ゴール（目標） 

について，自らが「見える化」し，職員としての能力

を高めたり，組織の中で能力を活かすためのものとし

て，愛媛大学で全職員対象に作成，活用されているツ

ールである。 

記載項目としては 

１）氏名・生年月日などの個人の基本的情報 

２）職歴 

３）研修歴 

４）免許・資格 

５）発表等歴 

６）職歴・業務内容・実績等 

７）これまでの自分，今の自分，これからの自分 

８）今までの成長記録 

９）年度の成長記録，活動記録 

１０）職歴詳細（業務内容，業績，発表等） 

１１）エビデンス（証拠，資料） 

から構成されており，現在は，職員の所属する部署の

管理職層職員がメンターとなり，スタッフ・ポートフ

ォリオを基に人事面談を行うことにより，人事配置や

人材育成に活用し，学内活性化を図っている。 
5)「学生が卒業時に身に付けていることが期待される

能力」として，2012年7月に愛媛大学で策定したも

の。 

到達目標である学位授与の方針（ディプロマ・ポリシ
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ー：ＤＰ）とは異なり，愛媛大学学生の方向目標（目

指すべき方向）であり，教職員は，学生が「愛大学生

コンピテンシー」の構成要素に掲げる具体的な能力を

身につけていくため，学生に積極的に関与していくと

している。 

（愛大学生コンピテンシーの特徴） 

(1)全学規模で学生のコンピテンシーを明確にし，今後

の教育改革の戦略策定や本学の教育・学生支援活動の

指針として位置づけている 

(2)コンピテンシーを育成する場として，正課教育・準

正課教育・正課外活動の3つの場を明確化し，全ての

教員・職員ＤＰや学士力など学内外で指摘されている

点を包含しながらも，本学独自の構成要素として「Ⅳ．

自立した個人として生きていく能力」や「Ⅴ．組織や

社会の一員として生きていく能力」の2つの能力を設

定している（図6参照） 

 
6) 四国地区の33の国公私立大学・短期大学・高等専

門学校によって構成されているネットワーク。  

質の高い教育を提供するため，4県に位置する「ネッ

トワークコア校」を中心に，加盟校が協力・連携して，

教職員の能力開発（ＦＤ・ＳＤ）を行っている。 
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図1 愛媛大学における学士課程教育の体系図 
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学生とのディスカッション            学生の個人発表に対する講評 

図2 ELS授業の様子 

  

 

 

図3 窓口対応型学生指導（従来型）と併走型学生指導の対比 
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図4 愛媛新聞記事2013年8月10日（16面）「仕事で夢叶えたい やりがいや苦労 中学生らが学ぶ」 

【愛媛新聞社提供】 

 

 

図5 研修体制図 
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図6 愛大学生コンピテンシー 
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教育企画室教職員へのヒアリング結果  

（職員のＥＬＳ参加に伴う学生への影響） 

 ・教員からの指導のみではなく，職員からの指導が入ることにより，多角的な発想を学生に持ってもらうこと

が出来たのではないか。（教育企画室 教員）  

 ・懇親会の準備など一般的なことについては，教員より，学生に近い大学職員（社会人）の方が学生は聞きや

すかったのではないか。今回は懇親会という点において指導できたわけだが，大学のキャンパス全体を教育の場

だと考えれば，職員からの一般的な指導も学生にとっては教育と言えるのではないか。（教育企画室 教員） 

・自分がＥＬＳに参画している意義としては，自分自身のこれまでの人生経験を一個人として学生に示すことだ

と思っている。そうすることにより，学生のこれからの選択肢のひとつに自分考えや経験を活かしてくれるので

はないかと考えている。（教育企画室 職員） 

 

学生へのヒアリング結果  

（職員のＥＬＳ参加に伴う学生への影響） 

 ・学生発表への講評の際に，コスト管理と印刷の手間について指摘していたことが一番印象的だった。私たち

は，発表資料はカラーで作るほうがいいかと思っていた，大塚さんから，会議資料はコスト面とコピー機での印

刷の関係上，白黒印刷を前提として作成するようにしているという話を聞いたときに，これまで指導されたこと

のない，職員独自の意見だなと思った。（学生Ａ） 

 ・ＥＬＳではないが，学生イベントの際に職員には参加してほしい。私たちはどの学生窓口に行けばいいかよ

くわからないし，担当が違うのでいつも複数の窓口に行かなければいけない。企画の場に一人でもいいので職員

が入ってくれると助かる。（学生Ｂ） 

 

学生へのアンケート結果 

（やりたい仕事創造学校実施後学生へのアンケート） 

 

問１．今回，職員が参画したことによる，企画実施への効果（メリット・デメリット）について 

 

メリット 

・普段のミーティングに参加してくださる社会人がいることによって，ミーティングに張りが出ることと，ちょ

っとした疑問を相談しやすいこと，他の社会人との関わり方を学べること，企画書等の作り方がわかることがメ

リットだと思います。（学生Ｃ）  

・書類作成などについては，教員の方よりも事務職員の方の方がプロだと思うのでその点についてきけてよかっ

たです。また積極的にコミュニケーションをとってきてくださって気持ちが楽になりました。（学生Ｄ） 

・職員の方がミーティングにも何度か参加してくださることで，ある程度の危機感を持ちながら準備をしていく

ことができたと思います。何か学生の間での話し合いではちょっとした不安な点など確認してくださることも心

強いと思います。（学生Ｅ）  

・職員としての視点を持って学生に話すことができる。（学生Ｆ） 

・教員に比べ距離が近く，連絡が取りやすいため，意見を伝えやすい。職員ならではの知識・技術を教わること

ができる。職員が普段どのような仕事をしているのか知ることができる。（学生Ｇ） 

 

デメリット 

・デメリットではありませんが，職員が入ることで，どの程度職員がアドバイスをしてよいのか迷うだろうし，

学生もどの程度頼ればよいのか迷うと思います。企画をする最初のミーティングで自分はどの程度まではするつ

もりで，自分はどんなことができるのかを教えていただけると，迷うことなく，お互い有意義にかかわれるので

はないかと思います。（学生Ａ） 

・本来であれば学生が教員に求めるものを，大塚さんに求めてしまっていたような気がします。どう組織運営し
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ていくかなどについてです。そこは一意見としてもちろん仰ってほしいですが，「先生にききなさい」とつっぱ

ねることでも，教員と職員の差別化がはかれたのではないかと感じます。しかし，僕はまだ教員と職員の差異の

認識は曖昧ですし，差別化する必要についてもさらなる熟考が必要かもしれないと感じました。（学生Ｂ） 

・学生が頼りすぎてします。（学生Ｃ） 

・どこまで任せていいのか，頼っていいのか，巻き込んでいいのか，その基準が最後までわからなかった。その

ため，戸惑う場面が多くあった。（学生Ｄ） 

 

問２．学生活動の場に職員が参画することの可否について 

・積極的に参加してほしいと思います。普段学生のことに関して動いてくださっている職員の方が，その学生と

関わる機会はそれほど多くないと思います。学生と関わることによって気づくこともあると思いますし，それに

よって学生のニーズに合った取り組みがしやすくなることを期待しています。また，学生自身も職員の取組がわ

かり，職員という仕事に興味をもつ人や，裏方で働いてくださっている職員に感謝する機会にもなると思います。

また，普段感じていた愛大の職員に対する要望等もそこで言いやすくなるのではないでしょうか。（学生Ｃ） 

・時と場合によると感じます。しかし僕は賛成です。どうしてもマインドについてのフィードバックがプロであ

る「教員」に対して，職員の方が見劣りすると感じる学生は多いかもしれませんが，プロジェクト過程では，職

員さんの方がすごく助けになると感じます。ひとつ文章を作成するとき，予約をいれるとき，多くの事務作業の

中で，「なぜそう書くのか，なぜそう言うのか」それを伝えてもらうと，ちっぽけな学生の頭の中にも新しい考

え方が生まれ，またそれは実生活に還元していけると思います。もちろんこれは職員さんとしてプロであるとい

うのが前提です。（学生Ｄ） 

・ただ仕事ができる人ではなく，なぜこの仕事をこのようにするのかを説明できる方であれば僕は賛成です。私

は賛成です。企画に関して離れてみてくれている方がいると企画に対してメンバーが考えすぎて変な方向に進ん

でしまった時などは客観的に指摘ができると思います。そういう方がいてくれることは大切だと思いますが，学

生が一つ一つの企画に対してどんな考えがあるのかなど細かいところでは近くにいるからこそ知れるものがある

と思います。話をすればわかる部分もあるとは思いますが，一緒に作業したからこそ分かる部分を知っている教

員がいてくれることはリーダーのサポートもしやすいと思いますし，イベントの中でもまた違いがでるのではな

いかと思います。（学生Ｅ） 

・私としてはいいのではないかと思います。学生のみ，職員のみの企画は長く続いていると思われます。マンネ

リ化が進んでいると思われるので新しい案のために参加していってもいいのではないでしょうか。担当教員には

相談しにくいな言いようを社会人からの視点で相談に乗れるため学生の学と発見につながると思います。（学生

Ｆ） 

・良いと思う。しかし最初の時点で，どのような思いでどのような関わり方をしていくのか，教員と学生との間

での理解が必要である。（学生Ｇ） 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

学士課程教育をサポートするための 

職員の実践的考察 

－コミュニケーションツールを用いて－ 

論文要旨 

 近年、中教審答申等により、能動的学修への転換により、学生の主体的な学修を促す質の高

い学士課程教育を進めることが求められている。それにより、教員は専門的知識を教授するだ

けでなく、様々な教育方法のスキルを求められるようになった。その中で、職員はどのような

役割を担うべきかを問われている。 

 本プロジェクトでは、職員が教育活動において教員をどのようにサポートすることができる

のかという点について、コミュニケーションツールの一つである SPトランプを用いてその可

能性を検討した。その結果、職員が FDや授業において教員の教育活動をサポートすることに

対し、教員からも学生からも肯定的な回答を得ることができた。これらの回答やコメントから、

教員が職員から得た教育手法やツールを活用し、学生の気づきや学びに効果的に結びついたこ

とが本プロジェクトより明らかとなった。また、職員が教員に対するサポートの一環として、

授業内で学生に対し効果的にグループワークを行えたことも窺え、本プロジェクトは、職員が

教員の教育活動において間接的・直接的にサポートできた事例となった。 

 今後、職員は強みを活かし、有効なスキルを身につけ、賛同してくれる教職員を巻き込みな

がら、間接的・直接的に教育活動に参画し、地道に大学全体に教職協働体制を浸透させていく

ことが必要であると考える。 

3期生 

香川大学教育学部総務係 

野口 里美 
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１．はじめに 

戦後最大級の大学改革であったともいわれる「大学

設置基準」の大綱化から 20 年以上が過ぎ、その間、

大学を取り巻く環境も大きく変化した。大学教育は18

歳人口の急激な減少に伴う大衆化や高校教育の多様化

等により、その質について大きな不安を抱えることと

なり、大学教育の質の確保が改めて大きな課題となっ

た。 

2005 年 1 月に出された、中央教育審議会答申「我

が国の高等教育の将来像」では、我が国の高等教育が

ユニバーサル段階に入り、その課題は量的規模から質

保証に移ったことを明らかにした。そして、この答申

を受けて、2008年12月に出された、中央教育審議会

答申「学士課程教育の構築に向けて」では、「何を教え

るか」よりも「何ができるようになるか」に力点が置

かれ、教育内容以上に、教育方法の改善の重要性が示

された。また、教職員の職能開発に着目し、FDやSD

のそれぞれの改善充実の方策についても述べている。 

2012 年 8 月に出された、中央教育審議会答申「新

たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～

生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」

では、生涯にわたって学び続ける力、主体的に考える

力を持った人材は、学生からみて受動的な教育の場で

は育成することができないとされている。そして、従

来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、

教員と学生が意思疎通を図りつつ、学生が主体的に問

題を発見し解を見いだしていく能動的学修（アクティ

ブ・ラーニング）1)への転換が必要であると指摘して

いる。すなわち双方向の講義、演習、実験、実習や実

技等を中心とした授業への転換によって、学生の主体

的な学修を促す質の高い学士課程教育を進めることが

求められている。 

そこで、昨今、大学教育の現場において、学生の思

考や表現を引き出しその知性を鍛える能動的学修（ア

クティブ・ラーニング）といった双方向の授業がスタ

ンダードとなりつつある。 

香川大学もまた例外ではない。2011年度から少人数

参加型の科目である「大学入門ゼミ」が、必修科目と

なった。その実施に際して、協同学習のためのガイド

ラインを示し、グループワークを導入する意義やコツ

の説明、グループワークの様々なモデルの提示がなさ

れている。また大人数科目である、全学共通科目主題

A「人生とキャリア」でも、グループワーク、グルー

プディスカッション、体験学習や調査学習が取り入れ

られている。香川大学の全学共通教育を担う組織であ

る大学教育開発センターでは、それらを支援するため

「授業へのグループワークの効果的な導入」等のスキ

ルアップ講座も実施している。設備面では、平成 23

年度国立大学法人施設整備費補助金「大学教育研究特

別整備費」の採択に伴い、2012年度に ICTを積極的

に活用した次世代型アクティブ・ラーニング教室群お

よび遠隔講義室群が整備された。 

しかし、アクティブ・ラーニングの取り組みについ

て、組織としてハード面では充実してきているものの、

ソフト面では必ずしも十分とは言えない。その理由は、

答申で求められている主体的な学修を身に付けさせ、

それを促す方向に教育方法を転換することが得意とす

る教員ばかりではないからと考える。教員は、教育内

容の専門家ではあるが必ずしも教育方法の専門家では

ない。ここで重要なのは、教える側である教員のほと

んどが、中教審等でアクティブ・ラーニングが提言さ

れる以前に大学教育を受けていた世代であり、いわば

知識の伝達・注入を中心とした授業中心の教育を受け

ていたということである。 

２．目的 

先述のとおり、答申などの影響から、香川大学でも

アクティブ・ラーニングが導入され、教員は専門知識

を講義で一方的に伝えるだけでなく、グループワーク

やグループディスカッション等を授業に取り入れなけ
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ればならなくなった。香川大学ではそのためのFDの

実施やハンドブックの作成等も行っており、アクティ

ブ・ラーニングを効果的に実施するための設備も整え

られてきている。しかし、教育方法をアクティブ・ラ

ーニングへ転換することを得意とする教員ばかりでは

ないのも事実である。専門知識を教授するだけでなく、

様々な教育方法のスキルを求められる中、たとえば、

職員がそれらのスキルを学び、FDを通して伝えたり、

授業の一部を担ったりすることで、教育成果を向上さ

せることができるのではないだろうか。 

かつては、大学経営者や教員の下支え程度の意味合

いしか与えられてこなかった職員に今、大きな期待が

寄せられつつあり、中央教育審議会答申（2008）では

教員の能力開発と共に職員の能力開発の重要性につい

て明示されている。寺﨑（2010）は、2004 年立教大

学のSDシンポジウムで「事務員をやめよう、職員に

なろう」と論じ、ここでいう職員とは「効率的な日常

業務処理だけに専念するのではなく、大学の全体を視

野に入れ、将来の方向についても積極的に提案できる

人」としている。また、山本（2012）は、大学職員の

基礎的資質として重要なものは、「新たな状況にチャレ

ンジできる積極性だ。」といい、職員に求められる資質

を 3つ挙げている 2)。その一つである「教育の工夫改

善をはじめとする学生サービスの向上策を正しく捉え

られる。」では、自大学でどのような教育内容が提供さ

れているかを知る必要があり、このことは、これから

の職員の在り方を考える際に実に重要なことであると

述べている。そして、教育内容を知らなければ学生サ

ービスはできないと述べ、「学生の目線で物事を考え、

かつ専門分野の利害にとらわれることのない職員が、

たとえば「カリキュラム・デザイン」の専門職として、

そういう議論に加わることが必要ではないか。」とも述

べている。さらに「昔のように教員が講義をしたり研

究をすることと、それを職員が事務的にあるいは技術

的に支えるだけで、大学はうまく回っていく時代では

ない。」とし、これからの大学経営には、教員と職員と

の協働関係が必要であると述べている。 

このように大学界や香川大学をめぐる諸環境が、こ

の 20 年近くの間に大きく変化してきた中、今後、職

員はどのような役割担うべきなのだろうか。  

筆者は、2008 年度から 5 年間、全学共通教育に関

わる業務及び全学の教員対象のFDを企画・立案・実

施する部署に所属していた。その間、全学共通教育の

カリキュラム改革に携わり、研修会の企画・立案・実

施などを通して様々な教職協働の場を経験した。それ

らを踏まえながら、本プロジェクトでは、職員が教育

活動において教員をどのようにサポートすることがで

きるのかという点について、職員が教育活動に間接的

に関わることと、直接的に関わることの観点から実践

とその考察を行う。 

３．方法 

 本プロジェクトでは、職員が教育活動において教員

をどのようにサポートすることができるのか、その可

能性について、筆者がコミュニケーションツールの一

つであるSPトランプの活用法を習得し、それを用い

て、以下の観点から実践・分析する。 

まず、職員が教育活動に間接的に関わることとして、

「職員が教員に対して、FDを通して効果的に活用法

を伝えることができるのか」そして「FDを受講した

教員が学生に対して、効果的に活用できるのか」につ

いて検討する。 

次に、教育活動に直接的に関わることとして、「職

員が学生に対して、効果的なアクティブ・ラーニング

を行うことができるのか」の点について検討する。 

以下、本プロジェクトの枠組みを図1に示す。 

 

図1 本プロジェクトの枠組み 

今回の実践にあたって選択した SP（サブ・パーソ

ナリティ）トランプ 3)（図 2参照）とは、人間の持つ

様々な面を一つひとつ取り上げ準人格化し、独立させ

た SPをトランプ形態にしたものである。多くの人に

みられる代表的な SPにニックネームをつけてそれぞ

れのトランプに書いてある。以下4つのテーマで活用

できる教材として、楽しくそして役立つように開発さ

れたものである。 

① 自己理解 

内面を見える化できることにより、自分のパーソナ

リティー特性を知り、自分の行動特性を知る。 
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② 他者理解 

自己理解同様、他者の内面も見える化できることに

より、他者のパーソナリティー特性を知り、他者の行

動特性を知る。 

③ 他者対応 

他者のパーソナリティー特性や行動特性を知るこ

とによって、他者への対応やコミュニケーションの方

法を知る。 

④ 自己成長 

自らの目標、主体性を高めていくための課題ならび

に他者対応できるための課題に対し、自己成長の方法

を知る。 

今回、SP トランプを選択した第 1 の理由は、誰に

でもわかりやすく、楽しみながら取り組めるツールで

あるということである。トランプ仕立てにしているこ

とで、言葉ではなかなか言い表せない自分の内面を、

初対面の相手に対してもスムーズに開示できるという

特徴がある。第2の理由としては、簡易にも深長にも

活用できるということである。すなわち、授業等の導

入部分でアイスブレイクとしても活用できる一方、メ

ンタリングのツールとしても活用できる。 

 

図2 SPトランプ 

3-1．研修の受講 

筆者は、SPトランプの活用法を習得するため、平

成25年2月23～24日「SPトランプアドバイザー養

成講座」4)を受講し、学内等でのカウンセリング、ミ

ニセミナーや、マンツーマンでの相談業務 でSPトラ

ンプを活用できる資格を取得した。その後、平成25

年6月6日、21日に、SPトランプを使用した指導力

を育成するためのプログラム「セルフカウンセラー養

成講座」を受講し、営利を目的としない条件で限定さ

れた受講生を対象に面接及びセミナーを実施する資格

を取得した。さらに、カウンセラーやアドバイザーと

しての資質・スキル・能力を高めるため、平成25年9

月8日 「SPコミュニケーションカンファレンス」に

参加し、SPトランプを活用したセミナーやカウンセ

リングの事例研究、活動上生じた疑問や悩み等の情報

交換を行い、講師からのアドバイスを受けた。 

3-2．プログラムの実施 

次に、SPトランプを用いて、プログラムを実施す

る。間接的関与を実証するためのプログラムとして、

教職員対象プログラムを実施し、主な目的として、SP

トランプを知り、体験することで、SPトランプの活

用法を理解することとした。直接的関与を実証するた

めのプログラムとして、学生対象プログラムを実施し、

主な目的として、SPトランプにより、自己理解を深

めることとした。 

以下、実施プログラムの位置づけを図2に示す。 

 

図2 実施プログラムの位置づけ 

後述の3つのプログラムの流れは表1の通りである。

それぞれのプログラムは、ほぼ同様の内容を実施した

が、主な目的や到達目標に沿って、ワークの意味づけ

を変えた。特に、表中 iiiのワークにおいて、「教職員

対象プログラム」については基本的な活用法として、

「学生対象プログラム」については自分を知ることを

目的として実施した。また、vのワークにおいて、「教

職員プログラム」については一歩進んだ活用法の応用

として、「学生対象プログラム」については自己理解を

高め、自分を受け入れることを目的に実施した。 
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表1．プログラムの流れ 

3-2-1．間接的関与実証のためのプログラム 

・教職員対象プログラム（1） 

平成25年4月22日、佐賀大学でUNGL5)教職員ス

タッフ研修の一環として実施した。受講者は、UNGL

連携大学教職員28名である。本研修会の到達目標は、

①SPトランプの概要を理解し、説明することができ

る、②自身の職場でSPトランプを活用することがで

きる、である。 

・教職員対象プログラム（2） 

平成25年8月22日、愛媛大学で開催された、

SPOD6)フォーラム20137)のプログラムの一つとして

実施した。受講者は、全国から参加した大学教職員20

名である。本プログラムの到達目標は、①SPトラン

プの特徴と使用方法を説明することができる、②SP

トランプの活用例を説明することができる、③SPト

ランプを使ったコミュニケーションを行うことができ

る、④SPトランプを使って、自己理解・他者理解を

深めることができる、である。 

3-2-2．直接的関与実証のためのプログラム 

・学生対象プログラム 

平成25年7月11日、香川大学の「主題A『人生と

キャリア』～大学について考える」の12回目の授業

を担当した。自己理解を高めるためのワークとしてSP

トランプを導入し、筆者が講師を担当した。受講者は、

当該科目の受講学生40名である。本授業の到達目標

は、①自分について知ることができる、②自分を受け

入れることができる、である。 

3-3．アンケートの実施及び分析 

プログラム終了後、それぞれのプログラムごとにア

ンケートを実施し、目的の観点に沿って分析する。ま

ず、間接的関与実証について分析するため、教職員対

象プログラム（1）、（2）を受講した教職員に、プログ

ラム終了後、アンケートを実施する。さらに、教職員

対象プログラム（1）を受講し、自らの授業で活用し

た教員に、授業活用後に実施したメールによる記述式

アンケートを実施する。続いて、直接的関与実証につ

いて分析するため、学生対象プログラム受講学生に、

ワーク終了後、アンケートを実施し分析する。加えて、

当該授業担当教員にも、15回の授業終了後に、メール

による記述式アンケートを実施する。 

以下、アンケートの位置づけを図3に示す。 

 

図3 アンケートの位置づけ 

3-3-1. 間接的関与実証のためのアンケート実施 

教職員対象プログラム受講者に対してのアンケー

トは、「研修に対する満足度」、「研修を受講して良かっ

た点」、「研修の改善点」で構成される。 

「研修に対する満足度」については、「研修目的や

内容について理解した上で参加した」、「研修は自分の

業務に行かせる内容だった」、「研修の到達目標が明確

に示されていた」、「研修はわかりやすい順序で進めら

れた」、「講師の言動は学習意欲を高めた」、「自分に必

要な知識やスキルを身につけることができた」、「受講

したことで業務の取り組みが改善されると思う」、「研

修は全体的に満足できるものだった」の各項目に対し

て、「教職員プログラム（1）」については、①そう思

教職員対象プログラム（1）（2） 学生対象プログラム

 「アイスブレイク」  「ワークの導入」

 わっかを作ろう（プログラム（1））
 3つ選んで自己紹介（プログラム（2））

　SPトランプを使って自己紹介

 「SPトランプを使ってみよう
 ～基本編～」

 「自分について知る
 ～SPトランプによる自己理解～」

 活用の基本編
 ・自分に合致するSPトランプを選択
 ・グループでシェア
・メンバーから自分に合致するSPトランプを贈呈

 自己理解のワーク
 ・自分に合致するSPトランプを選択
 ・グループでシェア
 ・メンバーから自分に合致するSPトランプを贈呈

 「SPトランプを使ってみよう
 ～応用編～」

 「自分を受け入れる
 ～受け入れにくいSPを理解する～」

 活用の応用編
 ・自分が受け入れにくいSPを選定
 ・そのSPの選定理由を推測
・そのSPのメリットを推測
・そのSPをカバーするSPを選定
・グループでシェア

 自己受容のワーク
 ・自分が受け入れにくいSPを選定
 ・そのSPの選定理由を推測
 ・そのSPのメリットを推測
 ・そのSPをカバーするSPを選定
 ・グループでシェア

 「事例紹介」（プログラム（2））

 実践事例、活用事例の紹介

viii

i

ii

iii

iv

v

vi

vii

「SPトランプって？」

「4つのタイプ別傾向」

「まとめ」

アンケート記入

SPトランプの特徴、活用方法の説明

SPトランプの意味、4つのタイプ別傾向の説明（すべてのプログラム）
筆者自身のSPトランプを開示（教職員対象プログラム）
授業担当教員のSPトランプを開示（学生対象プログラム）

SPトランプの効果を説明
SPトランプとの向き合い方を説明

28



 

 

う、②どちらかというとそう思う、③どちらでもない、

④どちらかというとそう思わない、⑤そう思わない、

の5件法で回答を求める。「教職員プログラム（2）」

については、①そう思う、②どちらかというとそう思

う、③どちらかというとそう思わない、④そう思わな

い、の4件法で回答を求める。8)また、「研修を受講し

て良かった点」及び「研修の改善点」については自由

記述で回答を求める。 

 次に、教職員対象プログラムを受講し、自らの授業

で活用した教員に対するアンケートは、「なぜSPトラ

ンプを使用しようと思ったか」、「学生の反応はどうだ

ったか」、「どのような点が有効だと思ったか」、「今後

も活用するか」の項目について、自由記述で回答を求

める。 

3-3-2. 直接的関与実証のためのアンケート実施 

学生対象プログラムの受講学生に、ワーク終了後、

アンケートを実施し分析する。アンケートは、「ワーク

に対する満足度」、「ワークについての感想」で構成さ

れる。 

「ワークに対する満足度」については、「ワークは

楽しかったですか」、「ワークは自分を知るために有効

でしたか」、「講師の説明はわかりやすかったですか」、

「このワークを友達にすすめたいですか」の各項目に

対して、①そう思う、②どちらかというとそう思う、

③どちらかというとそう思わない、④そう思わない、

の4件法で回答を求める。また、「ワークについての

感想」については自由記述で回答を求める。  

そして、当該授業担当教員に対するアンケートは、

職員が授業を行ったことへの感想、学生の反応等を自

由記述で回答を求める。 

４．結果 

4-1．間接的関与に対するアンケート結果 

4-1-1．研修に対する満足度 

教職員対象プログラム受講生に、「研修に対する満

足度」について尋ねた項目の中で、本プロジェクトの

目的で、職員が教育活動に間接的に関わることの観点

の一つである、「職員が、FDを通して教員にアクティ

ブ・ラーニングに効果的な活用法を伝えることができ

るのか」に関する項目が、以下の図4～6である。ど

の項目についても約90％の受講生から「そう思う」も

しくは「どちらかというとそう思う」と肯定的な回答

があった。

 
図4-1 研修はわかりやすい順序で進められた 

教職員プログラム（1） 

 
図4-2 研修はわかりやすい順序で進められた 

教職員プログラム（2） 

 
図5-1 講師の言動は学習意欲を高めた 

教職員プログラム（1） 

図5-2 講師の言動は学習意欲を高めた 

教職員プログラム（2） 

回答者：19名 

回答者：28名 

回答者：19名 

回答者：28名 
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図6-1 研修は全体的に満足できるものだった 

教職員プログラム（1） 

 
図6-2 研修は全体的に満足できるものだった 

教職員プログラム（2） 

4-1-2．研修受講者のコメント（良かった点） 

プログラムを受講して良かった点をまとめたもの

が、別表1である。内容から①プログラムの進め方、

②学生に対して活用できるツール、③教職員に対して

活用できるツール、④自己理解・他者理解ができるツ

ール、⑤SPトランプの5つのカテゴリーに分類した。

以下では、本プロジェクトの目的で、職員が教育活動

に間接的に関わることの観点の一つである、「職員が、

FDを通して教員にアクティブ・ラーニングに効果的

な活用法を伝えることができるのか」に関係のある「①

プログラムの進め方」及び「②学生に対して活用でき

るツール」についてみていく。 

≪教職員プログラム（1）受講者≫ 

・講師の説明がわかりやすくてかつ丁寧で、進め方も

すばらしかったと思う。 

・講師の話はとてもわかりやすかった。タイプ別の状

況対応例など。 

・自己開示をしながらファシリテートとする講師に共

感がもてた。勉強になった。 

・学生指導の場面でも使えるツールだと認識すること

ができた。 

・学生が自己分析をするとき、アイスブレイクをする

ときに役立つと思うので、活用していこうと思った。 

・学生支援や授業、プロジェクト（学生と地域、企業

の）にいかせる。 

・自分の大学に持ち帰って、利用できそうである。 

≪教職員プログラム（2）受講者≫ 

・講師の方の話し方や研修の進め方はスムーズでとて

もよかったと思う。 

・自己理解、他者理解の手順がわかった。 

・SPトランプがどのようなものかわかった。 

・サブ・パーソナリティという視点を知ることができ

とても勉強になった。 

・コミュニケーションツールの一手段として、ツール

の有効性がある要素が認識できた。 

・SPトランプというものの存在とその使い方を知る

ことができ、今後のコミュニケーションに行かせる

と思う。 

・SPトランプの特徴と使い方がよくわかった。 

・新たな経験ができて有意義だった。 

・特に少人数の授業のアイスブレイクに実際に使って

みたいと思った。 

・各タイプの特徴、長所、短所はこれから使ってみよ

うと思う。学生への具体的対応時に使えると思う。 

「わかりやすくてかつ丁寧」、「進め方もすばらしか

った」、「わかりやすかった」、「勉強になった」、「話し

方や研修の進め方はスムーズ」といったコメントは、

職員がFDを通して教員に活用法を伝えることに肯定

的であると言えよう。 

コメントの、「自己理解、他者理解の手順がわかっ

た」、「SPトランプがどのようなものかわかった」、「ツ

ールの有効性がある要素が認識できた」、「SPトラン

プというものの存在とその使い方を知ることができ」、

「サブ・パーソナリティという視点を知ることができ」、

「SPトランプの特徴と使い方がよくわかった」、「新

たな経験ができて有意義」等は、プログラムを受講し

たことで、新しいツールの活用法を得たと言えよう。

また、「学生指導の場面でも使える」、「自己分析をする

とき、アイスブレイクをするときに役立つ」、「学生支

援や授業、プロジェクト（学生と地域、企業の）にい

かせる」、「利用できそう」、「実際に使ってみたい」、「こ

れから使ってみようと思う」、「学生への具体的対応時

に使える」というコメントからは、学生に対して効果

的に活用できるということを認識できたと言えよう。 

 

回答者：28名 

回答者：19名 
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4-1-3．研修受講者のコメント（改善点） 

プログラムについての改善点をまとめたものが、別

表2である。内容から①プログラムの進め方、②SP

トランプの2つカテゴリーに分類した。以下では、本

プロジェクトの目的で、職員が教育活動に間接的に関

わることの観点の一つである、「職員が、FDを通して

教員にアクティブ・ラーニングに効果的な活用法を伝

えることができるのか」に関係のある「①プログラム

の進め方」についてみていく。 

≪教職員プログラム（1）受講者≫ 

・研修会などで、どのように使うと有効かなど、いく

つかヒント・事例なども紹介していくと受講者が活

用方法のヒントになると思う。 

・実践例をいくつか紹介していただけたら（口頭では

なくて）一覧表で（目標か内容を含めて）。 

・今後SPトランプを学生対応でどう使っていくのか

詳しく聞きたかった。 

・今後どのように今日学んだことを活かすことができ

るのか、事例がもう少し多いとよいと思った。 

≪教職員プログラム（2）受講者≫ 

・具体的に開発（SPトランプ）された経緯が導入で

聞きたかった。 

・トランプを使う＝道具を使うことで、何を目的にし

ているのかが私には明確にならなかった。 

「いくつかヒント・事例なども紹介」、「実践例をい

くつか紹介」、「学生対応でどう使っていくのか詳しく

聞きたかった」、「事例がもう少し多いとよい」、といっ

たコメントから、一通りの使用方法だけでなく、実際

に活用できる事例や実践例の提示を求められているこ

とが分かる。専門分野を有する教員と異なり、職員は、

経験や実践により伝えることが有効であると考え、教

職員対象プログラム（2）では、実際に活用できる事

例や実践例を組み入れた結果、それについてのコメン

トは減少した。しかし、「具体的に開発（SPトランプ）

された経緯が導入で聞きたかった」、「何を目的にして

いるのかが私には明確にならなかった」のコメントか

ら、活用方法だけでなく、ツールそのものについて触

れることも必要だと感じた。 

4-1-4．授業に活用した教員のコメント 

教職員対象プログラムを受講し、自らの授業で活用

した教員E大学教授、講師に尋ねた項目の中で、本プ

ロジェクトの目的で、職員が教育活動に間接的に関わ

ることの観点の一つである、「職員が、FDを通して教

員にアクティブ・ラーニングに効果的な活用法を伝え

ることができるのか」に関係のある「なぜSPトラン

プを使用しようと思ったか」についてみていく。 

≪E大学教授≫ 

・学生のアイスブレイクになる。 

・お互いを簡単に知ることができる。 

・自分の知らない自分を知るチャンスになる。 

・授業への興味が湧く。 

≪E大学講師≫ 

・導入に際して、アイスブレイクで、単なる自己紹介

よりも詳しく、性格などを把握でき、短時間で実施

可能なことから、使おうと思いました。 

 これらのコメントから、FDを受講したことで、学

生に効果的な活用法を見出したことがわかり、職員が

FDを通して教員に効果的な活用方法を伝えることが

できたと言えよう。 

また、本プロジェクトの目的で、職員が教育活動に

間接的に関わることのもう一つの観点である、「FDを

受講した教員が、効果的に学生に活用できるのか」に

関係のある「学生の反応はどうだったか」、「どのよう

な点が有効だと思ったか」、「今後も活用するか」につ

いてみていく。 

≪E大学教授≫ 

・学生の反応はとても良かった。使い方を間違わなけ

れば、どんな場面でも使えると思う。 

・驚き、SPトランプへの興味関心、他者への興味関

心、皆で、ワイワイと話をする、もっと知りたい！

やりたい！との声などがありました。 

≪E大学講師≫ 

・感想や雰囲気は、もっとやりたいという声が出てお

りました。アイスブレイクにもってこいで、良い雰

囲気になったので助かりました。 

・学生たちの様子は非常に良いものでした。 

・活用したいと考えている。授業や研修会を運営する

にあたって、とても有効であると感じたから。職場

でのコミュニケーション促進に向けても活用でき

ると感じている。 

「学生の反応はとても良かった」、「もっと知りた

い！やりたい！との声」、「もっとやりたいという声」、

「良い雰囲気になったので助かりました」、「学生たち

の様子は非常に良い」、「有効であると感じた」といっ

たコメントは、SPトランプそのものの性質や、講師
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の力量にあるかもしれないが、「プログラムを受講した

教員が、効果的に学生に活用できるのか」を支持する

結果だと言えよう。 

4-2．直接的関与に対するアンケート結果 

4-2-1．ワークに対する満足度 

学生対象プログラム受講学生に、「ワークに対する

満足度」について尋ねた項目の中で、本プロジェクト

の目的で、職員が教育活動に直接的に関わることの観

点である、「職員が学生に対して効果的なアクティブ・

ラーニングを行うことができるのか」に関する項目が、

以下の図7～9である。すべての項目について90％以

上の受講生から「そう思う」もしくは「どちらかとい

うとそう思う」と肯定的な回答があった。 

 

図7 ワークは楽しかったですか 

図8 ワークは自分を知るために有効でしたか 

 

図9 講師の説明はわかりやすかったですか 

4-2-2．学生のコメント 

ワークを受講した感想を自由に記入してもらった

結果をまとめたものが、別表3である。内容から4つ

のカテゴリーに分類したが、以下では、各カテゴリー

から、本プロジェクトの目的で、職員が教育活動に直

接的に関わることの観点である、「職員が学生に対して

効果的なアクティブ・ラーニングを行うことができる

のか」に関係のあるコメントについてみていく。 

・自分のことがよくわかったので、よかったと思う。 

・自分について知ることができ楽しかった。 

・自分を見つめなおす良いきっかけになった。 

・改めて自分を見直す良い機会だったと思う。 

・SPトランプを通じて、もっと自分について詳しく

理解した。 

・意外なSPがみつかった。面白い教材だと思う。 

・自分を振り返る、いいきっかけになったと思う。自

分は思った通り受動的なやつだと改めて感じた。 

・なんだか、自分の欠点にも、いいように働く可能性

があることを再確認し、少し救われた気がした。 

・ダイヤが７枚もあり、自分は改めて能動的ではない

と認識した。これが活かせるようにしていきたい。 

・新しい形のグループワークで楽しかったです。 

・SPトランプは初めてしたが、すごく有意義だった。 

・楽しかったでーす。 

・今回のワークは自分の性格を確認する上で役に立っ

たと思う。 

・今日のグループワークで自分について、よく考え、

人についても考えられたと思う。 

「自分のことがよくわかったので、よかったと思

う」、「自分について知ることができ楽しかった」、「自

分について詳しく理解した」、「自分を見つめなおす良

いきっかけになった」、「改めて自分を見直す良い機会

だった」、「再確認し、少し救われた」、「これが活かせ

るようにしていきたい」、「自分を振り返る、いいきっ

かけになったと思う」、「今回のワークは自分の性格を

確認する上で役に立ったと思う」、「今日のグループワ

ークで自分について、よく考え、人についても考えら

れたと思う」、「面白い教材だと思う」、「新しい形のグ

ループワークで楽しかった」、「すごく有意義だった」、

「楽しかったでーす」といったコメントは、SPトラ

ンプが学生に受け入れやすい教材であったことを考慮

しても、自分を知ることができたというコメントが多

数あったことから、効果的なグループワークだったと

言えよう。 

回答者：40名 

回答者：40名 

回答者：40名 
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4-2-3．授業担当者のコメント 

教職員対象プログラムを受講し、学生対象プログラ

ムの当該授業担当教員であるK大学准教授から、以下

のコメントを得た。以下では、本プロジェクトの目的

で、職員が教育活動に直接的に関わることの観点であ

る、「職員が学生に対して効果的なアクティブ・ラーニ

ングを行うことができるのか」に関係のあるコメント

についてみていく。 

・15回の授業に、少し言葉は悪いかもしれませんが「気

分転換」の要素も必要かと思うのですが、それには

うってつけだと思いました。 

・上々の反応だったと思います。アンケート結果を見

ても反応は良いですよね。 

・「自分を見つめ直す」というのは、簡単なようで難し

いと思います。こういう機会でもないと、改めて自

分を見つめ直さないのではないでしょうか。 

・その後の授業で「SPトランプの結果を踏まえて、

これからの大学生活の課題・抱負を述べる」という

小グループでのプレゼンをしましたが、 今の自分

に何が足りないか、それを補うためにはどうすれば

よいのか、 一人一人真剣に考えてきていました。

もちろん、自分の強みをどう活かすか、ということ

も、ですが。 

「上々の反応だったと思います。アンケート結果を

見ても反応は良いですよね。」と言ったコメントから、

職員が学生に対してグループワークを行うことに対し

て、肯定的なことが伺える。また、「『気分転換』の要

素」、「こういう機会でもないと、改めて自分を見つめ

直さない」、「その後の授業で『SPトランプの結果を

踏まえて」、「 一人一人真剣に考えてきていました」、

「自分の強みをどう活かすか」といったコメントから、

学生に対して効果的なグループワークが行われたこと

を示している。 

５．考察 

本プロジェクトでは、職員が教育活動において教員

をどのようにサポートすることができるのか、その可

能性について、コミュニケーションツールの一つであ

るSPトランプを用いた実践を通して、職員が教育活

動に間接的に関わることと、直接的に関わることの観

点から検討を行った。分析の結果、得られた主要な知

見は以下の通りである。 

第1に、教職員対象プログラム受講者から、職員の

プログラム講師としての言動や研修の進め方等につい

て、肯定的な評価を得ることができた。そして、教員

が自らアクティブ・ラーニングに有効なツールを探し

たり、調べたりするのではなく、職員が習得したツー

ルや活用法をFDを通して知ることで、今まで持って

いなかったツールを知り、それを活用できる可能性を

見出すことができた。さらに、その後、学生の気づき

や学びに効果的に結びついたという結果を得ることが

できた。これらは、職員が教員の教育活動において間

接的にサポートできたことの一つの証となった。 

第2に、学生対象プログラムのワークに対する満足

度では、学生から、職員が講師を務めることに関して

肯定的な回答を多く得られた。このことは、学生が授

業の質を、講師が教員であるか職員であるかよりも、

内容やスキルで判断する傾向が示唆された。さらに、

その後の授業において学生は、筆者が担当したワーク

の結果を活かして、自己理解や自己成長について、一

人ひとり真剣に考えていたという結果を得た。これら

のことから、職員が授業内で効果的にグループワーク

を行えたことが窺え、職員が教員の教育活動において

直接的にサポートできた事例となった。 

なお、今回使用したSPトランプは別表1～3にある

とおり、教職員にも学生にも、全般的に肯定的であり、

①授業に活用できるツールであること、②教員が授業

で活用するだけでなく、幅広く学生支援の場面で活用

できること、③学生に対して自己理解等のツールとし

て有効であること等、あらためてSPトランプの効果

についても把握することができた。 

６．今後の課題 

大学の教育研究活動の中での周辺部分の役割しか

与えられてこなかった職員が、学士課程教育に参画し

ていくことは、香川大学のみならず、他大学において

も容易なことではない。さらに、FDやカリキュラム

面に関わる業務を担当している部署以外の職員には、

教育面での様々な取り組みに対して提案することは、

なおさら敷居が高く困難である。 

それでは、今後職員は、どのように学士課程教育に

参画し、教員をサポートすればよいのだろうか。 

教職員対象プログラムを受講し、その後、自らの授

業で活用した教員及び学生対象プログラムの当該授業

担当教員へ、「職員が授業や授業方法に一部関与するこ

とについてどう思うか。」の質問をした結果、以下のよ

うなコメントがあった。 

・職員の強みを活かしたり、教員が持っていないスキ

ルや知識を活用したりしてもらえたら大歓迎です。 
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・教員と職員、他の専門職の方がチームとなり、ひと

つの授業をつくりあげることをつくりあげること

は、今後、高等教育の中で、必要とされる人材では

ないでしょうか。 

・主に教育活動を行うのは教員ですが、 職員の方がそ

れぞれのスキルを教育活動に活かす機会が持てる

のは良い。 

以上のコメントから、前述の山本（2012）の言葉に

もあるように、自大学でどのような教育内容が提供さ

れているかをしっかりと把握し、教員と対等に話がで

きる知識と分析力をもつこと。そして、組織的に取り

組むために、当該業務に関する目標や目的を共有して

それぞれが仕事をするような、一体感のある協働でな

ければならないと考える。そのために、職員は強みを

活かし、有効なスキルを身につけ、賛同してくれる教

員を巻き込みながら、間接的・直接的にサポートしな

がら、教育活動に参画していき、地道に大学全体に教

職協働の体制を浸透させていくことが必要である。 

７．おわりに  

 何のために教員をサポートするのか。何をサポート

するのか。サポートすることによって何がどう変わり、

どうなりたいのか。そんな問いがぐるぐると頭を回る

中、本プロジェクトを通して、大学にとって職員に求

められることは何かを模索した。 

 寺崎（2010）は、大学教育学会大会で「大学教員は

いかなる意味で教育者か」をテーマに基調講演を行い、

その中で、「大学教員が宿命的に持っている責務という

のは、やはり研究をすること。」であり「大学教授とは、

あくまでも学術の研究者である。」としながらも、「教

育者であれという、だんだん高まってくる要求にさら

されつつあるというのが現実である。」と述べている。  

今回のプロジェクトで、職員が間接的・直接的に教育

活動に関わることの可能性が少なからず見えてきた。

教員にはキラキラと輝く瞳で自身の研究を語る研究者

でいて欲しい。そして、その研究のおもしろさを学生

たちに伝えて欲しい。しかし、教育者としての役割を

大きく担うようになった今、筆者の考える教育面での

教職協働とは、教員がその役割を円滑に行うため、職

員が教育活動において、間接的であれ、直接的であれ

有益なサポートをし、チームとなって学生のために尽

力することではないかと考えている。 
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注） 

1) 能動的学修（アクティブ・ラーニング）とは、「教

員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、

学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教

授・学習法の総称。」であり、発見学習、問題解決

学習、体験学習、調査学習等が含まれるが、教室

内でのグループディスカッション、ディベート、

グループワーク等も有効なアクティブ・ラーニン

グの方法である。（中教審答申 2008用語集） 

2) ①知識社会の本質や少子化の現状から時代の難し

さを認識し、大学として解決すべきか大学何かを

正しく捉えられる能力、③能力常に新しい事務分

野に興味を持ち続けること 

3) SP（Sub Personality）トランプは、株式会社 SORA 

の角本ナナ子氏と、YAO 教育コンサルタントの八

尾芳樹氏によって開発された人育てのためのツー

ル。イタリアの心理学者ロベルト・アサジョーリ

博士のサイコシンセシスを基に、人間の持つさま

ざまな面の一つをとりあげて準人格化し、独立さ

せたサブ・パーソナリティをトランプ形態にした

もの。 

詳細は、http://www.sora.co.jp/item_1.html参照 

4) 3つの研修は、すべてSPコミュニケーション協会

主催である。詳細はhttp://www.sptrump.com/参照 

5) University Network for Global Leadership 

Development in West Japanの略称。文部科学省

の平成24年度「大学間連携共同教育推進事業」に、
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愛媛大学が代表校となり申請していた「西日本か

ら世界に翔たく異文化交流型リーダーシップ・プ

ログラム」が採択された。関西・中国・四国・九

州の国立私立の9大学1短大により、「異文化交流

型リーダーシップ・ネットワーク」を形成し、全

国展開に向けて西日本での連携と発展を図る。 

6) Shikoku Professional and Organizational 

Development Network in Higher Educationの略

称。「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク」

は、四国地区の33の国公私立大学・短期大学・高

等専門学校によって構成されている。四国地区の

大学及び高等専門学校の連携・協働により、地区

内のＦＤ／ＳＤ事業の推進と大学等の教育力の向

上を図ることを目的として、前加盟校からの分担

金により運営している。なお、香川大学は2008年

度からSPODに加盟した。それにより、教員の能

力向上、授業改善のためのスキルアップ講座が充

実、新たに「合宿型新任教員研修会」を企画立案

実施した。また、職員の研修会参加への可能性が

広がった。 

7) 大学・高専の教職員が自らの能力開発のために役立

つ多種多様で質の高いFD/SDプログラムならびに

組織を超えた持続的な相互交流・関係づくりの場。

多彩な講師陣、職場で使える実践方プログラム、

SD プログラムも多数開催されていることが特徴

である。毎年夏に4日間開催され、2013年は、全

国各地から560名が参加した。 

8) 教職員対象プログラム（1）（2）で選択肢が異なる

理由は、プログラムの主催組織が実施したアンケ

ートを利用したためである。教職員対象プログラ

ム（1）は、UNGL（注5参照）が実施し、教職員

対象プログラム（2）はSPOD（注6参照）が実施

したものを主催者から提供を受け、分析した。 
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別表1 研修受講者のコメント（良かった点） 

教職員対象プログラム（1） 教職員対象プログラム（2） 

① プログラムの進め方 

・他大学の教職員とのやりとりの中で、学生に対する

考え方についての議論をすることができた。 

・講師の説明がわかりやすくてかつ丁寧で、進め方も

すばらしかったと思う。 

・自己分析はいつもしていることなので特別な感想は

ない。ただ、UNGL 内でのコミュニケーションと

しては楽しいイベントでした。 

・講師の話はとてもわかりやすかった。タイプ別の状

況対応例など。 

・自己開示をしながらファシリテートとする講師に共

感がもてた。勉強になった。 

① プログラムの進め方 

・新たな経験ができて有意義だった。 

・自己理解、他者理解の手順がわかった。 

・このようなツールを使ったコミュニケーションの実

用性を実感できた。 

・SPトランプがどのようなものかわかった。 

・サブ・パーソナリティーという視点を知ることがで

きとても勉強になった。 

・コミュニケーションツールの一手段として、ツール

の有効性がある要素が認識できた。 

・SP トランプというものの存在とその使い方を知る

ことができ、今後のコミュニケーションにいかせる

と思う。 

・SPトランプの特徴と使い方がよくわかった。 

・メリハリがあり、とてもわかりやすいセミナーだっ

た。 

② 学生に対して活用できるツール 

・学生に対して（授業中）使ってみたいと思った。 

・学生指導の場面でも使えるツールだと認識すること

ができた。 

・学生の相互理解のツールとして使えそうだ。 

・学生が自己分析をするとき、アイスブレイクをする

ときに役立つと思うので、活用していこうと思っ

た。 

・学生支援や授業、プロジェクト（学生と地域、企業

の）にいかせる。このWSをして、活動に取り組む

ことで学生間の壁を取り払うことができると思っ

た。 

・自分の大学に持ち帰って、利用できそうである。SP

カードというものを知ってよかった。 

② 学生に対して活用できるツールである 

・学生が自己理解するための新しいツールとして手軽

で効果が望める。 

・特に少人数の授業のアイスブレイクに実際に使って

みたいと思った。 

・SP トランプを使って自己分析を行うことで、学生

をより深く理解する手助けになると思う。 

・SP トランプの存在と限界がわかったように思う。

18 歳からの学生には有効かもしれない、私は別の

手法で実施したい。 

・各タイプの特徴、長所、短所はこれから使ってみよ

うと思う。学生への具体的対応時に使えると思う。 

③ 教職員に活用できるツールである 

・今後、UNGL で協働していくメンバーのパーソナ

リティーの一部も理解することができた。 

・SP トランプを使ってセミナーの導入ができるよう

になったと思う。 
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④ 自己理解・他者理解のツールとして有効 

・他大学の教職員や自分自身の人間性について知る、

よいきっかけとなった。 

・自己理解ができた。学生のタイプを極め、よりあっ

た接し方をしていこうと改めて感じた。 

・自分のパーソナリティーの特性が理解できたこと。 

・初めて出会った他大学の教職員にパーソナリティー

の開示がスムーズにできて、コミュニケーションが

うまくできたこと。 

・相手のタイプを理解すると適切な対応をすることが

できることを理解した。 

・自分自身の自己分析ができたことに加え、他者理解

にも役立つことが分かった。 

・自分の・弱点を深刻にならず、自己受容し、また、

他者を共有できるツールを教えていただいたこと。 

・カードを使うことによって、比較的スムーズに自分

のことを話すことができた。このカードを使うと他

人に自分のことを伝えることが簡単だと思った。 

・自己分析を深めることができ、同時に他者を理解し

ようと努力できた。 

・短い時間であっても他己評価が意外にあたっている

のが不思議。結局人は5分もあればその人を見抜く

力があるのだろうか。 

・自分の嫌なところを再確認できた。他の人も同じよ

うな悩みを持っていることがわかり安心した。 

・自分自身の苦手とするSPに対して、サポートする

SP は一通りでないことは、自分の欠点への対処が

一通りでないことだと気づかされた。欠点をカバー

し、長所を伸ばすきっかけになると思う。 

・自己理解を深めることができてよかった。 

・「受け入れにくい」SPをどのようにカバーしている

のか、無意識で行ってきたことを見つめ直す機会を

持てたことがよかった。 

④ 自己理解・他者理解のツールとして有効 

・自分の性格を改めて考えることができてよかった。 

・自己否定、他者否定にも有効な可能性のあるツール

と感じた。 

・自分を見つめる機会が持てた。 

・自分を知ることができました。他者から見た自分と

いうのも大切なんだと思えた。 

④ SPトランプについて 

・SPトランプの存在を知ったこと。 

・SP トランプについての理解をさらに深めることが

できた。 

・SP トランプの知識や使い方を改めて理解すること

ができた。 

・楽しみながら研修を受けられること。 

・SP トランプという簡易な道具を使って自己理解を

深く行うことができた。 
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別表2 研修受講者のコメント（改善点） 

教職員対象プログラム（1） 教職員対象プログラム（2） 

① プログラムの進め方について 

・なにか具体的なプログラム（カンファレンスや海外

研修）を終了した後にも実施して、事前事後の変化

を知ることができればよいのではないか。自らの成

長ぶりを確認できれば自信につながると思う。 

・グループワークの時間、特に自分のエピソードを語

る時間が短かったので深めることができなかった。 

・初対面の人同士でやるよりは、やはり同僚などでや

った方がプレゼントできるSPが信用性のあるもの

になるのでは？初対面に限定した使い方がいいの

かが疑問。 

・次のステップへ進めるような受講者の新たな課題を

発見できるようなまとめがあればいい。 

・研修会などでどのように使うと有効かなどいくつか

ヒント・事例なども紹介していくと受講者が活用方

法のヒントになると思う。 

・実践例をいくつか紹介していただけたら（口頭では

なくて）一覧表で（目標か内容を含めて）。 

・今後SPトランプを学生対応でどう使っていくのか

詳しく聞きたかった。 

・今後どのように今日学んだことを活かすことができ

るのか事例がもう少し多いとよいと思った。講師の

方の話し方や研修の進め方はスムーズでとてもよ

かったと思う。 

・もう少し事前にメンバーのことを知ることができて

いたら、話し合いの質が高まっていたと思う。 

・次のステップでお互いにパーソナリティーを知った

後、「ある課題」に取り組むにあたって、それぞれ

の役割分担を議論し、それぞれが理解し積極的に受

け止めるようなプログラムの構築。 

・トランプとしてのゲーム性があった方が学生にはう

けるかも。例えば、「じじ抜き」として負けた者が

そのカードにまつわるエピソード、他者もそのカー

ドにあてはまる負けた人のエピソードを話す。 

・時間的に余裕があれば、もっと良かったなと思った。 

① プログラムの進め方について 

・グループごとの発表を入れるような工夫があればよ

かった。 

・具体的に開発（SPトランプ）された経緯が導入で聞

きたかった。 

・実際の実践報告がもう少し聴ければ即効性のあるも

のになると思いました。 

・Q&A の時間がとれればもっとよくなるのではと思

う。 

・研修のテーマの設定と表示にもう少し具体性のある

記述が欲しいところ。 

・トランプを使う＝道具を使うことで、何を目的にし

ているのかが私には明確にならなかった。トランプ

を使って実施することは簡単だが、きちんと学生を

フォローする形で実施できているかも大切だと思っ

た。どうしても小手先の技術でしかないように思え

た。心の中のことを扱うにあたって、講師の人間観

が伝わってこなかった。性格を表すことばの持つそ

れぞれのとらえ方が違うことも前提にしないといけ

ないと思う。専門性、適正という点で深く考えさせ

られた。NLPのメタコミュニケーションプログラム

と重なるが、その進め方と比べて？と思うことが多

かった。 
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② SPトランプについて 

・SP トランプを各大学で借用させてもらい何かの取

り組みにつなげられるとよいと思う。 

・個人の理解と4つのタイプ分けをグループにどのよ

うに生かせるか知りたかった。（グループメンバー

を決める際にどういうタイプをどれくらい配置し

たら良いかなど） 

・学生だけでなく、職員人事に応用できないか。広報

業務はハート、経理業務はクローバーなど。 

・自分の性格の受け止め方についてアドバイスいただ

ければありがたい。 

・SP トランプを選ぶとき「このカードを選んだらこ

のカードを選ぶべきだった」と感じてしまう。直観

的に選択できなかった。 

② SPトランプについて 

・SPトランプを入手できない場合はどうすればよいか

提案していただきたい。 

・せっかく方法を教えて頂いたのに、トランプを入手

できないことは残念。 

・SPトランプを販売されていたらよかった。 

・SPトランプの購入方法、各カードの意味、関連書籍

などを知りたいと思った。 
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別表3 ワークを受講した感想  

① 自己理解 

・自分のことがよくわかったのでよかったと思う。 

・自分について、知ることができ楽しかった。 

・SPトランプを通して、自分の姿を改めて確認できた。自分の姿のメリットデメリットをしっかり知っておき

たいと思った。 

・自分を見つめなおす良いきっかけになった。 

・自分の行動があてはまっていておもしろかった。 

・自分では思ってもいなかった一面を知ることができたように思えた。 

・自らの性格にあてはまると思うのが多くあったので、すごく楽しかった。 

・改めて自分を見直す良い機会だったと思う。 

・自分の性格とあっていたのでびっくりした。 

・SPトランプを通じて、もっと自分について詳しく理解した。 

・ネガティブなSPばかり選びがちだった。ポジティブなSPを探していけるようにしようと思った。 

・普段自分の性格について、あまり深く考えないようにしているため、あらためて自分の性格を知ることがで

きて良かった。 

・自分がどのような性格であるのか、今日のSPトランプを使ってわかった。 

・自分の性格を知ることができた。 

・SPトランプのマークわけで、分かれた細かい性格もあてはまるものが多くあった。 

・このような性格分析のようなものは、あまり気にしない性格なので、話半分だったが、ネガティブなものば

かり選択するのは、私の性格が出ているのかなと思った。 

・私は、赤色が圧倒的に多く、感覚で行動すると言われて、その通りだと思った。 

・赤がとっても多いので、理系としてどうなのかと思った。 

・意外なSPがみつかった。面白い教材だと思う。 

・自分を振り返る、いいきっかけになったと思う。自分は思った通り受動的なやつだと改めて感じた。 

・自分の中に何があるかというのが分かった。 

・自分の札には、クラブのマークがとても少なくて、私って本当に理系に向いているのだろうかと少し不安に

なった。 

② 自己受容・自己成長 

・なんだか、自分の欠点もいいように働く可能性があることを再確認し、少し救われた気がした。 

・受け入れにくいSPは「いじけやさん」だったのだが、他のSPがあるからカバーできているとわかった。 

・一見矛盾している SP があっても、それがあるから、バランスが取れるように自分が保たれているのがわか

った。 

・ダイヤが７枚もあり、自分は改めて能動的ではないと認識した。これが活かせるようにしていきたい。 

・タイプ別の特徴は自分にあたっていた。自分の長所と短所はどちらも良い方向に働いたり悪い方向に働くこ

ともあることが分かった。 
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③ 他者理解・他者対応 

・自分が思っている性格と周りから見られている性格が結構違っていて驚いた。 

・自分を見るのと他人が自分を見るのとでは、やはり印象が違うと感じた。 

・自分では気がつかなかった一面があることを知った。人と自分ではとらえ方が違うのだと思った。 

・あまり極端に結果が出なかったので、良くわからないところもあったが、友達からこういう一面もあるとい

う風に気づかされておもしろかった。 

・他人から自分がどういう風に見られているのかがわかった。 

・自分が自分のことをどう思っているのかだけでなく、他人からどう思われているのか知れたのは貴重だった。 

・友人からどのようなことを思われているのかわかった。 

④ その他 

・心理学っぽい授業だった。 

・新しい形のグループワークで楽しかったです。 

・SPトランプは初めてしたが、すごく有意義だった。 

・楽しかったでーす。 

・今回のワークは自分の性格を確認する上で役に立ったと思う。しかし、今回のことを終えても、自分は自分

であり、相手も相手であり、今回の結果を今後に反映させるのはとても難しい。しかし、今回のワークは無

駄ではなく、ワークをしたということが一番大切であると思った。 

・今日のグループワークで自分について、よく考え、人についても考えられたと思う。 

・大概自分については良く分かっているつもりなので、ワークはあまり効果を出さなかったと思う。他の人に

勧めるとおもしろいと思った。 

・ちょっと選択肢が少ない。 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

大学職員の能力を効果的に活用する 

環境実現への実践 

―スキルバンクによる職員の活用事例― 

論文要旨 

職員は、求められる職員像を見据え、職能開発（スタッフ・ディベロップメント、SD）とし

て体系化された研修制度を活用し、必要な能力を高めることで、学生や教員とともに個性輝く

大学を創る役割を期待されている。 

本プロジェクトの目的は、職能開発とは異なる職員が持ち合わせている潜在的スキル（能力）

を発掘し、活用する新たな仕組みとして職員の資格や特技等を集約したシステム「スキルバン

ク」を構築することである。そして、大学の中でそのスキル（能力）を有効活用することに加

えて、その仕組みを実践し検討を行った。その結果、多様なスキル（能力）を有する職員が存

在すること、そのスキル（能力）を活用できる方策が発見できた。また、スキル（能力）を活

用、実践することで他の職員への学びに繋がり、実践環境を通してコミュニケーションの必要

性を意識付けできたことも検証できた。 

今後、実践により職員の職能開発に対する意識の向上に結び付け、大学の発展に寄与する取

組みに繋げる。 

3期生 

高知大学研究国際部研究推進課研究助成係 

濵田 昌代 
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大学職員の能力を効果的に活用する環境実現への実践 
 

 －スキルバンクによる職員の活用事例－ 
 

  濵田 昌代（高知大学） 

 

 

 

 

１.はじめに 

1-1.背景 

大学とは、学術の中心として、広く知識を授けると

ともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的

及び応用的能力を展開させることを目的としている

（学校教育法第83条）。そして、大学における教育の

目的とは、広範にわたる知識の獲得と諸分野の専門的

な教育・研究を行うことで、拡大・深化した知見と柔

軟な思考力を備えた知識人を育成し、学生を社会に送

り出すことである。つまり、教育機関としての大学が

果たすべき重要な社会貢献の一つでもある。 

また、教育・研究に加え、国民へ高等教育に関する

公正な機会を保障する責務があり、行政との連携によ

り地域経済の活性化への中枢機能の役割も果たしてい

る。 

教員は、学生や地域へ教育・研究の「知」を提供し、

職員は、大学管理運営や学生を含めた構成員を支援し

ている。教員と職員は、学生や地域に対してそれらの

質の保証、つまり質の高い「サービス」を担保する必

要がある。そして、より個性豊かな魅力ある大学とな

るために、また、大学を発展させていくためにも、サ

ービスを提供する教職員に対する改善に活かしていく

活動体制を構築していかなければならない。 

平成20年12月に出された中央教育審議会答申「学士

課程教育の構築に向けて」では、学士課程教育の充実

を支える学内の教職員の職能開発が求められている。

このうち職員は、大学の管理運営に携わる、また、教

員の教育・研究活動を支援するなど、重要な役割を担

っており、職員の大学経営をめぐる課題が高度化・複

雑化する中、職員の職能開発（スタッフ・ディベロッ

プメント、SD）はますます重要となっている。 

平成23年6月、国立大学協会の「国立大学の機能強

化-国民への約束-」1)によれば、「大学構成員による自

大学の使命・ビジョンの共有と更なる責任の自覚」、「大

学間の共同による教員力の向上プログラム、職員の資

質向上プログラムの実施」を機能強化のための方策と

して挙げている。 

職員について寺崎（2010）は、2004年に立教大学の

「SDシンポジウム」において「事務員をやめよう、職

員になろう」と論じ、職員を「効率的な日常業務処理

だけに専念するのではなく、大学全体を視野に入れ、

将来の方向についても積極的に提案できる人」と述べ

ており、福島（2010）は、法人の経営や大学・学部の

管理運営において、組織における職員の役割を強化し

ていくことが必要であることを述べている。 

また、山本（2006）は、「職員改革なくして大学改

革なし」と大学における職員の役割の重要性と能力開

発の必要性に着目している。さらに、山本（2013）は、

「職員は大学経営という個別の立場から教育・研究に

寄与すべき」と論じ、職員が大学運営の視点から、教

育・研究活動を支援する意義を述べている。 

 

1-2.高知大学における現状 

高知大学においても、「国立大学法人高知大学事務職

員の能力開発に関する基本方針・基本計画」2) （以下、

「事務職員の能力開発に関する基本方針・基本計画」

という。）を平成25年3月に策定し、その中では、職員

として、大学の変化の中で、法令に基づく事務処理や

教員の教育研究活動の支援業務にとどまらず、教員組

織と連携協力しつつ、大学運営のプロジェクト・立案、

情報収集・分析、問題発見・解決等をなしえる能力（施

策立案能力、専門能力、マネジメント能力）を備え、

大学運営の一翼を担うことが求められている。 

そして、国立大学法人高知大学の組織の一員として、

以下の7つの職員像を示している。 

・「愛校心」のもと「責任」を持って業務に携わるとと

もに、健全で活力ある職場づくりを目指し、他の職員

と「協働」して気持ちよく仕事のできる「信頼」関係
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を築くことができる職員 

・環境の変化や現状を「迅速」かつ「的確」に把握し、

自ら発見し、考え、課題の解決や目標の達成に「スピ

ード」をもって取り組み、実現できる職員 

・「向上心」を持って知識取得や技量向上に取り組み、

幅広い業務あるいは特定の分野の業務において「専門

性」を持って取り組むことのできる職員 

・柔軟な思考力と豊富な想像力に基づく創造性豊かな、

「先見性」を持って取り組むことができる視野の広い

職員 

・「コスト意識」を持ち、「効果的・効率的」な組織運

営を行うことのできる職員 

・「危機管理意識」を持ち、危機事象に対して、迅速か

つ適切に対処できる職員 

・法令、法人規則、法人の理念、社会的規範等を遵守

して職務を遂行し、日常業務の中で公平公正な職務遂

行について正しい選択と透明な処理を行い、かつ、高

い倫理観に基づき地域社会において良識ある行動をと

ることができる職員 

 また、求められる能力として、1.業務遂行能力、2.

政策形成能力、3.対人関係能力、4.指導・育成能力が

示されている。 

 事務職員の能力開発に関する基本方針・基本計画の

Ⅱ.基本計画の中で研修の実施について、職員の成長は、

実践的な日常業務遂行の中で、上司や先輩からの適切

なトレーニング教育がなければ効果的な成長は望めな

い。そのためOJTを基本に、学内研修を実施し、実施

後は定常的に研修プログラムの見直しを行い、新規に

実施するプログラム開発を行う。そして学外研修等を

効果的に活用すると研修の充実・強化に取組む内容を

示している。 

 近年の高知大学における研修の取組みとしては、事

務職員の能力開発に関する基本方針・基本計画を策定

する基礎となった高知大学事務職員職能開発委員会及

びワーキングを発足した平成22年5月以降から徐々に

進められている。平成23、24年度の学内研修の実施実

績は、各年度6回実施しており、25年度に関しては、

10回（平成25年12月末現在）実施している。内容は、

新規採用教職員を対象とした「高知大学全学新任教職

員研修」を始め、「語学研修」（平成23、24年度は、英

会話研修、平成25年度は、英会話、中国語研修）や「パ

ソコン研修」などである。 

この学内研修では「研修報告会」も実施している。

この研修報告会は、長期海外研修修了者や国立大学法

人等若手職員勉強会参加者及び SPOD 次世代リーダ

ー養成ゼミナール 3)の修了者などを報告者として実施

している。目的は「研修者の発表能力の向上及び研修

成果等の情報提供」であり研修修了者自身の知識、能

力の向上に留めることなく、研修報告会を通して組織

へ還元する体制を整えている。 

研修報告会への参加者も事務局長をはじめ、事務局

全5部長、特任教員、若手、中堅職員を中心に参加し

ており、職員の研修への関心の高さと幅広さが窺える。

筆者の調査によれば、この研修報告会の形式は、四国

の国立大学法人及び一部の公私立大学には実績がなく、

高知大学の取組みを参考事例とし、現在、実施を検討

している大学もあることを確認している。 

また、本年度の研修報告会では、研修修了者の報告

だけでなく、主催課である人事課より職能開発ならび

に研修体系の説明を行う時間を設け、多くの職員への

職能開発についての理解の場にも繋げるなど、精力的

に職能開発を推進している。 

 

２.本プロジェクトの目的 

筆者は、平成 25年 8月に現在の部署に配属となっ

たが、それまでの7年間、人事課を含む人事部署で人

事管理業務に携わっていた。職員が採用時や在職中に

資格等を取得した場合、人事課に取得情報が提供され、

職員の人事記録情報に登録する。しかし、職員自身が

資格等取得後に人事記録情報へ登録することを理解し

ているのか、そして登録の必要性を感じているのか明

らかではなかった。また、実情として一部の専門的な

業務において必要とされる資格等を除き、登録してい

る職員の資格等を活用する事例はほぼなかった。そこ

で、筆者は、潜在的な資格等取得職員が存在するので

はないか、そして、資格等を活用する仕組みを構築で

きるのではないかと考え、本プロジェクトを提案した。 

本年度の研修報告会のアンケート結果によれば、事

務職員の能力開発に関する基本方針・基本計画につい

てどの程度理解しているかという質問に対して、ほぼ

半数の職員が「内容あるいは存在を知らない」と回答

している。組織として精力的に職員の職能開発を進め

ている一方、職員の職能開発への理解がまだ充分でな

いことが見受けられた。 

先述のとおり、高知大学では、求める職員像、能力

を明確にし、職能開発を整備し、徐々に体系化されて

きた。そして、必要な能力を向上させるべく、様々な

研修プログラムが開発され、実践されてきた。しかし、
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人事記録情報へ登録する資格を含めた職員の潜在的な

スキル（能力）を発掘・蓄積し、活用するプログラム

は未だに存在していない。そこで、職員の有するスキ

ル（能力）を使って新たな仕組みを構築するためのプ

ロジェクトを提案することとした。加えて、その仕組

みを実践する環境を通して、自己理解、他者理解に結

び付け、組織の発展に繋げられないかと考えた。 

本プロジェクトでは、職員が持ち合わせている潜在

的なスキル（能力）を発掘（図1参照）し、そのスキ

ル(能力）を集約・蓄積したシステム「スキルバンク」

（以下、スキル（能力）を蓄積することから「スキル

バンク」という。）（図2参照）を構築することが目的

である。そして、大学の中でその能力を有効活用する

ことに加えて、その仕組みを実践、検討することも目

的とする。 

 

本プロジェクトの具体的な目的は、以下の3つとす

る。 

1）職員のスキル（能力）の活用と向上 

高知大学における職員の求められる能力については、

先述のとおり事務職員の能力開発に関する基本方針・

基本計画において示されている。その必要な能力を研

修、あるいは自己研鑽によって向上させていくことが

必要とされている。そこで、本プロジェクトでは、既

に持ち合わせている職員のスキル（能力）を発掘し、

活用、実践する（図1）。 

本稿におけるスキル（能力）とは、資格（資格取得

や試験合格など）や特技等（得意としていること、好

きなこと、継続して続けていることなど）を総称した

ものである。 

 

図1  スキル（能力）の発掘のイメージ図 

2）スキル（能力）の蓄積システム（スキルバンク）

の構築 

職員のスキル（能力）を集約したシステムを構築し、

更に活用することにより、大学の中でそのスキル（能

力）を有効活用する基盤を作る（図2）。 

 

 図2  スキルバンクのイメージ図 

 

3）実践環境の構築と職員間のコミュニケーションに

対する意識の向上 

上記 1）、2）を効果的に活用するうえで、職員間の

コミュニケーションは不可欠だと考える。まず、コミ

ュニケーションを図るための環境を構築し、実践する

ことで、コミュニケーションの必要性を認識させる。 

 

３.本プロジェクトの実践方法 

本プロジェクトを実践する前に、ニーズ調査を行っ

た。方法、実施内容、結果は以下のとおりである。 

20代から40代の世代毎で様々な経歴（県外出身者、

高知大学卒業者、他機関人事交流経験者及び未経験者、

各職階）の女性職員10名（20代4名、30代3名、

40代3名）を対象に、本プロジェクトについての意見

及び働くうえで求める環境についてのヒアリングを実

施する。 

対象者への調査は、平成 25年 4月から 6月にかけ

て、個別に 30 分程度実施した。ヒアリング結果は、

大きく2つの世代で分類することができた。 

・20代～30代前半 

職員のスキル（能力）を用いて企画を提案すること

については、好印象でありプロジェクトへの賛同を得

た。 

その他、職員として必要な学びや職員間の風習（例

えば冠婚葬祭等の対応など）、先輩女性職員のライフス

タイルに関心も高く、また輝いている（活躍している）
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先輩女性職員との交流により、業務を相談できる関係

性を築き、業務を円滑かつ効率良く遂行する環境を求

めていることが明らかになった。 

・30代後半～40代 

職員のスキル（能力）を用いて企画を提案すること

については、自身が実践する側になることには積極的

に取組めないが、スキル（能力）を体感する側であれ

ば参加したいとプロジェクトへの賛同を得た。 

その他、後輩女性職員の職場での悩みを聞くことや、

日頃感じていることを相互に開示、共有できる働きや

すい職場環境を求めていることが明らかになった。 

 

これらのヒアリングにより、職員の能力（スキル）

を用いた企画を提案することに対して肯定的であるこ

とが明らかとなった。また、職場環境の改善や目標達

成には職員の相互理解が必要であると感じていること

も窺えた。この結果を踏まえて、女性職員を対象にプ

ロジェクトを実施することとした。 

 

本プロジェクトの実践方法は、以下の 2つである。 

1）実践環境（キラ☆ラボ）の設置とプログラムの実

施 

筆者が提案するプロジェクトを実践する環境を設置

する。対象者は、筆者の勤務する高知大学朝倉キャン

パスにおいて業務の中で日常的に関わりのある女性職

員を主な対象とした 33 名に参加を要請する。その環

境の名称を職員に提案してもらい、『輝き』を生み出す

場所、通称『キラ☆ラボ』と決定した。 

 

2）スキルシートの提供 

職員が取得している資格で、業務に直結する資格（語

学検定、簿記検定等）と業務に直結しない、わからな

い資格（茶道、華道等）、この他、資格ではないが特技

等（○○についての知識がある、○○について説明ができ

る、○○を継続しているなど）を「スキルシート」を用

いて、データとして集約する。 

 

3-1．プログラム（キラ☆ラボ）の実施 

本プロジェクトの目的とニーズ調査の結果から、プ

ログラムを2回実施することとした。 

このプログラムでは、職員のスキル（能力）を活用

するために、学内でスキル（能力）を有している以下

3 名の女性職員に講師（実践者）としての協力を要請

した。 

≪A氏：課長補佐≫ 

SPODフォーラム20124)においてプログラム「立場

や世代を超えた組織づくり-「ワールド・カフェ」5)で

実現しよう！組織の活性化-」の講師としての経験・実

績を持つ。学内でワールド・カフェの実践経験はなく、

本プロジェクトの目的である、スキル（能力）の活用

のほか学内で講師を経験することも目的である。 

 

≪B氏：中堅職員（9年目）≫ 

 長期研修（2 年間：1 年目は文部科学省国際業務研

修として文部科学省勤務、2 年目は国際教育交流担当

職員長期研修プログラム（LEAP）としてアメリカワ

シントンDC及びバージニア州でのインターンシップ）

修了し、語学力の向上やアメリカの大学や情勢を見知、

経験している。現在は広報部門に所属しており、研修

の経験を活かし大学を外部へ戦略的に発信している。

業務を通じて写真を撮る機会にも恵まれたことからも

カメラも得意としている。多彩な経験を他者と共有す

ること、研修修了後の研修報告会（平成 25年 6月実

施）の際に必要となったプレゼンスキルを更に高める

ことも目的である。 

 

≪C氏：若手職員（6年目）≫ 

 国立大学法人等若手職員勉強会（2012）への参加経

験と、SPODフォーラム 2013において受講した「プ

レゼンテーションの極意－聴き手を魅了する秘訣と

は？－①②」において得られた知識や技法を活用する

こと、コミュニケーションスキルを更に高めることも

目的である。 

 

筆者は、日常業務を通して、3 名が職能開発とは異

なるスキル（能力）を有していることを認識していた。

しかし、同様に他の職員も認識しているとは限らず、

本取組みを通して認識、活用の機会に繋がると考えた。

また、講師（実践者）3 名にとってもスキル（能力）

をアウトプットする機会となり、職員が企画し実践す

る新たな試みが、異なる世代の職員へ良い影響・刺激

を与える効果も期待し実践することを判断した。 

講師（実践者）3 名とはそれぞれ数回にかけて事前

に打ち合わせを行い、本プロジェクトの目的である、

1）職員のスキル（能力）の活用と向上、2）スキル（能

力）の蓄積システム（スキルバンク）の構築、3）実

践環境の構築と職員間のコミュニケーションに対する

意識の向上、と照らし併せながら以下のテーマで企画、
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実践する。 

 

A氏：「ワールド・カフェ～コミュニケーションを楽

しもう～」 

B氏：「視点を変える」 

C氏：「輝く女性のスケジュール管理事情 2013」 

 

2名の実践者（B氏、C氏）に対しては、自身に企

画を提案してもらい、筆者の考えるプロジェクト内容

との調整も行った。また、事前に筆者及びA氏に対し

てプレ発表を実践し、筆者及びA氏は2名のプレゼン

スキルチェック及び助言を行い、発表後の比較を検証

した（図3）。 

また、実践者（C氏）の企画については、職員への

取材を行う内容であったため、実践者の取材を筆者が

観察することにより、実践者の経験を理解・共有した

（図4）。 

 

図3  プレ発表風景 

 

図4  取材風景 

 

3-2．プログラム（キラ☆ラボ）の流れ 

【第1回】 

テーマ：コミュニケーションを楽しもう 

平成25年12月12日（木）午後6時 

高知大学総合研究棟会議室2（朝倉キャンパス） 

講師：筆者、A氏 

参加要請は3.1）に述べた33名に行い、このうち参

加者は23名だった。（実施時間2時間） 

実施内容は、プロジェクトの説明と目的である 1）

職員のスキル（能力）の活用と向上、2）スキル（能

力）の蓄積システム（スキルバンク）の構築、3）実

践環境の構築と職員間のコミュニケーションに対する

意識の向上、のうち 2）及び 3）に焦点を置いたプロ

グラムとし、筆者から本プロジェクト全体の説明と、

プロジェクトの対象者である女性職員が職場内で輝い

て働くことについて、各世代の男性職員からの肯定的

であった取材結果を紹介し、プロジェクトへの理解を

深めた。 

次に、A氏が「ワールド・カフェ～コミュニケーシ

ョンを楽しもう～」をテーマに実践した。 

内容は、1テーブル 4人のグループでテーマについ

て対話を行ない、参加者が各テーブルを移動し、テー

マについて話し合った内容を伝え共有することで、

様々な考えや思いを知るだけでなく、他者理解へのき

っかけにも繋げた。 

実践時間は、1時間30分とした（図5）。 

また、筆者から職員のスキル（能力）を使って、業

務や自己の業務外の活動、職場内コミュニケーション

ツールとして活用できないか提案を行い、そのシーズ

となるスキルシートの紹介を行った。 

 

図5  ワールド・カフェ実践風景 

 

【第2回】 

テーマ：キラ☆ラボ女子のスキルを覗いてみよう 

平成25年12月26日（木）午後6時 

高知大学総合研究棟会議室2（朝倉キャンパス） 

講師：筆者、B氏、C氏 

参加要請は、同じく 33 名に行い、このうち参加者

は17名だった。（実施時間1時間） 

 実施内容は、プロジェクトの説明と目的である 1）

職員のスキル（能力）の活用と向上、に焦点を置いた

プログラムとし、B氏、C氏から、自身の体験を踏ま

えたスキル（能力）の活用事例の発表を行った。まず、 

B氏が、「視点を変える」をテーマに発表を行った。 
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内容は、一人ひとりの業務が、大学運営に、そして

日本の将来に、あるいは世界に繋がっていると説明し

たうえで、視点を変えて物事を見てみる、考えてみる

ことの提案があった。そして、大学という自分が所属

する組織に興味を持つこと、大学を好きになることを

メッセージとして伝えるプレゼン内容であった（図6）。 

続いて、C氏が「輝く女性のスケジュール管理事情 

2013」をテーマに発表を行った。内容は、3名（係員

1年目、係員9年目、係長3年目）のキャリアの異な

る女性職員のタイムマネジメント状況を知るため、各

自の手帳について取材を行い、3名のスケジュール管

理の共通点や実践者の感想を交えタイムマネジメント

の重要性を伝えるプレゼン内容であった。 

それぞれ発表時間を20分とした。 

 

図6  発表風景 

 

3-3．効果測定のためのアンケート実施 

プログラム終了後に、参加者、実践者に対してアン

ケートを実施した。 

第1回は「プログラムの内容は適当だった」、「実施

時間（2 時間）は適当だった」、「プログラム実施の対

象者（女性職員）は適当だった」、「プログラムテーマ

（コミュニケーションを楽しもう）は明日からの業務

においても意識していく内容だった」、「コミュニケー

ションの必要性を感じた」、「世代間のコミュニケーシ

ョンは必要だと感じた」の各項目に対して④そう思う、

③どちらかといえばそう思う、②どちらかといえばそ

う思わない、①思わない、の4件法で回答を求めた。 

第2回は「プログラムの内容は適当だった」、「実施

時間（1 時間）は適当だった」、「プログラム実施の対

象者（女性職員）は適当だった」、「プログラムテーマ

（キラ☆ラボ女子のスキルを覗いてみよう）は明日か

らの業務においても意識していく内容だった」、「自分

もスキルを増やしたいと感じた」の各項目に対して④

そう思う、③どちらかといえばそう思う、②どちらか

といえばそう思わない、①思わない、4 件法で回答を

求めた。 

共通項目として、プログラムについての意見および

実践者（A氏、B氏、C氏）に対してのコメントを自

由記述してもらった。さらに、第2回のアンケートで

は、実践者2名（B氏、C氏）の企画に関連する質問

内容を、実践者から提案してもらい、自由記述で設け

た。各プログラムに対する満足度を記述統計量で算出

した。 

 

3-4．スキルシートの提供 

職員として必要とされる資格情報については、人事

課において人事記録情報へ登録し、管理している。た

だし、人事記録情報に登録している情報は、「事務職員」

として必要と考える資格を最優先しており、全ての資

格等を把握できているかは明らかではない。   

本プロジェクトでは、資格だけでなく、職員の「得

意としていることや好きなこと」を見える化・共有化

することで、職員の有するスキル（能力）が、学生に

とって、あるいは教員や組織にとって有益なものであ

れば、活用できないかと考え、プロジェクト参加者に

対してスキル（能力）を提供してもらう「スキルシー

ト」の作成を依頼した。 

スキルシートの項目は「皆さんの持っている（また

は取得予定の）資格を教えてください」、「皆さんの好

きなことやずっと続けていることを教えてください」

の2項目に対して自由記述とした。 

 

４.結果 

4-1.プログラム（キラ☆ラボ）に対する満足度 

プログラムに対する満足度は記述統計量を算出し

た。その結果、「そう思う」と回答した参加者の割合は

約8～9割であった（表1）。

 

第１回（平成25年12月12日実施）

④そう思う
③どちらか
といえばそ
う思う

②どちらか
といえばそ
う思わない

①思わない 合計

1 91% 9% 0% 0% 100%

2 77% 22% 0% 0% 100%

3 91% 9% 0% 0% 100%

4 77% 22% 0% 0% 100%

5 91% 9% 0% 0% 100%

6 91% 9% 0% 0% 100%世代間のコミュニケーションは必要だと感じた

設　　問

プログラムの内容は適当だった

実施時間(２時間）は適当だった

プログラム実施の対象者（女性職員）は適当だった

プログラムテーマ（コミュニケーションを楽しもう）は明日
からの業務においても意識していく内容だった

コミュニケーションの必要性を感じた
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表 1  アンケート結果 

 

4-2.プログラム(第 1回)のコメント 

プログラムに対して参加者からのコメントを

まとめたものが、別表１である。内容から、筆者

に対するプログラム内容、実践に関すること及び

講師（実践者）の企画、実践に関してみていく。 

 

4-2-1.プログラムに関するコメント 

【筆者に対する構成、進行、実践スキル（能力）

に関するコメント】 

「進行すばらしかったです。次回も参加させてい

ただきます」、「プロジェクトが形になり、運営で

きていることが、すごいと思います」 

【内容に関するコメント】 

「人数、時間、テーマとても良かったと思います。

お疲れ様でした」、「普段関わりのない他部署の

方々と知り合うことができ、いろいろな意見を聞

くことができました。このような機会を作って下

さって、ありがとうございました」、「この場でコ

ミュニケーションをとることで、人の考えをきく

ことができ、共感できたりして、充実した時間を

過ごせました。自分にも取り入れようと思うこと

があり勉強になりました」 

【参加に関するコメント】 

「女性職員として働くことを意識する機会にな

ったと思います。ありがとうございました」、「世

代を気にしすぎていたかも、と思いました。いろ

いろな世代の方と話せてよかったです」 

 

プロジェクトへの理解や次回の実施へ繋がる

肯定的なコメントが多く、主に同じ勤務地の職員

を対象に行ったが、新たな環境を提供することが

効果的であったと言える。 

 

4-2-2.実践者（A氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

「安心感のある進行は、さすがです」、「詳しい説

明なしで、進めながら、というのがとても良かっ

たです。最初はピンとこなかったですが、終わっ

てみると効果が分かりやすく楽しい方式だった

と思います」 

【内容に関するコメント】 

「人の話を聞くことの難しさをあらためて感じ

ております。明日から実践できればと思いまし

た」、「色々な意見をきくことができて勉強になり

ました。」、「１グループだけでなく「ハチ」とな

って他のグループの所に行くことで、テーマを違

った視点から見る事ができました」 

 

A氏の講師としての経験が効果的に活用された

こと、参加型の企画についてもコミュニケーショ

ンを実践することで職員の学びに繋がっている

ことがコメントからも窺える。 

 

4-2-3.実践者（A氏）のコメント 

 A 氏のコメントとして、「過去に SPOD フォー

ラムでの経験もあり、筆者の提案により実践する

こととなったが、自学で実践した場合の課題も見

える機会となり、この経験を自身のスキルアップ

にも繋げたい」と述べている。また、実施後の効

果として「企画を実践するまで交流のなかった参

加者と新たなコミュニケーションに繋がった」と

感想があった。 

この他、「本プロジェクトに賛同して参加する

職員がこれほど多くいることにも驚いた」ともコ

メントがあった。 

 

4-3.プログラム（第 2回）のコメント 

4-3-1.プログラムに関するコメント 

【筆者に対する構成、進行、実践スキル（能力）

に関するコメント】 

「（プロジェクトの）発想力の豊さに驚かされま

す」、「進行がすばらしい。このプロジェクトによ

り若手女性職員のパワーがぐんと伸びると思い

ます」、「面白い取り組みだと思いますので、継続

を目指してください。ご協力できることは何でも

ご一報を」 

【内容に関するコメント】 

「お 2人のプレゼンを聞けてとても勉強になりま

した」、「発表が人それぞれの内容で勉強になりま

す。「他の人を巻き込むプロジェクト」は、毎回

すごいと感じています」、「いつも素敵なプロジェ

クトをありがとうございます。何か皆さんの前で

お話しできることがあればいいなと考えていま

す」 

第2回（平成25年12月26日実施）

④そう思う
③どちらか
といえばそ
う思う

②どちらか
といえばそ
う思わない

①思わない 合計

1 94% 6% 0% 0% 100%

2 94% 6% 0% 0% 100%

3 94% 6% 0% 0% 100%

4 94% 6% 0% 0% 100%

5 94% 6% 0% 0% 100%

プログラムの内容は適当だった

実施時間(１時間）は適当だった

プログラム実施の対象者（女性職員）は適当だった

プログラムテーマ（キラ☆ラボ女子のスキルを覗いてみよ
う）は明日からの業務においても意識していく内容だった

自分のスキルを増やしたいと感じた

設　　問
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【参加に関するコメント】 

「いつも楽しい時間をありがとうございます。こ

れからもできるだけ参加させていただきます」、

「これからも応援し、参加させてもらいます」 

 

職員が企画・実践したことが、他の職員へ良い

影響を及ぼしていることが窺える。参加者として

だけでなく、プロジェクトを多角的に捉えたうえ

で賛同・関心を持っていることが窺える。 

 

4-3-2.実践者（B氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

「すばらしかったです」、「メッセージが伝わるプ

レゼンでした。誠実な話し方がすてきでした」 

【内容に関するコメント】 

「「外からみた高知大学」を今まであまり意識し

てこなかったので、これからはもう少し色んな情

報や声に敏感になりたいと思いました」、「視点が

変わる話、興味深く伺えました。写真撮影のポイ

ントも参考にします」、「アメリカのインターンの

話は貴重でした。やはり愛校心は、仕事する上で

も大事だと思いました」、「アメリカの大学事情が

面白かったです。自分の仕事が大学に、日本にさ

らには世界に影響するという言葉が響きました」 

 

実践者のスキル（能力）を活かしたメッセージ

が効果的に伝わっていることが窺える肯定的な

コメントが多く、参加者に伝わった結果として、

到達目標の設定（事前の打ち合わせ）、トレーニ

ング（プレ発表）なども効果的であったことが見

受けられる。 

 

4-3-3.実践者（C氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

「すばらしかったです」、「キラキラしていて、C

さんの持ち味がとても出ていた」、「すごく面白か

ったです。人をひきるけるパワーポイントだと思

い感心させられました」、「十分にスキル（能力）

あると思います」、 

「プレゼン力UPしてますね。キラキラしてまし

た」 

【内容に関するコメント】 

「手帳を通して、いろいろな方をご紹介いただき

ありがとうございました。是非続編を期待してい

ます」、「手帳の活用方法を知れて、私も取り入れ

ようと思いました」 

 

実践者が取材形式で企画、発表したことが効果

的に伝わっており、また、プレゼンスキルに対す

るコメントも多く、実践者と交流のある同僚から

も、実践者の成長を評価するコメントもあり、良

い影響を及ぼしていることが窺える。 

 

4-3-4.実践者（B氏、C氏）のコメント 

 2 名ともに自身の学びに繋がったと感想をもら

った。また、企画を考える中で、自分の業務を振

り返る良い機会にもなり、発表の人に伝えること

の難しさを実感した。構成や内容についても反省

点や課題もあったが、機会があれば、このような

場で発表も行いたいと前向きな感想を得た。 

この 2名の実践者に対しては、自身に企画を提

案してもらい、筆者とプロジェクトとの調整も行

った。また、事前に筆者及び A氏に対してプレ発

表を行い、プレゼンスキルチェック及び助言を受

け、発表との比較検証を行ったことについては、

企画から発表までのプロセスとしては、大変有効

だったという感想を得た。 

 

この他、参加者から実践者（A氏、B氏、C氏）

へのコメントについては、集計し、全て実践者へ

フィードバックを行なった。また、第 2回のアン

ケートでは、実践者 2名（B 氏、C氏）の企画に

関連する質問内容を自身に考えてもらい、記述結

果をフィードバックし、「自身が考えたこと、他

者から意見をもらえたこと」が共に有効だったと

いう感想を得た。 

 

4-4.スキルシートの調査結果及び効果 

スキルシートの提出結果を表に示した（表 2）。

これらのスキルバンク情報を基に、職責や世代の

異なる職員と協力し、新たな提案・実施する環境

を構築するとともに、スキル（能力）を活用する

ことで学内での諸活動の活用手段の一つとした

い。 

スキル（能力）を活用できる方策として、以下

の 5つを挙げる。 

 

・職員のスキル（能力）を活用し、学生に対して

の学びに活用する 

・スキル（能力）を有する者が、学内のプロジェ

クトに参画する 

・スキル（能力）を有する者が、学内の講師、あ

るいは講師補助者として参画し、人材育成に繋

げる 

・これらのスキル（能力）を人材配置への検討材

料の 1つとする 

・得意とすることが活かせるプロジェクトを提案

し、効果的なコミュニケーションや、個人のス

キル（能力）向上への動機付けに繋げる 

52



 

 
 表 2  スキルシートの内容一覧（抜粋） 

 

また、人事課へは人材育成に繋げる提案へのシ

ーズとして、活用できるのではないかと考え、今

後の検討を行っている。 

 

５.考察 

本プロジェクトの目的は、職員が持ち合わせて

いる潜在的なスキル（能力）を発掘し、そのスキ

ル（能力）を使って新たな仕組みを構築できるの

ではないか、加えて、その仕組みを実践の環境を

通して、自己理解、他者理解に結び付け、組織の

発展に繋げられないかと考え、以下の 3つについ

て考察した。 

1）職員のスキル（能力）の活用と向上 

プログラム（キラ☆ラボ）ではスキル（能力）

を有する 3名に企画、実践をしてもらった。職員

のスキル（能力）を開示することで体感した参加

者に対して、個人の能力を向上させたいという意

識に働きかけることができたことは、第 2回のア

ンケート項目の「自分のスキルを増やしたいと感

じた」に対して、参加者のうち 94％が「そう思う」

と回答があった結果からも窺える。 

また、参加者の満足度が全体的に高かっただけ

でなく、実践者についても企画を提案することか

ら実践までのプロセス、実践後の達成感、課題や

改善点の発見に繋げることができ、能力を自身に

落とし込むことができたのではないかと考える。 

その他、実践者（B氏、C 氏）のコメントとし

ても述べてられていたが、2 名（B 氏、C 氏）に

対して事前にプレ前スキルチェック及び助言し

たことにより、筆者、A氏の助言者側の能力を活

用できた。そして、企画を作り上げていく中で職

員（B 氏、C 氏）の成長を感じることができた。    

 

2）スキル（能力）の蓄積システム（スキルバン

ク）の構築 

スキルシートにより、資格以外の項目を設けた

ことも含めて、人事課が把握している情報以上の

多様なスキル（能力）を持つ職員が存在すること

が確認できた。スキルバンク情報については、第

1 段階としてプロジェクト参加者と共有し、大学

の中で活用できる方策を検討する材料として有

効活用する。個人のスキル（能力）を見える化で

きたことにより、日常業務上では把握できない職

員の 1つの側面を知る他者理解にも繋がった。 

 

3）実践環境の構築と職員間のコミュニケーショ

ンに対する意識の向上 

プログラム（キラ☆ラボ）の第 1回アンケート

項目の「プログラムの内容は適当だった」、「コミ

ュニケーションの必要性を感じた」、「世代間のコ

ミュニケーションは必要だと感じた」対して、参

加者のうち 91％が「そう思う」と回答があり、プ

ロジェクトを通して、コミュニケーションを楽し

み、必要性を感じてもらえたことにより、職員の

意識に働きかけることができた。 

また、参加者からのフィードバックにより、実

践者自身の行動が参加者に対してどのように影

響を及ぼしたのかを認識でき、副次的な効果とし

て参加者、実践者のコミュニケーションの強化に

も繋がっている。実践者の言動が客観的に観察さ

れ、実践者へは注目されているという緊張感と安

心感の両方をもたらし、参加者のアンケートでも

自身の感情を率直に伝えるということは、相手の

言動の改善に関わっていることを窺えるなど、よ

い影響を及ぼしていると考える。 

大学という社会においても、人と人との繋がり

で成り立っているからこそ、本プロジェクトのよ

うにコミュニケーションの場を提供することで、

やりがいのある職場への環境の改善に繋げるこ

とができることを実感できた。 

 

６.今後の課題 

本プロジェクトは、職員のスキル（能力）を集

約したシステム「スキルバンク」を構築し、大学

●資格

1 英検２級

2 学芸員資格

3 弓道初段

4 行政書士

5 茶道（講師の資格）

6 茶道検定３級

7 司書

8 食生活アドバイザー検定２級、３級

9 書道師範

10 日商簿記３級

11 日本語教育能力検定試験合格

12 秘書技能検定２級

13 ファイナンシャルプランナー

14 仏検３級

15 簿記２級

16 簿記３級

17 理科教員免許１種（中学、高校）

●得意としていること、継続して続けていること

1 アウトドア

2 生け花

3 運動

4 お酒を楽しむこと

5 おもてなしの気持ち

6 カメラ

7 語学の勉強

8 書道

9 スキューバーダイビング

10 陶芸

11 ピアノ

12 仏像を年に１回は見に行く

13 ヨガ

14 ランニング

15 旅行

　　　　資格名等は、スキルシート記入内容
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の中でその能力を有効活用することを目的とし、

その1つの試みとして一部の職員から資格や特技

等の情報を得た。 

今後は、より多くの職員からスキル（能力）情

報を提供してもらい、データを蓄積、整理し提供

者に了解を得た段階で、人事課へ提供することも

考えている。ただし、大学職員としての職務に直

接的には関係しない情報も含まれるので、具体的

な活用方法を検討する必要がある。さらに、スキ

ルバンクを見える化、共有化し、大学の諸活動に

おいて活用できる組織づくりが課題である。 

また、プログラムのアンケートから窺える満足

度の高さや肯定的なコメントを受けて、今後もこ

のプロジェクトの実践環境『キラ☆ラボ』を、自

己の成長に繋がる活動環境として継続させてい

きたい。そのためにも、活動の成果を発信し、発

展させてくことが求められる。 

 

７.おわりに 

個人のスキル（能力）を活用することは、活用

される者にとっても強みを活かすこととなり、そ

の強みを活かす行動が1つの人材育成として、そ

して職能開発へ意識を向ける動機として、相乗効

果を生むのではないだろうか。 

 また、大学経営の観点から考えた場合、効率的

に活動原資を活用することは必然とされる中で、

大学の諸活動に対して、指導や助言、知識の提供、

あるいは協力できるスキル（能力）を有する職員

は、人的資源として今後、必要性が高まるのでは

なかろうか。活用方法は、学生への学びに寄与す

る活動、教育・研究に寄与する活動、そして組織

の活性化や新たな教職協働へと大学の発展への

「創造と発見」に繋がっていかないだろうか。 

本プロジェクトを通して、既に持っている職員

のスキル（能力）を活用した結果、「職員による、

職員のためのプロジェクト」が実現した。プロジ

ェクトに関わった職員からは発見や喜びのコメ

ントも多く、小田（2010）の、「創造することは

人間の根源的な喜びである。」を体感できたこと

からも、創造していくことを大学のビジョンを見

据えて多くの構成員と共有し、喜びへと繋げてい

きたい。 

職員は、大学の理念、目標を達成するために、

業務を遂行し、組織間で分担した機能が有機的に

機能するよう、常にベクトルを合わせるためにも

コミュニケーションは不可欠である。他者と交流

することにより、相互理解し、さらに業務改善、

組織の活性化にも繋げ、より輝く大学にしていく

こと、そして大学のサービス提供者の一員として、

直接的ではなくとも、多くの業務が学生の成長に

関与していると想像し、思考を巡らしていくこと

が大切である。 

 

謝辞 

本論文の作成にあたり、終始適切な助言を賜り、

また丁寧に指導してくださいました愛媛大学教

育企画室の秦敬治先生に深謝いたします。次世代

リーダー養成ゼミナールの講師陣の先生、愛媛大

学関係職員の皆様には、本プロジェクトを進めて

いく過程において、貴重なご意見を賜りました。

高知大学学務部学務課末本美千代課長補佐から

は、プロジェクトの実施にあたり、多くの助言を

賜りました。高知大学の職員の皆様には、プロジ

ェクトの主旨に賛同いただき参加、協力していた

だき、プログラムの実現に繋げていただきました。

また、研修へ快く送り出していただきました前部

署、現部署の上司、同僚の皆様にも感謝の意を述

べさせていただきます。そして、2 年間、素晴ら

しい時間を共有した 3期生にも心から感謝いたし

ます。本当にありがとうございました。 

                         

注 
1)「国立大学の機能強化-国民への約束-」とは、平

成23年6月に、国立大学協会が第1期中期目標期間

の検証を踏まえながら、国立大学がとりわけ責任

をもって果たすべき役割や機能の強化のあり方

について取りまとめた中間まとめ 
2)「国立大学法人高知大学事務職員の能力開発に

関する基本方針・基本計画」とは、職員の能力の

開発及び向上（職能開発）を図るための基本的な

事項を明確にすることを目的に平成 25 年 3 月に

策定した 

3)「SPOD」とは、Shikoku Professional 

andOrganizational Development Network in 

Higher Educationの略称。四国地区大学教職員能

力開発ネットワーク。四国地区の大学及び高等専

門学校（以下「大学等」という。）の連携・協働

により、地区内のFD/SD事業の推進と大学等の教

育力の向上を図ることを目的とする 
4)「SPOD フォーラム」とは、大学・高専の教職

員が自らの能力開発のために役立つ多種多様で

質の高い FD/SD プログラムならびに組織を超え

た持続的な相互交流・関係づくりの場として 2009

年から毎年 8 月に開催している。特徴として 1．

多彩な講師陣、2．職場で使える実践型プログラ

ム、3．SDプログラムも多数開講、がある 
5)「ワールド・カフェ」とは、Juanita Brown（ア

ニータ・ブラウン）氏と David Isaacs（デイビッ

ド・アイザックス）氏によって、1995年に開発・

提唱された。「知識や知恵は、機能的な会議室の

中で生まれるのではなく、人々がオープンに会話

を行い、自由にネットワークを築くことのできる

『カフェ』のような空間でこそ創発される」とい

う考えに基づいた話し合いの手法 
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別表 1 

【第 1回】 

4-2-1.プロジェクトに関するコメント 

【筆者に対する構成、進行、実践スキル（能力）に関するコメント】 

・進行すばらしかったです。次回も参加させていただきます 

・落ち着いた声で分かりやすく説明して下さり、さすがだなぁと感じました 

・いろいろ気配り、ご配慮ありがとうございます 

・プロジェクトに実行おつかれさまです。司会も上手でさすがです。とても楽しかったです。次回

に向けてがんばって下さい 

・プロジェクトが形になり、運営できていることが、すごいと思います 

 

【内容に関するコメント】 

・人数、時間、テーマとても良かったと思います。お疲れ様でした 

・普段関わりのない他部署の方々と知り合うことができ、いろいろな意見を聞くことができました。

このような機会を作って下さって、ありがとうございました 

・普段話す機会が無い人とたくさん話せて楽しかったです。プロジェクトありがとうございました 

・他の部署の方と話す機会はなかなかないので、このような場で関わることができて良かったです。

ありがとうございました 

・この場でコミュニケーションをとることで、人の考えをきくことができ、共感できたりして、充

実した時間を過ごせました。自分にも取り入れようと思うことがあり勉強になりました 

・他の人も同じように思っていたんだという気づきもあって、参加してよかったです 

 

【参加に関するコメント】 

・このようなプロジェクトをいただきありがとうございました。楽しかったです 

・半分ぐらいは知らない方でしたが、あたたかくむかえられて、うれしかったです。お疲れ様。あ

りがとう 

・声をかけていただきありがとうございました。これからも輝く女性でいてください 

・楽しかったです。ありがとうございました 

・おかげさまで楽しめました。女性職員同士の交流の場、おねがいします 

・声をかけていただきありがとうございました。応援しています 

・女性職員として働くことを意識する機会になったと思います。ありがとうございました 

・素敵なプロジェクトをありがとうございます。女性職員だけで集まるのも楽しいですね 

・世代を気にしすぎていたかも、と思いました。いろいろな世代の方と話せてよかったです 

 

4-2-2.実践者（A氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

・安心感のある進行は、さすがです 

・とてもリラックスされて司会をされてたので、体験している側もリラックスできました。お忙し

い中貴重な機会をありがとうございました 

・詳しい説明なしで、進めながら、というのがとても良かったです。最初はピンとこなかったです

が、終わってみると効果が分かりやすく楽しい方式だったと思います 

・さすがの一言です。考えさせられましたし、勉強になりつつ楽しかったです 

・バックミュージックもなごみました 

 

【内容に関するコメント】 

・人の話を聞くことの難しさをあらためて感じております。明日から実践できればと思いました 

・色々な意見をきくことができて勉強になりました。ありがとうございました 

・初めてちゃんとお話しする方や、久しぶりにお話しする方などいらっしゃって、新しい一面を見

れてとても面白かったです 

・ワールドカフェは最後の発表がないんですね。気軽に楽しく話ができました 

・テーマに合わせてコミュニケーションをとることは意外と難しかったです。「話すことが得意では

ない」というのは案外多いのかなと感じ、逆に安心しました 

・テーマも適当でしたし、あまり緊張なく過ごせました 
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・楽しい場を経験させていただきありがとうございました 

・楽しく有意義な時間になりました。ありがとうございました 

・１グループだけでなく「ハチ」となって他のグループの所に行くことで、テーマを違った視点か 

ら見る事ができました 

 

【第 2回】 

4-3-1.プロジェクトに関するコメント 

【筆者に対する構成、進行、実践スキル（能力）に関するコメント】 

・（プロジェクトの）発想力の豊さに驚かされます 

・進行がすばらしい。このプロジェクトにより若手女性職員のパワーがぐんと伸びると思います 

・巧みな話術すばらしいです 

・面白い取り組みだと思いますので、継続を目指してください。ご協力できることは何でもご一報 

 を 

・毎回工夫されてて楽しいです 

 

【内容に関するコメント】 

・お 2人のプレゼンを聞けてとても勉強になりました 

・発表が人それぞれの内容で勉強になります。「他の人を巻き込むプロジェクト」は、毎回すごいと

感じています 

・面白かったです。自分の仕事の仕方など振り返っていろいろ反省しました 

・いつも素敵なプロジェクトをありがとうございます。何か皆さんの前でお話しできることがあれ

ばいいなと考えています 

 

【参加に関するコメント】 

・いつも楽しい時間をありがとうございます。これからもできるだけ参加させていただきます 

・これからも応援し、参加させてもらいます 

 

4-3-2.実践者（B氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

・すばらしかったです 

・メッセージが伝わるプレゼンでした。誠実な話し方がすてきでした 

・とても素敵なプレゼンでした 

 

【内容に関するコメント】 

・大学外からの視点も大切ですよね。参考になりました 

・「外からみた高知大学」を今まであまり意識してこなかったので、これからはもう少し色んな情報

や声に敏感になりたいと思いました 

・視点をかえることを意識されてるって素敵ですね。またこれからもいろんなお話をきかせてくだ 

さい 

・視点が変わる話、興味深く伺えました。写真撮影のポイントも参考にします 

・視点を変えてみると違う考え方ができるのだなと感じました。ありがとうございました 

・アメリカのインターンの話は貴重でした。やはり愛校心は、仕事する上でも大事だと思いました 

・自分の知らない世界が沢山あるのだと感じました 

・はっとさせられるお話しでした。「視点を変える」よう意識してみようと思います 

・アメリカの大学事情が面白かったです。自分の仕事が大学に、日本にさらには世界に影響すると

いう言葉が響きました 

・視点を変えて仕事が楽しくできるようにしたいと思いました 

 

4-3-3.実践者（C氏）へのコメント 

【実践スキル（能力）に関するコメント】 

・すばらしかったです 

・キラキラしていて、Cさんの持ち味がとても出ていた 

・とても素敵なプレゼンでした 

57



 

・すごく面白かったです。人をひきるけるパワーポイントだと思い感心させられました 

・十分にスキル（能力）あると思います 

・プレゼン力UPしてますね。キラキラしてました 

 

【内容に関するコメント】 

・今まで 1度もスケジュール帳を持ったことがなく、毎年「今年は買おうかな」と思いながら買わ

ずにきましたが、「今年こそは買おう。しかも吟味して」と強く思いました 

・手帳を通して、いろいろな方をご紹介いただきありがとうございました。是非続編を期待してい 

ます 

・手帳の活用方法を知れて、私も取り入れようと思いました 

                             コメントは、アンケート記入内容 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

社会連携に資する研究支援職員の 

初期段階における育成法の考察 

―高知大学での試行に向けたプログラム開発を事例として― 

論文要旨 

 大学の「第三の使命」として社会貢献がいわれる中で、産学連携・知的財産・競争的資

金などを担当する研究支援職員の役割は大きくなってきている。 

 他方で、大学においては、研究支援業務自体が比較的新しい分野であるため、担当職員

の育成法が確立していない場合が少なくない。また、各機関の実情に合わせて、教員職（コ

ーディネーター等）、ポストドクター職員及び URA等を設置した上で、多種多様な役割分

担が構築されており、研究支援職員と当該教員職等との間における教職協働も不可欠とな

ってきている。 

 そこで、本稿では、研究支援職員に必要な知識・スキルを整理した上で、初期段階から

の育成プログラムの構築を目的とする。また、当該育成プログラムの初歩的な部分である

【レベル１】を用いて、著者が高知大学で若手職員を対象に行った「試行」の結果も併せ

て分析し、今後のプログラムの充実の端緒とする。 

3期生 

高知大学法人企画課法人企画係 

  宮内 卓也 
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社会連携に資する研究支援職員の初期段階における育成法の考察 
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社会連携に資する研究支援職員の初期段階における育成法の考察 

―高知大学での試行に向けたプログラム開発を事例として― 

宮内 卓也（高知大学） 

はじめに 

 「大学の社会貢献」については、平成 16 年の国立

大学の法人化後、平成 17 年中央教育審議会答申「我

が国の高等教育の将来像」において、「教育や研究それ

自体が長期的観点からの社会貢献であるが、近年では、

国際協力、公開講座や産学官連携等を通じた、より直

接的な貢献も求められるようになっており、こうした

社会貢献の役割を、言わば大学の「第三の使命」とし

てとらえていくべき時代となっているものと考えられ

る」との提言が行われたことに基づき、法制度上も「大

学の役割」として明文化されてきた1。一方、科学技術

政策面から見た場合、平成 13 年の第２期科学技術基

本計画の策定と総合科学技術会議（CSTP)の設置、翌

平成 14 年の知的財産基本法の制定以降、大学等の高

等教育機関における産学官連携等の意義・重要性は飛

躍的に増大し2、それを支える研究支援業務も【図表１】

にあるように多様化・高度化してきている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

【図表 1】第２回 科学技術・学術審議会 産業連携・

地域支援部会 イノベーション創出機能強化作業部会

（平成25年７月23日 開催）資料より「産学官連携

コーディネーター、リサーチ・アドミニストレーター

のこれまでの取組と現状について」 

--------------------------------------------------------------------------- 

 上述のような、高等教育政策・科学技術政策の展開

の中において、国家レベル・各研究機関レベルの双方

で体制の整備等が進められてきたところであるが3、他

方、国家的な財政状況等に起因する公的支出の削減要

求・人件費削減要求の下で、必要かつ十分な人的資源

（主として専任教員ポスト）を配置することが困難な

機関も多く存在する（特に、地方大学において顕著と

考えられる）。 

 以上のような背景の下で、高知大学（以下「本学」

という。）では、2004年に知的財産本部を設置して知

的財産の本格的な機関管理を開始して以降、2005年に

は知的財産・産学連携・生涯学習等の組織を国際・地

域連携センターとして統合・一元化するとともに、同

センターの職務を担当する職員組織として地域連携課

を新設するなど、研究支援体制の整備を行ってきた。

しかるに、本学の状況を見た場合には、①専任教員が

少ない（産学連携担当２人）ため、他機関に比して、

職員が担当する業務範囲が広い、②法人化後急速に発

展してきた分野であることから、人材的蓄積（過去の

経験者）が少ない、③担当職員の1人あたりの在籍期

間が長い（人事ローテーションが未確立）という３つ

の特徴的な問題点が存在している。この問題点を克服

するためには、職員の人事異動に起因する「継続性の

断絶」を最小限に抑えることが可能であり、かつ、よ

り効果的な「研究支援に携わる職員（以下「研究支援

職員」という。）の育成法」を確立することが必要とな

る。当該育成法を考える場合、本来的には【図表１】

に記載されているような業務全般を網羅することが理

想であるが、その内容は多岐にわたり、かつ、事例等

について十分な学内的蓄積がないものもあることから、

全ての項目を対象とすることは困難である。そこで、

本プロジェクトでは、本学において、前記①～③の課

題が特に顕著に表れている「知的財産」、「産学連携」

等の分野4を中心に、「同業務に従事する（事務）職員

の育成法」についての考察を行う。 

「知的財産」、「産学連携」、「競争的資金」に従事す
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る職員の人材育成に関する先行研究としては、東京大

学や早稲田大学等による「リサーチ・アドミニストレ

ーターを育成・確保するシステムの整備」（文部科学省

事業）の『報告書』等がある5。しかし、当該『報告書』

の対象とするのは、あくまでも URA（University 

Research Administrator）という専門職であるため、

研究支援業務に従事している事務職員のキャリア・パ

スの一環としてURA を位置付けているものの、事務

職員の基礎からの育成の観点を有していない。次に、

「知的財産」一般に関しては、経済産業省経済産業政

策局知的財産政策室による『知財人材スキル標準ガイ

ドブック 戦略的な知財経営の実践』があるが、この

対象は企業等を含めたより広範なものであり、大学等

の機関に合致する部分と合致しない部分を区別して利

用する必要がある。また、企業における知的財産人材

の育成に関する文献も数多く存在しているものの6、執

筆者の所属企業の状況を中心に述べられているもので

あることから、非営利研究組織である大学に直接当て

はめることは妥当ではないと考えられる。 

 そこで、このプロジェクトでは、高知大学における

実務担当者の協力の下で、一定のマニュアル化・定式

化を伴う「知識・スキルの整理」を行うことを通じて、

実務に符合した育成法を項目ごとに構築することを目

的とする。このマニュアル化・定式化は、実務・育成

の双方の根幹に位置付けられるものであることから、

基礎的な部分を中心に実施する。発展的な内容をマニ

ュアル化・定式化の対象から除外するのは、より高度

な業務の多くが専門家（弁理士・弁護士）等との協働

を含むものであり、かつ、当該業務においては、それ

ぞれの事例における固有の要因が大きく作用する場合

があるため、定式化が困難であるからである。 

 本稿では、上述の方法を通じて、本学における「研

究支援職員の初期段階における育成法」の１つのモデ

ルを提示するため、以下の構成により考察を行う。 

 先ず、第１章において、知的財産・産学連携等の研

究支援が「なぜ必要か」について、多角的な視点から

分析した上で、研究支援業務の意義・必要性を論じ、

第２章においては、研究支援職員の学内における位置

付けを見た上で、職務スタンスとして求められる業務

への姿勢・役割を分析する。この第１章・第２章の分

析は、人材育成の前提（コア）に位置付けられるもの

であり、この前提を改めて考察することで、「単純な現

状業務のマニュアル作成」としての知識・スキル整理

ではなく、実質的・効果的な研究支援を可能とするた

めの知識・スキル整理が可能になると考えられる。そ

して、第３章では、この前提を踏まえた上で、筆者等

が実際に行った「知識・スキルの整理」、「育成法の考

察」等を概観する。その上で、「しゃべりば高知大学」

7において、若手職員（研究支援業務の従事者・非従事

者の双方を含む。）を対象に行った勉強会の結果分析を

第４章において行う。その上で、今後の課題として考

えられるものを第５章でまとめるものとする。 

 

第１章 研究支援業務の必要性 

 本章においては、本稿が目的とする「知識・スキル

の整理」と、それに基づく「育成法の考察」に先立ち、

研究支援業務の必要性について、「学内的」、「対外的」、

「地域の大学」の視点から分析を行う。「地域の大学」

としての分析を「対外的」視点とは別に行う理由は、

本学における研究支援業務の中心組織である国際・地

域連携センターが「敬地愛人」（地域を敬い、人を愛す

る）を設置の理念とし、地（知）の拠点整備事業（大

学COC事業）に採択を受けた「高知大学インサイド・

コミュニティ・システム（KICS）化事業」において

も地域を志向した研究の推進を担うなど、「地域」（主

として、高知県）を意識した業務運営を行っているた

めである。 

以上の３つの視点からの必要性に関する分析を通じ

て、「研究支援業務の本質がどこにあるのか」を考察す

ることで、その本質に合致した「知識・スキルの整理」、

「育成法の考察」が可能になると考えられる。 

 先ず「学内的」視点から研究支援業務の「必要性」

を分析する。平成25年４月22日の文部科学省科学技

術・学術審議会の答申「我が国の研究開発力の抜本的

強化のための基本方針」において、専門職としての

URAの設置・育成の必要性を述べるに際して、「研究

者が本来の活動に集中して、優れた研究成果を上げ、

またそれを最大限活用するためには、国際水準を目指

した研究環境の改善、特に研究者とともに車の両輪と

して研究を推進する高度な専門性を有したリサーチ・

アドミニストレーターの存在が不可欠である」として

いることからも分かるように、研究者を「本来の活動」

である研究に専念させることの必要性が強く主張され

ている。つまり、研究に付随する他の業務を研究者以

外の「職員」又は「教員や職員とは別の第三の職種と

しての専門職」に位置付けられる者が担うことが、研

究機関のあるべき姿としているのである。このことは、

科学技術政策において、旧来から一貫して求められて

きたことでもある8。 

 また、独立行政法人科学技術振興機構（JST）の提
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言で、「大学の研究者においては特許と論文の違いを理

解して研究を進める意識が育ちつつあるが、引き続き

大学としても、研究者に対する知的財産マインド醸成

の機会を設けるよう努めるべきである」9と述べられて

いることからも分かるように、研究者の意識の中で、

知的財産の意識が高まりつつあるものの、未だ不十分

な現在の状況下で、研究者に向けた啓発活動を行うこ

とも、研究機関及び研究支援職員には求められている。

当該啓発活動を通じて、研究者の意識改革を行うこと

は、当該研究者及び所属機関の研究成果や研究領域を

「護る」ことにも繋がると考えられる10。 

 次に「対外的」視点であるが、産学連携・知的財産

においては、学内関係以上に、外部の第三者との関係

が、大きなウェートを占める。産学連携の場合には、

共同研究における相手方企業や受託研究における委託

者（独立行政法人科学技術振興機構（JST）・独立行政

法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

等の競争的資金交付独立行政法人含む。）が、知的財産

の場合には、共同出願人や実施許諾先（ライセンシー）

が存在し、当該相手方とは、各種契約を締結すること

が不可欠となっている。その中では、研究者の学術活

動を制限することに繋がる秘密保持条項や発表に際し

ての事前相談に関する条項、大学・研究者の保有する

知的財産権等の研究成果の活用制限に関する条項など

も設定されることとなる。一方、企業側では「産学連

携では、企業と大学という、環境がまったく違う者同

士が共同で研究を行う」との認識を持っており、「大学

は、本来、情報をオープンにする場所」であるから、

「大学における情報の秘密保持に対する不安は常につ

きまとう」と懸念されているように、大学の情報管理

等への信頼は低いといわざるをえない状況である11。

そうであるからこそ、大学が契約条項を確実に遵守す

るとともに、構成員である研究者に遵守させていくこ

とは、組織として果たすべき責務である。他方、法的

責任のみならず、利益相反マネジメントや臨床研究等

における医学的倫理等に関する対外的な情報開示など、

研究機関としての社会から求められる説明責任も増加

の一途をたどっている。当該状況下では、研究機関と

して十分な情報を保有した上で、社会に対して、過不

足のない情報提供を行うことが求められている。この

様な役割も、職員が、研究支援業務の中で果していく

必要がある。 

 最後に「地域の大学」としての視点からであるが、

本学が所在する高知県においては、尾﨑正直高知県知

事が教育再生実行会議において、「地方では、産業や資

本の集積が進んでいる都市部と異なり、中小零細企業

が多く、自社で十分に研究員や研究費を持ち、時間を

かけて製品の技術的な開発研究を進めることができる

大手企業が少ないという現状がある。こうした状況に

おいて、大学など高等教育機関の知の集積が地域の産

業振興などにとって極めて重要である。「産」（産業界）

の持つ技術やノウハウ、「学」（高等教育機関）の持つ

知恵や研究開発力、「官」（行政）の持つ資金やネット

ワークをつなぎ合わせ、産学官連携の3本の矢を束ね

ることにより、地方においても、新しい産業を生み出

すことが可能となる。」との意見書を資料提示している

ように、地域の産学連携等に対する非常に大きな要望

が存在する。この地域の要望に、教職一丸となり応え

ていくことは、「地（知）の拠点」としての大学の責務

であると考えられる。 

 以上、３つの視点から研究支援の必要性を見てきた

ところであるが、どの視点から見た場合にも、「研究支

援業務が必要である」ことは改めて言うまでもない。

その上で、研究者との適切な業務分担範囲についてで

あるが、第１の視点で見た「研究者を本来の活動に集

中させる」との観点から言えば、「研究活動」以外のす

べての部分をカバーすることが理想であると考えられ

る。 

 

第２章 研究支援職員に求められる職務スタンス 

 以上前章において「研究支援業務の必要性」を見て

きたところであるが、その必要性を踏まえた上で、研

究支援職員に求められる職務スタンスを見ていく。 

 先ず「研究支援業務」の本質的な意義は、先述のよ

うに「研究者を研究に専念させる」ことであるため、

そのことから直接的に導かれる職務スタンスは、研究

者と協働して「研究を推進する」役割である。知的財

産の分野で言えば、研究者の生み出した研究成果を適

切に保護（権利化）・管理・活用するための業務である

ことから、研究者と適切にコミュニケーションを図り、

研究内容を聞き出す姿勢と能力が求められる。また、

産学連携業務で言えば、研究者の利益を最大化する（経

済的利益だけではなく、研究の進めやすさの様な研究

環境の構築や相手方からの過度の活動制限要求への対

応などを含む。）ため、契約の交渉内容を正確に研究者

に伝えるとともに、相手方と交渉することが求められ

る。 

 次に、２つ目の職務スタンスとして、必要性に鑑み、

「研究を調整し、必要があれば制限を行う」役割も求

められる。これは、１つ目の「研究を推進する」役割
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と一見矛盾するようにも見えるが、そうではないと考

えられる。知的財産・産学連携の分野にあっては、第

三者との関係が重要なウェートを占め、その中で契約

条項を研究者に適切に遵守させることが、組織として

の責務となっていることは、前章で先述した通りであ

る。それとともに、対外的関係が深化する中にあって、

特定の第三者との密接な関係から生じる「組織として

設定した基準を上回るレベル」の利益相反を適切にマ

ネジメントすることなども研究支援業務に含まれる12。

当該業務では、研究者（家族含む。）の「資産状況」、

「兼業における収入状況」等を含めた各種個人情報の

開示を求めるとともに、研究者の社会貢献活動の一部

を制限するための方針を立案することも求められる。

この様に組織としての社会的要請への対応、社会的説

明責任を果たす上で、研究者の活動を制限することも

研究支援職員には求められるのである。その対象とは、

研究機関として許容できる範囲を越えるものに限られ

るものの、制度の運用上、研究者との間で密なコミュ

ニケーションを取り、当該制度が研究者の研究活動を

「護る」ことにも繋がるものであることの共通理解を

得る必要がある。 

 また、研究に係る法的・制度的規制は、研究に関す

る「問題・事件の発生」と、それに対する規制という

形で、導入・強化されてきた経緯がある。例えば、厚

生労働科学研究費「インフルエンザに伴う随伴症状の

発現状況に関する調査研究」研究班の主任研究者が利

害関係のある企業から寄附金を受領していたことにつ

いての報道（平成 19 年）と、それを契機とする同研

究費での研究における利益相反マネジメントの義務化

（平成22年度交付分から）などである。このように、

研究に関する規制は、社会的な要請に基づき導入され

ることが多いことから、その趣旨を正確に汲み取った

上で、学内制度化し、研究者への制度定着を図ってい

く役割も求められている。 

 ３つ目の職務スタンスは、前記２つの視点の中間に

位置するものと言うことができる。研究者と管理セク

ション間にあっては、柔軟な研究推進を望む研究者と

厳格なルール（特に学内ルール）の徹底を進める立場

の違いから、しばしば対立関係が生じることがある。

このことは、研究活動に用いられる資金が基盤的研究

経費から各種競争的資金・外部資金へと移行する中に

あって、個々の資金に応じた使用ルールの徹底・遵守

等が必要になることで、より顕在化してきた。独立行

政法人日本学術振興会の科学研究費助成事業実務担当

初任者研修会において、研究者の声を基に、「補助事業

（研究課題）の遂行のために必要な経費であるにも関

わらず、本来使えるはずの直接経費」が、研究機関で

「補助条件等を厳格に捉え過ぎた結果、研究者が使い

にくいと感じている例が見受けられます」との指摘が

行われている13ように、過度な研究制限に該当するケ

ースも生じうる。このような対立関係や過剰な研究制

限を緩和し、また、生じさせないために、研究支援職

員には、研究者と事務セクション間の「ハブ」の位置

に立ち、その調整者としての役割を果たすことが求め

られる。この役割は、研究者出身・ポストドクター出

身のURA に対して、学内ルールの運用等に精通して

いる職員発の研究支援職員が優位なもののひとつであ

る。現在 URA を導入・採用している機関において、

「URA として配置」される者の多くが「ポスト・ア

ワード業務」14等に携わる中で、「独自経費雇用 URA

であり、URA業務に専念専従」している者の30％強、

「独自経費雇用URA であり、エフォートの半分以上

を URA 業務に従事している」者の 50％弱が、「大学

等出身の事務系職員」を前職としていることも、この

優位性と業務上の関連性の存在を指し示していると考

えられる15。 

 また、この「ハブ」の位置での業務は、学内との関

係に留まるものではない。学外との関係にあっても、

「研究者・学内部局 ⇔ 資金交付団体間」、「研究者・

学内部局 ⇔ 連携機関（共同研究機関等）間」、「研究

者・学内広報部局 ⇔ 報道機関間」等の間でも妥当す

ると考えられる。 

--------------------------------------------------------------------------- 

学外 学内

研究支援職員が、研究者と
学内部局・学外機関との
調整者の役割を果たす

経理担当

人事担当

部局事務

広報担当

研究者

企業B社

マスコミ

企業A社

JSTなど
資金交付団体

コミュニ
ケーション

研究支援職員

【図表２】「ハブ」としての研究支援職員のイメージ図 

--------------------------------------------------------------------------- 

 以上、研究支援業務に求められる職務スタンスを「研

究を推進する」、「研究を制限する」、「研究者と内部部

局・外部機関とのハブ的な位置付け」の３つに分けて

から見てきた。では、この様な研究支援業務に携わる
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職員は、どの様なスキルが求められるのであろうか。

「推進する」、「調整・制限する」、「ハブとなる」のそ

れぞれについて、最も必要な能力は、コミュニケーシ

ョンに関するものである。より具体的に言えば、「推進

する」役割としては、研究に関するヒアリングなどの

「訊く」能力、「調整・制限する」役割としては、研究

者の意に添わない結論や規制等をその事実・理由等を

整理し正確に伝える能力、「ハブ」的な役割としては、

学内外と交渉・調整する能力などである。 

 この様な、研究支援職員に求められる職務スタンス

から導き出される「能力」も含めて、次章において知

識・スキルの整理を行ったうえで、その習得プログラ

ムを検討していく。 

 

第３章 知識・スキル等の整理 

第１節 全体像 

 前章までで述べた「研究支援業務の必要性」、「職務

スタンス」を前提において、研究支援職員育成に向け

た「知識・スキルの整理」を行う。この整理では、【レ

ベル１】、【レベル２】、【レベル３】、【レベル４】、【専

門職レベル】の５段階を設定した上で、それぞれを「す

べての大学職員が基礎的に知っておくべき項目」、「研

究支援担当１年目程度の職員が習得する項目」、「研究

支援担当３年目程度の職員が習得する項目」、「研究支

援担当５年目程度の職員が習得する項目」、「専門職的

な立場で研究支援業務に従事する職員が習得する項目」

と位置付ける。 

 当該プログラム構造を前提とした上で、著者が、前

掲の『知財人材スキル標準ガイドブック 戦略的な知

財経営の実践』やURA 育成に関する各種『報告書』

等を参考として、作成した原案を基に、高知大学にお

ける実務担当者の意見を入れて、ブラッシュアップし

たものが、下記の内容である。 

 先ず全体像については、【図表３】の通りである。 

研究に関する秘密管理

基礎的な競争的資金制度

コミュニケーション

研究者との基本的な関わり方

研究成果の取り扱い

レベル１ 全職員が知っておくべき知識・スキル

特許制度

産学連携制度

競争的資金制度

ヒアリング

申請書チェック 研究者と内部部局・外部機関とのハブ

制度説明

レベル２（担当初年次に習得）

レベル３（担当３年目程度で習得）

ベンチャー等の法人設立

産業性・市場性

大型プロジェクト研究 大型研究組織調整

特許書類分析

利益相反マネジメント生命倫理

研究進捗管理

レベル４（担当５年目程度で習得）

研究成果アウトリーチ

特許戦略

研究戦略

特許書類作成

プロジェクト申請書作成

医学的倫理マネジメント

専門職レベル（専門職的な者が習得）

産学連携・知的財産関係法制度

利益相反

申請書作成 研究者に提案できる

競争的資金全般

マーケティング

研究倫理

契約交渉

知的財産制度

レ

ベ

ル

知 識 対研究者スキル業務スキル

複数当事者間の「ハブ」として機能する

産業性・市場性の視点からの対話・提案

研究の方向性に関する対話・提案

機関の研究戦略の視点からの対話・提案

 

【図表３】産学連携・知的財産に関する研究支援職員の育成モデル  

 

 この図表は、実務上の経験年数を基準として、段階

的により高度で発展的な知識・スキルを習得する体系

となっている。横軸では、知識とスキルの区分に加え

て、スキルを「業務スキル」、「対研究者スキル」に区

分している。後者を、前者と区分する理由は、「若手研

究者とベテラン研究者」、「産学連携の経験度合い」、「プ
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レ・アワードとポスト・アワード」の様な研究者が置

かれている状況により、対応等をカスタマイズするこ

とが必要な項目だからである。また、知識・スキルと

もに、同一レベル内では、他部署との協働が必要な項

目（他部署においても、応用可能なもの）から、専属

性が強い項目へと進むモデルとなっている。 

 一方、レベルが高次になるにつれて、それぞれの項

目の定式化が困難になることは、「はじめに」で述べた

通りである。 

 従って、本稿では、定式化が比較的可能であり、か

つ、「すべての大学職員」、「研究支援担当１年目程度」

と多くの者が対象に含まれる【レベル１】及び【レベ

ル２】を、知識・スキル整理の対象として、以下でそ

の詳細を述べる。 

 

第２節 レベル１ 

 【レベル１】には、知識として「研究成果」、「秘密

管理」、「基礎的な競争的資金制度」を、対研究者スキ

ルとして「コミュニケーション」、「研究者との基礎的

な関わり方」を配置し、その具体的な内容・到達目標

等は、【図表４】の通りである。 

 

 

【図表４】 育成【レベル１】における到達目標及びカリキュラムマップ 

 

 本レベルに配置しているものは、「すべての大学職員」

を対象としたものとなっており、その観点から詳細を

見ていく。 

 「研究成果」は、研究支援担当以外の職員でも、評

価担当職員であれば教員評価・組織評価の際に、広報

担当職員であれば研究に関する広報や刊行物発行の際

に、学務担当職員であれば学生・大学院生の学位論文

という形で、業務上接するものである。そのため、研

究成果の管理方法、公開可能な範囲等その取り扱いに

関する基礎的知識の必要性は大きいと考えられる。そ

こで、本プログラムでは、大学における研究成果の種

類を学術論文・学会等における発表・書籍刊行・各種

助成事業報告書・知的財産権（特許）・研究成果有体物・

学生等の学位論文に整理した上で、それぞれの特徴・

公開のタイミング・知的財産的な価値・取り扱い上の

注意点等を整理した。 

 次に、「秘密管理」についてであるが、国公私の種別

を問わず、大学の就業規則・学則等において、「職務上

知り得た秘密については、漏洩してはならない」との

規定が設けられており、職員は守秘義務を負っている。

従って、研究上の秘密管理に関する基礎的知識につい

ても、全職員が共有しておく必要がある。しかるに、

研究上の「秘密情報」に関する取り扱いについては、

「個人情報」等に係るものとは異なり、その管理方法

などについて教育するプログラムが少ないのが現状で

ある。また、当該情報については、その取り扱い・範

レベル 項目 項目のポイント 到達目標 知識･理解 思考･判断
関心･意
欲･態度

技能（技
法）・表現

1 研究成果
１．「研究成果」とは何か
２．「業績」とは何か
３．「研究成果」の法的価値とは

１．研究者の活動の中で生み出される「研究
　成果」の種類を説明することができる
２．学界において「業績」に位置付けられる
　ものについて、概要を説明することができる
３．研究成果に係る権利について、法的・財産
　的な価値の概要を説明することができる。

１．◎
２．◎
３．◎

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

１．△
２．△
３．△

1 秘密管理
１．「秘密」の対象は何か
２．「秘密」とすべき期間とは
３．公開時の注意事項は何か

１．「研究成果」のうち、「秘密」の範囲に含まれ
　るものを認識し、研究支援担当者と協議する
　ことができる
２．秘密管理が必要なものについて、その秘匿
　すべき　期間について、研究支援担当者と協
　議することができる
３．公開後における注意すべき事項について、
　研究支援担当者と協議を行いながら、対応
　することができる

１．◎
２．◎
３．◎

１．○
２．○
３．◎

１．○
２．○
３．○

１．△
２．△
３．○

1
基礎的な競争的資金
制度

１．基盤的研究費と競争的資金
　の現状
２．競争的資金の共通事項

１．基盤的研究費及び競争的資金の現状を
　説明することができる
２．競争的資金に共通する使用ルールの
　概要を説明することができる

１．◎
２．◎

１．○
２．○

１．△
２．○

１．△
２．○

1 コミュニケーション
１．研究者との研究に関する
　コミュニケーションとは

１．研究者に制度・学内規則等について説明
　するに際して必要なポイントを説明すること
　ができる
２．研究者に伝える目的で、各種規制の観点か
　らの否定的見解を整理・伝達することができる

１．○
２．○

１．○
２．◎

１．○
２．◎

１．◎
２．◎

1 研究者との関わり方
１．研究者との関わり方とは
２．研究者が基礎的な部分とし
　て職員に求めていることとは

１．研究者が職員に求めていることについて、
　意識しながら業務遂行することができる

１．△ １．○ １．◎ １．◎

　　　　　　　　　　◎＝到達目標のために、特に重要な事項
　　　　　　　　　　○＝到達目標のために、重要な事項
　　　　　　　　　　△＝到達目標のために、望ましい事項
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囲等が産学連携に関する契約書で定められるなど、秘

密情報か否かも含めて、研究支援職員以外の者が認識

しづらいものである。他方で、研究成果のうちでも、

未公開のものや他機関との共有に係るものなど、「秘密

情報」として厳格に取り扱う必要があるものも存在す

る。そのため、本プログラムでは、研究成果を含めた

研究上の情報に接した際に、開示可能な範囲・管理方

法等の取り扱いに関する基礎的な知識を習得するとと

もに、研究支援職員と協働して対応するための意識付

けも行うものとする。 

 また、「競争的資金に関する基礎的ルール」のうち、

研究費の使用に関するものについては、部局事務担

当・経理担当・人事担当等複数の部署が関わり、かつ、

それぞれの立場でその執行に責任を負っている。その

ため、研究支援職員以外の者であっても、「競争的資金

に関する基礎的ルール」を理解することは不可欠であ

る。本プログラムでは、購入・執行が困難な備品に関

する知識や競争的資金による被雇用者の専念義務・エ

フォート管理等、当該資金における共通的な使用ルー

ルについて、習得することを到達目標とする。 

 スキル面でいえば、「研究者との基礎的なコミュニケ

ーション」、「研究者との基本的な関わり方」を挙げて

いる。これは前章の職務スタンスでも触れたように、

研究者と対話するに当たっては、研究支援職員に限ら

ず、全職員が意識しておくべき項目である。そこで、

本プログラムでは、研究者が職員に求めていることを

整理・理解した上で、職員・研究者間における各種制

度・学内規則等に関するコミュニケーションスキルを

習得する。また、各種制度や学内規則上、研究者の意

に沿うことができない場合も生じうる。そこで、否定

的見解を伝えるための整理と伝達に関する能力も併せ

て習得することを到達目標とする。 

 

第３節 レベル２ 

 続いて、【レベル２】には、知識として「産学連携制

度」、「競争的資金制度」、「特許制度」を、業務スキル

として「制度説明」、「申請書チェック」を、対研究者

スキルとして「ヒアリング」、「研究者と内部部局・外

部機関とのハブ的な関わり方」を配置し、その具体的

な内容・到達目標等は、【図表５】の通りである。 

 

 

 

【図表５】 育成【レベル２】における到達目標及びカリキュラムマップ 

レベル 項目 項目のポイント 到達目標 知識･理解 思考･判断
関心･意
欲･態度

技能（技
法）・表現

2 産学連携制度
１．「受託研究」「共同研究」
　「寄附金」とは
２．「日本版バイドール法」とは

１．「受託研究」「共同研究」「寄附金」の違い
　（メリット・デメリット、制度上の制限等含む。）
　を説明することができる
２．「日本版バイドール法」について説明する
　ことができる

１．◎
２．◎

１．○
２．○

１．○
２．△

１．○
２．△

2 競争的資金制度

１．競争的資金の種類とは
２．競争的資金の取得から
　完了までの流れとは
３．「委託費」と「補助金」の
　違いとは

１．競争的資金の種類を説明することができる
２．競争的資金の取得から完了までの流れを
　説明することができる
３．「委託費」と「補助金」の違いを説明すること
　ができる

１．◎
２．◎
３．◎

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

2 特許制度

１．特許とは
２．知的財産制度の中での
　特許とは
３．特許性とは

１．基礎的な特許制度を説明することができる
２．特許と他の知的財産（意匠・商標・著作権
　等）との違いを説明することができる
３．特許の成立要件を説明することができる

１．◎
２．◎
３．◎

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

2 制度説明

１．研究者が注意すべき産学
　連携制度・競争的資金のポ
　イントとは
２．研究者が注意するべき研
　究成果の取り扱いとは

１．研究者が注意すべき産学連携制度・競争
　的資金のポイントを整理・伝達することがで
　きる
２．研究者が注意するべき研究成果の取り扱
　いについて整理・伝達することができる

１．◎
２．◎

１．○
２．○

１．◎
２．◎

１．◎
２．◎

2 申請書チェック

１．研究計画調書のポイント
　とは
２．エフォートとは
３．e-Radとは

１．研究計画調書に記載すべき事項を説明す
　ることができる
２．エフォートについて説明することができる
３．e-Raｄについて、基本的な説明をすること
　ができる

１．◎
２．◎
３．◎

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

１．○
２．○
３．○

2 ヒアリング
１．研究・知的財産に関する
　ヒアリングとは

１．知的財産に関するヒアリングを行う際の
　ポイントを説明することができる
２．研究者に伝える目的で、知的財産の観点
　からの否定的見解を整理・伝達することが
　できる

１．○
２．○

１．◎
２．◎

１．○
２．◎

１．◎
２．◎

2
研究者と内部部局・外
部機関のハブ

１．研究者が求めていること
　について、内部部局と調整
　を行う
２．研究者が求めていること
　について、外部機関と交渉
　などを行う

１．研究者とのヒアリングを受けて、内部部局
　と調整すべきポイントを整理・伝達すること
　ができる
２．研究者とのヒアリングを受けて、外部機関
　と交渉すべきポイントを整理・伝達すること
　ができる

１．○
２．○

１．◎
２．◎

１．◎
２．◎

１．◎
２．◎

　　　　　　　　　　◎＝到達目標のために、特に重要な事項
　　　　　　　　　　○＝到達目標のために、重要な事項
　　　　　　　　　　△＝到達目標のために、望ましい事項
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 本レベル以上については、実際に業務に従事する者

を対象とし、【レベル２】は「研究支援担当１年目程度」

の者に向けた内容となっている。その詳細は以下の通

りである。 

 まず、「産学連携制度」であるが、現在の予算政策下

では、基盤的研究経費の削減と外部資金への傾斜が進

み、他方、大学の「社会貢献」がいわれる中にあって、

企業等との連携は不可欠になっている。その中で、連

携手法は、「受（委）託研究」、「共同研究」等の研究契

約、知的財産を中心とした「ライセンス」等契約、研

究成果有体物を媒体とした「研究成果有体物提供

（MTA）」契約など、多様な形態が存在している。ま

た、教育研究の趣旨に賛同した者から研究者に対し、

反対給付を前提としない「（奨学）寄附金」形式での資

金提供もある。また、それ以外にも、各機関において、

特色ある連携形態を設けている場合が少なくない。こ

の中にあって、それぞれのメリット・デメリット等の

制度上の違いを理解した上で、連携相手のニーズと大

学側のシーズを共に最大化するための連携手法を選択

し、研究者や相手方に提示することが求められる。そ

のためには、制度の理解に留まらず、「制度説明」能力

も併せて育成することが必要である。そこで、本プロ

グラムでは、産学連携制度に関する知識を得るため、

それぞれの制度上の違い等を整理する。また、併せて、

「国等からの委託研究」に適用されるいわゆる日本版

バイ・ドール法（産業技術力強化法第 19 条）に関す

る知識ついても、習得することを到達目標とする。 

 次に「競争的資金」についてであるが、本項目は、

【レベル１】のものから発展させたもので、競争的資

金の種類（基礎研究対象のものから、応用研究・開発

研究を目的とするものまで）、手続の流れ（公募から採

択、採択後の契約等から完了後の各種報告等）、そして

補助金と委託費（適用法令、手続き等）の違いなどを

習得することを到達目標とする。 

 ３つ目として、「特許制度」についてであるが、特許

は大学における知的財産活動の中核に位置付けられる

ものであり、前記の産学連携制度の協議・交渉の中で

も、最も中心となるイシューである。また、独立行政

法人科学技術振興機構（JST）や独立行政法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等の機関が

交付する応用研究や開発研究を主眼とした競争的資金

の申請に当たっては、特許の存在が競争優位性を担保

する（必須の場合もある。）など、大学の研究戦略上大

きな位置を占めるものとなっている。そのため、研究

支援職員として、当該知識を習得することは不可欠で

ある。そこで、本プログラムにおいては、「特許出願ま

で」、「特許出願から審査請求まで」、「審査請求から査

定・登録」までの制度と、特許の成立要件（新規性・

進歩性・産業上の利用可能性等）を知識として習得す

ることを到達目標とする。 

 スキル面では、先ず「申請書チェック」であるが、

これは競争的資金への応募に当たっての申請書類のチ

ェックに関するものである。本プログラムでは、基礎

研究に係る代表的な競争的資金である科学研究費助成

事業の研究計画調書を用いて、申請書チェックのポイ

ントを習得することを到達目標とする。また、当該チ

ェックを通じて研究者のエフォートに関する知識や申

e-Rad（府省共通研究開発管理システム）に関する知

識も併せて習得する。 

 続いて、知的財産に関する「ヒアリング」能力につ

いてであるが、この能力は研究者とのコミュニケーシ

ョンのうちで、コアとなるものである。研究のヒアリ

ングは、研究者と職員の間に、知識上、圧倒的な差が

ある中で実施される。その中で、知的財産に関する決

定・諸手続に必要な情報を得ることが求められる。そ

こで、本プログラムでは、知的財産に関するヒアリン

グのポイントを纏めた上で、習得することを到達目標

とする。また、知的財産の観点から見た場合には、研

究者に対して、否定的見解を伝えざるを得ない場合も

存在する。その場合に、「研究の否定」ではなく、あく

までも「知的財産の観点からの見解」であることを誤

解なく研究者に伝達する必要がある。本プログラムに

おいては、その場合のポイントも併せて習得する。 

 最後に、「研究者と内部部局・外部機関とのハブ的な

関わり方」であるが、これは、前章でも述べたとおり、

研究支援職員が内部部局・外部機関と研究者の間に立

ち、協議等を行うに際して求められるものである。本

プログラムでは、研究者が置かれている状況に応じて、

研究支援職員に求めていることを整理するとともに、

研究者・内部部局・外部機関と調整・交渉する際のポ

イントを纏めた上で、習得することを到達目標とする 

 

第４節 レベル３以上に向けて 

 以上が【レベル１】及び【レベル２】の内容である

が、最後に、その発展系としての【レベル３】等との

関連性を見ておきたい。 

 【レベル３】においては、産学連携・知的財産の観

点では、その「関係法制度」（独占禁止法や不正競争防

止法等がある。）、特許以外の「知的財産制度」（例とし

て、意匠権や著作権等がある。）全般、産学連携のハン
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ドルともいわれている「利益相反」に関する知識等の

習得が次のステップと考えられる。また、「競争的資金」

に関しては、「申請書」、「報告書」等の各種書類作成の

ポイントを含めた全般的知識を習得することを到達目

標とする。次に、業務スキルでは、外部機関との間で

の各種契約に大学側の主張を盛り込むために必要な交

渉のポイントを習得する。また、大学の研究成果を外

部に売り込むための基礎的なマーケティング能力（シ

ーズとニーズのマッチング手法を含む。）の習得も必要

である。対研究者スキルとしては、「ハブ」の機能をよ

り発展させ、複数当事者が存在している状況下で調整

者の役割を果たすための能力や「研究者に提案できる」

能力が考えられる。 

 なお、【レベル３】については、概要の整理にとどま

っており、試行に向けたプログラム開発には至ってい

ないところであるが、今後「定式化」、「開発」等を実

施する予定である。 

 

第４章 高知大学における職員育成の試行～レベル

１を中心に～ 

 前章で述べたとおり、【レベル１】及び【レベル２】

の知識・スキル整理等を行ったところであるが、本内

容について、実際の活用に際しての有効性の検証と改

善点の洗い出しのため、その実践の「試行」を行った。

その結果を、以下において概観する。 

 試行は、平成 25年10月23日に、高知大学の若手

職員のコミュニティである「しゃべりば高知大学 in 

岡豊」において、著者を講師とし、「研究成果の取り扱

い入門 ～熱心な研究者は何を求めているのか～」と

題して実施した。参加者は 10 名で、その構成は、総

務系５名、研究系１名、会計系２名、学生系１名、医

事系１名であった。講義は単方向のレクチャー形式を

採り、項目ごとに質問時間を取ることで、受講者の抱

いた疑問を可能な限り残さないための構成とした。 

 講義の内容は、①大学が生み出す研究成果の種類と

その公開される時期とは？、②知的財産（特許）制度

概説、③産学連携における研究成果の取り扱いに関す

る注意点、④研究活動に熱心な研究者は（事務）職員

に何を求めているのか？の４点である。このうち①は

【レベル１】の「研究成果」と対応し、(a)大学で生み

出される研究成果の種類、(b)公知となる時点（研究者

以外が知る時点）、(c)いわゆる「業績」とは何か、の

３点から構成され、②は【レベル２】の「特許制度」

の一部と対応し、(a)特許とは何か、(b)特許出願までの

流れ、(c)特許出願後３年後までの手続の３点からなっ

ている。そして、③は【レベル１】の「秘密管理」に

対応し、産学連携等を通じて外部機関との共同の研究

成果の取り扱いについて、(a)研究者の公表、(b)大学の

広報、(c)学生の研究成果（学位論文等）の３つの観点

から注意点を纏めたものである。④は【レベル１】の

「研究者との基礎的な関わり方」、「コミュニケーショ

ン」の一部と対応し、特に研究業績が多い、産学連携

等に熱心な、いわゆる「スター研究者」、「ベテラン研

究者」との関係で、職員が注意すべき点等を講義する

内容となっている。また、本論の資料とは別に参考資

料として、「科学技術基本法制定後の学術・科学技術政

策史年表」、「研究支援業務の業務一覧表（【図表１】と

同一）」等を配付した。 

 上記試行に関するアンケート結果は下記の通りであ

る（６名の回答。回収率60％。）。先ず、形式であるが、

今回採用したのは講師が受講生に向けて一方的に話す

講義形式を採っているが、「講義型が良い」との回答が

４名（67％）、「ディスカッション型」が２名（33％）

となっており、グループワーク等の導入については０

名と否定的な回答が多かった。 

 次に、専門用語の使用に関して、今回の試行では極

力専門用語の使用を少なくし、また使用する場合には

詳細な解説を行ったところであるが、「使用頻度は適切」

が２名（33％）、「解説を加えた上で、使用を増やすべ

き」が４名（67％）であった。その理由としては、「専

門用語を知ることも大切」、「専門用語を知りたい」と

の積極的意見の他、「説明がまわりくどくなっている」

との意見もあった。また、説明全般については、「具体

例を増やした方が良い」３名（50％）、「講演者の体験

談を増やすべき」２名（33％）などの改善意見（複数

選択可能）があった。 

 内容については、全般では「分かりやすい」が４名

（67％）、知的財産については「分かりやすい」が５

名（83％）とおおむね満足を得られた結果となってい

るが、「もっと基礎的な部分から知りたい」、「もっと具

体例が知りたい」がそれぞれ２名（33％）あるなど、

改善が必要な部分も明確となった。さらに、「研究支援

に関する関心が高まった」との回答が５名（83％）、「特

許以外も知りたい」との回答が３名（50％）あるなど

（複数選択可能）、より発展的内容に関心を持った者も

少なからずいた。 

 他方、研究者との関わり方に関しては、「分かりやす

い」との回答が２名（33％）に止まるなど、消極的な

意見が多かった項目も存在する。その理由は、「多くの

研究者のことが知りたい」が４名（67％）、「講演者の
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体験談を増やすべき」が３名（50％）との回答（複数

選択可能）があるなど、内容に事例を追加する等の改

善が必要であることが明確になった。また、自由記述

欄で「個性的な特定の研究者の攻略法が知りたい」と

の回答もあるなど、より実践的な対研究者コミュニケ

ーションに関するニーズも浮彫りとなった。 

 最後に、次のステップとしてどの様なものを習得し

たいかとの設問（複数選択可能）について、「競争的資

金の種類」５名（83％）、「競争的資金の手続」４名

（67％）、「競争的資金のルール」４名（67％）、「産学

連携制度」３名（50％）、「産学連携に関する契約」３

名（50％）など、【レベル１】、【レベル２】に配置し

た内容に対するニーズが一定程度存在する。また、会

計系の者が「不正経理・不正受給」３名（50％）の知

識についてニーズを有しているなど、受講者自身の業

務と密接に関係する項目を希望する者も多かった。 

 この様なアンケート結果を踏まえて、今後、具体例・

講師の体験談の追加を行うなど、プログラムの内容の

充実・改善を図る必要がある。 

 

第５章 今後の課題 

 以上、知識・スキルの整理と【レベル１】、【レベル

２】を中心に育成プログラムの構築を行ったところで

ある。このプログラムの内容は、第４章での試行とそ

の結果を見た場合、一定の育成効果と研究支援業務へ

の誘因効果があると考えられる。しかるに、この試行

を通じて、より具体性を持ったプログラムへの改善が

必要であることも明らかになった。今後の課題は、育

成プログラム全体の具体化と更なる内容の充実である。

そのため、今後も試行を重ねていく予定である。 

 次に、第３章第４節で述べたところであるが【レベ

ル３】以上のものについても、今後、定式化し、本プ

ログラムのさらなる充実を図ってことも課題である。 

 また、URA 育成プログラム等との関係であるが、

本稿は職員側から研究支援に対してのアプローチを中

心に分析を行ったが、URA の採用・配置に当たって

「職員をバックボーンとする者」へのニーズが一定程

度ある以上、今後URA 育成に関する報告書が出そろ

った段階で、比較・検証する作業等が必要であると考

えられる。 

 最後に、本プログラムの学内における活用について

であるが、本学では、平成 25 年３月６日に「国立大

学法人高知大学 事務職員の能力開発に関する基本方

針・基本計画」（以下「方針・計画」という。）を策定

し、職員の能力の開発及び向上を図るための基本的な

事項を定めたところである。方針・計画の区分で言え

ば、本プログラムの内容は、「選択型研修」のうちの「専

門研修」に位置付けられる。そのうちで、【レベル１】

の内容は、全学の職員をターゲットにしていることか

ら、「職位共通」の専門研修となり、【レベル２】以上

については、「系別専門領域の研修」となるものである。

方針・計画では、現在、研究支援職員の育成に係る研

修体系は存在しておらず、策定に向けた検討等も行わ

れていない。そこで、【レベル１】、【レベル２】のさら

なる充実と、【レベル３】のプログラム開発を行った上

で16、学内（人事課等）に提案し、公式の育成プログ

ラムへと成長させていくことも、今後の課題であると

考えられる。 

 

おわりに 

 本稿においてここまで述べてきた研究支援職員に求

められる知識・スキルの整理と、その成果としての育

成プログラムは、教員ポスト等の配置が必ずしも十分

とはいえない高知大学のケースを基に、同大学の職員

を育成する目的で、作成したものである。作成に当た

っては、単なる「業務マニュアルの作成」とならない

様、「必要性」、「職務スタンス」の分析を前提とするこ

とで、より研究支援業務の本質と結びついた「知識・

スキルの整理」、「プログラム開発」となったと考えて

いる。 

 他方、昨今の大学を取り巻く状況を見た場合、文部

科学省が、大学改革の先鞭として、平成25年11月に

国立大学に向けて発表した「国立大学改革プラン」に

おいて、「強み･特色の重点化」、「グローバル化」、「イ

ノベーション創出」、「人材養成機能の強化」の４つの

視点に基づき、「世界最高の教育研究の展開拠点」、「全

国的な教育研究拠点」、「地域活性化の中核的拠点」の

３種類の機能強化の方向性が示されるなど、より一層

の大学改革が進められようとしている。前２者におい

ては、それぞれの水準に応じた教育研究がミッション

とされ、後者においても、地域のニーズに応じた人材

育成や地域社会のシンクタンクとして様々な課題を解

決する「地域活性化機関」の機能を果たすことが求め

られている。つまり、それぞれの大学が、今後選択す

る方向性に応じて教育研究機能を向上させ、人材育成

や新産業・イノベーションの創出等の社会からのニー

ズに応えていくことが必要となってくる。 

 この様な社会からの要請に応えるためにも、研究面

では「研究者を研究に専念させる」環境を構築してい

くことが必要である。そのためには、教員ポストや
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URA 等の専門職や経験豊富な研究支援職員を重点的

に配置していくことが理想である。しかるに、すべて

の機関において十分な体制を整えることは、人的資源

の不足や財政上の制約等から困難である。そこで、そ

れぞれの大学における研究支援職員の体系的・効果的

な育成は、今後、より必要になってくると考えられる。 

 当該必要性との関係を見た場合には、本プログラム

の様な育成プログラムが果たすべき役割はより大きな

ものとなる。学内での研究支援職員の育成を考えた場

合には、本プロジェクトでの【レベル１】、【レベル２】

の体系化を通じて、初期段階における育成プログラム

の基礎は構築できたと考えている。今後は、プログラ

ムの内容の充実とともに、より高次のレベルにおける

知識・スキルの定式化と育成プログラムの構築が必要

である。また、先述のように、学内公式プログラム化

等も課題となってくる。一方、今後の展開として他機

関の職員の育成を考えた場合、本プログラム内には本

学固有の事情・事例等が含まれていることから、汎用

化に向けた多くの課題が想定される。 

 そのため、今後の方向性として、現プログラムを「た

たき台」として、プログラムの更なる充実・学内公式

化等の発展、そしてより広範な活用を見据えた汎用化

を図っていく意思を表明して、本稿を閉じたいと考え

る。 

 

 なお、今回のプロジェクトの実施と本稿の作成に当

たっては、多くの方にご支援を頂いた。指導教員の阿

部光伸先生には、本稿の執筆に着手以降、将来的な汎

用化・SPODフォーラムでの実施等を見据え、プログ

ラムの実施方法等についてご助言を頂くとともに、著

者の行論・推敲の甘さ等、拙稿の細部に至るまで精緻

なご指導を賜った。また、副査をご担当いただいた武

智和康愛媛大学人事課副課長からは、高知大学全体の

職員育成方針等を念頭におかれた上で、明敏なご指摘

を頂戴し、著者の分析の不十分さに気付くことができ

た。秦敬治先生をはじめとする次世代リーダー養成ゼ

ミナールの講師陣の先生方及び３期生の皆様には、中

間報告時等に様々なご助言、激励を頂いた。西村仁秀

課長をはじめとする法人企画課の皆様には、職務多忙

の中にあっても快く研修に送り出して頂いただけでは

なく、個人プロジェクトの実施に当たっても、所管業

務とは直接関係のない研究支援関係のテーマ設定を認

めていただいた。また、本プロジェクトの実施に当た

っては、須藤晴夫地域連携課長、谷内紗代氏をはじめ

とする国際・地域連携センターの方々には、実務をご

担当されている立場からご助言を頂いた。最後に、井

上慎二氏を中心とする「しゃべりば高知大学」の各発

起人の皆様及び参加者の皆様には本プログラムの試行

において、大変お世話になった。以上のように様々な

方々のご協力なくしては、本稿の脱稿には至らなかっ

た。拙稿の末筆においてではあるが、改めてお礼を申

し上げたい。 

 

                                                   
1 平成18年の教育基本法(平成18年法律第120号)の

改正及び平成19年の学校教育法改正(平成19年法律

第96号)により、大学の「成果を広く社会への提供」

し、「社会の発展に寄与すること」が明文化された。 
2 文部科学省の産学連携等実施状況調査結果に基づき

全国の状況平成16年度と平成23年度を比較すると、

共同研究は件数ベースで1.52倍・研究費ベースで

1.27倍、受託研究は件数ベースで 1.37倍・研究費

ベースで1.57倍、知的財産は出願ベースで 1.52倍・

活用実績ベースで2.01倍となっている。 
3 文部科学省の大学知的財産本部整備事業（平成 15年

度～平成19年度 高知大学では実施なし）、同産学

官連携戦略展開事業・大学等産学官連携自立化促進

プログラム（平成20年度～平成 24年度 高知大学

では平成21年度まで産学官連携コーディネーター

派遣実績あり）、独立行政法人工業所有権情報・研修

館の大学知的財産アドバイザー派遣事業（平成 15

年度～平成17年度 高知大学派遣実績あり）等の体

制整備を目的とした事業が展開されている。 
4 文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域支

援課（2013）「産学官連携コーディネーター、リサー

チ・アドミニストレーターのこれまでの取組と現状

について」によると、産学官連携コーディネーター

の配置機関数は194機関、総人数 817名となってお

り、平均すると１機関当たり 4.2人の配置となって

いる。また、国立大学のみを見た場合には、86機関、

487人で、１機関当たり5.7人の配置となっている。

このことから、本学においては、①の傾向を見て取

ることができる。 

  また、「知的財産」担当者について見た場合、①②

③の傾向が特に顕著である（なお、本学では「知的

財産」担当者が、契約交渉・契約書作成・技術展示

会でのシーズマーケティング等の「産学連携」業務

の一部も担っている）。2013年まで国際・地域連携

センター知的財産部門の専任教員スタッフは不在

（部門長もセンター長の兼務）であった。また、知

的財産担当職員について見た場合には、2004年の知

的財産本部設置以降で、係長相当職で経験者は現職

を含め３名（異動までの平均在職期間５年２月）、係

員相当職では2006年のポスト設置以降２名（異動

までの平均在職期間５年１月）となっている。 
5 「スキル標準」に係るものとして、東京大学 

（http://www.u-tokyo.ac.jp/res01/ura201_j.html）、
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「研修・教育プログラム」に係るものとして、早稲

田大学（http://www.waseda.jp/rps/ura/）がある。 
6 例として、丸島儀一（2011）『知的財産戦略』ダイヤ

モンド社、発明協会編（2008年～2010年）「知財、

この人にきく」シリーズなどがある。 
7 高知大学の主任以下の事務職員による自発的な勉強

会（2013年２月～） 
8 平成11年の第1期科学技術基本計画でも、「新たな

研究開発システムの構築」として、「研究者が研究開

発活動に専念できる環境を整えること」が項目とし

て上がっている。 
9 独立行政法人科学技術振興機構（2013）「知的財産戦

略委員会提言 ～10 数年に亘る大学知財関連施策

を振り返り今後の展開を探る～」 
10 この「護る」には、「発表・公表による新規性喪失

の前段階で特許出願を行う」などのような積極的な

意味だけではなく、競争的資金の各種ルールの遵守

や適切な利益相反（COI）マネジメントを通じた研

究成果の正当性の担保（多くの競争的資金では、各

種発表時に「当該研究資金を受けた研究成果である

こと」を明示することが求められ、また、各学会に

おいてはCOI関係情報の開示が義務化されている。）

などの意味も含まれる。 
11 丸島儀一（2011）『知的財産戦略』ダイヤモンド社 

p.100 
12 文部科学省 科学技術・学術審議会 技術・研究基盤

部会 産学官連携推進委員会 利益相反ワーキング・

グループ（2002）「利益相反ワーキング・グループ

報告書」によると、「産学官連携を進める上では、大

学や教職員が特定の企業等から正当な利益を得る、

又は特定の企業等に対し必要な範囲での責務を負う

ことは当然に想定され、また、妥当なことである一

方で、このような両者の性格の相違から、教職員が

企業等との関係で有する利益や責務が大学における

責任と衝突する状況も生じうる。このような状況が

いわゆる「利益相反（conflict of interest）」といわ

れるものである。」と定義し、「教職員や大学の産学

官連携活動に伴い日常的に生ずる状況のことであり、

適切な対応を怠れば、場合によっては大学のインテ

グリティ(integrity)を害し、ひいては大学の教育研

究活動を阻害するおそれがある」としている。 

  その上で、「利益相反は、大学のインテグリティ確

保の観点から教職員の有する金銭的利益にかかる情

報の開示等を通じて学内の透明性を高めておくこと

は重要であるが、必ずしもすべての場合に産学官連

携活動等を制限するような対処が求められるもので

はなく、インテグリティ確保の必要性がより高いと

思われる場合に限り一定の対処が必要なものと考え

られる」とされているように、多くの大学では、「許

容できる」基準を設け、その基準を上回るレベルの

ものをマネジメントの対象としている。 
13 独立行政法人日本学術振興会（2013）「平成２５年

度科学研究費助成事業実務担当初任者研修会資料

「科学研究費助成事業の概要について」」 
14 「ポスト・アワード業務」とは、研究資金採択後の

①「研究プロジェクトの実施に必要な人員・組織体

制の整備」、②「研究プロジェクトの会計、財務、設

備管理」、③「ニーズや関係法令等に合致した研究プ

ロジェクトの進捗管理」、④「特許申請等の研究成果

のまとめ、活用促進」等を指す。当該業務のうち、

特に①、②などは、職員が中心的な手続きを行って

きた分野である。また、③について、法令適合性な

どについては、職員が優位な分野であると考えられ

る。 
15 文部科学省科学技術・学術政策局 産業連携・地域

支援課（2013）「産学官連携コーディネーター、リサ

ーチ・アドミニストレーターのこれまでの取組と現

状について」 
16 「国立大学法人高知大学 事務職員の能力開発に関

する基本方針・基本計画」の専門研修の「系別専門

領域の研修」においては、「３年未満」までを１つの

区分として研修体系を組んでいることから、学内へ

の提案は、「研究支援職員従事３年程度」を対象とし

た【レベル３】の構築が完了した段階が望ましいと

考えられる。 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

学生・教職員協働による地域貢献活動の 

活性化に向けた取り組み 

―物部川流域環境保全活動を通して― 

論文要旨 

本学は「地域社会との連携と貢献」を理念の一つに掲げ，本学の持つ大きな使命の一つとし

て地域貢献活動を行っており，その内の一つに，物部川流域環境保全活動への参画がある．こ

の活動には以前から参画してきたが，一部の学生・教職員による活動に留まり，これまではそ

れを伸ばす施策の実施なども行われてこなかった事もあり，大学全体（特に学生）に拡大する

には至っていない．その結果，当該活動への参加者数の低迷が続いている．しかし，当該活動

を継続・発展させていくためには，全学への波及・拡大が必要である．本プロジェクトでは，

当該活動への参加者の増加を図り，これらの問題を改善するための取り組みを行った．本稿で

は，本学で行われている地域の環境保全活動への大学構成員参画の具体的事例から，大学の地

域コミュニティへの参画による地域貢献活動へのアプローチを紹介し，大学による地域貢献活

動への参加者拡大に効果的な方略について，考察した結果を報告する． 

3期生 

高知工科大学学生支援部就職支援課 

 兼 学生支援課 

井村 公一 
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学生・教職員協働による地域貢献活動の活性化に向けた取り組み 

―物部川流域環境保全活動を通して－ 

 

井村 公一（高知工科大学） 

 

 

 

 

１．はじめに 

 大学の社会貢献・地域貢献の必要性や重要性が

言われるようになって久しい．現在では，大学の

使命の三本柱として，教育・研究と並び，社会貢

献が挙げられるようになった．「我が国の高等教育

の将来像（答申）」(中央教育審議会，2005)におい

て，大学の本来的使命は教育・研究であるが，取

り巻く環境は変化しており，大学の社会貢献（地

域社会・経済社会・国際社会等，広い意味での社

会全体の発展への寄与）の重要性が強調されるよ

うになり，こうした役割を，言わば大学の「第三

の使命」としてとらえていくべき時代であると述

べられている．また平成 24年に発表された「大学

改革実行プラン」(文部科学省，2012)では，地域

再生の核となる大学づくり(COC:Center of 

Community 構想の推進)が述べられており，その

役割はより強く求められている．このような大学

を取り巻く環境から，各大学では教育・研究活動

による人材育成や知識の還元など，元々高等教育

機関が行ってきた社会貢献活動に加え，公開講座

や産学連携などの地域貢献活動に力を入れている． 

地方においては，大学の社会貢献活動への期待は，

より高く，知識の提供や人材の輩出にとどまらず，

大学構成員の地域コミュニティへの参画を期待す

る声も大きい．本学においては，地域住民が行う

環境保全活動に対し，以前から大学構成員がその

活動に参加している．これは，いわゆる地域ボラ

ンティア活動であり，このような活動への参加は，

「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等につ

いて（答申）」(中央教育審議会，2002)において，

「『奉仕活動・体験活動』は，人，社会，自然とか

かわる直接的な体験を通じて，青少年の望ましい

人格形成に寄与する．大人にとっても，家族や周

囲の人々，地域や社会のために何かをすることで

喜びを感じるという人間としてごく自然な暖かい

感情を湧き起こし，個人が生涯にわたって，『より

良く生き，より良い社会を作る』ための鍵となる．

国民一人一人が『奉仕活動・体験活動』を日常生

活の中で身近なものととらえ，相互に支え合う意

識を共有し活動を重ねていくことができるような

環境を，皆で協力して作り上げていくことが不可

欠であると考える．」と述べられているように，こ

のような地域貢献活動へ学生の参加を促すことは，

学生の視野を広げ，就職を含めた将来を考える上

で良い意味での影響を与えることができると考え

られる． 

しかし，実際には活動への参加者を十分に集め

ることができない，継続的に参加する者が少ない

等，種々の問題を抱えている．このような問題を

改善するために，本学においていくつかの新たな

取り組みを行った．その結果，参加者数および持

続的参加者数が前年度を上回る結果が得られ，こ

れらの取り組みには一定の有効性があると考えら

れる． 

 高知工科大学が高知県香美市（旧：香美郡土佐

山田町）に開学してから，16年が経過した．この

間に，地域と大学の交流を通し，住民と一部教職

員の関係性は深まりを見せた．しかし，本学に所

属する多くの学生や教職員と地域との関係の深化

は十分と言える状況には至っていない．地域住民

からは，開学当時に期待した地域と学生・教職員

の相互交流が期待したほどに深まっていないとの

声が聴かれる．「地域社会との連携と貢献」を理念

に掲げ，地域に根差した大学を目指す本学にとっ

て，地域との連携・貢献は最重要課題であり，地

域住民と大学構成員との相互交流を促進し，関係

の深化を発展させる必要がある．そのためには，

我々職員が，地域と大学がともに汗を流し協働す

る場を設けることにより，両者をつなぐ架け橋と

なり，それを進めることができると考えた． 

 大学の立地する地域はすぐそばを物部川が流れ

ており，この流域では林業従事者の減少による森

林荒廃や，環境変化や狩猟者の減少による野生シ

カの増加とそれに伴う食害の発生により，河川の
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流量減少や濁水問題といった様々な問題を抱えて

いる．物部川流域では，地域住民や NPO法人のボ

ランティア活動により，これらの問題を改善すべ

く，シカの食害から植物種を守り，次世代につな

ぐシカ食害防止ネットの設置や，間伐体験を通し

た啓発活動などが行われている．また本学は，高

知県が進める協働の森事業に参画しており，高知

県・香美市・本学後援会の間で協働の森パートナ

ーシップ協定を締結し，環境保全の取り組みへの

サポートや，本学が主催する啓発活動などを行っ

ている．筆者も，以前からこれら活動に参加して

おり，職員による活動のモデルケースとして，物

部川流域環境保全活動を通して，交流・協働の場

を提供することにより，環境保全に取り組むとと

もに，地域との交流促進を図る． 

これまでも，これらの活動に関して，本学は積

極的に関与してきた．しかし，それは一部の職員

を中心とした活動であり，大学全体（特に学生）

においては極めて認知度の低い活動であり，参加

者の増加には至っておらず，それを伸ばす施策の

実施なども行われてこなかった．今後，この活動

を継続・拡大し，大学と地域の交流機会を増大さ

せていくためには，新規参加者の増加と継続的参

加者の増加を図る必要があった．そのためには，

活動に対する認知度の向上と，活動参加に対する

ステータスの向上が必要であった．これを達成す

るために，活動の見える化と継続的参加に向けた

仕掛けの充実を図るべきであると考えた． 

 

２．本プロジェクトの目的 

地域貢献活動への参加者を十分に集めることが

できない，継続的に参加するものが少ない等，種々

の問題を改善するため，本稿では，本学で行われ

ている地域の環境保全活動への大学構成員参画の

具体的事例から，大学の地域コミュニティへの参

画による地域貢献活動へのアプローチを紹介し，

大学による地域貢献活動への参加者拡大に効果的

な方略について，考察した結果を報告する． 

 

３．本プロジェクトの実践方法 

３．１．物部川流域環境保全活動の概要 

 本取り組みでは，本学の地域貢献活動の一つで

ある物部川流域環境保全活動について，新規参加

者の増加および継続的参加者の拡大を目指して，

これまでの取り組みを発展させ，新たな試みを行

った．本取り組みのフィールドとなる物部川流域

環境保全活動は，いくつかの活動に分かれている．

これらは，流域住民が中心となったボランティア

団体（以下，「流域団体」という）である三嶺の森

をまもるみんなの会，物部川 21世紀森と水の会が

行っており，行政等を巻き込んだ形で行われてい

る．本学も流域構成団体としてその流域団体に参

画している．その活動の概要は以下のとおりであ

る． 

１）協働の森パートナーズ協定事業 

本学は，高知県が推進する「協働の森パート

ナーズ協定」を本学後援会とともに，高知県お

よび香美市との間で締結している．この協定は，

平成 20年度に締結し，3年毎の更新を経て，現

在第 2期目を迎えている．この協定では，協定

団体が協定に係る事業として，森林保全活動や

体験型環境研修を行うこととなっており，本学

でも，学生・教職員が参加して，森林保全活動

を実施している．初年度は悪天候により，事業

中止となったが，平成 21・22年度は矢筈山にお

いて，平成 23・24年度は綱附森において，山林

への交流人口拡大を目指した登山道整備を行っ

た． 

２）シカ被害防止ボランティア活動 

  物部川源流域となる三嶺山域において，近年

問題となっているシカによる食害を防止する活

動であり，三嶺の森をまもるみんなの会・林野

庁四国森林管理局高知中部森林管理署が主催し

て行われている．三嶺山域では，近年のシカ頭

数の増加により，原生のササ類がシカの食害に

より枯死したり，ウラジロモミを始めとする樹

木がシカによる樹皮剥ぎ被害により枯死するな

どして，山腹が裸地化することにより斜面崩壊

を起こしている．その結果，物部川へ大量の土

砂が流入し，長期濁水の原因になるとともに，

貴重な植生が失われている．有害鳥獣駆除など

を通して，行政がシカ頭数の調整を図っている

が，効果が現れるにはまだ一定の時間を要する

ため，その間の植生保護を目的とした植生保護

ネットの設置や，裸地化した斜面の崩落を食い

止めるための植生マットの設置等を行っており，

年間 3回の活動を行っている． 

３）広葉樹の森づくり活動 

  物部川源流域となる別府山において，全てを

伐採した後，未植林のまま放置された針葉樹林

を，自然遷移による形で広葉樹林に育てていこ

うとする活動であり，物部川 21世紀森と水の会

が主催して行われている．物部川流域では，戦

後の復興需要により，植林が進められ，多くの

広葉樹林が失われた．その針葉樹林も，材価の

低迷による林業の衰退により，多くが放置され
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たままとなっている．またシカの食害（苗木の

食害）が追い打ちとなり，新たな植樹が行われ

ないまま放置されているのが現状である．本活

動では，飛来する種子や土中に埋没した種子の

発芽によって，広葉樹の森を再生しようという

取り組みである．しかし，針葉樹と比較して，

広葉樹の生育は遅いため，そのままでは針葉樹

林となってしまう．そのため，針葉樹を刈るこ

とで両者に成長差を付けることで，自然遷移を

促そうとしている．この活動では，有用樹種(主

に広葉樹)と雑木を学習しながら，雑木の刈り取

りを行っている． 

４）間伐体験 

  物部川源流域の国有林において，間伐体験を

とおして，森林保全について学ぶ活動であり，

物部川21世紀森と水の会が主催して行われてい

る．普段の生活では体験することのできない間

伐作業を経験するとともに，作業前には下流域

から作業現場までの移動中に，河川の現状を学

ぶ環境学習を行い，森林保全の必要性を学んだ

上で，間伐体験を実施しており，山と川の繋が

りを学ぶ機会となっている． 

 

これらの活動に対して，平成 25年度は，表 1に

記載した活動に参加した． 

 

表 1：平成 25年度活動一覧 

活動名 実施月 

シカ被害防止ボランティア活動 4月 

シカ被害防止ボランティア活動 5月 

広葉樹の森づくり活動 6月 

シカ被害防止ボランティア活動 10月 

広葉樹の森づくり活動 10月 

間伐体験 11月 

協働の森パートナーズ協定事業 11月 

 

３．２．運営メンバー 

 本取り組みを行うに当たっては，学生の課外活

動支援を担当する学生支援課に協力を要請し，担

当者1名とともに取り組みの企画・実施を行った．

また，実施に当たっては，同課職員の協力と予算

面のサポートを受けた． 

 

３．３．取り組みの内容，方法 

 本取り組みを行うに当たっての，筆者と学生・

教職員，地域住民との関係性は図 1のとおりであ

る． 

筆者は，学生・教職員と地域住民の橋渡し役と 

して存在し，地域住民との間で，活動に関する情

報を入手するとともに，より参加しやすい環境の

整備や，参加者数の拡大に向けた企画提案を行っ

た．また，学生・教職員に対しては，入手した情

報の提供を行った．情報提供の方法としては，掲

示物による不特定多数への広報，講義を通じた特

定多数への広報，Eメールを利用した特定少数への

広報を行った． 

 

 

図 1：活動のイメージ 

 

 参加しやすい環境整備，参加者拡大に向けた企

画提案として，下記の 4点を柱として取り組みを

行った． 

１）年度目標の明確化 

  本取り組みを実施するに当たり，年度目標を

設定した．これは，今年度の取り組みの結果を

目標値と照らし合わせて検証することにより，

取り組みの効果を把握するためである．今年度

の目標を以下のとおりとした． 

①平成 25年度活動への参加者数：のべ 150名

以上 

②平成 25年度活動の継続的参加者比率：30%以

上 

  以上の目的・年度目標を達成するため，参加

者の動向を検証し，参加者増加に効果的な取り

組みを行う． 

 ２）活動の見える化 

  これまでの物部川環境保全活動への参加は，

一部の学生・教職員を中心としたもので、全学

的な認知度は極めて低いものであった．今後，

この活動を継続・拡大していくためには，活動

に対する認知度の向上と，活動への参加に対す

るステータスの向上が必要であった．これを達

成するためにどのような取り組みが効果的であ

るかを，地域交流や課外活動支援を主幹する学

生支援課の担当者と検討を行った結果，まずは
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「活動の見える化」を進めるべきであるとの意

見で合致した． 

  具体的には，これまで継続的に活動に参加し

てきた学生および職員で構成する任意団体（以

下，「KUT活動団体」という）を立ち上げ，一つ

のチームとして活動することとした．チームの

メンバーには，各活動においてリーダー的存在

として活動してもらうことにより，活動の見え

る化を進め，活動の認知度向上を図るものであ

る．また，学職協働の団体とすることで，学生

にとっても親しみやすい雰囲気を創ることがで

きると考えた．  

KUT活動団体の立ち上げに当たって，その存在，

活動をより視覚的に認知してもらうために，同

団体のチームウェアを制作した．チームウェア

の制定は，団体の認知度向上とともに，メンバ

ーにとって帰属意識を醸成する効果もあり，継

続的に活動へ参加する要因ともなり得る．また，

学外での活動において，高知工科大学の存在を

アピールすることにもなり，本学の地域貢献活

動の広報面での効果も期待した．ウェアについ

ては，学生支援課からの予算措置により制作さ

れ，メンバーに付与した． 

 

 
図 2：チームウェア 

KUT活動団体への参加は，過去 3回以上，物部

川環境保全活動に参加した者を対象とし，入会

後の継続的な活動参加（具体的には年 3回以上

の参加）を条件として募集を行った．その結果，

団体発足時には学生 5名，職員 8名が参加の意

思を示し，平成 25年 4月に 13名でスタートし

た．その後，参加者の学生 2名の増加があり，

平成 25年 12月末時点で 15名となっている． 

 

３）新規参加者の獲得策 

  活動を発展させていくためには，新規参加者

の獲得が必要不可欠である．そのための方策と 

して，2つの取り組みを試みた． 

  まず第一に，本学の正規科目である「地域共

生概論」との協力体制を整備することとした．

この講義は，物部川流域の環境保全や地域活性

化に関するものであり，講義内で本活動の紹介

を行い，受講生の一部が実際の活動へ参加して

いる．同講義の受講生はこの活動について一定

の理解をしているため，参加する可能性が一般

の学生より高いと考えた．これまでは，職員を

中心としたグループとは別々に活動に参加して

おり，両者の間に十分な情報共有がされていな

かった．講義を担当する教員と協議を行い，平

成25年度より大学側窓口を職員グループに一本

化し，情報の集約を図ることとした．これによ

り，参加者の履歴が一元的に把握でき，データ

分析や過去の参加者に対して募集広報を行うこ

となどが可能となった． 

  第二に，トヨタ自動車株式会社が実施する

「AQUA SOCIAL FES!!」とのタイアップによる活

動の企画に参画した．これは，新型車 AQUAの販

売キャンペーンとして平成24年よりスタートし

たプログラムで，地元の NPOや新聞社と協力し

て，全国各地で「水」にまつわる環境保全活動

をバックアップするというもので，平成 25年度

は流域団体が採択され，5月に実施されたシカ被

害防止ボランティア活動をステージとして実施

された．このタイアップ企画については，トヨ

タ自動車株式会社から流域団体に打診があった

時点で，流域団体から本学にも協力団体として

参画の打診があった．そのため，企画段階より

参加し，従来の保全活動だけではなく，啓発活

動に主眼を置き，環境学習的要素を含む活動と

するよう提案を行った．活動の背景にある物部

川流域の現状を参加者に知ってもらうことによ

り，活動の認知度向上と継続的参加者の増加を

目指した．また，知名度のある企業とのタイア

ップを前面に出した募集広報を行うことで，一

般学生の参加者数の増加を目指すとともに，先

の講義において，4月の活動と関連付けて紹介し

てもらうことにより，継続的参加者の拡大を目

指した． 

  これらの取り組みと合わせて，参加者に貸与

する備品の整備を行った．これらの活動は主に

山での活動となるため，登山を伴う．しかし，

学生には登山経験者は少なく，そのような場所

で活動を行うための最低限の物品を所持してい

ないものも多く，それが参加に至らない要因の

一つでもあった．そのような学生に必要物品を
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貸し出せるよう大学において準備を行い，参加

への障害の一つを取り除くこととした．整備し

た貸与備品は，登山用ザックやヘルメット，ス

トック等で購入予算は学生支援課から予算措置

された． 

４）継続的参加者の確保策 

本活動は山中での活動となるため，体力的な

負荷の大きい活動である．そのため，継続的な

参加者が育ちにくいという悩みがあった．上述

の科目担当教員や学生支援課の担当者と共に，

継続的参加者を増やすための取り組みを考えた

ところ，参加者が楽しめる内容，ここで生まれ

る人との繋がりが必要との意見で一致した． 

  参加者が楽しめる内容，ここで生まれる人と

の繋がりという 2つの要素はこれまでの活動に

は無いものであったため，この要素を補完し継

続的参加者を増加させるべく，いくつかの方策

を検討した．そこで検討された方策の内，2件を

今回の活動において本学から主催者である流域

団体に提案したところ，流域団体からも賛同を

得ることができ，今回より試験的に実施した． 

  まず一つ目が，一般参加者と本学学生の混成

班を編成することである．一般参加者との交流

を重視し，混成班編成とした．混成班編成とす

ることで，一般参加者と本学学生の間で会話が

生まれ，交流のきっかけをつくることを目指し

た．  

二つ目が，混成班編成での交流をより深める

ため，活動終了後に交流会を開催することであ

る．これまでの活動では，活動終了後はそのま

ま解散していたが，軽食を取りながら，一日の

活動を班ごとに振り返ってもらうことにより，

参加者同士でお互いの感想を共有し，交流を深

めることで，人との繋がりが生まれ，次回以降

の活動への参加のきっかけとなるように交流会

を行った． 

 

４．成果および考察 

４．１．平成 25年度の活動 

１）シカ食害防止ボランティア活動(第 1回) 

主催：三嶺の森をまもるみんなの会 

    高知中部森林管理署 

日時：2013年 4月 28日(日) 

参加者数：79名（学生 68名，教職員 11名） 

活動内容：物部川源流域の白髪山において，シ

カの食害からササを保護するための保護ネット

の設置および，樹木を保護するために樹幹にネ

ットを巻くなどの活動に参加した． 

  当該活動にあたり，正規科目「地域共生概論」

との協力体制を構築した．当該講義では活動の

主催者が特別講師として，活動の紹介を行って

いる．その特別講義の中で，参加者募集告知を

行ってもらい，参加希望者は事務局で受け付け

る体制を取った．この募集方法は，他の活動の

参加者募集でも同様に行った． 

  また本活動では，継続的参加者の増加を目指

して 2つの新たな取り組みを行った． 

 （１）混成班編成の効果 

混成班編制は本学参加者が広範囲に分散する

こととなり，状況把握が難しくなるというデメ

リットが伴うが，先に立ち上げた KUT活動団体

のメンバーを，本学参加者を束ねるリーダーと

して各班に配置し，そのリーダー間で相互に連

絡を取り合うことでその問題に対応した．結果

として，各メンバーが各班員を束ねることの責

任を自覚し，より先頭にたって活動を進めると

いう効果もあった．混成班で各班ごとに活動す

ることにより，作業手順の確認などを通して，

次第に一般参加者と本学学生の間で会話が生ま

れ，作業中盤には作業手順以外の会話も始まる

など，交流のきっかけをつくることができた． 

 （２）交流会開催の効果 

  交流会を開催するにあたっては，自然の中で

の活動後に，その余韻を保ったまま実施するこ

とが重要であるとの考えから，作業場所に至る

登山口周辺での開催を検討した．肉体労働を終

えた参加者のために，地元でよく食されている

猪汁を準備することにしたが，問題はその準備

であった．そのような食事を山中で準備するこ

とは，本学だけでは到底無理なことであった．

そのため，流域団体の紹介により，地域の林業

組合婦人部の方々に協力を要請したところ，ボ

ランティアでの協力を快諾いただいた．これに

より，交流会の実施が可能となった．このよう

な機会も交流に活用するため，本学学生に交流

会準備への参加者を募集したところ，約 10名の

応募があり，婦人部の方々と共に交流会の準備

をするとともに，ここでも新たな交流が生まれ

ることとなった．交流会では，活動場所付近で，

に引き続き交流会を行い，共に食事をとりなが

ら，一日の活動を班ごとに振り返りを行うこと

で，参加者同士でお互いの感想を共有し，交流

を深めることにより，人との繋がりが生まれる

よう，次回以降の活動への参加のきっかけづく

りを行った． 

ある班では後日，流域団体メンバーと学生 
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の間で写真の交換がされるなどの交流も生まれ

た．本学参加者から，地域の方々と話す中で，

新たな発見や気づきが得られ，参加して良かっ

たという声が聞かれると共に，地域の方々から

も，普段接することの少ない大学生と話しをす

ることができ，有意義な時間であったとの意見

をいただいた．このような交流会の開催は，作

業場所の設定により，登山口からの往復移動時

間が異なるなど，毎回の開催は難しいが，今後

も機会をみて開催することとした． 

２）シカ食害防止ボランティア活動(第 2回) 

 AQUA SOCIAL FES!!タイアップ事業 

主催：三嶺の森をまもるみんなの会 

高知中部森林管理署 

日時：平成 25年 5月 12日(日) 

参加者数：41名（学生 36名，教職員 5名） 

活動内容：物部川流域で川の現状や森林の荒廃

状況に関する環境学習を行いながら，シカの食

害により減退した笹原の回復を目指すクマザサ

植樹活動に参加した．この活動は，トヨタ自動

車株式会社が，環境保全活動を行う団体を支援

するプログラム「AQUA SOCIAL FES!!」とのタイ

アップ企画である． 

  参加者募集広報に，「TOYOTA」や「AQUA」とい

ったワードを積極的に用いることにより，学

生・教職員の目につきやすい広報に努めた．ま

た，正規科目「地域共生概論」の中でも，前回

活動と関連付けて募集広報を行ってもらうこと

により，継続的参加者の増加を目指した．例年

の活動では，5月に実施される活動への参加者は

大幅に減少する傾向が見られた．開催間隔や講

義からの参加者が無くなることによるものであ

るが，知名度のある企業とのタイアップを前面

に出した募集広報や講義での紹介により，例年

は 20名程度の参加者であるところ，およそ 2倍

となる 36名の学生から参加申し込みがあった． 

  この活動では，一般学生をはじめとした参加

者がクマザサを植樹する場所に，シカ被害から

回避するためにネットを設置するなどの事前整

備が必要であった．これには，流域団体メンバ

ーとともにKUT活動団体のメンバーが携わった． 

３）広葉樹の森づくり活動 

主催：物部川 21世紀森と水の会 

日時：平成 25年 6月 2日(日) 

参加者数：23名（学生 18名，教職員 5名） 

活動内容：物部川源流域のすべてを伐採した後

の森林において，針葉樹から広葉樹への自然遷

移を促進するために，雑木の刈り払いを行い，

有用樹種との間に成長差をつけるための活動を

行った． 

  本活動でも，講義内での募集広報を継続した

結果，同講義受講者からの参加が全体の半分以

上を占めた．また，活動では有用樹種と雑木を

見分けながら作業を進めるが，混成班としたこ

とから一般参加者と本学参加者の間で，互いに

教え合うなどの交流が見られた． 

４）シカ食害防止ボランティア活動(第 3回) 

主催：三嶺の森をまもるみんなの会 

高知中部森林管理署 

日時：平成 25年 10月 12日(土) 

参加者数：12名（学生 4名，教職員 8名） 

活動内容：物部川源流域の白髪山において，シ

カの食害からササを保護するための保護ネット

を設置する活動に参加した． 

  秋期の活動では，正規科目「地域共生概論」

が，前期開講科目であったため，募集広報の手

段が限られたこともあり，春期と比較して大幅

な参加者減少となった．しかし，学生・教職員

共に，新規の参加者があるなど，一定の成果も

あった． 

５）広葉樹の森づくり活動 

主  催：物部川 21世紀森と水の会 

日  時：平成 25年 10月 14日(月・祝) 

参加者数：11名（学生 7名，教職員 4名） 

活動内容：前回の活動に続き，物部川源流域の

すべてを伐採した後の森林において，針葉樹か

ら広葉樹への自然遷移を促進するために，雑木

の刈り払いを行い，有用樹種との間に成長差を

つけるための活動を行った． 

  前回の活動と比較して，参加者数は半減する

結果となったが，参加者の内 7名が，前回活動

からの継続参加者という成果も得られた． 

６）協働の森パートナーズ協定事業 

主催：高知工科大学 

日時：平成 25年 11月 2日(土) 

参加者数：16名（学生 11名，教職員 5名） 

活動内容：物部川源流域の私有林において，物

部森林組合の指導の下，間伐体験を行った．ま

た，森林保全に関係する木材利用について学ぶ

ため，木材集出荷施設（ストックヤード）の見

学を行った． 

  本学主催の「協働の森パートナーズ協定－環

境体験研修－」は，平成 20年度に締結を行った

「協働の森パートナーズ協定－高知工科大学・

物部川共生の森」に基づき行われているもので，

本年度は第 2期（1期は 3年）の最終年度にあた
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る．過去 5年間は，森・山への交流人口増加を

目的として，物部川源流域における登山道整備

を協働事業として実施してきた．昨年度の事業

実施を以て，当初の計画が完了したため，本年

度事業は，本学学生・教職員が物部川源流域の

森林の現状に対する理解を深めること，また，

そこで生活する地域の方々との交流を主目的と

し，体験型環境研修として，間伐体験および木

材集出荷施設見学を実施した．研修実施におい

ては，物部森林組合・香美市と協働で行った． 

  間伐体験においては，物部森林組合の方から，

間伐の仕方，チェーンソーの使用方法の指導を

受けながら，学生・職員が実際に間伐作業を体

験した．ほとんどの参加者は間伐作業初体験で

あったが，林業機械の使用方法に四苦八苦し，

倒れる木の迫力に圧倒されながらも，積極的に

参加していた．作業後には，物部森林組合や香

美市の職員と本学参加者で共に昼食をとりなが

ら，山の現状や林業経営・林業従事者について

意見交換が行われた．参加者からは，伐倒の難

しさや大変さを実感したとの感想とともに，普

段の大学生活では決して経験することのできな

い体験ができ，有意義なものであったとの声が

聞かれた．また，木材集出荷施設見学では，本

学学生から施設担当者へ多くの質問が出される

など，真剣な眼差しで担当者の話に聞き入って

いた．それぞれが，間伐作業を少ないながらも

体験し，その重労働や危険性を実感した上での

施設見学であったため，林業経営の難しさを理

解しつつも，その重要性を再確認しているよう

であった．また，本事業に初めて海外留学生が

参加した．海外留学生の参加は，日本人学生や

地域の方々にも，新たな刺激をもたらしたよう

であった． 

７）間伐作業体験 

主催：物部川 21世紀森と水の会 

日時：平成 25年 11月 9日(土) 

参加者数：10名（学生 7名，教職員 3名） 

活動内容：物部川源流域の国有林において，地

域住民の指導の下，間伐作業の体験を行った．

本学から作業場所までの移動中には，川下から

川上を巡りながら，河川の現状を環境学習的に

学び，森林保全の重要性を学んだ． 

  参加者は 10名と少数ではあるが，昨年度から

倍増の結果となった． 

 

４．２．参加者の推移 

 以上の取り組みの効果を，参加者の推移から検 

証した．下記の表 2は，平成 23年度から平成 25

年度にかけての参加者数の推移を集計したもので

ある． 

 

表 2：事業月活動参加者推移（H23～H25年度） 

 
 

 平成 25年度全体で見ると，参加者数は過去 2年

を上回るのべ 184名となった．ここまでに行った

取り組みに対して，一定の効果があったと推定さ

れる．しかし，平成25年度を単年度で見たところ，

4月～6月の春期活動への参加者が 135名であるの

に対し，10月～11月の秋期活動への参加者は 49

名に留まっている．昨年同期と比較しては増加し

ているが，春期の増加率と比較して，秋期では半

減している．この要因については，参加学生から

の話や，春期との開催環境の差から，以下のこと

が推測される． 

（１）土曜日開催の増加 

  現在の本学カリキュラムでは，教職課程など

中心に，土曜日開講の科目が設定されており，

それらとの重複から参加できないとの意見があ

った． 

 

（２）授業との関連 

  前期には，物部川流域の環境保全や地域活性

化に関する講義である「地域共生概論」が開講

されており，その中で事業の紹介とあわせ募集

広報を行っていたが，後期については，それに

類する講義がなく，事務局主体の募集広報とな

ったことも一つの要因であると考えられる． 

 活動の開催日程については，主催者側との調

整が一定程度可能であるため，来年度は日曜日

開催となるよう提案を行う．また，募集広報に

ついては，関連する講義の開講期間外における

有効な手法について検討を行う必要がある． 

 

４．３．継続的参加者の推移 

 一方，継続的参加者の推移を前年度と比較した

結果は，下記の表 3のとおりである． 

 

（人）
計

人数 人数 人数 前年比 人数
シカ食害防止ボランティア活動 4月(日) 66 * 6 69 141
シカ食害防止ボランティア活動 5月(日) 4 20 43 67
広葉樹の森づくり活動 6月(日) － － 23 23

70 26 135 519.2% 231
シカ食害防止ボランティア活動 10月(土) 2 7 12 21
広葉樹の森づくり活動 10月(土) － 2 11 13
間伐体験 11月(土) 9 4 10 23
協働の森事業 11月(土) 23 7 16 46

34 20 49 245.0% 103
104 46 184 400.0% 565

事業別活動参加者数（H23～H25年度）

H25年度H24年度H23年度

*平成23年度シカ食害防止ボランティア活動(春期第1回活動)の参加者数が多いのは、一学科が学科行事として3年生全員を参

加させたため。その他の年は、公募による参加者数である。

春期　計

秋期　計
総計

実施月事業名
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表 3：継続的参加者の比較 

 

 

 単年度で見ると，年間 2回以上，活動に参加し

た継続的参加者の全参加者に対する比率は平成 24

年度の 14.9％と比較して，平成 25年度は 37.2％

と増加している．また，人数で見ると，平成 24年

度の 13名に対し，平成 25年度は 41名と前年度比

300%を超える結果となった． 

 これら数値の増加から，平成 25年度に実施した

取り組みには参加者数増加や継続的参加者の増加

に対して，一定の効果があったと考えられる． 

 

４．４．平成 25年度参加者の所属内訳と参加回数

構成比率 

 平成 25年度の参加者数での内訳は，学士課程学

生の参加者が最も多かった．これは，母数の多さ

が影響していることに加え，正規科目「地域共生

概論」履修者の参加が多かったことによるものと

考えられる． 

 

 

図 3：平成 25年度参加者所属内訳 

 

 また，学士課程，修士課程，教職員の区分で，

年間参加回数の構成比率を算出すると，下記の図 7，

8，9のとおりとなった． 

 参加者数は学士課程が他に比べて圧倒的に多い

が，参加回数構成で見ると，年間 2回以上の参加

者が修士課程では参加者の 66％であるのに対し，

学士課程では 30%でしかないことが分かる． 

 

 

図 4：参加回数構成比率(学士課程 82名) 

 

図 5：参加回数構成比率(修士課程 9名) 

 

図 6：参加回数構成比率(教職員 19名) 

 

 また，学年別に参加回数を集計すると，下記の

表 4のとおりである． 

 

表 4：学年別参加回数集計 

 

 

増減比

累計 累計 累　計 累計
7回 0 0 0.0% 0.0% 1 1 0.9% 0.9% -
6回 0 0 0.0% 0.0% 1 2 0.9% 1.8% -
5回 0 0 0.0% 0.0% 2 4 1.8% 3.6% -
4回 2 2 2.3% 2.3% 4 8 3.6% 7.2% 200.0%
3回 4 6 4.6% 6.9% 10 18 9.1% 16.3% 250.0%
2回 7 13 8.0% 14.9% 23 41 20.9% 37.2% 328.6%
1回 74 87 85.1% 100.0% 69 110 62.8% 100.0% 93.2%

計 87 87 110 110

回数

継続的参加者比較（H24-25）

H25年度H24年度
構成比率人　数 構成比率人数

H25/H24

（人）

回数

学年

学士 1年 40 16 4 1 0 0 61

学士 2年 6 0 1 0 0 0 7

学士 3年 6 1 0 0 0 0 7

学士 4年 5 2 0 0 0 0 7

修士 1年 1 0 0 3 0 0 4

修士 2年 0 0 1 0 1 1 3

博士 1年 2 0 0 0 0 0 2

60 19 6 4 1 1 91

1回 5回 6回 計

計

4回3回2回
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 参加者数の多い学士課程学生の中でも，学士課

程 1 年生が大部分を占めている．この取り組みで

連携を行った「地域共生概論」は学士課程 1 年生

向けの開講科目であるため，同科目受講者層と重

なっている．学士課程学生は継続的参加者の比率

が小さい上に，参加者数は他と比べて多いことか

ら，継続的参加者数拡大の余地が大きいと考えら

れる．そのため，継続的参加者数の拡大を図るた

めには，学士課程学生に対して，新規参加者を募

る広報を今後も継続すると共に，継続的参加を促

すことを目的とした募集広報の方法を検討すべき

であるが，特に「地域共生概論」履修生に対して

重点的に募集広報を行うことが，参加者数拡大に

対して有効であると考えられる． 

 

４．５．参加者へのヒアリング 

 11月をもって，平成 25年度の活動が終了したた

め，KUT活動団体の学生メンバー7名と，この取り

組みの運営メンバーである学生支援課職員，およ

び筆者で今年度の活動を振り返える場を設け，意

見をヒアリングした．得られた意見は下記の表 5

のとおりであった． 

表 5：平成 25年度活動終了後のヒアリング結果 

№ コメント内容 

01 辛かったことより，楽しかったことの

方が多い．特に間伐体験は初めての体

験で，チェーンソーを使ったのも新鮮

だった．プロの仕事を間近で見られた．

間伐への正しい知識を得られ，間伐に

対するイメージが変わった．(以前は良

いイメージを持っていなかった) 

事前学習ができていれば，もっと質問

などができたと思う． 

02 今年で 3年目の参加．最初は軽い気持

ちで参加したが，今年は色々な人と触

れ合うことができた．それまでも，森

林の現状などを知ることができたが，

今年は+αとなった．留学生との交流

(協働の森)などもでき，間伐以外の部

分でもいい体験ができた．初めての参

加者と班を組むことで，自分の持って

いる知識を教えてあげるなどでき，マ

ンネリ化しなかった． 

03 3年目になり，顔見知りが増えた．山

の問題について色々と考えているが，

実際に山に行って考えることが重要だ

と思う．実体験が重要だと思う．もっ

と広報手段を考えてはどうか，事務局

からの広報は重い感じがする． 

04 2年前に一度参加したが，しんどいイ

メージが強くて，すこし参加するのが

引けた．今年の活動はそこまでではな

かった．そんなに辛くないことをアピ

ールしてはどうか．  

05 全体的に楽しかった．口下手で人とコ

ミュニケーションを取るのが苦手なの

だが，この活動を通して多くの人とコ

ミュニケーションを取ることができ

た．新しい世界が開けた．混成班の編

成は良かった． 

 

 KUT活動団体の学生メンバーからは，今年度の取

り組みを評価する意見や，コミュニケーション能

力の向上につながったという意見がだされた． 

参加者募集の方法について質問を行ったところ，

学生からは下記の表 6のとおり意見が出された． 

 

表 6：学生からの募集方法に関する意見 

№ コメント内容 

01 どんな内容で，どんな感想だったのか

を交えて広報して欲しい．参加した事

の無い者は，どのような活動か，どの

程度の体力が必要かなどが分からず，

参加を決めかねるのではないか．昨年

の内容や写真などを HPなどをとおし

て紹介すればいいのではないか． 

02 参加受付が窓口のみとなっているが，

メールなどでの申込みができると良

い． 

03 就職支援課で広報してみてはどうか．

色々な人とコミュニケーションを取れ

るので，グループディスカッションの

練習になるのではないか． 

04 年間スケジュールがわかると良い．せ

めて前月に募集が始まると都合をつけ

やすい． 

 

４．６．企業とのタイアップ効果 

今回のような流域団体の活動は，学生に対して

の知名度が低く，募集広報を行ってもそれに興味

を持ってもらい，目に止めてもらうことが難しい．

そのため，流域団体と大学が協働して活動するに

あたり，学生の参加者が十分に集まらない状況が

ある．募集広報では，主に案内ポスターやメール

を利用して募集を行うが，まずそれらに目を止め

てもらうことが参加への第一歩となるため，非常
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に重要である．また，「環境保全活動」というと，

気軽に参加できそうにない，敷居が高いといった

イメージを持たれることも多い． 

しかし，平成 25年 5月の活動のように，“TOYOTA”

や“AQUA”といった学生が普段から目にしており，

認知しているキーワードが募集広報のツールに記

載されることにより，それらに目を止める可能性

が向上する．より多くの学生に募集広報を見ても

らうことで，参加への入口に立つ学生を増やすこ

とができたと考えている． 

今回のトヨタ自動車株式会社とのタイアップは，

高知県だけではなく全国各地で行われており，

「AQUQ SOCIAL FES!!」として，その目的や活動な

どを紹介したホームページ

（http://aquafes.jp/top/）も開設されている．

募集広報で興味を持ってもらい，ホームページを

閲覧する事により，全国各地で行われている活動

を目にすることとなる．その結果，気軽に参加で

きると理解してもらえれば，環境保全活動への参

加のハードルが下がる効果も考えられる． 

知名度のある企業とのタイアップは，今年度の

参加者増加という結果からも，募集広報として有 

効であると考えられる． 

 

 

図 7：平成 25年 5月活動の募集ポスター 

 

４．７．まとめ 

 平成 25年度は，新規参加者数，継続的参加者数と

もに前年を上回る結果となり，年度目標として設定

した①平成 25年度活動への参加者数：のべ 150名以

上，②平成 25年度活動の継続的参加者比率：30%以

上を達成した． 

 参加者数の増加につながった要因は，正規科目で

ある「地域共生概論」との連携と，企業とのタイア

ップによるイメージ戦略によるところが大きい．先

にも記したが，地域共生概論は学士課程 1 年生を対

象とする開講科目であり，活動への参加者の内，学

士課程 1 年生の人数が飛びぬけて多い結果から，

同講義との連携における影響は大きいといえる．

また，平成 25年 5月に行った企業とのタイアップ

では，前年同期と比較して倍増する結果となった

が，これは同講義との連携の効果とともに，知名

度のある企業とタイアップを前面に打ち出したイ

メージ戦略が功を奏したものと言える． 

 また，継続的参加者の増加については，その結

果を目指して取り組みを行った混成班編成と交流

会の効果があったものと言える．KUT活動団体の学

生メンバーのコメントにも，「これまで以上に様々

な人と交流ができ，プラスアルファを得た」とい

う意見や，「多くの人とコミュニケーションを取る

ことができた」など，混成班編成や交流会の実施

を評価する声があった．また，今年度より立ち上

げた KUT活動団体については，団体を通した募集

広報という面では，まだその効果を確認できてい

ないが，混成班を編成するにあたり，学生メンバ

ーを各班に配置し，学生内のリーダーとして活動

させた結果，彼らが自発的に他の参加者に対し，

自らの知識・経験を伝えるなど，責任感を持って

活動に参加してくれた．その結果，学生メンバー

からは，KUT活動団体での活動によりコミュニケー

ション能力の向上につながる可能性も示された． 

 以上のことから，今年度実施した取り組みが，

参加者増加に向けて一定の効果があったものと言

える． 

 

５．今後の課題 

 今後の課題としては大きく 2つ考えられる．ま

ず一つ目が活動団体の拡充である．現在の学生メ

ンバーのうち 2名が今春で卒業するため，活動団

体のメンバーが減少する．大学という環境では，

メンバーの卒業による入れ替わりは絶えず続いて

いくものであるため，団体の活動を継続するため

に新規メンバーの募集が急務である．また，現状

のメンバー構成が修士課程に在籍する学生のみで
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あり，学士課程に在籍する学生は不在である．参

加者数でボリュームゾーンである学士課程学生の

参加を促すためにも，学士課程学生のメンバー拡

充が必要である． 

次年度に向けて，KUT活動団体ではより効果的な

広報を行うために，団体名称やロゴマークを制定

すべく検討を行っている．また，学生メンバーと

の振り返りの場でも意見があった，これまでの活

動を紹介するホームページの立ち上げや，申し込

み方法の選択肢拡大を来年度に実施すべく，検討

を行っている． 

 もう一つが，学士課程学生のリピート率の向上

である．先のまとめにも記載したが，学士課程学

生は参加者数としては最も多い集団であるが，リ

ピート率は修士課程学生と比較して，低い数値と

なっている．この点を引き上げることが必要であ

る．正規科目との連携を継続し，同科目履修者向

けにより効果的な募集広報の方法を引き続き検

討・実施し，より一層の参加者数拡大を目指す． 

また，活動に参加した学生の意見・感想やニー

ズを把握し，次の取り組みに反映させるために，

今年度，全活動参加者へのアンケート実施を検討

したが，実施方法などで問題をクリアできず，実

施できていない．アンケート実施に当たって，高

い回収率が望め，より活動中の感想に近い意見を

集めるためには，活動日当日のアンケート実施が

望ましい．しかし，この活動は山中で行われてお

り，往復の移動はカーブの連続する山間部の道路

をバスで移動するため，車内でのアンケート実施

は難しい．Webを介したアンケートにより，大学に

帰着し解散したのちに，手軽に回答ができるよう

な方法を検討し，次年度の実施を目指す． 

 

６．おわりに 

 地方に設置されている公立大学として，教育・

研究活動はもとより，地域への貢献は重要なミッ

ションである．また，学生にとっても，地域との

交流をとおして，地域社会の一員であることの自

覚を持つことは，彼らの成長にとって良い影響を

与えると考えられる． 

 本学は，「世界一，人の育つ大学」を目指してい

る．これは，人は自ら育っていくものであり，大

学はその成長のための環境を提供するという考え

である． 

今回の取り組みは，物部川流域環境保全活動と

いう狭いフィールドを舞台にしたものではあるが，

職員がコーディネーターとなり，学生・教職員に

対して，地域との出逢いや体験，協働といった環

境・場を提供するものである．このような活動が

多方面にも広がれば，学生・教職員に対して提供

できる環境・場も増えていくことになる．この取

り組みをモデルケースとして，職員でもそのよう

な環境・場を提供するための役割ができるという

ことを理解してもらい，将来的には様々な方面に

このような取り組みが広がっていくことを期待す

る． 
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平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

大学生の休・退学の要因とその防止への 

取組と課題 

―「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」を通して― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3期生 

徳島大学学務部入試課入学試験係 

  根ヶ山 須美子

論文要旨 

学校基本調査（文部科学省）によれば 2000年代に入ってから大学・短大の進学率は 50％を超え

る状況が続いている。その中で，自らの意思で「大学選び」をせず，「大学に行く目的」を持たず

に入学したため，入学した大学の満足度が低く，休・退学する学生も多くいる。これは先行研究や

全国調査により明らかにされている。 

本稿は，受験生に大学をより知ってもらうことが，休・退学の減少につながると仮定し，高校生

を対象とした「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」という企画を実施したものである。 

具体的には，徳大生が本学での体験・生活等を高校生に対しプレゼンテーションし，そのテーマ

について高校生と討論することである。 

実施後のアンケートでは，徳島大学を志望している高校生から「以前より徳島大学に行きたいと

感じるようになった。」「大学の楽しさを知ることができた。」等の意見があった。 

本企画を継続的に実施することにより，入学後の不満やミスマッチの減少となり，休・退学の防

止につながるかを検証する。 
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大学生の休・退学の要因とその防止への取組と課題 
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大学生の休・退学の要因とその防止への取組と課題 

-「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」を通して- 

 

根ヶ山 須美子（徳島大学） 

 

 

 

 

１．はじめに 

 文部科学省の学校基本調査によると，2000

年代に入ってから大学・短大の進学率は大きく

増大し，2011年には過去最高の 54.3％となる

など，常に 50％を超える状況が続いている。 

 筆者は，徳島大学入試課において大学案内や

入学願書の請求を希望する受験生や保護者か

らの電話対応に追われている。その際に感じた

ことを述べると，これらの受験生や保護者は，

きちんと大学選びを行ったうえで，徳島大学

（以下「本学」という。）を希望したのかとい

う疑問を持った。 

進学率は全国的に高い状況が続いている。し

かし，果たして受験生はきちんと大学を選び，

目的を持って入学してきているのだろうか。大

学選びや目的を持たずに入学していた場合，そ

の後の大学生活に不満を感じ，後悔してしまっ

た結果，それが休・退学につながってしまうと

いうことはないのだろうかと考えた。 

「現在通っている大学の志望度」に関する調

査結果（Benesse教育総合研究所（大学生の学

習・生活実態調査））によれば，全体の大学志

望度は，第一志望 53.9％，第二志望以下は

46.1％となっており，約半数が第一志望の大学

に入学していないことがわかる。また，進学満

足度（同調査）に関しては，「とても満足して

入学した」は，わずか 31.5％である。 

 大学に対する満足度に関して，第 25回学生

生活実態調査報告書（徳島大学）によれば，本

学の所属学部への満足度は，「満足している」

32％，「ほぼ満足している」33％と併せて 65％

の学生が満足している一方，「やや不満足であ

る」8％，「不満足である」5％となっている。

合計すると，13％の学生が本学に対して何らか

の不満を持っていることがわかる（図１）。 

 また，本学を選んだ理由（図２）は，「国立

大学だから」26％，「希望する学部・学科があ

ったから」22％，「地元の大学だから」18％の

順になっている。その反面，「親や親戚に勧め

られたから」6％，「高校の進学指導による」9％，

「ただなんとなく」6％も存在している。 

21％の学生が他者の推薦や，目的を持たずに

入学してきているということがわかる。 

 

 

図１ 徳島大学所属学部満足度 

出典：第 25回学生生活実態調査報告書（徳島大学） 

 

図２ 徳島大学を選んだ理由 

出典：第 25回学生生活実態調査報告書（徳島大学） 

 

 伊藤（1996）によると，学生の大学志望度は，

「第一志望者」35.0％，「他大学志望者」65.0％
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としている。また，「第一志望者」の大学満足

度は，24.2％が「やや不満足・非常に不満足」，

「他大学志望者」は，35.7％が「やや不満足・

非常に不満足」となっている。このことから，

学生の不本意感の強さに注意すべきだと喚起

している。さらに，不本意入学を訴えて転学・

転学科及び再受験の可能性や適否について，情

報や助言を求める学生は，非常に多く，しかも，

これは新入生に限らず，2～4 年生も同様であ

る。また，大学院生になっても進路のやり直し

を模索して，現状への不充足感を託って鬱々と

していることを知らされるケースも少なくな

いと指摘している。 

 大隈他（2013）は，「大学生は，入学前の大

学生活と現実との間でギャップを感じる可能

性があり，こうしたギャップは良い方向と悪い

方向，双方のギャップがある」とある。さらに，

「そのギャップがあまりに大きい場合は，大学

への適応上の問題が起こりえるのではないか」

と指摘している。 

 

図３ 休学と退学の経年推移 

出典：大学における休・退学，留年学生に関する調査

（内田 2011） 

 

図３は，国立大学 70校から回答があった休

学と退学の経年推移である。これによると，

休・退学率は上昇曲線を描いてきたが，1989

年に休学が退学を上回り，それ以降休学率が高

い傾向が続いている。 

休・退学の要因には様々なものがあると考え

られるが，内田（2011）は，休・退学の理由と

して，図４のとおり「身体疾患，精神障害，消

極的理由，積極的理由，環境要因，不詳」の６

つのグループに分類している。 

さらに，2008 年度の実態調査の平均休学率

は，2.51％で，「消極的理由」0.78％，「積極的

理由」0.69％，「環境要因」0.53％，「精神障害」

0.24％，「不詳」0.17％，「身体疾患」0.10％，

また，平均退学率は，1.28％で，「消極的理由」

0.63％，積極的理由」0.29％，「不詳」0.15％，

「環境要因」0.14％，「精神障害」0.06％，「身

体疾患」0.02％となっており，「積極的理由（進

路変更（他大学・他学科受験）」及び「消極的

理由（勉学意欲の喪失，進路変更，就職等」が

多いと述べている。 

 

図４ 休学・退学する理由グループの分類基準 

出典：大学における休・退学，留年学生に関する調査

（内田 2011） 

 

 さらに，「消極的理由」には，いわゆる広義

のスチューデントアパシー状態で引きこもる

学生が多いと考えられ，メンタル面のサポート

が重要であることは疑問の余地がないと指摘

している。 

 以上により，筆者は休・退学の要因として，

以下のパターンが存在すると推測した。 

ⅰ．第 1志望の大学ではなかったため，大学

満足度が低く，大学に対しての愛着がない。 

ⅱ．大学のことをあまり知らずに入学した。

オープンキャンパスや，大学祭にも参加せず

なんとなく入学してしまい，入学してからこ

んなはずではなかったと感じる。 

ⅲ．大学に入学してから友人ができない。対

人関係でつまずいてしまったため，大学に行

くのが嫌になった。 

ⅳ．受け身体質なため，自分から何かを行う

ことができない。 

 そこで，休・退学の防止への取組として，以
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下の内容を目的としたプロジェクトの企画を

考えた。 

ⅰ．徳島大学を志望している学生に，入学す

る前からもっと徳島大学を知ってもらう。 

ⅱ．受験生，保護者等を含めて，あらゆる方

に徳島大学を知ってもらう機会を作る。 

ⅲ．入学してからコミュニケーションがとれ

ない学生に，何らかのコミュニティに参加し

てもらい，学生間の交流を持ってもらう。 

ⅳ．自から率先して何かを行っていくという

経験と度胸を養ってもらう。 

この中でも，「ⅳ．自から率先して何かを

行っていくという経験と度胸を養ってもら

う」は，本学の理念・目標の「教育」に通ず

るところである。そのため，ここに紹介する。 

 

《教育》本学は，明日を目指す学生の多様な

個性を尊重して，人間性に富む人格の形成を

促す教育を行い，優れた専門的能力と，自立

して未来社会の諸問題に立ち向かう，進取の

気風を身につけた人材の育成に努める。 

 

以上のことから筆者は，経験と度胸を養った

多くの本学の卒業生が社会で活躍してもらう

ため，この「自立して未来社会の諸問題に立ち

向かう，進取の気風を身につけた人材」を育成

できることを目的としたプロジェクトを実施

することにより，検証していくこととした。 

 

２．プロジェクト 

平成 24年度次世代リーダー養成ゼミナール

（第４回）で「大学の構成員を巻き込んだプロ

ジェクトの構築」の企画を発表することとなっ

た。その条件には， 

・自由な発想でプロジェクトイノベーション

（案）を作成する。 

・問題解決ではなく，大学にとってあるべき 

姿やイノベーションを考える。 

・プロジェクトの企画立案，進捗管理，リス 

ク管理などを含めて検討する。 

・職員として実現可能な改革，取組を考える。 

（教職協働でも可） 

・プロジェクト内容については，人事異動な

どで，状況が変わる可能性もあるため，途中

の変更も可とする。 

が揚げられていた。 

筆者は，プロジェクトの条件と，目的を解決 

できる実現可能なプロジェクトをいろいろ検

討した。それが，「ベリーダンスで学園祭を盛

り上げる！！」と「徳大生とのしゃべり場ラウ

ンジ」である。それぞれの目的や内容，経緯に

ついて述べる。 

 

2-1.ベリーダンスプロジェクト 

プロジェクト企画のタイプとして，「業務改 

善型」と，「企画立案型」がある。「業務改善型」

は，本学では組織が大きいため，実行は難しい

と考えた。その他，予算がないことや，11 月

頃までに何かの結果を出せる企画，また，自身

が率先して行える実現可能なプロジェクトを

考えた。その結果，受験生を含め，学外の誰で

もが参加できるイベント「学園祭」に注目し，

自身が得意なベリーダンスを使った「ベリーダ

ンスで学園祭を盛り上げる！！」プロジェクト

を提案した。 

 ベリーダンスとは，悠久の時を超え古代から

踊り継がれたダンスであり，新しい生命を宿す

母体への賛美や豊穣を祈願して踊られたのが

始まりとされている。筆者はこのダンスを約 6

年間習っているが，非常に奥深く，女性本来の

美しさ，優雅さが身につき，また，細かい動き

まで意識するため感性も磨かれなど，得られる

ものが多く，学生にも推奨できるダンスである。 

また，大学祭での企画を考えた理由は、本学

の大学祭への学生の参加の低さがある。先の実

態調査によれば，「大学祭への参加状況」（図５）

は，大学祭に参加している（57％）学生に対し

て，参加していない学生は 40％もいることが

わかる。他大学との状況と比較してみると，例

えば，兵庫教育大学生の大学祭の参加率は，平

成 22年度 95％，平成 24年度 92％（兵庫教育

大学学生生活実態調査報告書より）である。さ

らに，ネットエイジアリサーチの「学園祭に関

する調査」によると，「今年，自身が通ってい

る大学・専門学校の学園祭に行く予定があるか

（または行ったか）」と単一回答形式で聞いた

ところ，74.8%が「行く予定である（行っ）た）」

と回答している。 

 以上のように，他大学に比較して，徳島大学

大学祭の参加状況は低く，多くの学生が大学祭

に参加していないことがわかる。 
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図５ 大学祭への参加状況 

出典：第 25回学生生活実態調査報告書（徳島大学） 

 

その原因として，全体的になんとなく活気が

ない印象があり，ステージ企画がその原因の 1

つになるのではないかと考えた。これは，筆者

が 2003年の本学の学園祭「常三島祭」を見学

に行った際に感じたことである。 

徳島大学常三島祭は，学部ごとに「総科ステ 

ージ」と「工学ステージ」があり，それぞれの

ステージで企画を行っている。ここ数年はステ

ージ企画内容がマンネリ化していること，また，

ステージイベントは 1 つ終わるごとに，30 分

から 2 時間程度イベントが何も行われてない

時間帯があり，大変寂しい印象を与えていた。 

 以上のことから，学生を対象にした初心者の

ベリーダンス教室を開講し，11 月の学園祭の

ステージで披露してもらい，「学園祭の参加者

を増やそう！学園祭を盛り上げよう！」という

企画を提案した。 

 

（１）目 的 

 筆者が考える「ベリーダンスで学園祭を盛り

上げる！！」プロジェクトの目的は，以下のと

おりである。 

ⅰ．学園祭を華やかにして，地域からの集客 

と学生の参加者を増やして，徳島大学に興味

を持つ人を増やすこと。 

ⅱ．大学行事に参加して学生の愛校心を育て

ること。 

ⅲ．学園祭のイベントに参加できる学生を増

やして学生間の交流，連帯感を持たせること。 

ⅳ．学生に人前で何かを行う経験と度胸を養

ってもらうこと。 

ⅴ．職員と学生が交流できる機会を作ること。 

企画は，当初のプロジェクト目的に沿ったも

のであると判断し，実施計画をさらに検討する

こととした。 

 

（２）内 容 

 詳細なスケジュールと実施計画を以下のと

おり作成した。 

4月 企画の掲示等を行い，参加者を集う。 

  5月 新入生歓迎祭のステージで，ベリー 

ダンスを披露し，参加者の募集を行 

う。参加希望者へ企画内容の説明を 

行う。 

  5月～10月 レッスン開催（月 2回～4回） 

   11月 徳島大学常三島祭にて披露。 

           アンケート等の実施，今後の継続 

についての検討 

 企画内容を，平成 24年 1月 25日の次世代リ

ーダー養成ゼミナール（第 4回）で発表し，2

月～3月にかけて，実施に向けて準備を行った。 

 

（３）実 施 

① 学校関係者へ企画内容の説明（2月下旬） 

企画について，2 月 27 日に当時の所属学

部（総合科学部）の上司である総合科学部事

務長に対してプロジェクトの企画内容，実施

計画等の説明を行い，企画を実施することの

了承を得た。同事務長から学生生活支援課長

にも，プロジェクトの実施について依頼して

いただき，了承を得ることができた。 

学内における，企画実施の了承を得ること

ができたため，3月上旬頃より準備を始めた。 

 

② モダンダンス部への依頼（3月上旬） 

本学には，学生サークルにモダンダンス部

がある。主にヒップホップを行っているが，

ダンスに興味のある学生が集まっていると

考え，顧問の教員（総合科学部教員）に企画

の説明を行い，ベリーダンスに興味のある学

生がいれば連絡をしてもらうよう協力を依

頼した。さらに，モダンダンス部長にも直接

連絡し，企画の内容を広めてもらうよう，ま

た興味のある部員がいれば連絡してもらう

よう依頼を行ったが，希望者はいなかった。 

 

③ チラシの作成（3月中旬） 

参加者を集うため，チラシ作成を行った。

インパクトのあるものと，親しみやすい内容
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の 2種類を作成した。〈資料 9,10〉 

 

④ 全学新入生歓迎サークルオリエンテー

ションへの依頼（3月下旬） 

本学は，毎年 4月当初に新入生を対象とし

た「全学新入生サークルオリエンテーション」

を開催している。このサークルオリエンテー

ションは，本学の全サークルが新入生の前で

各サークルを紹介し部員を集うものである。 

このオリエンテーションの中で，企画の紹

介及び，ベリーダンスの実演を行わせてもら

うよう学生生活支援課に依頼した。しかし，

オリエンテーションは「徳島大学体育団体連

合会，及び徳島大学文化団体連合会（学生主

体）」が行っているため，そちらに依頼して

ほしいとの回答があった。そこで，各連合会

の会長にベリーダンスの紹介をさせてもら

うよう依頼した。しかし，このオリエンテー

ションは，「徳島大学体育団体連合会，及び

徳島大学文化団体連合会（学生主体）」所属

のサークルしか参加できないとのことで，企

画の紹介は認められなかった。 

上述のとおり2月下旬から3月下旬頃まで，

プロジェクト実施のため準備を行っていた

が，筆者は，4月から学務部入試課に異動と

なった。勤務場所も，常三島キャンパスから

徳島大学本部となり，企画の実施が難しくな

った。また，5月の新入生歓迎祭のステージ

で，ベリーダンスを披露し，参加者の募集を

行う計画だったが，歓迎祭が平成 25年度次

世代リーダー養成ゼミナール（第 1回）の日

程と重なってしまい，ステージで披露するこ

とができなくなってしまった。掲示の募集だ

けでは，参加者を集めるのは難しいと判断し，

企画は中止とすることとした。 

 

2-2.「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」プロ

ジェクト 

 学務部入試課に異動となったため，新企画は

ある程度業務に関連したものを選択した方が

行いやすいと判断し，業務の合間に検討してい

た。その時，アドミッションセンター 前村哲

史特任准教授が「大学生による高校低学年向け

高大連携事業〈本音で語ろう！徳島大学〉」と

いう企画の実施を希望しているという情報を

得た。以下に同教員から提示された企画の概要

を示す。 

企画の背景：高校生の大学研究や学部研究以

前に，もっと大学（大学の選び方，学びの内容，

実際の学生生活）に対して興味関心を持っても

らうことを目的とする。 

 企画の概要：「経験」を通じて徳島大学を語 

る大学生に出会うことによって高校生にリ 

アルな大学・大学生活を知ってもらう。  

この企画は，徳大生が本学での体験・生活

等を高校生に対しプレゼンテーションで紹

介し，そのテーマについて高校生と討論して

もらうという内容である。この企画は，筆者

が当初考えたプロジェクトの目的に沿った

ものであったため，前村先生と相談した結果，

協働して行うこととなった。目的及び実践，

検証方法については以下のとおりである。 

 

（１）目 的 

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の目的は

以下のとおりである。 

ⅰ．徳島大学を希望している高校生に入学す

る前から徳島大学に興味を持ってもらう機

会とする。 

ⅱ．高校生や，高校の教員にも徳島大学の実

情や，実生活を知ってもらえる機会を提供す

る。 

ⅲ．入学前から，先輩，後輩のつながりがで

き，徳島大学を希望している学生とのつなが

りもできる。 

ⅳ.徳大生も，企画に参画するため，教職員

との交流につながる。 

ⅴ．徳大生に高校生の前でプレゼンテーショ

ンや司会進行をしてもらうことで，人前で何

かを行うという経験と度胸をつけさせる。  

この目的は，当初筆者が目指していたプロジ

ェクトに沿ったものであり，前村先生と教職協

働で実施することとなった。 

 企画名称は，「徳大生とのしゃべり場ラウン

ジ」とした。このネーミングには，2つの意味

が込められている。1つは，参加者達が遠慮な

く話し合うスタイルをとっていた「真剣 10代

しゃべり場」（NHK 教育 200.4～2006.3 放映）

の「台本なし，司会者なし，結論なし」の形態

を取り入れること，2つ目は，家庭内の居間や

客間など寛げるスペース「ラウンジ」で自分の

意見を遠慮なく挙げてほしいという意味を込
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めている。 

この企画の詳細な計画，スケジュール等につ

いては，前村先生の監修のもと，筆者が率先し

て行っていくこととなった。 

 

（２）内 容 

詳細な実施手順として以下の案を作成した。 

○実施手順（案） 

   ・開会・徳大生メンバー紹介 

   ・アイスブレイク 

(高校生,徳大生で自己紹介) 

   ・徳大生によるプレゼン 1（テーマ 1） 

   ・徳大生とのしゃべり場 1（テーマ 1） 

   ・徳大生によるプレゼン 2（テーマ 2） 

   ・徳大生とのしゃべり場 2（テーマ 2） 

   ・全体質問 

   ・まとめ，アンケート，写真撮影等 

開催場所は，高校で行うこととし，受講定員

は，30名以内，時間は，1時間半～2時間程度，

開催時期は，大学生のスケジュール等を考慮し

て，9月～10月頃とした。その他，本番までに

メンバーの打合せを 4～5回程度行うこととし

た。 

 

（３）実 施 

① 学校関係者へ企画内容の説明（6月上旬） 

6 月上旬に所属課上司へプロジェクトの

企画内容，実施計画等の説明を行い，実施に

ついて了承を得た。企画・実施の了承を得る

ことができたので，実施計画に基づき具体的

にプロジェクトの実施に向けて活動を開始

することとなった。 

 

② 平成 25 年度徳島県内高等学校教員向け

入試説明会（6月 27日開催）での案内 

6月 27日に入試課主催による「平成 25年

度徳島県内高等学校教員向け入試説明会」を

開催した。 

  この説明会は，徳島県内の高校の入試担当

教員が集まり，本学の入試情報・入試結果報

告等の説明をするものである。この説明会で，

プロジェクトに協力してもらう高校を募集

するため，「徳大生とのしゃべり場ラウンジ

（仮）」（資料１）の案内の文書を資料として

配付し，協力校を募集した。 

 

③ 学生メンバーの募集 

学務部入試課は，企業等が主催する進学説明

会で高校生・保護者向けの個別相談を行ってい

る。徳島市内で開催する進学説明会には，「徳

島大学生活協同組合学生委員会」の学生メンバ

ーがボランティアで高校生向けの個別相談を

行っている。その際に，企画の趣旨を説明し，

学生委員会で協力してくれるメンバーを募集

したところ，6名の学生が協力してくれること

となった。 

企画協力要員は， 

アドミッションセンター 前村哲史特任

准教授 

徳島大学生活協同組合学生委員会 6名 

徳島大学生活協同組合 清水麻理子理事 

徳島大学学務部入試課 根ヶ山須美子 

となり，企画・実施に向けた打合せ等を定期

的に行うこととした。  

 

④ 第 1回打合せ（5月 14日開催） 

企画協力要員の自己紹介を行い，その後，

前村先生より，企画の概要，趣旨等の説明を

行った。その後，筆者より，実施手順案，今

後のスケジュール等の説明を行った。実施手

順案については，学生からいろいろな意見が

あったため，原案に基づいて学生メンバーで

検討してもらうこととした。次回打合せまで

に，学生メンバーがプレゼンを作成し，説明

することとなった。 

 

⑤ 第 2回打合せ（6月 12日開催） 

  第 2回打合せは，学生メンバー5名のプレ 

ゼンを聞いた。学生メンバーのプレゼンを聞 

くのは初めてだったが，全体的に人前で喋る 

ことに慣れている印象を受けた。パワーポイ 

ント資料は，文字が大きく全体的に判りやす 

い内容だった。プレゼン終了後，以下のアド 

バイスを行った。 

・自身の実体験や具体例，失敗例をもっと入

れる。 

・プレゼンにテーマをつける。 

・最初にテーマに沿った自己紹介を入れる 

アドバイスを元に，次回打合せまでにプレ 

ゼン内容の修正を各自で行うこととなった。 
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⑥ 第 3回打合せ（7月 2日開催） 

第 3回打合せは，前回のプレゼン内容から

の変更点を説明してもらった。学生の要望で，

変更点のみの説明（プレゼンは行わなかった）

となった。そのため，どのように変わったか

イメージがわかず，分かりにくい箇所もあっ

た。 

その後，今回から新規学生メンバーとなっ

た女子学生（１年）がプレゼンを行った。去

年まで高校生だったためか，自身が高校生の

時に行ったオープンキャンパスの印象やそ

こで感じたことなどを詳細に説明しており，

高校生に的確に助言を与えられるような内

容であった。新規メンバーのプレゼンを聞い

て，他の学生メンバーも各自のプレゼンを再

検討する様子だった。 

 

⑦ 穴吹高校からの申し込み（7月下旬） 

6月 27日の「平成 25年度徳島県内高等学

校教員向け入試説明会」で，企画の案内文書

を配布，締切を 7月末までとしていたところ，

徳島県立穴吹高等学校より申込があった。 

申込用紙には，以下のコメントが記載され

ており，企画への期待感が感じられた。 

 ・穴吹高校コメント（抜粋） 

「学校でも未来を描くために，未来の自分

のために「今を」過ごそうと指導しています

が，徳大生の皆さんと接するこの機会を経て，

さらに未来をより良くするための「今」にで

きるよう生徒達が刺激を得られることを期

待し，申込みます。」 

 

⑧ 第 4回（8月 7日開催），第 5回（8月 27

日開催）打合せ内容 

8月は，2回打ち合わせを行った。 

第 4回打ち合わせは，8月から新しく入っ

た学生スタッフ(女子学生（1年）)のプレゼ

ン内容を確認した。この学生も，去年まで高

校生だったため，大学を選ぶ際に感じたこと

など，高校生に的確に助言を与えられるよう

な内容となっていた。 

第 5回打ち合わせの際には，穴吹高校から

の参加人数が 12名であることを伝えた。 

当初は，学生スタッフ 2名×3グループ（学

生スタッフ：6名）で行う予定だった。しか

し，高校の参加者が 12名と予定よりも少人

数だったため，高校生：6名×2グループと

し，各グループに学生スタッフが 3名，又は

4名（8月より学生スタッフ 7名）で担当す

ることとした。なお，プレゼン担当者は，各

グループ 2名ずつとなった。 

今回もプレゼンの修正箇所等を確認し，次

回の最終打ち合わせまでに，全体の進行の流

れを，案をもとに司会担当学生が中心となっ

て再検討することとなった。 

 

⑨ 穴吹高校への事前訪問（9月 18日） 

9 月 18 日に前村先生と筆者は，会場等の

確認のため穴吹高校へ事前訪問を行った。穴

吹高校中妻校長，吉田和美教諭に挨拶し，企

画の概要，目的や進行状況等について説明を

行った。今回は，高校生 6名×2グループで

行いたい旨，高校側に伝えた結果，グループ

分けは，高校生の性格等をよく知っている吉

田教諭が引き受けてくれた。その後，会場と

なる LL教室の下見を行い，必要物品等の確

認を行った。  

 

⑩ 第 6回最終打合せ（9月 19日開催）内容 

プレゼン担当学生による最終プレゼンリ 

ハール，及び学生スタッフで検討した全体の

流れの内容を確認した。当初の進行案から，

ほとんど修正はなかった。 

また，穴吹高校に下見に行ったことを伝え， 

会場の写真や吉田教諭から聞いていた参加

高校生の雰囲気を説明し，最後に必要物品等

を確認した。 

 

⑪ 「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」本番

実施（9月 26日） 

2台の車で，前村先生，徳島大学生協清水 

理事，筆者，学生スタッフ 7 名と共に朝 10

時に穴吹高校へ向かった。学生スタッフは，

当日のスケジュール表を作成しており，協力

要員全員に配付してくれていた。 

12時に穴吹高校に到着，中妻校長への挨 

拶後，実施会場でプロジェクター，スクリー

ン等の準備を行った。12時 40分頃から，穴

吹高校の参加高校生が会場に集まりはじめ

た。学生メンバーは，あまり緊張した様子も

なく，企画開始前から高校生に積極的に声か

けを行い，コミュニケーションを図ろうとし
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ていた。「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」

は，予定通り 13時より開始された。 

グループ分けは， 

Aグループ：高校生 2年女子 2名，2年男

子 1名，1年女子 2名，1年男子 1名，学生

スタッフ 4名，合計：10名 

Bグループ：高校生 2年男子 3名，1年女

子 2名，1年男子 1名，学生スタッフ 3名，

合計 9名で構成されていた。 

最初に，司会担当の学生が，企画の目的，

概要等を説明した。続いてアドミッションセ

ンター 前村哲史特任准教授より挨拶があ

った。その後，学生スタッフの自己紹介があ

り，各グループに分かれて「しゃべり場」が

スタートした。 

全体的な印象としては，大きなトラブルも

なく，学生スタッフが順調に進行を行ってい

た。 

Aグループの高校生は，活発な生徒が多く，

非常にグループ内で盛り上がっていたが，内

容的にただのおしゃべり会になってしまう

場面も多くあった。 

Bグループの高校生は，おとなしい生徒が

多く，学生スタッフも 3名だったため，話題

が途切れるなど非常に苦労している場面も

見られたが，当初の目的である大学生活のこ

と，高校生活の悩みなどについて討論を行っ

ていた。 

最後に，高校生が今後の目標を立てて，発

表を行った。Aグループの高校生の目標は抽

象的な内容（挑戦，情熱等）であるのに対し，

Bグループは，具体的な目標（情報を集めて

積極的に大学を見に行く，来年はもっといっ

ぱいオープンキャンパスに参加する等）を挙

げている生徒が多かった。 

このことから，高校生と打ち解けるという

ことも大事だが，それだけを重視して，中身

がなくなってしまわないよう，今後検討して

いくことも必要だと感じた。 

再度学生の司会による全体進行となり，穴

吹高校参加高校生，及び吉田和美教諭よりお

礼の言葉があった。 

 

 
図６【Aグループの様子】 

 
図７【Bグループの様子】 

 

          図８【目標宣言の様子】 

 

図９【全体写真】 
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  企画終了後も，学生スタッフと参加高校生

の間で会話が終わらない状況が続き，高校生

がいかに企画を楽しむことができたかが伝

わってきた。この様子から普段話す機会が少

ない高校生にとって大学生に触れ合う機会

を求めているということも感じられた。 

  企画実施後，吉田和美教諭より，講評，及

びお褒めのお言葉をいただいた。企画（第 1

回）は，大成功といえる。 

 

（４）検 証 

10月 22日に穴吹高校で実施した「徳大生と

のしゃべり場ラウンジ」の第 1回の振り返りを

行った。 

高校生のアンケート結果から，参加動機は 

「先生に誘われたから」が 7名で一番多かった。

しかし，全体評価は高いものであり，高校生に

大変楽しんでもらえたことがわかる結果とな

っている。 

また，平成 25年 10月 8日の徳島新聞（資料

２）にも記事として掲載された等の報告を行

った。 

その後，学生スタッフより以下のとおり感想

が寄せられた。 

・高校生と話せたいい機会となった。 

また高校生にとっても，今，するべきこ

とを考えるいい機会になったと思う。 

 

 

・生協学生委員会のメンバーだったので，

このような企画をするのが慣れている

部分があったため，成功できたというこ

ともあると思う。学生委員でなくても，

できるようなマニュアルを作成しても

いいと思う。 

・今回，Bグループの高校生はおとなしい

子が多かったが，そのような学生がいる

ということは今回に限ったことではな

いと思うので，高校生との話しやすい場

作り，意思疎通の練習を行った方がよい。 

・準備段階では，発表資料を作るときに何

を話したらいいのか分からなかったの

で，次回はアンケートにあった「聞きた

かった話」を参考にして，事前にどうい

う話が聞きたいか聞いておくのもいい

と思う。 

 

 なお，来年度の継続実施に向けて，学生に高 

校広報用のパンフレット（資料 8）を作成して 

もらうこととなった。形式は，A4サイズで 4 

ページ程度，12月中に作成，発送することな 

り，12月 19日に県内の高校 53校に発送した。   

 本年度の企画の実施内容は以上のとおりで 

ある。特に大きなトラブル等もなく実施するこ 

とができた。何よりも，優秀な学生スタッフに 

恵まれたことが一番の成功の要因であると思 

う。 

 

 

○「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」高校生アンケート 

 実施目的：企画を受講した感想・評価，及び高校生の取り上げてほしいテーマ等の調査 

実 施 日：平成 25年 10月 22日「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」受講後 

アンケート回答者：穴吹高校「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」受講生徒 12名 

  

 （１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」に参加した動機は？ 

先生に誘われたから ７ 

徳島大学を志望校としているから，徳島大学に興味があったから ４ 

友達に誘われたから １ 

 

 （２）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の全体評価は？ 

 とても楽しかった 楽しかった あまり楽しくなかった 楽しくなかった 

Ａグループ ５ １ ０ ０ 

Ｂグループ ５ １ ０ ０ 

合 計 １０ ２ ０ ０ 
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 （３）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の時間は？ 

 短く感じた 適当である 長いと感じた とても長いと感じた 

Ａグループ ５ １ ０ ０ 

Ｂグループ ４ ２ ０ ０ 

合 計 ９ ３ ０ ０ 

 

 （４）進行について 

 分かりやすかった 普通 分かりにくかった その他 

Ａグループ ６ ０ ０ ０ 

Ｂグループ ６ ０ ０ ０ 

合 計 １２ ０ ０ ０ 

 

 （５）徳大生のプレゼンの内容は？ 

 分かりやすかった 普通 分かりにくかった その他 

Ａグループ ６ ０ ０ ０ 

Ｂグループ ５ １ ０ ０ 

合 計 １１ １ ０ ０ 

 

 

○「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」大学生アンケート 

実施目的：企画後の自己評価，及び企画経験後の気持ちの変化等について 

実 施 日：平成 25年 10月 22日「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」実施後に提出 

アンケート回答者：「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」学生スタッフ 7名 

 

 （１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の自身の全体評価は？ 

８０点以上 ６０点以上 ４０点以上 ４０点以下 

３ ４ ０ ０ 

 

（２）（１）の点数をつけた理由は？ 

80点以上 

・初めての企画だったけど，大きなミスも無かったし，高校生からのアンケートを

見る限り，楽しんでもらえた様子だから。また，先生からも良い評価をいただけ

たし，自分自身も良い発表ができたのではないかなと思うから。 

・高校生とたくさん話すことができ，自分の伝えたかったことは伝わったと思うか

ら。 

・高校生達の感想を見たときにやってよかったという気持ちが生まれたから。また，

自信を持って行うことができたから。 

60点以上 

・まだまだこの企画を良くすることができる。その期待を込めての 60点。 

・高校生の反応が思っていたほど良くなかったように感じました。将来について本

当に考えようとしているような実感はありませんでした。 

・全体を通して楽しんでもらえたとは思うが，本当に望んでいたような回答ができ

たかどうかは疑問。 

・当日の参加者（高校生）の様子を見ていると，企画の目的は果たせたのではない

かと思う。ただ，もっと事前に準備をしていれば，高校生とコミュニケーション

をとることができたと思う。次回へ向けての改善点はあると思う。 
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 （３）今回の企画で一番苦労したこと，大変だったことは？ 

事前準備 

・PPT をいかに見やすく分かりやすく作るかということ。早口にならないように気

をつけること。 

・パワーポイントの作成と発表準備 

・高校生に対する発表作りで，自分の言いたいことをまとめること。 

・高校生にとってどのような内容が最も必要とされているのか，プレゼンや GWでの

流れを考える上で難しかった。 

企画進行

等 

・班員をいかに盛り上げていくのか考えること。企画の準備段階は，楽しかったの

で特に大変なことはなかった。 

・私たちの考えに共感してもらうこと，考えを理解してもらうことが難しかったで

す。また，話の脱線を修正することも難しかったです。 

・個人的なことだと，なかなか会議に参加することができなかったため，企画準備

の進捗状況が分からず，準備でみんなより出遅れてしまった。当日は，普段の活

動では，大学生と接することが多いため，緊張している高校生いかに心を開いて

もらうかが難しかった。そこは事前に「グループリーダー」学習会などをする必

要があると思う。 

 

３．考 察 

 筆者が当初考えたプロジェクトの目的は以

下のとおりである。 

ⅰ．徳島大学を志望している学生に，入学す

る前からもっと徳島大学を知ってもらう。 

ⅱ．受験生，保護者等を含めて，あらゆる方

に徳島大学を知ってもらう機会を作る。 

ⅲ．入学してからコミュニケーションがとれ

ない学生に，何らかのコミュニティに参加し

てもらい，学生間の交流を持ってもらう。 

ⅳ．自から率先して何かを行っていくという

経験と度胸を養ってもらう。 

これらの目的を企画に参加した高校生及び

徳島大学生へのアンケートの回答と照らして

検証してみる。まず「ⅰ．徳島大学を志望して

いる学生に，入学する前からもっと徳島大学を

知ってもらう。」については，以下のように大

学に対する理解が得られたこと，あるいはオー

プンキャンパスの大切さに気づく等の記述が

あったことから，プロジェクトの目的の場とな

ったと考えられる。 

 

 

○高校生アンケートより 

・大学の楽しさやおもしろさについてよく

知ることができたことや，時間を有効に使

おうと思えたところ。また，オープンキャ

ンパスの大事さも知れたところ。とても楽

しい話しができよい学習になりました。 

・オープンキャンパスの大切さや，これか 

らの勉強についてどうすればいいか迷っ

ていたのですごく参考になりました。 

 

 次に，「ⅱ．受験生，保護者等を含めて，

あらゆる方に徳島大学を知ってもらう機会

を作る。」については，穴吹高校の先生方に

も，徳島大学の実生活を知ってもらえる機会

となった。 

  さらに，「ⅳ．自から率先して何かを行っ

ていくという経験と度胸を養ってもらう。」

や，本学の理念・目標である「自立して未来

社会の諸問題に立ち向かう，進取の気風を身

につけた人材」の育成という観点について，

徳島大学生への「今回の企画を学生メンバー

だけで継続して行っていきたいと思います

か？」という設問へのアンケートの回答結果

は，以下の通りである。 

 

○徳大生アンケートより 

 ・今回の企画を学生メンバーだけで継続して行っていきたいと思いますか？ 

そう思う あまり思わない 条件によっては思う 全く思わない 

２ ４ １ ０ 
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 ・その理由は？ 

あ
ま
り
思
わ
な
い 

・移動や相手高校との日程調整，交渉など学生以外の方にやっていただいたことがた

くさんあるので，そういったことを全て自分達だけで行うと負担が大きくなるので

はないかと思うから。また，学生以外の大人の方の意見を聞いたり，指導していた

だけること自体，私たちにとってもプラスとなるから。 

・大学の方からの意見や高校の方の意見など，多くの視野を持ちながら協力して行っ

ていきたい。 

・高校生の将来に係る企画だと考えられるので，大学生の責任の下で行うのは不安が

残ります。ですが，学生目線の企画であることが望ましいと考えられるので，企画

運営は学生主体が望ましいと考えられます。なので，両者がそれぞれ役割をもつべ

きと考えます。 

・色々な面から見ることが出来る人が必要。学生のみでしない方が，信用が得られや

すい。 

条
件
有 

・今回のように教職員の方々と一緒に行うこともいいが，学生だけで高校へコンタク

トをとり，学生の成長の場になってもいいかなと思うから。そうは言ってももっと

数を重ねて学生だけでもできる基盤を作ることが条件だと思う。 

 

この結果から，徳大生は，主体的に企画を行

っていきたいと考える一方，教職員の意見も参

考にしたり，指導してほしいと考えていること

が理解できる。本企画は，高校へ出向いたり，

高校教員との対応もあることから学生だけで

実施するのは難しい面があると考えられる。 

しかし，自分達でできることは自分達で行い，

自分達の意見も述べたいと考えていることが

うかがえる。現在は，教職員と協力して行うこ

とを選択している学生が多いが，社会に出てか

ら自分達で率先して行っていく企画を立てる

際に役立つ経験になったと考えられ，今後，経

験と度胸を養った多くの本学の卒業生が社会

で活躍してもらう土台となる場となったと考

察する。 

なお，今回は，徳大生スタッフ全員が徳島大

学生活協同組合学生委員会のメンバーだった

ため，「ⅲ．入学してからコミュニケーション

がとれない学生に，何らかのコミュニティに参

加してもらい，学生間の交流を持ってもらう。」

についての効果は計ることができなかった。 

今後は，学生委員会でない学生でも気軽に参

加できる環境，きっかけをつくるよう工夫して

いきたい。 

  以上のことから，本企画は，受験生が本来行

うべき「大学選び」や「大学に行く目的を持つ

こと」が重要だと認識する機会となったと考え

られる。このような機会を作り，提供すること

が，結果的に大学に入学してからの不満やミス 

マッチの減少につながり，休・退学の防止につ 

ながっていくと筆者は考える。 

 

3-1．高校生側から見た企画の効果 

図 10 Benesse教育総合研究所（大学生の学習・

生活実態調査）によると，受験する大学・学部を

決める際に重視した点については，「興味のある

学問分野があること」，「入試難易度が自分に合っ

ていること」が一番高く，「キャンパスの雰囲気

がよいこと，キャンパスライフが楽しそうなこと」

は，約 20％と非常に低くなっている。「先輩のす

すめ」は約 1.5％と最も低い数字となっている。 

                                            

 

図 10受験する大学・学部決定の際に重視した点 

出典：Benesse教育総合研究所(大学生の学習・生活実 

態調査) 
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「１．はじめに」で述べたように，徳島大学の

学生が本学を選んだ理由は，「国立大学だから」，

「希望する学部・学科があったから」，「地元の大

学だから」の理由が最も多かった。その反面，「先

輩や友人に勧められて」は，ほぼ 0％である。 

最近の就職活動でも，入社してからのミスマッ

チをなくすため，OB・0G訪問を行うことが大切

とされている。実際，その大学に通っている先輩

に話を聞いて，キャンパスライフや受験勉強の経

験を聞くということは，高校生にとっても非常に

いい経験となる。また，大学に入ってからのミス

マッチも少なくなると考えられる。 

企画に参加した高校生にとっては，大学に入っ

てからのミスマッチが少なくなるよい機会とな

ったのではないかと考えられる。 

また，当初の目的である「ⅰ．徳島大学を希望

している高校生に入学する前から徳島大学に興

味を持ってもらう機会となる」，「ⅱ．高校生や，

高校の教員にも徳島大学の実情や，実生活を知っ

てもらえる機会となる。」ことができる場となっ

た。 

さらに，「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」に

参加した動機で，「徳島大学に進学したい，興味

があったから」と回答した高校生は，受講前より

徳島大学に行きたいと感じるようになった等の

回答があった。 

また，「先生，友達に誘われた」と回答した高

校生からも，大学によりいっそう興味が沸いた等

の意見があった。 

 以下は，企画に参加した高校生のアンケートの

自由記述の内容である。 

○高校生アンケートより 

・受講して良かったと思われる点，その他 

【徳島大学を志望校としている，興味がある高

校生からのコメント】 

・自分が少し興味を持っていた事について，

徳島大学の中でもっと深くまで知ることが

できる事を知って，受講以前より徳島大学に

行きたいと感じるようになった。 

・大学についてのことだったり，勉強の仕方

が知れてよかった。 

 ・大学というと「堅苦しい」イメージがあり

ましたが，大学生の方との交流を通して，発

見や出逢いもある素敵な場所なのだと思う

ようになりました。 

【先生・友達に誘われて参加した高校生からのコ

メント】 

・大学に行きたい意思が強くなりました。 

夢を持つことの大切さを再び知れてとて

もよかったです。 

・大学によりいっそう興味が沸いた。 

・自分のためになったし，これから頑張ろう

と思うようになりました。そして，より多く

のオープンキャンパスに行って，自分に合っ

た大学を探して行きたいです。そして，自分

の将来のことも考えさせられました。 

・私の夢は，大学でたくさんのことを学び，

それを活かすために社会に出ることです。そ

の第一歩となるために参加した今日を忘れ

ません。 

  ・オープンキャンパスにはもっと積極的に行

こうと思った。 

  ・（大学を）受けてやりたいことを探したい

と思いました。少し前までやりたいことが

なかったからただなんとなく生活してい

たが，これからは探して少しでもやる気に

なっていこうと思いました。 

 「徳大生のプレゼン内容で興味を惹いた内容，

今後，徳大生のプレゼンで取り上げてほしいテー

マ」を聞いたところ以下の意見があった。 

  ・オープンキャンパスにはできるだけ参加す

る。 

・オープンキャンパスへの参加で自分の行き

たい進路を決めるのに役立たせるという

こと。 

・留学のこととかキャンパスライフについて

のこと。 

・学生の普段の生活や授業の間の空き時間の

過ごし方について 

・寮や下宿先のこと，また，アルバイトのこ

となど，プライベートなことをお聞きした

いです。 

・学校の雰囲気や，大学内での行事，留学の

魅力。 

・大学での授業内容について 

・大学の授業内容とかはネットとかで調べる

ことができるから，授業のない時間や，普

段の学校生活以外の過ごし方，暮らし方に

ついてもっと取り上げてほしいなと思っ

た。 

・大学の一日の流れ 

・先生や友達との交流 

・徳島大学の普段の生活について。私たち高

校生と，徳大生である皆さんとの違いが知ら

103



れたら良いと思う。 

・苦手科目の克服 

・大学に進学するために高校生活で努力した

こと。 

 今後は，上記のテーマも盛り込んで，より高校

生が望んでいる情報を与える機会となるよう，取

り組んでいきたい。 

 

3-2.徳島大学学生側から見た企画の効果 

 図 11 は，第 2 回学生の学習に関する実態調査

報告書（徳島大学）からのものであるが，大学で

獲得すべき知識，能力は，基礎的知識 16～28％，

専門的知識 16～29％と高くなっているが，コミュ

ニケーション能力，問題解決力，討論する能力，

チームで目標を達成する術もそれぞれ高い数値

となっている。 

図 12 は，大学で獲得できない知識，能力とし

てあげているもので，「コミュニケーション能力，

問題解決力，討論する能力，チームで目標を達成

する術」が，合計して 75％～94％となっており，

非常に高い数値となっている。 

本企画は，これらの能力を備えることのできる

場となったのではないかと考えられる。 

実際，徳大生からのアンケート「企画を経験し

て，成長したと思う点，強みになったと思われる

点」の項目には，「一から企画をたて，実際に実

行することで，学生以外の大人達と話をすること

など。計画を立てることや人の意見を受け入れる

ことなど成長しました。」との記述があった。 

その他，最初の目的である「ⅲ．入学前から，

先輩，後輩のつながりができ，本学を希望してい

る学生のつながりもできる」また，「ⅳ．徳大生

も，企画を一緒に行うことで学生や教職員との交

流につながる。」の要因も経験できる場となった

のではと考えられる。実際，本企画終了後は，大

学生と高校生が話し込んでいる状況が続き，連絡

先等も交換していた。 

また，「ⅴ．徳大生に高校生の前でプレゼンテー

ションや司会進行をしてもらうことで，人前で何

かを行うという経験と度胸をつけさせる。」とい

う目的についても，企画に参加した徳大生アンケ

ート「企画を経験して，成長したと思う点，強み

になったと思われる点」には，以下の回答が見ら

れ，目的が達成された内容となっている。 

・人前でパワーポイントを使った発表をする

ことに少しだけ慣れたと思う。 

・初対面の人の前で自作の PPTを発表する企

画がほとんどなかったので，今回貴重な経

験ができ，初対面の人の前で話す度胸が少

しはついたと思います。 

・高校生の考え方を知れたこと，これはこれ

からの新歓期でかなりの強みになる。どん

な場でも堂々としていられるようになっ

た。 

 

図 11 大学で獲得すべき知識，能力 

出典：第 2回学生の学習に関する実態調査報告書（徳島大学） 

 

 

図 12 大学で獲得できない知識，能力 

出典：第 2回学生の学習に関する実態調査報告書（徳島大学） 
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４．今後の課題 

 プロジェクトの今後の課題は以下の 3点である。 

 ・徳大生誰でもが参加できる体制作り 

 ・広報活動の検討 

 ・企画進行マニュアルの作成 

 考察でも述べたが，今回は徳大生スタッフが徳

島大学生活協同組合学生委員会だったため，徳大

生誰でもが参加できる体制とはなっていなかっ

た。今後は，徳大生誰でもが参加できる体制作り

が必要である。 

また，今回の広報活動は，「平成 25年度徳島県

内高等学校教員向け入試説明会」のみであった。

次年度は，12月に学生が広報用のパンフレットを

作成したこともあり，すでに県内の高校 53 校に

送付しているが，本企画が広く知られるよう継続

して広報活動を行っていきたい。 

 また，振り返りの際の学生からの意見にもあっ

たが，今回は人前で話すことに比較的慣れている

生協学生委員会のメンバーだったため，成功で

きたと思う。今後も継続的な取組とするために

は，学生委員会ではないメンバーでも行えるよ

うなマニュアルを作成することは必要である

と思う。徳大生誰でもが参加できる企画となる

べく，今後も検討していきたい。 

 

５．おわりに 

 走り走りで始まったプロジェクトであった

が，筆者自身にとって，普段では接することの

少ない学生や，教職員，高校生達と触れ合う機

会ができたということは非常に良い経験とな

った。 

また，本学では職員と学生が協力して何かを

行うという機会が少なく，学生達の率直な意見

や考えを聴くこと，共に行動するということが

できるよい機会となった。今後，そういった職

員が増えていくきっかけとなればいいと思う。 

こういった取組は，今後も大学職員を続けて

いくうえで，非常に大きな強みとなる。さらに，

学生に自信を付けさせる取り組みが，休・退学

の予防にも繋がるであろう。 

 最後に，本企画の参加を快く引き受けてくだ

さった，本学アドミッションセンター 前村哲史

准教授，経験豊富なアドバイス，また，学生委員

会の学生との橋渡しをしてくださった，徳島大学

生活協同組合 清水麻理子理事，実施校としてご

協力いただいた穴吹高校中妻敬二校長，実施に

際し多くのご協力をいただいた穴吹高校吉田

和美教諭，本企画に参加いただいた穴吹高校生，

そして何よりも忙しい大学生活を送りながら，

企画に参加・協力してくれた徳島大学生活協同

組合学生委員会メンバーに心より感謝いたしま

す。本当にありがとうございました。 

また，企画の実施，論文作成にあたり，終始熱

心にご指導いただきました愛媛大学の米澤教育

学生支援部長，秦教授，阿部講師，仲道講師，清

水助教，吉田人事課長，及び，２年間にわたり「次

世代リーダー養成ゼミナール」を共に受講してき

ました第３期生の皆様には，感謝の気持ちでいっ

ぱいです。 

企画の貴重な経験を今後の職務に役立たせて

頑張っていきたいと思っておりますので，今後と

もご指導くださいますようよろしくお願い申し

上げます。本当にありがとうございました。 
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平成２５年６月２７日

各  位

徳島大学 アドミッションセンター

特任准教授 前 村  哲 史

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ（仮）」のご案内

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は，本学の教育活動に格別のご理解とご高配を賜り，誠にありがとうございます。

 さて，徳島大学アドミッションセンターでは，本年度より別紙のとおり「徳大生とのし

ゃべり場ラウンジ(仮)」の開催を検討しており，一度，試験的に実施したいと考えておりま

す。

つきましては，高校生のキャリア教育（進路指導）の一環として，ぜひ，ご参加，ご協

力くださいますようお願い申し上げます。

 申込を希望される場合は，申込用紙に必要事項をご記入のうえ，ファックスにて７月  

３１日（水）までにご返信ください。

その他，ご不明な点等ございましたら，下記担当までご連絡ください。

敬具

担当：徳島大学 入試課(根ヶ山) 
TEL：088-656-9806 
FAX：088-656-7093 
MAIL：nyusiken@tokushima-u.ac.jp 
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「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」 

 

□概要 

 「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」とは，徳大生にリアルな大学生活や高校の時の自

身の体験を語ることにより，高校生に大学や大学生活をより身近に感じてもらいたいと

いうものです。 

また，高校生が自身の悩みや大学に関する不安を徳大生に語ることで，これからのキ

ャリアデザインを自ら考え，描けるようにできるきっかけを掴んでもらうことを目的と

しています。 

 

□実施手順 

 ①開会・徳大生メンバー紹介 

 ②アイスブレイク（高校生，徳大生で自己紹介） 

 ③徳大生によるプレゼン１ テーマ１： 

 ④テーマ１について徳大生とのしゃべり場１ 

 ⑤徳大生によるプレゼン２ テーマ２： 

 ⑥テーマ２について徳大生とのしゃべり場２ 

 ⑦全体質問 

 ⑧まとめ，アンケート，写真撮影等 

 

□受講対象 

 高校１年生，２年生 

 

□開催日時 

平成２５年９月頃（※大学、高校で日程調整を行ったうえで実施いたします。） 

 

□会場 

徳大生が高校に出向いて行う予定です。（※教室の確保をお願いいたします。） 

 

□受講定員 

 ３０名以内 

  

□所要時間 

 １時間３０分～２時間 

 

□準備していただきたいもの  

 プロジェクター，スクリーン等
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徳島大学 入試課 行     

FAX：088-656-7093 

 

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」申込用紙 

 

高校名  

希望日時 

第一希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

第二希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

第三希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

連絡先 

ご担当者名： 

住   所：〒 

 

電話番号： 

F A X 番 号： 

E - M a i l： 

その他 

要望事項等 
 

申込先：徳島大学 入試課(根ヶ山) 
TEL：088-656-9806 
FAX：088-656-7093 
MAIL：nyusiken@tokushima-u.ac.jp 
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「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」 アンケート様式 
 
今後の改善のために、率直なご意見をお聞かせください。 
設問毎にあてはまる番号に○を付して回答してください。 
 
 
 
（１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」に参加した動機は？（例：友達に誘われたから 等） 
 
 
 
 
 
 
（２）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の全体評価は？ 
 

① とても面白かった    ② おもしろかった    ③ 普通    ④おもしろくなかった 
 

 
 
（３）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の時間は？ 
 

②   長い           ②  適当          ③  短い  
 
 
（４）進行について 
 

① 分かりやすかった   ② 普通   ③ 分かりにくかった   ④ その他（           ） 
 
 
（５）徳大生のプレゼンの内容は？ 
 

① 分かりやすかった   ② 普通   ③ 分かりにくかった   ④ その他（           ） 
 
 
（６）徳大生のプレゼン内容で興味を惹いた内容は？ 
 
 
 
 

 
  

（７）徳大生のプレゼンで取り上げてほしいテーマ，内容は何ですか（具体的に） 
 
 
 
 
 
 
（８）受講して良かったと思われる点を、具体的にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 
（９）その他，ご意見，感想等，ご自由にお書き下さい。 
 
 
 
 
 
 

御協力ありがとうございました。 

所属チーム：                  
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（１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」に参加した動機は？

・徳島大学を志望校としていたから
・徳島大学に興味があったから
・大学のことが知りたかったから
・先生に誘われたから（5名）
・先生に誘われたのもあるし，自分自身参加してみたい思ったからです。
・最初は先生に誘われて。でも，お話を聞いてから今日までとても楽しみにしていた。
・友達に誘われたから

（２）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の全体評価は？

①とても楽しかった ②楽しかった ③あまり楽しくなかった ④たのしくなかった
5 1 0 0
5 1 0 0

10 2 0 0

（３）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の時間は？

①短く感じた ②適当である ③長いと感じた ④とても長いと感じた

5 1 0 0
4 2 0 0
9 3 0 0

（４）進行について

①分かりやすかった ②普通 ③分かりにくかった ④その他
6 0 0 0
6 0 0 0

12 0 0 0

（５）徳大生のプレゼンの内容は？

①分かりやすかった ②普通 ③分かりにくかった ④その他
6 0 0 0
5 1 0 0

11 1 0 0

（６）徳大生のプレゼン内容で興味を惹いた内容は？

・早いうちに興味，関心を持ち，情報を集めるということ。大学には多くの出逢いがあるということ。
・海外の留学であまり英語が得意でなくても結構伝わるということ。
・オープンキャンパスにはできるだけ参加すること。
・これから勉強を頑張って自分の視野を広げていこうと思いました。
・海外の人との交流が多いことや，留学がたくさんできる機会があること。
・留学のこととかキャンパスライフについてのこと。
・留学でいろんな国に行けたり，言葉が通じなくても大丈夫なこと。
・オープンキャンパスへの参加で自分の行きたい進路を決めるのに役立たせるということ。
・時間の使い方について
・大学は自分のやりたい事が出来る場であると改めて分かった。
・学生の普段の生活や授業の間の空き時間の過ごし方について
・夢を持つっていことと，空き時間ができる。
・夢を見つける
・大学生の時間の使い方に興味を惹いた。

合計

Aグループ
Bグループ

合計

Aグループ
Bグループ

合計

Aグループ
Bグループ

合計

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」高校生アンケート集計

・大学進学が第1志望で，徳島大学に進学したいと思っていたので，ぜひ交流させていただきたいと思ったから。

Aグループ
Bグループ
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（７）今後，徳大生のプレゼンで取り上げてほしいテーマ，内容は何ですか？
・寮や下宿先のこと，また，アルバイトのことなど，プライベートなことをお聞きしたいです。
・大学の授業の難しさ。パソコンは使わないとレポートはできないのか？
・先生や友達との交流？
・もう少し大学についてのテーマが欲しかったです。
・学校の雰囲気や，大学内での行事，留学の魅力。
・大学での授業内容について
・苦手科目の克服
・学校以外での学活のしかた
・徳島大学の普段の生活について。私たち高校生と，徳大生である皆さんとの違いが知られたら良いと思う。

・大学の一日の流れ
・大学に進学するために高校生活で努力したこと。

（８）受講して良かったと思われる点，その他，ご意見，ご感想等，自由にお書きください。

・気さくな方々でとても話しやすかった。
・緊張する場面がなかったため，正直な意見や質問をすることができた。
・大学によりいっそう興味が沸いた。
・何事にも”今”挑戦すべきだと改めて思った。
・オープンキャンパスにはもっと積極的に行こうと思った。
・☆また来てもらいたいと心から思った！！とても楽しかった！！

・大学についてのことだったり，勉強の仕方が知れてよかった。

・大学に行きたい意思が強くなりました。夢を持つことの大切さを再び知れてとてもよかったです。

・本日は我が校に来てくださりありがとうございました。初めはとても不安に思っていましたが，話しを始めると
優しい方々で，とても安心しました。今回のしゃべり場ラウンジに参加できて良かったです。私の夢は，大学で
たくさんのことを学び，それを活かすために社会に出ることです。その第一歩となるために参加した今日を忘
れません。ありがとうございました。

・オープンキャンパスの大切さや，これからの勉強についてどうすればいいか迷っていたのですごく参考にな
りました。

・最初はとても緊張していたけれど，徳大生の方がとても優しくて，かつ，分かりやすく接してくれたのでとても
楽しかったですし，これからの活動へのきっかけになったので良かったです。
・受けてやりたいことを探したいと思いました。少し前までやりたいことがなかったから，ただなんとなく生活し
ていたが，これからは探して少しでもやる気になっていこうと思いました。時間の使い方を少しでも改めないと
やばいと思うほど自分の生活危なかった。

・大学の授業内容とかはネットとかで調べることができるから，授業のない時間や，普段の学校生活以外の
過ごし方，暮らし方についてもっと取り上げてほしいなと思った。

・本当に楽しく充実した時間を過ごさせていただきました。大学というと「堅苦しい」イメージがありましたが，大
学生の方との交流を通して，発見や出逢いもある素敵な場所なのだと思えるようになりました。失礼な態度を
とってしまった部分もありますが，優しく接してくださって本当にありがとうございました。

・自分のためになったし，これから頑張ろうと思うようになりました。そして，より多くのオープンキャンパスに
行って，自分に合った大学を探して行きたいです。そして，自分の将来のことも考えさせられました。

・自分が少し興味を持っていた事について，徳島大学の中でもっと深くまで知ることができる事を知って，受講
以前より徳島大学に行きたいと感じるようになったこと。

・思っていた以上におもしろかった。自分は人見知りが激しくて，知らない人やみんなの前で話すのが大嫌い
だったけど，今日はいつもよりも緊張せずにできました。本当は先生の誘いで嫌々で来ていたけれど，来てよ
かったなと思いました。タメにもなったし，人見知りも少しはマシになったと思います。今日は本当にありがとう
ございました。

・大学の楽しさやおもしろさについてよく知ることができたことや，時間を有効に使おうと思えたところ。また，
オープンキャンパスの大事さも知れたところ。とても楽しい話しができよい学習になりました。今日はありがと
うございました。
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「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」 アンケート様式 
 
 次世代リーダー養成ゼミナール」の「大学の構成員を巻き込んだプロジェクト」の報告書を作成する際の 
資料とさせていただくため，お手数ですがアンケートにご協力ください。 
 
（１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」のスタッフに参加した動機は？  
 
 
 
 
 
（２）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の自身の評価点数は？ 
 

① 80 点以上      ② 60 点以上      ③ 40 点以上      ④40 点以下 
 

 
（３）（２）の点数をつけた理由は？ 
 
 
 
 
 
 
（４）今回の企画で一番苦労したこと，大変だったことは？ 
 
 
 
 
 
 
（５）今回の企画を学生メンバーだけで，継続して行っていきたいと思いますか？ 
 

① そう思う       ② あまり思わない       ③全く思わない 
    
 

（６）（５）で「② あまり思わない」「③全く思わない」と回答した方にお聞きします。 
   その理由は？ 
 
 
 
 
 
 
（６）今後，自分たちで行いたい企画等はありますか？その内容は？ 
 
 
 
 
 
（７）今回の企画を経験して，成長したと思う点，強みになったと思うことはありますか？ 
 
 
 
 
 
（８）その他，ご意見，感想等，ご自由にお書き下さい。 
 
 
 
 
 

御協力ありがとうございました。 
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（１）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」のスタッフに参加した動機は
・先輩に誘われて、楽しそうだと思ったから
・先輩に誘われたから
・高校生に対して、大学生の自分が手助けしてみたいと思ったため
・企画の理念に共感したためです。これからを狙う学生に必要な企画だと考えました。
・新しいことをしたかったから
・大学生として高校生と関わってみたかったから

（２）「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」の自身の評価点数は？

80点以上 60点以上 40点以上 40点以下
3 4 0 0

（３）（２）の点数をつけた理由は？
●80点以上

　　・高校生とたくさん話すことができ、自分の伝えたかったことは伝わったと思うから。

●60点以上
　　・まだまだこの企画を良くすることができる。その期待を込めての60点。

　　・全体を通して楽しんでもらえたとは思うが、本当に望んでいたような回答ができたかどうかは疑問。

（４）今回の企画で一番苦労したこと、大変だったことは？
　 ・PPTをいかに見やすく分かりやすく作るかということ。早口にならないように気をつけること。

・パワーポイントの作成と発表準備
・班員をいかに盛り上げていくのか考えること。企画の準備段階は、楽しかったので特に大変なことはなかった。
・高校生に対する発表作りで、自分の言いたいことをまとめること。

・高校生にとってどのような内容が最も必要とされているのか、プレゼンやGWでの流れを考える上で難しかった。

（５）今回の企画を学生メンバーだけで継続して行っていきたいと思いますか？

そう思う あまり思わない 条件によっては思う 全く思わない
2 4 1

●あまり思わない

　　・大学の方からの意見や高校の方の意見など、多くの視野を持ちながら協力して行っていきたい。

　　・色々な面から見ることが出来る人が必要。学生のみでしない方が信用が得られやすい。
●条件によっては思う

・具体的なものはないが、もっと人のためになることをしたい。高校生相手でも大学生相手でもいいので。
・高校生に出向くばかりでなく、逆に大学に高校生を迎え入れるような企画

　　・当日の参加者（高校生）の様子を見ていると、企画の目的は果たせたのではないかと思う。ただ、もっと
事前に準備をしていれば、高校生とコミュニケーションをとることができたと思う。次回へ向けての改善点は
あると思う。

・私たちの考えに共感してもらうこと、考えを理解してもらうことが難しかったです。また、話の脱線を修正す
ることも難しかったです。

・個人的なことだと、なかなか会議に参加することができなかったため、企画準備の進捗状況が分からず、
準備でみんなより出遅れてしまった。当日は、普段の活動では、大学生と接することが多いため、緊張して
いる高校生いかに心を開いてもらうかが難しかった。そこは事前に「グループリーダー」学習会などをする必
要があると思う。

（６）（５）で「② あまり思わない」「③全く思わない」と回答した方にお聞きします。その理由は？

　　・移動や相手高校との日程調整、交渉など学生以外の方にやっていただいたことがたくさんあるので、そ
ういったことを全て自分達だけで行うと負担が大きくなるのではないかと思うから。また、学生以外の大人の
方の意見を聞いたり、指導していただけること自体、私たちにとってもプラスとなるから。

　　・高校生の将来に係る企画だと考えられるので、大学生の責任の下で行うのは不安が残ります。です
が、学生目線の企画であることが望ましいと考えられるので、企画運営は学生主体が望ましいと考えられま
す。なので、両者がそれぞれ役割をもつべきと考えます。

　　・今回のように教職員の方々と一緒に行うこともいいが、学生だけで高校へコンタクトをとり、学生の成長
の場になってもいいかなと思うから。そうは言ってももっと数を重ねて学生だけでもできる基盤を作ることが
条件だと思う。

（７）今後，自分たちで行いたい企画等はありますか？その内容は？

・今はとにかく既存の企画をもっと多くの高校でやっていただき、夢にあふれた高校生が増えてほしいし、そ
ういう夢を持った高校生が大学に入学し、徳島大学全体がもっと活気にあふれてほしいと思う。

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」徳大生アンケート集計

・私自身、あまり目的意識を持たず大学受験したこともあり、「早いうちに夢を持っていたかった。　これから
受験をむかえる高校生に大学生活を過ごす新入生には夢を持ってほしい。」という想いがあり、そんな時に
今回の企画のお誘いがあり参加した。

　　・初めての企画だったけど、大きなミスも無かったし、高校生からのアンケートを見る限り、楽しんでもらえ
た様子だから。また、先生からも良い評価をいただけたし、自分自身も良い発表ができたのではないかなと
思うから。

　　・高校生達の感想を見たときにやってよかったという気持ちが生まれたから。また、自信を持って行うこと
ができたから。

　　・高校生の反応が思っていたほど良くなかったように感じました。将来について本当に考えようとしている
ような実感はありませんでした。
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・人前でパワーポイントを使った発表をすることに少しだけ慣れたと思う。

・高校生の生の意見を知ることができ、今後の企画の根拠として活用できると思いました。
・高校生で先のことを確り考えている人がいるので、自分も将来のことをもっと考えなければならない。

（９）その他，ご意見，感想等，ご自由にお書き下さい。

・今後も協力できることがあれば、大学生目線で参加していきたいです。
・とても楽しく有意義に企画に臨むことができました。素晴らしい機会を提供していただきありがとうございました。
・とても楽しく話し合いが出来た。というのも、思っていた以上に高校生が心を開いてくれていたと思う。

・普段は大学生に対してプレゼンをする機会ばかりなので、今回は高校生と接することができ、考え方など
の幅が広がったと思う。

・非常に楽しかった。高校生の間のつながりだけでなく、高校生と自分達でもつながりができたのがとても嬉
しい。GIのメンバーはみんなそれなりのクオリティのものが作れるはずですので、次はもっと大がかりにして
もよろしいのでは？

・高校生と話をする機会はほとんど無いので、今回話すことができてよかった。また、このような企画があれ
ば参加したい。
・高校生と交流するいい機会になりました。私たちが思っていることを伝えることで、高校生に何かきっかけ
を与えることができたらなと思います。この企画に参加できてよかったです。

・今回は本当に良い経験をさせていただきました。引き続き、企画の継続・発展に務めようと考えております
ので、よろしくお願いします。

・一から企画をたて、実際に実行することで、学生以外の大人達と話をすることなど。計画を立てることや人
の意見を受け入れることなど成長しました。

（８）今回の企画を経験して，成長したと思う点，強みになったと思うことはありますか？
・高校生の考え方を知れたこと、これはこれからの新歓期でかなりの強みになる。どんな場でも堂々としてい
られるようになった。

・初対面の人の前で自作のPPTを発表する企画がほとんどなかったので、今回貴重な経験ができ、初対面
の人の前で話す度胸が少しはついたと思います。
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平成２５年１２月１８日

各  位

徳島大学 アドミッションセンター

特任准教授 前 村  哲 史

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」のご案内

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は，本学の教育活動に格別のご理解とご高配を賜り，誠にありがとうございます。

 さて，徳島大学アドミッションセンターでは，昨年度より「徳大生とのしゃべり場ラウ

ンジ」を開催しております。

つきましては，同封のパンフレットをご覧いただき，高校生のキャリア教育（進路指導）

の一環として，ぜひ，ご参加くださいますようお願い申し上げます。

申込を希望される場合は，申込用紙に必要事項をご記入のうえ，実施日の 2 ヶ月前まで

に FAX にてご返信ください。 
その他，ご不明な点等ございましたら，下記担当までご連絡ください。

敬具

担当：徳島大学 アドミッションセンター

特任准教授 前村哲史

TEL：088-656-9010 
FAX：088-656-7858 
MAIL：maemura.akifumi@tokushima-u.ac.jp 
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「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」 

 

 

□概要 

 「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」とは，徳大生にリアルな大学生活や高校の時の自

身の体験を語ることにより，高校生に大学や大学生活をより身近に感じてもらいたいと

いうものです。 

また，高校生が自身の悩みや大学に関する不安を徳大生に語ることで，これからのキ

ャリアデザインを自ら考え，描けるようにできるきっかけを掴んでもらうことを目的と

しています。 

 

 

□受講対象 

 高校１年生，２年生 

 

□開催日時 

徳大生スタッフ及びお申込いただきました高校と日程調整を行ったうえで開催いた

します。 

 

□会場 

各高校（※教室の確保をお願いいたします。） 

 

□受講定員 

 ３０名以内 

  

□所要時間 

 １時間３０分～２時間 

 

□準備していただきたいもの  

 プロジェクター，スクリーン等
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徳島大学 入試課 行     

FAX：088-656-7858 

 

「徳大生とのしゃべり場ラウンジ」申込用紙 

 

高校名  

希望日時 

第一希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

第二希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

第三希望：   月   日（  ）   時  分 ～   時  分 

連絡先 

ご担当者名： 

住   所：〒 

 

電話番号： 

F A X 番 号： 

E - M a i l： 

その他 

要望事項等 

 

 

申込先：徳島大学 アドミッションセンター 
特任准教授 前村哲史 

TEL：088-656-9010 
FAX：088-656-7858 
MAIL：maemura.akifumi@tokushima-u.ac.jp 
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企画の概要 
 「しゃべり場ラウンジ」は、“未来を夢見る高校生”のための企画です！ 
 現役徳大生自身が語る、“大学のリアル”、“高校時代にすべきこと”、etc…さまざま 
な内容のプレゼンテーションを始め、じっくり話し合える“意見交流の場”、“自分自身 
の将来”について考えるきっかけを提供します！ 

・アイスブレーキング 
大学生と高校生のファーストコンタクト！ 
お互いが打ち解けるための自己紹介など！ 
 

・徳大生によるプレゼンテーション 
「大学ってどんなところなの？」、「大学生の生活って？」 
「今の徳大生は高校生の時はどんなだったの？」 
etc... 

・プレゼンテーションを受けて交流 
高校生が大学生に思うこと、 
大学生が高校生に伝えたいことを徹底交流！ 

・これからの宣言！ 
高校生の目標宣言！ 
「僕、私、これから○○します！！！」 

大学生のリアルを高校生に！ 
 
総合科学部社会創生学科 １年 二宮苑花 
 
 高校生と大学生が楽しく交流できて、大学生の“リア
ル”を感じられるような企画になっています！高校生が
少しでも“自分の将来”につい 
て考えるきっかけにしてくれればい 
いなと思います！ 
 また、具体的な大学生のイメージ 
像やこれからの高校生活における 
目標、受験に向けたモチベーション 
アップのきっかけにもつながれば 
いいなと思います！ 

大学生と仲良くなるきっかけに！ 
 
工学部機械工学科 ２年 末長和馬 
 
 普段の生活ではあまり関わることのない現役大学生
と“本音”で語りあえるという点で、とても魅力的な企画
になっています。“大学生とは 
どんなものなのか”を大学生本人 
から伝えられるようにしていければ 
と思っています！ 
 また、高校生に視野を広げてもら 
ったり、先のことを考えてもらったり 
もしてもらいたいですね！ 
 

高校生＝元気！ 
総合科学部人間文化学科   
             ３年 朝原健輔 
 
 実際に高校生と話をしてみることで 
すごく元気をもらえました！なにより 
楽しかったです！ 
 「自分も負けていられない！」と思 
って、生活を見直しています！ 

徳島新聞にも掲載されました！ 
（２０１３年１０月８日-徳島新聞） 
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２０１３年９月２６日に徳島県立穴吹高等学校にて企画を行いました。その時の様子を一部ご紹介！ 

「今後もこのような交流の機会を」 
徳島県立穴吹高等学校校長  中妻敬二 
 
 穴吹高校から徳島市内へは距離で４０㎞，車でも約１時
間を要し，穴吹高校生と徳大生との接点はほとんどない。
こうしたなか，相互交流の機会がもてたことは，非常によ
かったと思う。 
 特に，県外から来られている徳大生から，高校時代をど
のように過ごしたのか，徳島の良さがどのようなところにあ
るのか，将来の夢や希望は何かなど，様々なことをお聞き
することは，本校生徒にとって進学意欲を大いに掻き立て
るとともに，意識改革につながったと思われる。 
できれば今後もこのような交流の機会をつくって頂ければ
幸いである。 

「徳大生のみなさんは輝いていた」 
徳島県立穴吹高等学校 
進路指導主事・進学課長 吉田和美 
 
 徳大生のみなさんは輝いていた。出逢いの素晴らしさ，最善
を尽くすことの意味，夢を現実にするための具体的方法など，
本校生に今を精一杯生きることの重要性を語ってくださった。 
 高校生ばかりが集まらないようにするための工夫，「その心
は？」と問いかけることによる深い考察を促す術など，少人数
によるグループ活動を円滑に進行する若い感性に目を見張っ
た。高校生だった頃の苦労や失敗談をお話しくださったが，そ
うした過程を経てこそ，彼らは今輝いているのだと感じられた。
来年度の「しゃべり場」が楽しみである。 
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この企画に関するお問い合わせは… 
徳島大学アドミッションセンター 
特任准教授 前村哲史 までご連絡ください。 
TEL：088-656-9010 
FAX:088-656-7858 
Mail：maemura.akifumi@tokushima-u.ac.jp 

 当企画「しゃべり場ラウンジ」は２０１３年度よりスタートした企画です。私達は、これからもこの企画を発展させ続け、よりよ
い企画として実現させていきます！ 
 
 

より多くの高校生に伝えたい 
工学部知能情報工学科  
            ４年 美井野優 
 
 高校生に今伝えたい、伝えるべき 
情報をしっかり伝えられるように準 
備していきたいです！ 
そして、なにより、より多くの高校生 
を支えられるようになりたいです！ 

待ち遠しい企画へ 
総合科学部社会創生学科  
            ４年 中島健太 
 
 これからも工夫を重ねて“高校生 
にとって待ち遠しい企画”へと発展 
させていきたいです！また、高校生 
が聞きたいこともリサーチしてもっと 
良い企画にしていきたいです！ 

企画実施までの流れ 
  1.FAXにてお申込み頂きます 
      ↓ 
  2.実施日程の調整 
      ↓ 
  3.高校へ事前訪問 
      ↓ 
  4.企画実施       

※ご注意ください!! 
  ・希望日の2ヶ月前までにお申し込み 
  ・企画テーマの要望等お寄せ下さい 
  ・実施会場、設備等お知らせ下さい 
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BELLY DANCE Lesson
START!!（入門者対象、女子学生20名限定）

説明会： 月 日（ ） ～（BELLY DANCEの実演有）

場 所：
申込先：総合科学部総務係（根ヶ山）

TEL：088-656-7105 MAIL：negayama@tokushima-u.ac.jp
(申し込まれる方は、お名前、TEL、MAILをご連絡ください。)

※Belly Danceはエジプトが発祥の踊りです。
月2回程度のレッスンですので、ぜひ、他のサークルに所属しながら
ご参加ください。この機会を利用して、是非お気軽にご体験ください。

著者:Reymond Padriga
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BELLY DANCE LESSON
START!!（入門者対象、女子学生20名限定）

説明会： 月 日（ ） ～
場 所：
申込先：総合科学部総務係（根ヶ山）

TEL：088-656-7105 MAIL：negayama@tokushima-u.ac.jp
（お名前、TEL、MAILをご連絡ください。）

※BELLY DANCEはエジプトが発祥の踊りです。
月2回程度のレッスンですので、ぜひ、他のサークルに所属しながら
ご参加ください。この機会を利用して、是非、お気軽にご体験ください。

著者： kedondeng
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平成 25 年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

職員の人材育成と意識改革のための 

学内研修構築に関する考察 

―部門別職員研修プログラムの構築・実施・検証から― 

論文要旨 

四国大学は、徳島県にある小規模私立大学である。大学全入時代を迎え、本学でも「大

学改革ビジョン 2011」を策定し、学生の目線に合った大学改革に取り組んでいる。「大学

改革ビジョン 2011」は、平成 23 年 4 月から平成 28 年 3 月までの 5 カ年計画とし、その

中に人事制度の改革の行動計画として、「SD（スタッフ・ディベロップメント）活動と職

員研修制度の充実」が掲げられている。 

この行動計画は、学生から選ばれ、学生一人一人の成長を約束し、社会に有為な人材と

して卒業生を地域社会に輩出できる大学づくりのため、本学の SD 活動を活性化し、教員

の教育・研究活動に対する支援や学生の成長や学びを教員と協働して支援できる職員育成

を目指している。 

 本プロジェクトでは、職員の人材育成に向けた取り組みとして、一つの事務部門に特化

した職員研修プログラムを構築・実施し、検証を行った。その結果、本学の研修体制の構

築を含めた人材育成ビジョンの構築と職員の意識改革に有効的な SD となるか考察を行う。 

3 期生 

四国大学総務・企画部総務課 

平野 法子 
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職員の人材育成と意識改革のための学内研修構築に関する考察 

 

目次 

1.はじめに 

2.プロジェクト実施の背景 

  2-1．地方の私立大学職員を取り巻く環境 

  2-2．四国大学の人材育成における現状 

3．プロジェクトの目的 

4. 「教務部門職員養成研修プログラム」の構築・実施について 

  4-1. 部門別職員研修の構築について 

4-2. 研修プログラム検討の進め方について 

  4-3. WG（ワーキング・グループ）について 

  4-4. 「教務部門職員養成研修プログラム」について 

  4-5. プログラム実施後のアンケート調査について 

5. 結果 

5-1.プログラム実施後の検証 

5-2.取り組みの成果 

6.今後の課題 

7.おわりに 
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職員の人材育成と意識改革のための学内研修構築に関する考察 

―部門別職員研修プログラムの構築・実施・検証から― 

 

平野 法子（四国大学） 

 

 

 

 

1.はじめに 

 地方の私立大学は、学校法人の健全な大学運営と

経営力強化のため、学生から選ばれ、学生一人一人

の成長を約束し、社会に有為な人材として卒業生を

地域社会に輩出できる大学づくりを探究しなけれ

ばならない。その中で、職員は、経営だけでなく、

教員の教育・研究活動に対する支援や学生の成長や

学びの支援を教員と協働して行うこと等が求めら

れている。 

 そのために大学は、職員の業務に関する専門的知

識や事務処理のスキルを向上させるとともに、職員

個々の能力を向上させ、職員としての汎用的能力を

身につけさせるため、組織的に職員の人材育成に取

り組んでいる。 

本学も職員に学内外での研修の機会を提供し、

OJTを通じて職員の能力向上を促進するなど、人材

育成に向けて前向きな取り組みを行っている。しか

し、自大学が求める大学職員像を明確にした人材育

成ビジョンが定められていない。このことが、職員

自身が自己研鑽のために研修参加に対する意識を

高められない一因となっており、筆者はこの構築が

課題であると考えている。さらに、大学を取り巻く

環境が激変する中で、職員の業務も高度化・多様化

している。 

このような現状を踏まえ、本プロジェクトでは、

職員の人材育成に向けた取り組みとして、一つの事

務部門に特化した職員研修プログラムを構築・実施

し、検証を行った。その結果、本学の研修体制の構

築を含めた人材育成ビジョンの構築と職員の意識

改革に有効的な SD（スタッフ・ディベロップメン

ト）となるか考察を行う。 

 

2.プロジェクト実施の背景 

2-1.地方の私立大学職員を取り巻く環境 

健全な大学運営には安定した学生確保が必須の

条件となる。日本私立学校振興・共済事業団私学経

営情報センターの「平成 25（2013）年度私立大学・

短期大学等入学志願動向」によると、私立大学で

40.3％、私立短期大学では 61.0％が定員割れを起こ

している。地域別の定員充足率を見ると、東京・北

陸では入学者数が入学定員を 1 割以上超過してい

る。南関東（東京を除く）・東海・京都・大阪・九

州などの大都市圏では、充足率は 100％を上回る結

果であるのに対し、北海道・東北・甲信越・中国・

四国は充足率が 100％を下回っている。中でも四国

は 90.9％と一番低く深刻な状況である。他方、平成

25 年度学校基本調査によると、大学・短大の進学

率は 55.1％、大学・短大入学者、高等専門学校 4

年在学者及び専門学校入学者を含む、高等教育機関

進学率は 77.9％と高く、依然大学教育の大衆化が進

んでいる。大学を取り巻く環境の変化も著しく、福

島（2013）は学生の「多様化」により、学力の低い

学生と、学習意欲の著しく低い学生の入学が増大し

ていると指摘している。この様な現状の中、地方の

私立大学では大学運営を持続させるために、多様な

学生を受け入れなければならない状況にある。一方

で、大学としては、受け入れた学生を教育し成長さ

せて社会へ送り出す責任がある。 

このような社会の動向を見据え、「学士課程教育

の構築に向けて（答申）」（中央教育審議会、2008）

において、大学経営をめぐる課題が高度化・複雑化

する中、職員の職能開発（スタッフ・ディベロップ

メント、SD）はますます重要となってきている。

さらに、専門性を備えた大学職員や、管理運営に携

わるマネジメント能力の高い職員を養成するには、

各大学が学内外におけるSDの場や機会の充実に努

めることが必要であると、SD の重要性を報告して

いる。 

職員に求められる役割は大きく、山本（2012）は、

今後、意欲ある職員やトップマネジメントを支える
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ことのできる能力を備えた職員として、大学経営専

門職（アドミニストレータ）の必要性について述べ

ている。福島（2010）は、これからの大学のあり方

を考え、もっと深く教育・研究・管理運営に関わっ

ていくために職員の役割の強化を図り、職員を法人

の経営や大学・学部の管理運営に組織的に組み込む

ことの必要性を述べている。 

各大学においても、職員の人材育成のための様々

な取り組みが行われている。京都大学では、階層別

研修や職能別研修といった業務研修に加え新たな

取り組みとして、教務系職員を対象とした「全学教

育シンポジウム」、「教務学生系職員講習会」、「教務

系職員による自主的勉強会」など職員の能力開発を

重視したSDを展開（山本、2010）している。また、

静岡大学では、「わたしたちの仕事改善」という研

修会を実施し、職員同士で具体的な仕事改善を通し

て、自分の仕事に応用するという手法を通して SD

を発展させている。（佐藤、2013） 

その他、桜美林大学大学院、名古屋大学大学院、

筑波大学大学院などの大学院や他大学と連携して

SDを実施している四国地区大学教職員能力開発ネ

ットワーク（Shikoku Professional and 

Organizational Development Network in Higher 

Education、略称：SPOD）、大学コンソーシアム

京都などにおいても大学職員の能力開発の取り組

みが行われている。 

なお、SDの課題として、上杉（2013）は、各大

学とも自校の大学職員の将来像を描くべきであり、

その大学職員の将来像は、大学が育てようとする学

生像と一致するはずだと述べている。今日の教育の

トレンドは、課題を自ら発見し、自ら解決する力を

養うこと、双方向・対話型の授業で、ディスカッシ

ョンとプレゼンテーションを活用することであり、

これが、上杉が提唱している大学職員の力を高める

方策と同じだと述べている。篠田（2011）はSDの

効果について、個別大学や大学関係団体研修が期待

されるほどの効果が上がっていないと分析してい

る。これは、組織が人材育成のために設定している

研修制度が体系的ではなく、組織として期待する研

修・育成の目標・結果が明示できておらず、職員が

キャリアパスを描きにくいことが、人材育成スキー

ムが有効に機能していない原因であると考察して

いる。 

2-2. 四国大学の人材育成における現状 

 本学の使命（ミッション）は、社会、地域からの

要請に適確に応える人材を養成することである。本

学は、「四国大学は、建学の精神「全人的自立」の

もと 社会で活躍するための専門知識と実践力を

育てます」を教育指針に、学生が社会で活躍するた

めの専門知識と実践力を育てるための支援を行っ

ている。また、次の 4項目を指針として、一人一人

の学生を大切にした、面倒見の良い、きめ細かな教

育指導を行っている。 

 

・ 本学は立派な社会人として自立できる人を育て

ます。 

・ 本学は知識を受け入れるだけでなく、自ら考え

探究する人を育てます。 

・ 本学は教職員と学生との触れ合いを重視し、人

間性豊かな人を育てます。 

・ 本学は社会・地域に貢献できる就業力の高い人

を育てます。 

 

指針を実践するためには、建学の精神「全人的自

立」に基づき、教育及びその基盤となる研究を充実

させ、本学の特色を明確にした教育指導、学生指導

及び就職指導を着実に行っていかなければならな

い。さらに、学生を有為な人材として社会に送り込

むために、教職員は個人の能力向上と自己研鑽に努

めなければならない。 

組織は、職員が組織の中で高い専門性を発揮し、

貢献していくために、大学に関わる職員全体の資質

や能力を向上させ、スペシャリストを養成すること

が求められる。そして組織として何よりも次世代を

担う職員の人材育成が必須である。本学においても、

かねてより、法人理事会決定の学校法人四国大学予

算編成基本方針及び四国大学予算編成方針に、教職

員の協働による学生の教育指導並びに大学運営を

進めるための各人の意識改革や、FD・SDの推進が

提言されてきた。方針では、「職員においては自己

研鑽に努めるとともに、各自の所掌事項とともに大

学事務全体についての知識を深めてほしい」と明文

化されている。 

 このような認識のもと、本学では、平成 23 年度

から「学生にとって魅力ある大学とはなにか」を改

革目標に掲げ、「学校法人四国大学大学改革ビジョ

ン2011」（以下、「大学改革ビジョン2011」という。）

を策定し、学生の目線に合った大学改革に取り組ん

でいる。学生にとって魅力ある大学とは、すなわち、

学生から選ばれる大学である。入学した学生を、魅
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力ある教育支援や学生生活支援体制において個々

の成長を約束し、地域社会に輩出していくことが安

定した学校法人運営に繋がる。「大学改革ビジョン

2011」では、「取り組むべき 5つの重要課題」（図 1）

と「大学改革を推進するための 8 分野」（図 2）を

設定し、着実にその実現を目指している。本改革は、

平成 23 年 4 月から平成 28 年 3 月までの 5 カ年計

画とし、8 分野 70 項目の重点目標、行動計画を掲

げている。 

「大学改革を推進するための 8分野」の一つとし

て、「戦略性のある大学運営」があり、その中の人

事制度の改革の行動計画として、「SD活動と職員研

修制度の充実」【注】が掲げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1「取り組むべき 5 つの重要課題」 

 

図 2「大学改革を推進するための 8 分野」 
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ここで、本学で実施しているSDの現状について

述べる。本学のSDに関しては、学内研修と学外研

修がある。学内研修においては、OJTを通じて職員

の業務力向上を図ること、OFF-JTとして職階別研

修（新規採用者研修・管理職者研修）とともに、パ

ソコン研修といったスキルアップ研修を実施して

いる。学外研修としては、SPODや JMAに積極的

な派遣を行い、研修後は学内での報告会を実施して

いる。 

さらに、本学のSDの現状を示すために、平成 23

年 8 月に実施した「SD研修に関するアンケート調

査」の一部を紹介する。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自由記述】（一部抜粋） 

・報告にとどまらず、日頃あるいは機会ごとの実 

践とOJTが必要と考える。 

・現状では「研修した」で止まっている感がある。 

研修することが目的ではなく、職員の能力向上が 

目的だと考えるので、そのための工夫が必要。 

・研修に行かせることだけで満足して､多忙な業 

務をますます多忙にし、成果をほとんどいかせる 

ことが出来ない現状ではあまり意味があるもの 

だと思わない。 

・業務が忙しいせいもあるが、こういう多くの研 

修に全く参加しない人がいるのもおかしい。 

・個々のスキル向上も大切だが、職員全員がチー 

ムになれるような企画が重要だと思う。 

・職員同士での情報交換会を話せる機会がほしい。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

「SD 活動・職員研修制度の充実を図ることは必

要であると思いますか」との問いに対し、93％（60

名）もの職員が、「大変必要である」・「必要である」

と回答している。同時に自由記述には研修に対する

要望・課題点も多く挙げられている。アンケートは

全職員（125名）に対して実施したが、回答は、全

体の半数程度（53％）に留まっている。 

アンケート結果を受け、自由記述にある要望・課

題に対応するために原因を検討した。 

まず、職員のキャリアプランを明確にした研修体

系が定められていないことが原因の一つではない

かと考えた。毎年研修内容の改善は行われていると

はいえ、学内で実施される研修は、何れも短時間で

の単発研修であり、体系的な研修計画のもとに実施

されているとは言い難い。学内外問わず研修参加に

ついては強制力がなく、人事処遇に反映される仕組

みは設けられていない。そのため、SD に対して肯

定的な職員は研修に対する参加率も高い傾向があ

るが、全く参加しない職員も少なくない。参加しな

い理由は、「研修の開催時期が担当業務の繁忙期と

重なっている」、「参加したいが部署内で参加希望が

多く調整がつかない」、「興味関心がない」である。

さらに考えられる原因として、自大学が求める大学

職員像が明確にされていないことが挙げられる。職

員像が明確にされていなければ、組織がどのような

人材育成を目指して研修を行っているのか職員に

伝わりにくい。このようなことが、職員の育成に対

する意識を高められない一因となっており、筆者は

この構築が重要な課題ではないかと捉えている。 

 

3. プロジェクトの目的 

職員のキャリアプランや自大学が求める大学職

員像を明確にすることは、組織として大学が取り組

まなければならない課題である。しかし、これらを

策定しただけでは、直接的な人材育成には繋がらな

い。なぜなら、筆者は、職員の人材育成を行う上で、

職員個々人の能力向上を図り、大学全体のボトムア

ップを図るためにも研修体制の構築も含めて検討

することが不可欠であると考えている。さらに、従

来の前例踏襲型の事務処理の考え方の見直しも含

ア 

40% 

イ 

53% 

ウ 

5% 

エ 

2% 

【質問】SD活動・職員研修制度の充実を図る 

ことは必要であると思いますか。 

    ア．大変必要である（25） 

    イ．必要である（35） 

    ウ．従来どおりでよい（3） 

    エ．あまりそうは思わない（1） 

 

回答率：職員全体の 53%（61名／125名） 
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め、職員の研修に対する意識改革を行うことも自大

学職員の人材育成を行う上で重要となると考えた。 

今回の取り組みでは、担当業務に関する知識やス

キルだけでなく、職員として必要な技能・態度・自

大学理解を含めた研修体制の構築を検討した。その

結果、最終的には各部門における職員研修プログラ

ムを構築することを目指した。そこで、平成 25 年

度は、試行的に一つの部門に特化した職員研修プロ

グラムを構築し、実施・検証を行うこととした。こ

れが、本学の現状に即した職員の人材育成と意識改

革に繋がる有効的な職員研修の一つとなるか考察

を行う。 

 

4.「教務部門職員養成研修プログラム」の 

構築・実施について 

4-1.部門別職員研修の構築について 

 前章でも述べたが、本学では、明確な人材育成ビ

ジョンが策定されていない。また、私立大学として

は小規模校であるため、職員も少数である。この現

状において、通常業務に関しては OJT を通して処

理していくことは可能である。しかし、少ないマン

パワーの中で、自分の所属する部署の業務のみの知

見では、他部署との連携及び教育・学生支援を含め

た大学改革を進めていくにあたって柔軟に機能し

ていくことは困難である。他部署業務は、人事異動

しない限りは経験することなく業務の幅を広げる

ことはできない。定期的な人事異動は、他部門の業

務理解を深め、全般的な業務知識に基づいた広い視

野で物事を考えることはできる。ただ、それでは時

間がかかりすぎる。これからの大学事務のあり方を

考えると、従前からの縦割り業務の範疇だけで業務

を完結していくのではなく、他部署の業務を理解し、

自大学の現状や課題を共有することで、新しい視野

での業務改善や部署間の連携に繋げ、大学業務とし

ての幅を広げることが必要と考える。 

以上の理由から、一部門における研修を実施する

にあたり、全職員が受講できるシステムを構築する

こととした。 

このような部門に特化した職員研修の構築にあ

たっては、全ての部門の職員研修プログラムについ

て構築する必要がある。しかし、企画から実施まで

の作業に要する時間と今回が初めての試みである

ことから、まずは、一つの部門に特化することとし

た。部門を選定するにあたっては、「大学改革ビジ

ョン 2011」の改革目標である「学生にとって魅力

ある大学とはなにか」を意識した。学生の目線に合

った大学改革とは、学生が充実した楽しい学生生活

を送り、社会が期待している知識や技術をしっかり

と身につけることができる大学づくりを実現させ

ることである。本学では、カリキュラムや指導方法

等の見直しを行い、平成 26 年度から新しい教育改

革プログラムがスタートされる。このため、部門別

職員研修も、新しい教育改革に合わせ、「教務部門」

に特化したものを構築することとした。 

 

4-2.研修プログラム検討の進め方について 

研修プログラムの構築は、ワーキング・グループ

（以下、「WG」という。）を設置し、企画・立案・

実施・検証を行うこととした。併せて、研修を継続

的に行うための方策についても検討する。研修プロ

グラムの内容は、教務部門職員の業務（教務事務や

用語等）や、求められる資質について理解を深める

と共に、次年度からスタートする教育改革プログラ

ムの内容までを含めることとした。 

受講対象者は、四国大学職員として知っておくべ

き基本的な知識を身につけさせ、他部署の業務を理

解し大学職員として能力向上を図る観点から、教務

部門に所属していない職員と教務部門において業

務経験の浅い職員とした。 

 

4-3.WG（ワーキング・グループ）について 

ア 組織  

WG 名は、「教務部門職員養成研修プログラム検

討WG」とした。メンバーは、事務局長をオブザー

バーとし、総務課長を中心にメンバーを選出した。

選出にあたっては、教務部門経験者の中から、今回

の研修プログラム構築について趣旨を理解し、賛同

の得られた職員で、かつ、従来の縦割り組織編成の

垣根を外して選出することとした。 

最終的なメンバー構成及び検討経過は以下のとお

りである。 

・教育支援課長（委員長） 

・総務課長 

・教務部門経験者 6名 

※オブザーバー、事務局長 

 

イ 任期 

平成 25年 7月 16日から平成 26年 3月 31日 

まで 
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ウ 所掌事項  

ｱ) 教務部門職員研修プログラムの計画・立案に 

関すること 

   ・カリキュラム（内容）、教材作り 

ｲ) 教務部門職員研修プログラムの実施・検証に 

関すること 

   ・研修会の実施、今後に向けての検証 

 

エ 検討会議の実施状況 

  第1回：7月16日（火） 

     ① プログラムの主旨及びWG設置の 

主旨について 

② WGメンバー紹介 

③ WGの所掌事項について 

④ プログラムの概要について 

⑤ プログラム実施→検証までのスケ 

ジュールの確認 

⑥ WG委員長選出 

⑦ プログラムの企画・立案について 

⑧ プログラム日程等決定 

     ⑨ 今後のスケジュール確認について 

  第2回：7月22日（月） 

     ① プログラム内容決定 

      ・大、中、小項目の確定 

     ② カリキュラム一覧決定 

      ・レベルⅠ（1日）、レベルⅡ（半 

日）、レベルⅢ（半日） 

③ 作業担当者割り決定 

  第3回：7月29日（月） 

     ① カリキュラムマップ及び教材作成-1 

・担当者ごとに分かれてカリキュラム 

マップ、教材の作成及び講師候補者 

検討 

  第4回：8月8日（木） 

     ① カリキュラムマップ及び教材作成-2 

・担当者ごとに分かれてカリキュラム 

マップ、教材の作成及び講師候補者 

検討 

  第5回：9月3日（火） 

     ① プログラム最終決定（レベルⅠ～Ⅲ） 

      ・各レベルのカリキュラムマップ、教 

       材、講師決定 

  第6回：9月26日（木） 

     ① プログラム最終決定（レベルⅠ～Ⅲ） 

      ・各レベルのカリキュラムマップ、教 

       材 

  第7回：11月12日（火） 

     ① アンケート調査結果集計・分析 

     ② プログラムの検証 

 

4-4.「教務部門職員養成研修プログラム」について 

WGでの検討結果を以下に示す。 

ア 目的 

四国大学教務部門職員に必要な基本的知識が

習得できるよう職員研修プログラムを構築し、大

学職員として求められる一般的な教務部門事務

についての理解や、教務部門の業務に関連する内

容を関係法令等と結びつけて考えることができ

るようになるとともに、本学の教務部門の業務に

も対比させて考えることができるようにするこ

とを目的とする。 

 

イ 研修プログラムの内容 

  教務部門職員に必要な基本的知識について段

階的に理解していくために、研修プログラムに係

るカリキュラムマップを作成した。カリキュラム

構成をレベルⅠ～Ⅲまでに区分し、それぞれのレ

ベルについて到達目標を設定した。さらにカリキ

ュラムを「教務事務とは」と「教務部門業務」に

分類した。「教務部門業務」については、さらに

「学籍と学籍異動」・「教育課程と履修登録」・「単

位認定試験と単位認定」・「卒業」に分類した。こ

れら「教務事務とは」・「学籍と学籍異動」・「教育

課程と履修登録」・「単位認定試験と単位認定」・

「卒業」の 6つの項目を大項目と設定し、それぞ

れをさらに中項目・小項目に分化させたものをカ

リキュラムマップとした。研修は、レベル別に行

い、講義は大項目別に行うこととした（図 3）。 

 

ウ プログラム到達目標 

 研修を受講するにあたり、各プログラムに到達目

標をつぎのとおり設定した。 

【レベルⅠ】 教務部門の業務内容について概要 

を説明することができる 

教務関係用語について理解する。 

 【レベルⅡ】 レベルⅠに関連する内容について 

関係法令等と結びつけて考える 

ことができる。 

 【レベルⅢ】 本学の教務事務を理解しレベルⅠ・ 

Ⅱの内容と対比させて考えるこ 
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とができる。 

 

エ 研修講師 

 研修を行うにあたり、当初は大学全般の知識を理

解するためには講師を外部講師に依頼することを

検討していたが、学内の教務事務や教務部門業務に

おける現状把握と課題を共有することに重点を置

くことから、学内の職員が担当することが適当であ

るという結論に達したため、WGのメンバーが講師

を務めることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 受講対象者 

 係長未満の教務部門業務未経験者又は教育支援課

配属2年未満の者（期限付職員を除く） 

 ※但し、係長以上でも本人の希望がある場合は受 

講可能。 

 

カ 実施日 

 【レベルⅠ】平成25年10月22日（火） 

1・2限目 

       平成25年10月23日（水） 

1・2限目 

       ※2日間で構成 

 【レベルⅡ】平成25年10月28日（月） 

1・2限目 

 【レベルⅢ】平成25年10月31日（木） 

1・2限目 

 

4-5.プログラム実施後のアンケート調査について 

 次年度以降のプログラム計画に反映させるため、プ

ログラム実施後、研修受講者及び講師にアンケート調

査を実施した。アンケート内容及び結果については以

下のとおり。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

【教務部門職員養成研修アンケート】 

受講者（受講者24名（回答率100％）） 

 

1. 参加者自身の経験年数について 

① 1～3 年 ② 4～6 年 ③ 7～9 年 ④ 10 年以上 

 

 

 

2 

8% 

7 

29% 

6 

25% 

9 

38% 
①１～３年 

②４～６年 

③７～９年 

④１０年以上 

レベル Ⅰ Ⅱ Ⅲ

到達目標
・教務部門業務について説明することができる。
・教務関係用語について理解する。

・レベルⅠに関連する内容について関係法令等と
 結びつけて考えることができる。

・本学の教務事務を理解しレベルⅠ・Ⅱの内容と
 対比させて考えることができる。

大学概要理解レベル 根拠資料が示せるレベル 理解し、相談することができるレベル

教務事務とは 教務事務に求められる基本的知識に関すること
大学人としての基礎知識
教務部門の職員とは

大学の関係法令について（学則含む） 四国大学教育改革プログラムについて
四国大学教務部門の業務について

学生の休学、退学、転学部及び転学科・転専攻、復
学、除籍等学籍異動に関すること

学籍とは
学籍の記録

学籍に関する諸問題
学籍に関する規則・法律

四国大学の学籍とは

学籍簿の記録、整理及び保管に関すること
学籍簿の編成と保存 学籍簿に関する規則・法律 四国大学における学籍簿とは

在学生及び卒業生に係る各種証明書に関すること
学籍に関する証明書について 四国大学の証明書について

教育課程に関すること
教育課程（カリキュラム）とは
授業科目について
シラバスとは

授業形態について
３つの方針(ポリシー)とは

授業時間と単位数について
各学科・専攻における専門科目の特色について
免許資格について

時間割編成及び授業に関すること
学年暦
非常勤講師とは
集中講義とは

セメスタ制とは 四国大学の時間割編成とは
コマ数とは

履修登録に関すること

履修登録について
長期履修とは
キャップ制（履修上限単位数）とは
履修指導とは

卒業単位について（単位制、学年制） 自由科目と特別聴講生について
科目の読替処理とは（カリキュラム変更に伴う）
規定外の履修登録

単位認定試験と単位認定
試験並びに履修単位・単位認定及び単位互換に
関すること

試験について
成績評価とＧＰＡ制度について
単位互換について
単位認定について

試験規則について
単位認定について
大学間相互単位互換協定について

成績評価とＧＰＡ制度について
単位認定について
単位互換について

卒業 学生の卒業に関すること
卒業決定までの流れ
卒業の期日

卒業・修了要件について
学位授与について

ＧＰＡと早期卒業について
学位授与について
学位論文について

小項目

学籍と学籍異動

教育課程と履修登録

中項目大項目

図 3「教務部門職員養成研修カリキュラムマップ」 

 

 

135



2. 参加したプログラムについて 

① レベルⅠ(10/22)  ② レベルⅠ(10/23)   

③ レベルⅡ(10/28)  ④ レベルⅢ(10/31) 

※受講者24名全員がすべてのプログラムを受講 

 

3. 講師の言動は学習意欲を高めた 

 

 

4. 講師の用意した教材はわかりやすかった 

 

 

5. 研修は全体的に満足できるものだった 

 

 

6. 自分に必要な知識やスキルを身につけることがで

きた 

 

 

 

7. 自分の業務に役立てる（参考にする）ことができ

る 

 

 

8. この研修を受講して良かったと思われる点 

（一部抜粋） 

・何年勤務をしても、経験していない部署の業務に関 

してはわからないことが多い。そのため、今回改めて

教務部門の業務を整理・理解することができ、大変有

意義な研修になった。また講師を務めた方々の講義

（プレゼン）の仕方、資料の作り方等も参考になった。

単発の外部の研修に行くよりも学内でこのような研

修をしっかり行った方が上だと思う。 

・日々行っている業務が、法令に基づいているとい 

うことを再確認できた。「昔からこうだった」という

理由で業務を行うのではなく、法令を確認するととも

に、日々の業務を見直すきっかけとしたい。 

・この研修を受講して良かったということは特にな 

いですが、業務マニュアルができたことが一番大きい

と思う。人事異動で教育支援課に配属になった職員が、

今回の資料で大きな流れは把握することができるこ

とは良かったと思われる。 

・大学事務職員として、持っておくべき知識と、そ 

れらがすべて頭に入っていなかったとしても、その根

拠をどこから調べればよいのか等、方法を学べたこと

が大きな収穫でした。また、「今更聞けない…」とい

う事柄についても確認することができました。 

・所属課に特化したスキルを深めることは必要不可 

欠ですが、四国大学事務職員として持つべき、所謂「ス

タンダード」な知識が何であるか、また、それらを持

たなければならないという意識に繋がり、「課」とい

うある種制限的な視野から、「大学」へと広がったよ

うに感じています。このことは、研修場面だけではな

く、発表者として、課を越えて意見を出し合い、準備

をされている先輩方を拝見していても大いに感じま

した。いろんな場面、角度から大学事務について学べ

たように思います。 

 

9. この研修をよりよいものとするために改善すべき

点（一部抜粋） 

16 

67% 

7 

29% 

1 

4% 
①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そうは思わない 

11 

46% 

11 

46% 

1 

4% 

1 

4% 
①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そうは思わない 

14 

58% 

9 

38% 

1 

4% 
①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そうは思わない 

9 

38% 

14 

58% 

1 

4% ①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

16 

67% 

8 

33% 

①そう思う 

②どちらかとい

えばそう思う 
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・係長以上にも広げてほしい。各課で中心となるべき

人たちが多くの業務について理解していないことが

多い。講師になればかなり勉強をしなければならず、

講師にとっても良い研修になると思う。 

・個々の業務については理解することができたが、そ

の業務毎の繋がりや、（業務内容について）時系列、

体系的に学ぶことができればもっと良かった。 

・知識を得ることはできたと思うが、スキルを身につ

けられたとまでは言えないと感じる。研修の構成上仕

方がないのかもしれないが、短期間の研修では、レベ

ルに分けた説明よりも、項目ごとの説明のほうが整理

しやすいと思う。具体的な事例が示されたところは理

解しやすかった。講師や WG メンバーの負担が非常

に大きそうだと感じたので、そちらも改善が必要では

ないでしょうか。皆様、ありがとうございました。 

 

【所見】 

 教務部門以外の職員からは、所属部署以外の知識や

現状について学習する機会は有意義であったとの意

見が多かった。四国大学職員として持つべき「スタン

ダード」を意識した、これまでの「所属課」という制

限的な視野から、「大学」への広がりを感じたなど、

研修に対しては非常に効果的であるという意見が多

く寄せられた。 

 また、テキストのボリュームが多く、研修日程（4

日間）の見直しや、教務部門の業務を時系列に学びた

いとの意見もあった。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

【教務部門職員養成研修アンケート】 

講師（講師8名（回答率100％）） 

 

1. 講師自身の業務経験年数について 

① 1～3 年 ② 4～6 年 ③ 7～9 年 ④ 10 年以上 

 

 

2. 研修講師として受講者の学習意欲を高めることが

できた 

 

 

3. 研修講師として用意した教材はわかりやすかった 

 

 

4. 研修講師を務めるにあたり自分に必要な知識やス

キルを身につけることができた 

 

 

5. この研修を計画して良かったと思われる点 

（一部抜粋） 

・今までこのような活動(講習会、勉強会)がなく、各

部署単位での価値観が強いと思う。継続して進めてい

ただきたい。 

・初任者を対象として実施する研修としてスタートし

た事は、仲間意識も芽生え、とても良かったと思いま

す。参加するだけの研修ではなく、自分たちで企画し

学ぶ、年齢層別の研修を行っても良いのではないかと

思います。受講者も同様に色々な事項に関心を持ち、

色々な気づきがあったと思います。（例）研修後に、

学年暦について提案が寄せられました。  

8 

100% 

①１～３年 

②４～６年 

③７～９年 

④１０年以上 

2 

25% 

3 

37% 

3 

38% 
①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そう思わない 

3 

37% 

4 

50% 

1 

13% ①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そう思わない 

3 

37% 

4 

50% 

1 

13% 
①そう思う 

②どちらかといえば

そう思う 

③どちらかといえば

そう思わない 

④そう思わない 
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・これまでの業務は個人の考え、能力やキャリアから

進めていくことが多かったが、この研修を実施するこ

とにより、根拠やルールに基づいて行うことの重要性

が伝わったのではないかと思う。最初の一歩にしては

良かったと思う。個人的には貴重な体験をさせてもら

った。反省点は多くあったが、大変勉強になったし、

楽しかった。 

・受講者のうち特に教育支援課職員にとっては、普段

の業務をしながら学習することは難しいので、今回の

ように通常業務から離れて、このような機会（時間・

場所）が設けられて良かったのではと思われる。他の

課所属の職員も、いずれ教務事務に関わる際には、全

く知らない状況よりもスムーズに教務事務の遂行で

きるのではと思われる。 

・講師としては、普段の業務を客観的にみる良い機会

を得たと思う。 

・教材を作成するにあたり、もう一度業務の見直しが

出来たことが大きかった。 

・教務事務以外の職員に概要を説明できたことで、横

のつながりができたことがよかったと思う。また、実

際に講義をしていて、若手職員の知識欲を感じた。今

後も、このような学内研修を継続していくべきと確信

した。 

 

【所見】 

 研修を計画する上で、関係法令・学則・規則・履修

要綱などを再確認するとともに、新たな気づきが得ら

れるなど、客観的な視点から自分の業務を見直すきっ

かけとなった。WGのメンバーにとっては通常業務に

加えての作業となり負担が大きかったが、受講者だけ

でなく講師にとってもSDになるなど、新しい研修の

形となった。 

 

6. この研修をよりよいものとするために改善すべき

点（一部抜粋） 

・研修が夏季休業中に実施できるよう、WGの結成時

期を４月に行うなど、十分な作業時間が作れる計画を

立てる。 

・話し合いを重ねることで業務の関連性や相手を理解

する気持ちや専門知識への意欲が高まり、効率的な業

務の進め方を行うことができると思います。 

・パワポと資料とがリンクできていなかった。（うま

く説明できなかった。） 

・時間配分と内容の重複があったりしたので、講習会

の前にパワポなどの内容をみんなで確認しておく必

要がある。 

・テキストの整理（表現の統一、段落等の様式など） 

受講者のアンケート回答の結果をフィードバックし

て、必要であればテキスト内容等の改編・研修をする

だけではなく、そのあとのフォローやフィードバック

がどうなっているのか？研修をしただけで終わって

いる感じがするので、きちんと研修が役に立っている

かどうか検証する機会を設けてはいかがでしょうか。 

・研修全体を通しての評価が必要かと思う。自分の担

当した部分が受講者から、どのように評価されるかを

検証して、プログラムを検討する必要があるのではと

考えている。 

 

【所見】 

WGの業務負担を軽減するために、十分な作業時間

が確保できるようなスケジュール計画を立てること

や、受講者に対してわかりやすいテキスト作りやプレ

ゼンが実施できるよう講師用のマニュアルを作成し、

ブラッシュアップする必要があるとの意見が多かっ

た。 

 

5．結果 

5-1. プログラム実施後の検証 

WGにおいて、今回のプログラム実施について検証

を行った。アンケート結果を踏まえ、WGで研修プロ

グラムの企画から実施内容までを振り返った。良かっ

た点や改善点を洗い出し、今後の研修体制の構築に向

けて検証を行った。受講者の評価は概ね高いものの、

今後の課題点も明確になった。WGの検討内容は以下

のとおりである。 

 

ア 教務部門職員研修プログラムの継続性 

 今回実施した「教務部門職員養成研修プログラム」

のテキスト更新と研修マニュアルの見直しを継続さ

せる必要がある。これは、教育支援課長が中心となり

ブラッシュアップをしていくこととした。さらに、講

師自身の SD になるとの意見も踏まえ、次回からは、

WG のメンバー以外の職員が研修講師を務めていく

ことも検討していくこととなった。 

 

イ 教務部門以外の研修プログラムの構築 

 他部門の研修プログラムの構築を何年計画で行う

かが議論となった。これについては、同時に複数の研

修プログラム WG を組織し、効果的に研修を実施す

ることとなった。つまり、各部門別の研修プログラム

を構築するにあたっては、全体的に共通する内容を統

一することにより、一つのプログラムの日程をスリム

化する。開催時期についても、各部門のバランスを調

整しつつ、職員が受講しやすいように設定することと
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なった。 

 

ウ WGメンバーの業務負担 

 WG のメンバーは、研修プログラムの企画に加え、

講師として研修プログラムのテキストやプレゼン資

料を作成するため、相当な時間が必要である。当然、

本来の業務と並行しながらの作業になるため、WGの

業務が＋α の作業負担になる。解決するためには、

WGを組織する時期や、プログラム構築・実施・検証

までのスケジュールの見直しが必要である。さらに、

時間外に及ぶ場合の対応も検討しなければならない。 

 

エ 講師を担当する場合の講師用マニュアル作成とス

キルアップ 

 今回は、個々人のプレゼンスキルに対する依存度が

高かったため、プレゼンに統一感がなかった。このた

め研修講師を行う上で基本的な講師用マニュアルを

作成する必要がある。また、研修を行う前には事前に

WG の中でプレゼンテーションの練習を行うことに

より、講師にとっても、受講者にとっても質の高い研

修を行うことが可能となる。 

 

オ 職員の能力向上と意識改革の効果の検証 

 アンケート結果からは、研修内容に対して概ね高い

満足度が得られた。しかし、職員個々の能力向上や意

識改革の効果を図るには至らなかった。今後、その検

証方法について検討する必要がある。 

 

5-2.取り組みの成果 

 一部、課題は残ったものの、学内組織である WG

が、自大学における職員の人材育成について PDCA

サイクルを意識した結果、大学全体で共通する知見が

得られた。さらに、本学の現状を、部門を超えた職員

と共有することができた。このことが受講者の学ぶ意

欲を向上させ、満足度の高い研修になったことはアン

ケート結果からも読み取れる。従来は教務部門に限ら

ず、所属する部署以外の業務について理解する機会は

少なく、人事異動により、自分の経験を蓄積させるか、

学内で配付される資料に目を通すなど、自身が意識し

て情報を収集し、知識を得ることしか出来なかった。 

そして、今回研修を受講した若手職員の意欲・姿勢

は積極的であり、他部門の業務も勉強したいなど活発

な意見が多く寄せられた。これらは新しい発見であっ

た。また、自分たちが研修プログラムを検討する中で、

研修講師を WG のメンバーで担当することに決定し

たことも大きな意識改革となった。さらに、現在教務

部門に所属する職員がWGメンバーとなったために、

日頃取り組めなかった業務の再整理・再確認をするこ

とができた。これは結果的に、自身の能力向上にも繋

がった。 

以上のことから、教務部門職員研修プログラムの企

画･実施は職員育成に向けた取り組みとして、本学の

現状把握と課題解決に有効的な手段となったと考え

る。所属部署の業務だけでなく、他部門の知識も得る

ことで、四国大学職員として大学全体の状況も理解す

ることが可能となった。 

職員自身が WG メンバーとなり、講師として、継

続的に研修を行うことにより、自部門や担当職務の課

題にも気付き、他部署と関連づけたマネジメントや、

課題解決に結びつけることも期待される。とりわけ、

経営環境が厳しさを増す中、今、大学がどのような状

況にあるのか、多くの職員が共有し、理解することが

できる。また、同僚である職員が講師となり、研修を

行うことにより、職員同士の意識改革が図れたことは

大きな成果である。将来的には、受講者として研修に

参加していた職員が、研修講師になるという PDCA

サイクルを構築していきたい。この一連のサイクルが

継続されると、所属部署及び複数部門の業務に対する

知見が得られるとともに、企画・立案やプレゼンテー

ション能力を向上させることができる。とりわけ、若

手職員は知識の習得や研修に対する意欲は前向きで

ある。このことも踏まえ、部門別職員研修を継続的な

SDの取り組みとすることは、四国大学職員の能力向

上に極めて効果的であると考える。今後は今回の研修

で得た改善点を整理するとともに、教務部門以外の職

員研修プログラムを構築し、将来的には本学における

すべての部署における部門別職員研修プログラムを

確立し、PDCAサイクルとして定着させていきたい。 

 

6.今後の課題 

 今回の考察から組織の壁を越えた WG での取り組

みは、職員の能力向上と意識改革に効果的であったと

いえる。職員が WG のメンバーとなり、プログラム

の構築から研修講師となり、同じ大学の職員が受講す

るというスタイルは、どの立場の職員にとっても能力

向上と意識改革に繋がる効果的な SD になったと考

える。 

今後の課題としては、教務部門以外の職員研修プロ

グラムを構築し、継続して実施していくことが重要と

なる。PDCA サイクルを確立するためには、自大学

が求める職員像、つまり、具体的な職員として必要な

能力・技能・態度を明確にし、職員のキャリアプラン

を示す人材育成ビジョンを策定することが必要であ

る。さらに、人材育成ビジョンにおいては、自大学が

139



求める人材を育成するための、体系化した研修プログ

ラムマップを示すことも重要である。そして、研修プ

ログラムは、職員の意識改革に繋がるよう工夫しなけ

ればならない。 

また、人材育成ビジョンに従った職員研修の体系化

とともに、人事処遇や人事評価、キャリアパスも関連

づけるシステムづくりも必要であると考える。 

なお、最終的には人材育成ビジョンに基づく人事評

価制度を確立させ、大学改革に繋がる人材育成の

PDCA サイクルを確立することが必要であると考え

る。 

 

7. おわりに 

本学では、平成23年度から「学生にとって魅力あ

る大学とはなにか」を改革目標に掲げ、「大学改革ビ

ジョン 2011」をスタートさせている。果たして大学

改革の進行とともに、学生にとって魅力ある職員の人

材育成は行われているのであろうか。筆者は、今回の

プロジェクトをとおして、これまで漠然とした考えし

か持っていなかった職員の人材育成について深く考

える機会を得ることとなった。 

上杉（2013）は、各大学とも自校の大学職員の将

来像を描くべきであり、その大学職員の将来像は、大

学が育てようとする学生像と一致するはずだと述べ

ている。これは、本学の大学職員の将来像にも同じこ

とがあてはまるといえないだろうか。 

本学の教育指針に掲げる、大学が育てたい学生の人

材像と同様、社会人として自立し、自ら考え探究する

人材を育てていくためには、職員自らも考え探求する

人材でなければならない。また、学生と教職員との人

間的触れ合いを重視した教育を心掛け、自分の能力向

上とともに人間的成長を大切にする職員を目指さな

ければならないという考えに至った。 

従来から取り組んでいる外部研修や自己研鑽も必

要である。しかし、学内においても職員の成長を支援

するシステムを構築することが、職員の意識改革に繋

がるのである。 

また、篠田（2011）が考察しているように、所属大

学においても、組織として期待する研修・育成の目

標・結果を職員に明示できるような人材育成スキーム

の構築を実現させたい。自分のキャリアパスをイメー

ジさせることによって、組織による意図的・計画的・

持続的な研修プログラムを展開させることが可能と

なる。このことが、さらなる職員の人材育成と意識改

革に繋がる。 

これを機能的に作用させ、結果的には「学生」の満

足度を向上させ「教員」・「職員」が協働し、お互いに

Win-Win の関係が築ける大学づくりへと発展させた

いと考える。 

 

8. 謝辞 

 今回のプロジェクト論文作成に関して適切なご指

導・ご助言をいただいた愛媛大学米澤慎二教育学生支

援部長、教育企画室清水栄子先生に心から感謝申し上

げる。そして、今回の「教務部門職員養成研修プログ

ラム」を構築するにあたり、主旨に賛同し「教務部門

職員養成研修プログラム検討WG」のメンバーになっ

ていただいた本学職員の方々に心より感謝申し上げ

る。担当業務以外に、各自が担当している大学改革ビ

ジョンの推進事項と別に WG での業務に時間を費や

し、相当な負担であったことは言うまでもない。今回

のプログラムの構築・実施・検証結果をもとに、本学

のSDを活性化し、四国大学職員研修体制構築に努め

たい。 

さらに、今回のプロジェクトを行う経緯は、筆者自

身が SPOD 次世代リーダー養成ゼミナールに参加し

て様々な気づきを得たことにも起因するものである。

この研修プログラムや他大学の職員との交流をとお

して、改めて自大学を客観視することができた。そし

て、SPODフォーラムでは同じ大学職員に講師という

立場で研修を行うという経験も、筆者が職員の人材育

成に対する姿勢やあり方を見直す契機となった。3期

生のメンバーとの出会いはかけがえのないものとな

った。 

最後に、SPOD 次世代リーダーゼミナールに関わ

ってくださった全ての方々と快く研修に送り出して

くださった本学の職員のみなさまに感謝申し上げる。

何より、家族の理解と協力が SPOD 次世代リーダー

養成ゼミナールを修了できた大きな原動力であった。

心から感謝の意を表したい。 

 

                         

【注】 

「学校法人四国大学大学改革ビジョン2011」より 

② SD活動と職員研修制度の充実(66) 

大学経営をめぐる課題が高度化、複雑化する中で、職

員の職能開発（SD）と研修制度はますます重要性を

増してきている。このため、職員の自己啓発のために

高度な専門性を備えるための研修機会の提供や、教員

と協働して専門性の高い職員の育成に向けた研修の

場の提供など、SD活動と研修制度の充実を図る。 

                         

参考文献 

上杉道世（2013）「大学職員は成長する 進化する大

140



学 新段階のSD」NPO法人学校経理研究会 

佐藤龍子・松井宏文・山下晃司・松下昭重（2013）「大

学職員のモチベーションを高める SD 研修会の考

察 「わたしたちの仕事改善」の取組から」静岡大

学教育研究9、p63-75 

篠田雅人（2011）「職員調査にみる大学経営人材育成

の現状と課題―私立大学職員に着目して―」大学経

営政策研究第1号39-53 

生涯学習政策局政策課調査統計企画室（2013）「平成

25 年度学校基本調査（速報値）の公表について」

中曽和美・村岡孝之・山﨑その（2007）「大学職員

の人材育成と人事制度に関する考察 : アンケート

調査による実態から(学校法人京都外国語大学創立

60周年記念号)」研究論叢 70、 447-467 

日本私立学校振興・共済事業団 私学経営情報センタ

ー（2013.7）「平成25(2013)年度私立大学・短期大

学等入学志願動向」 

福島一政（2010）「大学経営論 実務家の視点と経験

知の理論化」日本エディターズスクール出版部 

文部科学省 

中央教育審議会（2008）「学士課程教育の構築に向

けて（答申）」文部科学省 

山本眞一（2008）「大学職員の能力開発―より良い大

学経営のために―」広島大学高等教育研究開発セン

ター大学論集大39集（2007年度） 

山本眞一（2012）「［新版］大学事務職員のための高

等教育システム論」東信堂 

山本淳司（2010）「現場から見た職員の能力開発と「大

学職員論」再考 ―実践的 SD 論への道標―」京都

大学高等教育研究第16号 

141



142



平成 25年度「次世代リーダー養成ゼミナール」 

プロジェクト実践レポート 

松山大学職員に対する 

障害学生支援意識の涵養 

－他大学の取組事例の考察とプロジェクトの検証を通して－

論文要旨 

 平成 18年に開催された国連総会で、障害者の権利に関する条約が採択されて以降、日本国内

においても国内法の整備が行われるなど、障害者を取り巻く情勢は大きな転換の時期を迎えて

いる。それに伴い、大学に在籍する障害をもつ学生数も増加しており、それらの学生の支援に

対する機運も高まりを見せ、多くの大学で支援制度の整備や支援内容の充実が図られている。

松山大学においても障害学生支援に取り組み始めたが、障害学生に対する職員の理解や支援に

対する意識は十分とは言えない。 

 そこで本稿では、個々の職員が障害および障害学生を取り巻く環境を積極的に理解し、障害

学生に対し適切な対応・支援は何かを明らかにすることを目的とする。そのために、障害者施

策を国際的な視点および国内の視点から概観し、他大学の取り組みの考察とプロジェクトの検

証を通して、松山大学における障害学生支援の在り方と今後の課題を論ずる。 

3期生 

松山大学総務部庶務課 

木守 武文 
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松山大学職員に対する障害学生支援意識の涵養 
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松山大学職員に対する障害学生支援意識の涵養 

－他大学の取組事例の考察とプロジェクトの検証を通して－ 

 

木守 武文（松山大学） 

 

 

 

 

1．はじめに 

近年、松山大学のキャンパスでも障害のある学生

（以下、障害学生）を見かけることが多くなった。学

生であれば授業やサークルを通して障害学生と接する

機会があり、教員もFD研修として障害学生の支援を取

り上げるなど、学内での関心も徐々にではあるが高ま

ってきている。事務職員も障害学生と接する機会はあ

るものの限定的であるため、全ての事務職員を対象と

する事務職員研修等のテーマとしては取り上げられな

いままである。つまり、松山大学の事務職員の障害学

生に対する理解および受入れ・修学支援に対する意識

は十分とは言えない。 

しかしながら、近年の障害者を取り巻く情勢はめま

ぐるしいものがあり、平成18年12月に開催された国

連総会において、障害者の権利に関する条約（障害者

権利条約）が採択され、平成 20年 5月に批准国が 20

ヵ国を超えたことにより発効されている。日本国内に

おいては、この条約を批准するために、障害者にかか

る制度の集中的な改革と様々な議論が重ねられ、平成

23年7月には障害者基本法の改正が成立、同年8月に

施行、平成24年6月には障害者総合支援法が成立、翌

年4月に施行されるなど、批准に向けた環境整備が進

み、平成25年12月、ようやく国会で批准が承認され

たことは記憶に新しいところである。その一方で、大

学においては障害学生の在籍者数の急増に伴い、今ま

で以上に受入れや修学支援の体制整備が急務となって

いる。 

 平成 24 年度に日本学生支援機構が行った調査によ

ると、平成 24 年の大学等に在籍する障害学生数は

11,768人であり、5年前の平成19年と比べ約2倍とな

っている。大学等における障害学生の在籍数は年々増

加しており、そういった学生への支援を充実させる機

運が多くの大学の間で高まってきている。松山大学に

おいてもこのような動きは避けられないものであり、

早急に取り組まなければならない課題である。 

そこで、松山大学の職員に対し、個々の職員が積極

的に障害を理解すること、大学が求められている「合

理的配慮（5-3で詳説）」とは何かを理解すること、障

害学生に対し適切なサポートを行えるようになること、

また、職員から大学に対し、大学のバリアフリー化促

進のための具体的提案を行うことを目的とした障害学

生支援に関するプロジェクトを実施する。 

 本プロジェクト終了後には、大学内で障害学生に対

する理解・支援が進み、ソフト面（学生・教職員の障

害学生に対する心の持ち様・態度）とハード面（障害

学生が修学・学生生活を送る上でのキャンパス内の妨

げ）の両面においてバリアフリー化が促進されること

が期待される。その結果、障害を理由に修学の継続を

断念しなくても済むようになる、また、今後進学を希

望している障害を持った人達が、設備や受入れ体制が

不十分であることを理由に進学をあきらめるというこ

とがなくなり、松山大学の活性化につながることが期

待される。 

 本稿では、障害学生支援を、国際的な視点から国内

および大学という視点、そして松山大学という視点を

通して考察し、個々の職員が障害および障害学生を取

り巻く環境を積極的に理解し、障害学生に対し適切な

対応・支援は何かを明らかにする際の端緒としたい（図

表1）。 

図表1 論説イメージ 
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2．障害学生を取り巻く情勢と動向 

近年の障害者を取り巻く情勢にはめまぐるしいも

のがある。とりわけ平成25年12月は日本国内の障害

者および障害者の支援を行っている団体にとって大き

な転換期となったであろう。障害者への差別をなくし

社会参加をうながす、国連の「障害者の権利に関する

条約」（以下、障害者権利条約）の批准が、6年越しで

ようやく承認されたのである。障害者権利条約は、平

成18年12月13日の国連総会で採択されたのち、平成

20年5月に発効、平成25年3月現在130ヵ国（EUは

組織として集団的に批准）が批准している（図表 2）。 

 

2-1 国内の動向 

国内においては、平成 19 年に署名されていたもの

の、国内法の整備を優先させるため、批准に向けた手

続きは中断していた。しかし、国内法の整備優先を強

く求めたのは、他でもない障害者団体であった。「私た

ち抜きに私たちのことを決めないで」「形だけの批准で

はなく、国内法の整備を」といった意見を反映し、日

本政府は平成21年12月に障がい者制度改革推進本部

を設置し、そのもとに障害者がメンバーの半数を占め

る「障がい者制度改革推進会議」を設け、障害者権利

条約の批准に向けた制度改革の取り組みを始動した。 

障がい者制度改革推進会議は、平成22年6月に「障

害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意

見）」を、12 月には「障害者制度改革の推進のための

第二次意見」を取りまとめ、これらをふまえて政府は

「障害者基本法の一部を改正する法律案」を平成 23

年4月22日に閣議決定し、国会へ提出した。この法律

案は、衆議院において政府案を一部修正されたのち 6

月16日に可決、参議院においては7月29日に全会一

致で可決・成立し、8月5日に公布・施行された。 

 また、障がい者制度改革推進会議の下に置かれた障

がい者制度改革推進会議総合福祉部会においては、改

正された障害者基本法等をふまえ、新たな法律の検討

が進められ、平成24年6月27日に「地域社会におけ

る共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ず

るための関係法律の整備に関する法律」が公布され、

平成25年4月1日に施行された。これにより、従来の

「障害者自立支援法」は、制度の谷間のない支援の提

供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備

等を内容とする「障害者総合支援法」となった。 

 さらに、改正された障害者基本法第4条に基本原則

として規定された「差別の禁止」に関して、より具体

的な規程を示し、それが順守されるための具体的な措

置等を定めることにより障害を理由とする差別の解消

を推進することを目的として「障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律」（以下、障害者差別解消法）

が平成25年6月に公布された（施行は一部を除き平成

28年 4月 1日）。この法律では、大学における障害学

生支援に関しても大きな影響を与えた「合理的配慮」

の提供については、国の行政機関・地方公共団体等に

対しては法的義務、民間事業者に対しては努力義務と

された。なお、国公立大学は前者に、私立大学は後者

に該当する。 

図表2批准マップ（出典：UN HP “Map of Signatures and Ratifications” as of 20 March 2013） 
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 このように、①障害者基本法の改正、②障害者総合

支援法の制定、③障害者差別解消法の制定、により国

内の関連法が障害者権利条約の求める水準に達したと

して批准が承認された。しかしながら、批准に先立ち、

大学における障害学生の在籍数は、国連総会で障害者

権利条約が採択された平成 18 年以降増加を続けてい

る。この動向が、障害者権利条約の批准に拍車をかけ

たかどうかの明白な根拠はないが、この条約の批准に

向けた国内法整備の過程が、大学の障害学生支援のあ

り方に大きな影響を与えたことは、文部科学省や日本

学生支援機構の施策等からも見てとることができる。 

 

2-2 文部科学省の取り組み 

文部科学省は、障害者権利条約に向けた国内法整備

の流れ、大学における障害学生の在籍者数の急増を受

け、平成24年6月に「障がいのある学生の修学支援に

関する検討会」を設置した（期間は平成 25年 3月 31

日まで）。構成員には、後述する「障害学生支援ネット

ワーク」の拠点校、協力機関の教員も含まれている。

この検討会では、①大学等における合理的配慮の対象

範囲、②合理的配慮の考え方、③国、大学等の関係機

関が取り組むべき短期的課題、中・長期的課題、など

について大学や関係企業からのヒアリングを含めて検

討が重ねられた。平成24年12月21日には「障がいの

ある学生の修学支援に関する検討会報告（第一次まと

め）」が公表され、障害のある学生の修学機会の確保と

教育の質の維持の重要性が確認される一方、大学によ

り受け入れ態勢に温度差がある点、中・長期の課題に

ついて具体的な方策が出されていない点、高等教育以

外の他の分野における状況や支援技術の進展に応じ、

合理的配慮の考え方を見直す必要がある点などが、今

後も引き続き検討が必要であると報告されている。 

  

2-3 日本学生支援機構の取り組み 

一方、日本学生支援機構は、大学における障害学生

支援業務を担っており、ウェブサイトや印刷物による

情報提供、調査研究、啓発事業を積極的に行っている。

その中でも、平成18年度に立ち上げた「障害学生修学

支援ネットワーク」と、平成21年度に作成した『教職

員のための障害学生修学支援ガイド』、平成17年度か

ら実施している「大学、短期大学及び高等専門学校に

おける障害のある学生の修学支援に関する実態調査」

（以下、実態調査）は特徴的な取り組みと言える。 

 障害学生修学支援ネットワークは、相談事業、研修

事業、研究促進事業の3つの事業を核とするネットワ

ークである。全国を8の地域ブロックに区分し、地域

ブロックごとに先進的な取り組みを行っている大学を

「拠点校」として、それぞれの地域の障害学生修学支

援体制の整備や取り組みの共有化を図っている。また、

障害者施策に係る専門的な研究機関等が「協力機関」

として各拠点校をサポートしている（図表3）。 

図表3 障害学生支援ネットワークイメージ 

 

 『教職員のための障害学生修学支援ガイド』は、障

害者施策の動向や障害学生支援の基本理念、障害のあ

る学生、ない学生、それぞれへの関わり方、障害種別

ごとの障害特性の理解、学校生活の各場面における支

援の心構えと支援方法等が掲載されている。平成 23

年度の改訂版では、初版発行後の障害者権利条約批准

に向けた様々な動きと東日本大震災を契機にした災害

時における障害学生支援のあり方等が盛り込まれてい

る。 

 実態調査は、障害学生の状況とその支援状況につい

て把握し、障害学生の修学支援の充実に資することを

目的としており、調査の回収率が、平成 17 年度が

90.5％、平成18年度が93.8％、平成19年度から平成

23年度が100％、平成24年度が99.9％と極めて高く、

各高等教育機関の関心の高さをうかがわせる。この実

態調査からは、大学等における障害学生支援の動向が

読み取れる。100％の回収率となった平成19年と最新

の平成 24 年の調査結果を比較すると、障害学生数は

5,404人から11,768人と増加しており（図表4）、全学

生数に対する障害学生の割合も、0.17％から0.37％と

増加している（図表5）。さらに、障害学生が1人以上

在籍する学校数が710校から793校へ増加しているこ

とから、この5年で大学等に在籍する障害学生は急激

に増加し、それらの学生を受け入れる大学等も拡がり

を見せていることがわかる。 

図表4 障害学生数の変遷 
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図表5 全学生数と障害学生数の割合 

 

また、平成24年度の実態調査結果から、障害学生への

授業支援として行われて 

いる内容を、視覚障害、聴覚・言語障害、肢体不自由、

病弱・虚弱、発達障害ごとに、実施校数が多い順に 5

項目を挙げた（図表6）。 

 図表6 授業支援内容 

 

 以下、毎回実態調査の内容を分析している、筑波技

術大学障害者高等教育研究支援センターの石田・天野

（2012）の論文によれば、障害学生の実数、在籍率が

増加した一方、支援の申し出があり、それに対し大学

等が何らかの支援を行っている障害学生（以下、支援

障害学生）の数も実態調査開始当初より増え続けてい

る。この理由については、大学等における障害学生の

修学支援が多くの大学で根づいてきていると同時に、

障害学生のキャリア形成や就職活動対応など、大学の

根幹に触れる領域にまで、支援が求められるようにな

っているからで、この増加傾向は今後も続くものとみ

ている（図表7）。 

図表7 支援障害学生数の変遷 

 次に、特別措置により受験した障害者数と合格率に

ついてである。平成 19 年度までの受験者数は毎年

1,700名程度であったが、平成21年度以降は2,300～

2,500名程度に増加している。合格率は、平成18年か

ら平成20年度は50％程度であったものが、平成21年

度以降は40％程度に落ちている。これについては、受

験生側の不十分な学力が問題か、大学側の拒否的な受

入れ姿勢・体制が問題かは不明としながらも、障害者

が比較的入学しやすいと考えられる AO 入試などの見

直しにより、合格率の低下が考えられるとしている。 

 最後に、平成 19 年度より調査項目に加えられた卒

業・就職状況についてであるが、平成19年度以降、卒

業者数は増加傾向にあるものの、就職者数はそれに伴

った増加を示していないのが現実である。石田・天野

（2011、2012）は、障害学生と大学の支援関係者だけ

で就職率を向上させることは容易ではないと指摘して

いる。なぜならば、学生の能力向上と同時に、社会が

障害学生を受け入れられる体制をさらに整備すること

が重要であるからである。大学は、障害学生が自己の

理解や障害の受容を通し、自分にできることとできな

いこと、どうすればできるのか等の把握、卒業後をど

のように障害と共に生きるのか等の自立支援と、エン

トリーシートの書き方、面接の方法などの就職活動の

テクニックの教示、さらには、企業への障害者雇用理

解と促進の働きかけ、障害者雇用を積極的に行ってい

る企業の開拓など、幅広いキャリア支援、就職支援を

行っていく必要がある。 

 以上、障害者権利条約をめぐる国内外の動向と大学

を含む高等教育機関全体における障害学生支援の動向

を見てきたが、次の章では先進的な取り組みについて

見ていきたい。 

 

3．先進的な取り組みを行っている大学事例 

 本章では、先進的な障害学生支援の事例を挙げ、松

山大学の障害学生支援の参考にしようとするものであ

る。しかし、前章で述べた通り日本学生支援機構が行

った実態調査によると、平成24年度では障害学生が1

人以上在籍する学校数が793校となっており、各学校

とも受け入れた障害学生に対し何かしらの支援を行っ

ているものと推測され、何をもって先進的かの判断が

難しいところである。そこで本稿では、大学の選定に

あたって、日本学生支援機構、日本聴覚障害学生高等

教育支援ネットワーク、全国障害学生支援センターの

各ホームページでの評価や朝日新聞出版発行の「大学

ランキング 2009」1)の障害学生支援ランキングを参考

にし、広島大学、日本福祉大学、同志社大学の3校を

取り上げる。3 大学ともに、日本学生支援機構の障害

学生修学支援ネットワークの拠点校であり、日本聴覚

障害学生高等教育支援ネットワークの連携大学となっ

授業支援内容
実施
校数

実施率
(％)

授業支援内容
実施
校数

実施率
(％)

教材の拡大 85 53.1 教室内座席配慮 206 60.4

試験時間延長・別室受験 75 46.9 専用机・イス・スペース確保 176 51.6

教室内座席配慮 73 45.6 使用教室配慮 173 50.7

解答方法配慮 66 41.3 実技・実習配慮 172 50.4

教材のテキストデータ化 56 35.0 試験時間延長・別室受験 117 34.3

授業支援内容
実施
校数

実施率
(％)

授業支援内容
実施
校数

実施率
(％)

ノートテイク 161 55.7 休憩室の確保 89 34.5

教室内座席配慮 132 45.7 実技・実習配慮 83 32.2

注意事項等文書伝達 101 34.9 注意事項等文書伝達 75 29.1

パソコンテイク 92 31.8 教室内座席配慮 64 24.8

FM補聴器・マイク使用 88 30.4 試験時間延長・別室受験 46 17.8

視覚障害

聴覚・言語障害

肢体不自由

発達障害
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ている。また、障害学生支援ランキングの上位3大学

であり、後に詳説するが、広島大学のユニバーサルデ

ザイン化、日本福祉大学の障害学生支援システム、同

志社大学のコーディネーターといった特色ある取り組

みが、松山大学の障害学生支援意識を涵養する上で参

考になると考えたからである。各大学の事例紹介にあ

たっては、それぞれの大学の概要（設置形態・学生数・

障害学生数等）、障害学生支援の基本情報（支援組織・

支援内容等）、特色ある取り組みについて紹介したい。 

 

3-1 広島大学 

 広島大学は、広島県にある 11学部 1特別専攻科 11

研究科を有する国立大学で、学生数は約15,000人、う

ち障害学生数は19人である。 

 広島大学では、障害学生支援に関する規則・指針お

よび合意形成を行うアクセシビリティセンター会議の

もと、全学的な支援の拠点としてアクセシビリティセ

ンターを設置し、支援に関して主たる責任を持つ障害

学生が在籍する学部・研究科等のサポートを行ってい

る（図表7）。アクセシビリティセンターのホームペー

ジによると、開室時間は平日の10時から18時となっ

ており、平成25年度現在、センター長1名（教授・兼  

任）、教員3名（准教授・特任講師・特任助教いずれも 

専任）、職員2名（いずれも専任）、情報支援コーディ

ネーター1名（専任）、研究員2名、ティーチングアシ

スタント4名、インターン24名のスタッフがいる。ホ

ームページには、これら教員や職員、支援コーディネ

ーターの在室時間も掲載されている。また、各種お知

らせや在校生、教職員、受験生へ向けた支援のてびき、

広島大学の支援体制等も公開されている。 

図表7広島大学アクセシビリティセンターイメージ 

 

 広島大学における障害学生支援の特色を表すキーワ

ードとして「高等教育のユニバーサルデザイン化」2)

が挙げられる。大学の特徴は、一定の教室はなく、移

動が多く、教室の形状も様々で、授業ごとに受講生も

変わる。情報も掲示板を見に行くなど、積極的に自分

から動かなければならない。これらは本来大学の持つ

良い点ではあるが、入学までほとんど授業支援がなく

ても支障なく勉強できてきた障害学生も、こういった

特徴がバリアとなりうる場合がある。吉原は、ユニバ

ーサルデザイン化実現のポイントとして5つ挙げてい

る。1 つ目は、責任体制の明確化と組織的対応の整備

である。広島大学では、支援体制の基盤としてまず規

則を定め、支援の責任体制を明確化し、一部局では対

応しきれない問題の解決や、全学的な調整のために、

副学長のもとに置かれた障害学生就学支援部会による

意思決定を実現している。さらに、より迅速な対応が

できるように部会の中に支援検討グループを設置し、

そこで企画立案された対応策がボランティア活動室で

実践されている。2 つ目は、日常的支援の活動拠点と

なる場所の設置である。広島大学では、多目的活動拠

点として「障害学生支援のためのボランティア活動室」

が設置されている。そこには情報機器・支援機器など

が整備され、各種講習会、様々な活動のコーディネー

トや情報提供が行われている。3 つ目は、大学内での

支援者の育成である。広島大学では学内での支援者育

成方法として、授業（概論と実習）を開講し単位化し

ている。これには、学生、教職員一体で質の向上が図

れる、支援者の恒常的確保、障害学生の視点を組み込

んだ支援が可能、といった利点があり、さらに、障害

学生と一般学生がお互いの立場を配慮した支援を可能

とし、高い教育効果も得られる。4 つ目は、自立と共

存をめざした支援である。広島大学では、障害学生自

身が支援者育成のための「障害学生支援ボランティア

実習」に実習生として参加したり、障害学生のための

PC教室を開設するなど、障害学生の自立支援を支援内

容に組み入れている。さらに、半期ごとに障害学生か

ら受講体験を聴取し、その評価と要望を次の支援に役

立てている。5 つ目は、学生の主体的参加をうながす

仕組みの構築である。広島大学では、有償の学生コー

ディネーターをスタッフの一員として、障害学生が在

籍している学部・研究科に原則として一名ずつ配置し

ている。これにより、学生同士の、より密接で素早い

連絡調整が期待できるとともに、学生から見た支援の

評価と改善に関する提言を得ている。 

 

3-2 日本福祉大学 

 日本福祉大学は、愛知県にある6学部4研究科を有

する私立大学で、学生数は約5,300人（院生、通信を

含むと約12,000人）、障害学生数は147人（院生、通

信を含むと154人）である。 

 日本福祉大学では、1953年の開学当初から障害のあ

る学生が入学し、以来、多くの障害学生が一般学生や

教職員と協力しあいながら「学習弱者をうまない」シ

ステム作りを進めてきた。1998年には、大学附置機関
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として「障害学生支援センター」が開設され、障害学

生の支援に関わる総合的な窓口としての役割を果たし

てきている。スタッフはセンター長1名、教員1名、

職員3名（専任1名、委託2名）となっており、開室

時間は、月・火・水が 10 時から 19 時、木・金が 17

時までとなっている。障害学生支援センターのホーム

ページには、教職員、支援学生、受験生向けのメニュ

ーをはじめ、障害学生向けに多くのメニューが掲載さ

れている。その範囲は、日本福祉大学における障害学

生支援制度の概略から、障害種別の支援活動内容、各

施設の使い方、通学・学外での生活、資格取得、進路・

就職、アルバイト・ボランティア・サークルなど、非

常に広範囲にわたっている。この背景には、日本福祉

大学の「福祉の心・人類愛に立ち上がる」という開学

精神のもと、障害のあるなしに関わらず福祉を学ぶた

め入学した学生にとっては、障害というものが日常の

ものとして受け入れられ、ノーマライゼーションが体

現されているからと言える。 

 日本福祉大学における障害学生支援の特色は、「学生

の主体を育て、障害学生と支援学生と教職員が共に学

びあい育ちあうシステム」にある（図表8）。近年、い

わゆる大学全入時代に入り、学生の実態とニーズが多

様化する中で、藤井・田倉（2011）は障害学生側の変

化、一般学生である支援学生の変化、そして発達障害

学生の増加といった3つの変化を指摘した上で、日本

福祉大学で実施されている特筆すべき3つの取り組み

を紹介している。1つ目は、「多様なニーズに即した新

たな取り組み」である。日本福祉大学では、入学希望

の障害学生が、自分の障害を認識し、必要な支援内容

を自身でコーディネート・プランニングし、学生生活

に必要な配慮・支援願を提出することを大切にしてい

るため、オープンキャンパスのガイダンス時に、入学

希望学生、保護者、センター教職員、入学希望学部教

員、入試担当者で面談を行っている。また、障害学生

が一つの窓口で総合的に相談でき、自分に必要なサー

ビスを効率的に受けられるようワンストップサービス

のシステム作りを始めたり、キャリア関連の部署と連

携し、障害学生就職セミナーを開催したりするなど、

就職活動支援の取り組みも進めている。2つ目は、「支

援学生の学び」である。障害学生と共に学び支援活動

を積極的に実践しようとする支援学生の強い求めに応

じ、視覚障害学生支援、聴覚障害支援、肢体障害支援

の3コースを設けそれぞれの支援内容を実践的に学ぶ

「ボランティア基礎講座」や、ノートテイクの活動を

有効にするための「手話基礎講座・障害者コミュニケ

ーション演習（手話）」など、単位取得のできる講座を

開講し、支援技術の獲得と向上を図っている。3 つ目

は、「発達障害学生への支援」である。多くの大学で課

題となっているが、日本福祉大学においても、発達障 

図表8 日本福祉大学の取り組みの特色 

 

害など従来の支援では対応が困難な学生が増えてきて

いることから、従来の支援や対応を活かしつつ新たな

試みを行っている。先にも述べた入学前面談の実施の

ほか、個別学習支援計画を作成し、学生が受講してい

る講義や演習等で予想される困難や必要な配慮を合わ

せて示すことで、教員の理解と対応をうながしている。

その他にも、ピアサポートによる学習の支援や、学生

スタッフ企画による交流会の実施など、学生同士の情

報交換や交流の場の提供を行なったり、障害学生支援

に関わる様々な部署間での定期的な事例検討会やスタ

ッフの打合せなどを実施したりするなど、情報共有・

連携に力を入れている。 

 

3-3 同志社大学 

 同志社大学は、京都府にある14学部16研究科を有

する私立大学で、学生数は約28,600人（大学院生含む）、

障害学生数は約100人である。 

 同志社大学の障がい者支援は、昭和24年に入学試験

において日本の大学で初めて点字受験の対応を開始し

たことから始まる。平成12年には障がい学生支援制度

が始まり、平成21年4月から新たな学生支援組織とし

て立ち上げた学生支援機構には、学生支援センター、

カウンセリングセンター、保健センター、キャリアセ

ンターが設置され、学生支援センター内に「障がい学

生支援室」が設置されている（図表9）。障がい学生支

援室は、平成 20年 4月に開設されているが、平成 21

年11月からは全学的な組織として一元化され、マネー

ジメントスタッフ4名（教員1名、職員3名）、コーデ

ィネーター4名（内1名手話通訳者）、事務補佐員3名

の体制で運営されている。なお、同志社大学では、大

学の姿勢として、人を意味する時にのみ可能な限り「障

がい」として使い分けている。広島大学や日本福祉大

学と同様に、障がい学生支援の専用ホームページがあ

り、受験生、在学生、教職員向けに多くのメニューが

準備されているが、支援の様子が映像で見られる点な

どは特徴的と言える。また、障がい学生支援室は年 1
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回広報誌を発刊しており、会議・シンポジウムの報告

や、活動の紹介を行っている。 

 同志社大学の特色は、「障がい学生支援コーディネー

ター」の存在である。日本学生支援機構の実態調査（平

成 24 年度）によると、障害学生が在籍する大学 780

校のうち、専任のコーディネーターを配置しているの

は 35校で、全体のわずか 4％である。そのような中、

同志社大学では 2004 年から常勤の障がい学生支援コ

ーディネーターを配置している。そのうちの一人であ

る土橋（2010）は、コーディネーターの配置について、

施設などのハード面の「整備」は一定の費用がかかる

ものの一度で済むことが多いが、人的支援を必要とす

るソフト面は「調整」が必要で、制度として導入する

際には厚い壁があると指摘している。しかし、障がい

学生数の増加や支援の広がりに伴い、仲間内や数名の

支援者だけでは対応できなくなり、専門の担当者やコ

ーディネーターの役割、そして窓口となる場が必要と

なってくる。コーディネーターは、障がいのある学生、

支援スタッフ、教職員からの相談・意見・依頼の交通

整理はもちろんのこと、支援をする・受ける中で育ま

れる心の学び、成長の場として、人と人を繋ぐ役割も

担っている。そのような役割を果たすためにも、コー

ディネーターに必要な資質としてコミュニケーション

能力が挙げられるが、その他にも、誰にでも気さくに

話しかけられる積極性、適切な説明能力、臨機応変さ、

要望やニーズを引き出す力など、高い能力が求められ

る。その一方、身分の不安定さは解決すべき課題とな

っている、とも指摘している。 

図表9 同志社大学障がい学生支援室イメージ 

 

3-4 まとめ 

以上の通り、3校の先進的な取り組みを見てきたが、

あらためて松山大学にとって参考となる点を簡潔に述

べる。広島大学の事例からは、ユニバーサルデザイン

という考え方に基づき、大学に在籍する様々な学生を

意識し、障害学生のみに焦点を合わせたバリアフリー

化を目指すのではなく、誰もが学びやすい環境づくり

を目指すこと。日本福祉大学の事例からは、障害学生・

支援学生・教職員がともに学びあい育ちあうシステム

に基づく、入学前から就職に至る一連の支援の流れ、

ワンストップサービス、ピアサポート、発達障害学生

への支援、他部署との連携。同志社大学の事例からは、

コーディネーターの存在を活用し、専門的な知識とサ

ポートを学び、障害学生支援体制の確立を目指すこと

である。 

 

4．松山大学における障害学生支援 

 本章では、日本学生支援機構に提出した実態調査の

回答や、障害学生支援を行っている部署・担当者への

インタビュー等を通して、松山大学における障害学生

支援の実態を明らかにする。 

 

4-1 現状 

 松山大学は、5学部 6学科 4研究科を有し、学生数

は約5,800人、うち障害学生数は9人である（平成25

年5月現在）。 

 現在、松山大学では、障害学生に対する配慮・支援

として、カウンセラー（非専従）の配置、登録授業科

目の教室変更、授業担当者（教員）への配慮依頼、期

末試験での別室受験・受験時間延長、ノートテイク・

パソコンテイク（報酬あり）、就労支援、通学に際して

保護者による車送迎の許可（専用駐車場の利用許可）、

スロープ等施設・設備の整備等を行っている。また、

教職員への啓発として、後述する学生支援室がFD・SD

研修を開催している。平成25年1月31日に開催され

たFD研修には、学生・教職員約40名が参加した。こ

のFD研修では、松山大学障がい学生支援団体POP 3)（以

下、POP）による、聴覚障害をもつ学生への関わり方や

支援状況、活動内容の報告、バリアフリーマップの紹

介、学生支援室特別指導員による高等教育における障

害学生支援の動向の講義などが行われた。聴覚障害学

生支援の報告では、ノートテイクの説明や松山大学で

の登録方法と共に、聴覚障害の疑似体験、ノートテイ

クの模擬体験を行なった。また、配布されたバリアフ

リーマップには、キャンパス内のバリアフリー設備（ス

ロープ、エレベーター、障害者用トイレ、昇降機）を

表示するとともに、実際にPOPの学生が障害学生と共 

図表8 学生作成のバリアフリーマップ 

151



に車椅子で移動体験をした際の感想と改善の提案が掲

載されている（図表8）。学生支援室特別指導員による

講義では、大学における障害学生支援の動向と合理的

配慮の考え方、松山大学における障害学生支援の問題

点などが紹介された。 

 

4-2 組織 

 松山大学には障害学生支援を専門に行っている部署

はなく、学生支援室の一業務として行われている。学

生支援室は、学生が大学生活において直面する様々な

問題に関する相談・アドバイス・サポートやその他の

活動を通じて、松山大学の理念に適う学生生活を実現

することを目的に、学生支援運営委員会のもと平成24

年 1月 1日に設置された新しい部署である（図表 9）。

その主な業務内容には、学生からの相談対応、学生の

育成、UNGL事業 4)、障害学生支援などがある。スタッ

フは、平成25年12月現在、事務職員3名（専任2名、

パート1名）、特任講師1名、特別指導員1名、臨時職

員1名である。このうち、障害学生支援に専従してい

るのは特別指導員と臨時職員で、特別指導員は非常勤

講師として、後述の共通教育特殊講義を担当するほか、

POP の活動に対するアドバイスを行っており、臨時職

員は特別指導員の補助的業務を行っている。しかし、

特別指導員は週2日程度、臨時職員は週1日、金曜日

の午後のみの勤務となっており、障害学生支援体制は

十分とは言えない状況である。 

図表9 学生支援室組織図 

 

4-3 経緯 

 平成23年4月、一人の聴覚障害をもつ学生が法学部

に入学した。それをきっかけに、共通教育特殊講義「心

のバリアフリー」と「共生社会論」が開講され、その

受講生により、ノートテイクが開始された。また、受

講生が中心となってPOPが結成され、学生支援室がそ

の受け皿となった。平成23年以前にも、障害学生は少

なからず在籍していたが、それらの学生の対応は主に

教務部で行われていた。しかし、学生生活は授業だけ

ではなく、教務部、学生部、キャリアセンターなどを

含めた様々な支援が必要であり、総合的な観点から、

POP の受け入れをきっかけに障害学生支援の中心は学

生支援室へと移っていった。 

 

4-4 連携 

 松山大学における障害学生支援で特徴的と思われる

ことに、他大学との連携が挙げられる。ここでは2つ

の事例を紹介する。 

 

4-4-1 事例1 

 1 つ目に、北星学園大学、日本福祉大学、広島修道

大学、熊本学園大学、沖縄国際大学と松山大学をあわ

せた6大学間での包括的連携である。積極的な交流を

通して連携・協力することにより、教育・研究上の目

標を達成し、各連携大学の発展を目的としている。そ

の取り組みの一つとして、「六大学職員交流研修会」が

ある。今回で 6回目を迎えた平成 25年度は、8月 27

日から28日にかけ、日本福祉大学において「要支援学

生への対応」というテーマで開催された。松山大学か

らは、事務局長、総務部長と共に、前述の学生支援室

の室長が参加し、松山大学における障害学生支援につ

いて事例発表を行なった。また、他の大学における支

援についての発表や、日本福祉大学の施設見学と支援

活動体験ワークショップ等を通して、情報収集と意見

交換を行い、特に先進的な取り組みを行っている日本

福祉大学の事例と施設を直接目の当たりにできたこと

は、今後の松山大学における障害学生支援において、

障害学生との接し方、支援学生の育て方、障害学生が

利用しやすい施設・設備の在り方などを知ることがで

き、大きな糧となった。 

 

4-4-2 事例2 

 2 つ目に、隣接している愛媛大学との連携である。

平成22年に締結した交流協定は、大学間の積極的な連

携を推進し、両大学における教育研究資源を有効活用

することにより、教育研究水準のさらなる高度化、地

域が求める人材育成の推進、社会貢献に寄与すること

を目的として、両大学の教職員が連携して事業を実施

するものである。年1回事業の公募が行われ、採択さ

れると、上限があるものの事業の経費が支給される。

事業期間は原則 2 年以内である。両大学は過去 2 回、

「学生・教職員による障がい学生相互支援プログラム」

という事業を申請し採択されている。 

1期目である平成23年4月から平成 24年3月まで

のプログラムでは、愛媛大学のバリアフリー推進室と

松山大学の学生部・教務部が連携し、ノートテイク・
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パソコンテイクの技術向上、障害学生支援に関する情

報の共有、FD・SD研修への協力などを行なった。ノー

トテイク・パソコンテイクの技術向上では、松山大学

の学生が愛媛大学のバリアフリー推進室へ出向き、技

術の習得やパソコン連携入力のセットアップや練習方

法について学んだ。また、学生間の交流も深めること

ができ、愛媛大学の学生にとっても、それまでは指導

を受ける側であったが、松山大学の学生に教える側に

立ち、自らの振り返りと課題を再認識できたと報告さ

れている。障害学生支援に関する情報の共有では、聴

覚障害に特化したものではあったが、両大学の学生が

日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワークのシンポ

ジウムへ参加したことで、それぞれの障害学生支援の

充実と見直しを図ることができた。FD・SD研修への協

力では、松山大学の法学部が、平成23年4月に入学し

た聴覚障害をもつ学生の講義支援について 3 回の FD

研修を実施した。5月には入学後約 1か月経過しての

状況共有として、7 月には中間報告および後期授業に

向けた情報共有として、そして、平成24年1月には1

年間を通しての総まとめとして実施され、支援に関す

る課題として、何よりも学生支援室に障害学生支援の

拠点を設ける必要があり、さらなる支援の充実を可及

的速やかに図ることが求められると報告されている。

この1期目のプログラムでは、愛媛大学がすでに障害

学生支援の経験があり、先進的取り組みを行っていた

ため、松山大学にとっては障害学生支援の方法の獲得

と技術向上、障害学生と支援学生の成長が達成された。 

 2期目のプログラム期間は、平成25年4月から平成

27年3月となっており、現在継続中である。前回プロ

グラムの成果を受け、学生、教職員のさらなる意識向

上、モチベーションの向上を図るため、障害学生と支

援学生のエンパワーメントプログラム、合同手話交流

会、聴覚障害学生が大学生活を送るにあたりどのよう

な支援を必要としているかを理解する疑似体験DVD教

材の作成、研修会への参加、FD・SD研修の開催を目指

している。また、相互に連携を行い、障害学生支援の

質を向上していく事業は全国的にも珍しく、この連携

モデルを全国の大学に発信していくことも目的として

いる。 

 

5．プロジェクトについて 

5-1 背景・目的・目標 

 大学全入の時代と言われる近年、様々な学生が大学

に入学してくる。松山大学も例外ではなく、それぞれ

の部署で対応しているところではあるが、障害学生に

ついては、学内で見かけるものの、なかなか接する機

会がない。また、発達障害のように障害自体が見えに

くいものもあり、障害学生支援を意識している職員は

少ない。そこで、このプロジェクトでは、①個々の職

員が積極的に障害を理解し適切な対応・支援を行う、

②職員から大学に対し、大学のバリアフリー化促進の

ための具体策を提案すること、を目的とする。すなわ

ち、障害学生支援を特定の部署だけが行う特別な業務

と捉えるのではなく、個々の職員が自身の日々の業務

の中で遭遇しそうな障害学生への対応や支援の方法を

意識する、自身の部署内に障害学生にとってバリアと

なるような障壁がないか意識することが目的である。

その目的達成のために、①普段あまり意識することの

ない「障害」について学ぶ場を設ける、②障害をもつ

学生に対し職員としてどのような対応・支援が可能か

考えるきっかけを与える、ことを目標とした。 

 

5-2 計画・内容 

本プロジェクトの実施にあたっては、愛媛大学との

連携事業の2期目のプログラム期間と合致していたた

め、FD・SD研修として検討されていた講演会などのス

キームをうまく利用することで、より多くの学びを、

効率的かつ広範囲に達成できると考え、松山大学での

主担当部署である学生支援室との共同実施を念頭に置

き計画を立てた。プロジェクトの内容としては次の 2

点を計画した。1 つ目は、講義編として、障害学生支

援についての講演会開催である。講演会は一度に多く

の職員が受講でき、比較的参加しやすい。内容につい

ては、障害種ごとの特徴や困難、対応・支援方法につ

いて、および、大学における障害学生支援の動向など

である。この講演会を通して、職員は基本的な知識を

得ることができ、障害について理解を深めることがで

きると考えた。2 つ目は、ワーク編として、他大学の

取り組み研究をワーク形式で行うというものである。

ワークを通し自分の意見、他人の意見に触れることで、

障害学生支援についてより深く学ぶことができると同

時に、今後実際に支援に携わる際、具体的に行動でき

ると考えた。また、大学が障害学生を受け入れるため

にどのような準備が必要か、ハード面、ソフト面の両

方から検討し、大学への提案書やバリアフリーマップ

の作成を考えた。そして、この計画案を実行するため、

以下の①から⑤について検討を行ない、次のように設

定した。 

①取り上げる障害種 

肢体不自由、視聴覚障害、発達障害などの内、大学内

で身近な障害を対象とする。 

②受講対象者 

事務職員とする。年齢や勤続年数での制限は、講演会

では設けず、ワークでは窓口等で障害学生と接する機

会が多いと思われる若手とする。 

③スケジュール 

受講者の負担を極力軽減するために、比較的業務の少

ない学生の夏季休暇期間中に、1回 1.5時間から 2時
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間程度を数日に分けて行う。 

④協力者 

主に学生支援室に協力を求めるほか、学生や同僚にも

協力を求める。また、講師として、講演の内容・目的

に合った人物を紹介してもらう。 

⑤その他 

実施の費用はかからないように努める。評価方法につ

いては、アンケートおよび口頭での聞き取りを実施す

る。 

 

5-3 実施 

 プロジェクトの実施に先立ち、前章で紹介した学生

支援室のFD研修に参加したが、このFD研修の内容は、

まさに私がプロジェクトとしてイメージしていたもの

と合致していたため、プロジェクト内容の再検討も考

えたが、この FD 研修の SD 版ができないかと考え、4

月に入り学生支援室へプロジェクトの概要説明と協力

依頼を行なった。そしてその時点で、6 月に障害学生

支援FD研修として、文部科学省と筑波技術大学から講

師を招いて講演会を行う予定があるとの話があった。

そこで、このFD研修をFD・SD研修という形に拡大し

てほしいという提案をし（対象者は教職員および学生、

その他関係機関希望者となっていたが、講演会の名称

にSDも明記してほしいという提案をした）、実施にあ

たっても運営補助として協力することとなった。開催

日までは、同年代および若手の職員に対し参加の勧誘

を行なった。その際には、私のプロジェクトの概要を

説明し、この講演会を受講したのちに実施する予定で

あるワーク編にも参加してほしいと声をかけた。 

 平成25年6月17日に開催された「障がいのある学

生の修学支援に関するFD・SD」には、学内・学外合わ

せて約100名の参加があった。内、松山大学の教職員

は30名程度であった。まず、文部科学省高等教育局の

田畑氏より「障がいのある学生の修学支援に関する検

討会報告（第一次まとめ）について」と題して、大学

における障害学生支援の状況、その背景としての日本

の障害者施策、障がいのある学生の修学支援に関する

検討会で検討された合理的配慮の考え方などについて

説明があった。続いて、国立大学法人筑波技術大学障

害者高等教育研究支援センター准教授の白澤氏から

「障害学生への合理的配慮と聴覚障害学生支援」と題

して、障害者に係る国内外の動向や合理的配慮の具体

的内容について説明があった。 

 両氏の講演に取り上げられた「合理的配慮」につい

ては、障害者権利条約批准に向けて整備された国内法

の中にも出てくるが、大学における障害学生支援にお

いても重要なキーワードである。大学における合理的

配慮とは、障害学生本人の持つ「教育を受ける権利」

を行使するために、大学が必要かつ適当な変更・調整

を行うことであり、その内容は対象となる個人や場面

によって変化するものである。例えば、聴覚障害をも

っているために授業が分からない場合には手話通訳や

ノートテイカーをつけるといったような平等を保障す

るための調整である。「制度が整っていない」、「大学の

方針で難しい」といった合理的配慮の否定は許されな

い。また、支援の場面は、授業のような正課教育や施

設利用のほか、就職指導・学生相談といった正課外教

育、入学式・卒業式といった学校行事、入試・試験、

学内外の移動など多岐にわたる。第1章でも述べたと

おり、合理的配慮の提供は、国立大学では法的義務、

私立大学では努力義務とされている。ただし、例えば、

すべての建物にエレベーターを設置してほしいといっ

た著しい財政的負担を強いる場合や、ディスカッショ

ンはやめて全部講義にしてほしいといった教育課程の

本質的変更に係る場合はこの限りではない。しかし、

ニーズを汲み取り、それに最大限応える手段を検討す

ることは必要である。 

 

5-4 評価・課題 

 講演会について参加した職員に聞き取りを行なった

ところ、合理的配慮について知っていたという者はわ

ずかであった。また、この講演会参加にあたって、「合

理的配慮」や「障がいのある学生の修学支援に関する

検討会報告（第一次まとめ）」について事前に学習を行

なった者も少なく、障害学生支援が自分の業務とは直

接関係ない、もしくは意識していないという姿勢を感

じた。しかし、参加後の感想では、障害学生支援の動

向を知り、また、合理的配慮がいずれの場面でも起こ

りうることだと理解したという声が多く、大学全体で

取り組むべき課題だという声もあり、プロジェクトの

目的達成のための目標として掲げていた、①、②と、

「合理的配慮」についての理解は達成できたと思われ

る。しかし、講演会を終えて、プロジェクトをワーク

編へとつなげる過程で、ワーク内容の見直しを行なっ

た。当初、他大学の取り組み事例を知り、自大学にど

のような準備が必要か考えるというワークを予定して

いたが、障害の疑似体験を通し障害学生への理解を深

めることが、合理的配慮を考えるうえでも有効である

と判断し、聴覚障害および車椅子の疑似体験を実施し、

相手の目線で考えることや学内のバリアに気づくため

のワークへと変更した。この変更により、再度学生支

援室やPOPの学生とワーク内容やスケジュールについ

て調整を試みたが難航し、ワーク編の実施には至って

おらず、プロジェクト全体として未実施の部分がある。

ため、プロジェクトの目的に掲げていた①、②の達成

には至らなかった。 
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6．今後の課題 

 プロジェクトと先進的な事例の考察を通して、松山

大学における障害学生支援が今後さらに発展していく

ために重要と思われる「施設」「意識」「組織」という

3つの視点が見えてきた。 

  

6-1 施設の視点 

 現在、学生が主に学生生活を過ごす文京キャンパス

では、すべての建物に障害者用トイレやエレベーター、

スロープなどの設備があるわけではない。また、全て

に設置することは、合理的配慮の枠を越え現実的では

ないことも事実である。しかしながら、現実に困難な

状況は発生していることから、できる限りの対応は必

要である。バリアフリー化に際しては、第4章で紹介

したPOPの作成したバリアフリーマップを参考にしつ

つ、さらなる調査が必要である。以前、スロープやエ

レベーターのない建物での授業を受けるため、障害学

生の要望によりリフト（車椅子用昇降機）が設置され

たことがある。しかし、その学生が卒業した後はほと

んど使われていない。最近になり、そのリフトの隣に

スロープが設置された。新たなニーズに対応するため

であり、それはそれで良いことだが、個人に合わせた

合理的配慮の考え方の難しさを実感する良い例である。

施設に関しては、個人に合わせた合理的配慮が、プラ

スだけにならない可能性がある。そこで、広島大学の

例で挙げたようなユニバーサルデザインの考え方が有

効である。すなわち、多様な学生が在籍することを想

定して、誰もが学びやすい環境を整備することが、ひ

いては障害学生の利便にもつながる。また、ユニバー

サルデザインの考え方に通ずる部分はあるが、防災の

観点からも検討が必要である。後述するが、「障害学生

支援室を1階に」というのは、この観点からの提案で

もある。実際に、愛媛大学のバリアフリー推進室は、

当初学生支援課や障がい学生支援ボランティア室のあ

る本館管理等から離れた建物の3階に設置されていた

が、現在は同じ棟の1階に移動している。これは単な

る運営上の効率化・合理化に伴う移動ではなく、東日

本大震災の教訓などにより、人命の尊重・安全確保と

いう観点から行われた（山﨑2013）。平成23年度には

東京大学のバリアフリー支援室が「大学の防災とバリ

アフリー」というテーマでシンポジウムを行っており、

また、私立学校施設整備費補助金の対象として「防災

機能等強化緊急特別推進事業」の枠が設けられている

が、その項目に、耐震改修工事や防災機能強化事業と

共にバリアフリー化工事が挙げられているのは、防災

とバリアフリーを別々に考えるものではなく、一連の

ものとして考える必要があることを示唆している。松

山大学では、今後、新しい建物の建設、古い建物の順

次建て替えが計画されているが、その際には、上述の

内容を考慮する必要があるのではないだろうか。 

 

6-2 意識の視点 

 いかに組織が変わろうとも、いかに施設が変わろう

とも、そこで働く人たちの意識が変化しなければ、本

当のバリアフリー化が達成できたとは言えない。そこ

で必要なのが、研修と広報活動である。松山大学に在

籍する障害学生は多くない。そのために、自分と接点

がないと特段意識することもない。意識しなければ、

障害学生にとってバリアとなることに気づくこともで

きない。障害学生支援に関するSD研修の機会があって

も、自分の業務に関係ないと決め込んでしまい参加し

ない。そこで、まずは全体研修のような強制的な研修

の場で障害学生支援を取り上げる必要がある。障害学

生支援に係る大学をとりまく動向について知っておく

ことは、もちろん大学職員にとって必須の項目である。

それ以上に、自分の業務に障害学生が少しでも関係し

てくることはないのか、自分の部署に障害学生にとっ

てバリアとなる部分はないのか、相談に来た場合にど

のような対応をすべきなのかを積極的に考えることで、

現在の学生支援室ではカバーしきれない部分をサポー

トすることができる。また、現在連携している日本福

祉大学や愛媛大学の先進的取り組みは、研修の計画・

実施に際して心強いサポートとなるはずである。今後

も連携を継続・強化していく必要がある。 

研修で得た情報は持ち寄って、学内・学外へ発信し

なければならない。現在、松山大学のホームページ上

には、2 種類のキャンパスマップが掲載されている。

大学の概要としてのキャンパスマップでは、それぞれ

の建物をクリックすればバリアフリー状況も見ること

ができるが、一目にはバリアフリー状況が分からない。

新しくできたPDF版のキャンパスマップでは、障害者

用トイレが分かるようになっているが、その他のバリ

アフリー状況は分からない。例えば、研修の効果によ

って、それぞれの部署のそれぞれの職員が障害学生支

援を意識すれば、ホームページ作成を担当している広

報課に情報が集まり、統一されたバリアフリーマップ

の制作につながる。また、同時に障害学生支援の状況

を伝えるコンテンツを作成する必要がある。現在のホ

ームページではこれらに関する情報は見つけることが

できない。学内の障害学生は事務の窓口や掲示板など

で学生支援室の存在を知ることができるが、これから

松山大学を受験しようと考えている障害をもつ高校生

や社会人はこれらの情報にアクセスすることができな

い状況である。第2章で紹介した先進的な取り組みを

行っている大学は、いずれも独立した障害学生支援の

組織を持っており、そのために、独立したホームペー

ジを持っているとも言える。後述の組織の視点でも触

れるが、学生支援室から障害学生支援室が独立すれば、
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松山大学においてもこのコンテンツ作成の必要性に迫

られるであろう。 

 

6-3 組織の視点 

 組織の視点では、障害学生支援をどのような方針を

もって行っていくのか、という大学のビジョンが明確

化される必要がある。現在、障害学生支援は学生支援

室が担っているが、そこには人員・場所といった問題

が存在する。 

人員については第3章でも述べたとおり、現在、障

害学生支援を専門的に行うスタッフはいるものの常駐

ではない。そこで、平成26年4月からは、臨時職員に

代わり専任のコーディネーターが配置される予定であ

る。コーディネーターは障害全般にわたり担当し、学

内の調整（学生と教員、学生と職員、教員と職員）を

行うとともに、外部の専門家や有識者とのパイプ役と

しても期待されている。 

場所の問題も学生支援室の多種多様な業務が関係

している。学生支援室は、どんなことでも気軽に相談

できる場所というコンセプトの下、多くの学生の拠り

所となっている。このことは、障害学生にとっても多

くの学友と交流できる良い機会になっていることは間

違いないが、障害学生の中には、その雑多な雰囲気を

好まない者もいる。相談したくても、中に入ることさ

えためらってしまうのである。POP も、現在は学生支

援室の一角にテーブルを構えているが、学生・教職員

の意識やモチベーションを維持するには、母体となる

組織や拠り所となる空間が必要だと感じている。そこ

で、「障害学生支援室」のような組織の立ち上げを検討

する必要がある。障害学生支援室は、車椅子等のアク

セシビリティを配慮して1階に設置されるのが望まし

い。そこを訪れた障害学生は、講義保障や学生生活支

援をワンストップで受けられる体制を作る必要がある。

さらに言うならば、障害学生支援室は現在の学生支援

室と横並びの組織とするのではなく、例えば、学生支

援室をセンター化し、障害学生支援室や学生課、保健

室（カウンセリング室を含む）、キャリアセンターなど

を包括する組織とすることで、障害学生のみならず一

般学生にとってもスムーズな対応が可能となるのでは

ないだろうか。 

 

6-4 まとめ 

今後、大学職員としてさらに向上するために、例え

ば、障害学生支援に携わることを、特別な業務ととら

えるのではなく日常業務にも活かせるノウハウの獲得

の場、業務の効率化のみを目指すのではなく多様性を

認めるような視野を広げる場、部署間で連携すること

で横のつながりを強化する場、職員のみならず、学生・

教員の個性を伸ばす・活かす場、と捉えられるような

考え方を持つことが必要である。そのためには、大学

を構成する「学生」「教員」「職員」が関係し合い、先

に述べた「施設」「意識」「組織」という3つの視点を、

大学の組織においてどのように位置づけるか、そして

個人の中にどのように芽生えさせるかが課題である。

それを解決できた時、図表10に示すような向上・発展

のイメージが達成されるのではないだろうか。 

図表10 障害学生支援の向上・発展イメージ 

 

7．おわりに 

 なぜ、一般的な総合大学である松山大学が、障害学

生支援に取り組む必要があるのか。「大学」としての理

由や必要性については、第1章から述べてきたとおり

であるが、「松山大学」としての理由や必要性について

は、松山大学の歩んできた道と教育理念で説明できる。 

 松山大学は、大正12年、松山に高等教育機関の設置

をという郷土の熱い思いにより設立されて以来、例え

ば、昭和27年には、地元の勤労学生やその他の熱烈な

要望に応えて短期大学部を併設、平成18年には、地元

の医療従事者や住民の要望に応えて薬学部を設置する

など、様々な地元のニーズに応えて発展してきた。平

成25年12月、国会において障害者権利条約の批准が

承認されたことで、今後、ますます障害者の社会進出

が促進されるであろう。そういった中、障害者の教育

を受けたいという新たなニーズ・要望に応えるのは、

他でもない大学である。 

松山大学の学則には、「本学は、経済、経営、人文、

法律及び薬学を中心とする諸科学の総合的専門的研究

及び教授を行うことを目的とし、学識深く教養高き人

材を養成して広く社会の発展に寄与することを使命と

する。-松山大学学則第1条-」とある。「学識深く教養

高き人材」の育成は、必ずしも「総合的専門的研究及

び教授」からのみではなく、学生生活や人間同士の交

流からも育まれるものである。障害学生支援の意義は、

支援を行う一般学生にとっては、障害者を受け入れる

素地の育成と、思いやる気持ちの醸成にあり、障害学

生にとっては、自身の障害の受け入れや自立のための
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主体的行動のきっかけづくりにある。これらは学生生

活においてのみならず、社会へ出てからもまた同様に

有益なものである。また、教職員にとっては、障害学

生支援を通して得たノウハウの社会還元と地域社会へ

の貢献といった大学の理念の達成と共に、前述の通り、

障害学生支援を通して成長する学生たちを目の当たり

にするという喜びでもある。さらに大学にとっては、

障害学生支援を通して、他大学や地方公共団体、地域

の社会福祉団体との連携が生まれ、学則第1条での目

的達成のための学びを、より深いものにできる。また、

その取り組みや連携は、ホームページで公開すること

で、これまでになかった層からの入学者獲得の可能性

もありうるのではないだろうか。そのためにも、この

問題に対し全学的に取り組むべく、一刻も早く大学の

ビジョンを明確にし、舵取りをしていく必要がある。 

本稿では、先進的な事例として3つの大学の取り組

みを挙げたが、それは参考にすべき事例であって、真

似をしたり、追いつこうとしたりするものではない。

なぜならば、そこには松山大学の学生、教職員、風土、

立地、規模などが存在しないからである。障害者権利

条約をめぐる国内法整備の際、障害者団体が発した「私

たち抜きに私たちのことを決めないで」という言葉は、

今後、松山大学で障害学生支援を発展させていく過程

においても、忘れてはならないフレーズであろう。 

最後に、本稿を執筆するにあたってお世話になった

多くの皆さまに感謝申し上げるとともに、今後の発展

を祈願したい。 

                        

注 
1)  大学ランキングに収録されている障害学生支援

援ランキングは、2009年度が最新である。 

 
2)  「高等教育のユニバーサルデザイン化」とは、障

害学生、留学生、社会人学生等多様な学生が在籍

することを想定して、あらかじめ支援体制を構築

し、物理・情報・制度・心理的にバリアフリーの

誰もが学びやすい就学環境を整備することである

（吉原、2004）。 

 
3)   「POP」とは「Pieces Of Puzzle」の頭文字で、人

はパズルのピースのように個々が違っており、一

人ひとりが支えあえばより力が発揮できる、とい

う思いが込められている。 

 
4) 「UNGL」とは「University Network for Global 

Leadership Development in West Japan」の頭文

字で、文部科学省の平成24年度「大学間連携共同

教育推進事業」に愛媛大学が代表校となり申請し

ていた「西日本から世界に翔たく異文化交流型リ

ーダーシップ・プログラム」のこと。 
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次世代リーダー養成ゼミナール講師を担って 

愛媛大学教育学生支援部 部長 米澤 愼二 

愛媛大学教育・学生支援機構 助教 大竹 奈津子 

  

2010年 7月に次世代リーダー養成研修（現名称：次世代養成リーダーゼミナール、以下、次世代ゼミとす

る）がスタートしました。今でも一期生たちの不安と緊張、そして期待に満ちた面持ち、また講師陣の次世代

ゼミを成功させるのだという気迫のこもった姿を鮮明に憶えています。次世代ゼミは、四国 4県の各大学を巡

回しながら、2年間に渡り二泊三日のセミナーを全 8回実施します。修了するためには、通常のセミナーでは

考えられないような内容と量の課題提出、SPOD フォーラム講師、自大学を巻き込んだプロジェクトの実施等

に加え、セミナーへの 9割以上の出席が必要になります。SD研修としてはこれまでに類のない新たな取り組

みです。4年間で受講した職員数は１期生から４期生までを合わせて総勢 35名、うち本年度までに 23名の

修了生を送り出すことができました。 

次世代ゼミの目的は、ゼミ生たちが自大学のリーダーとして自ら考え、学び、行動できるようになることです。

そのために私たち講師陣は、自大学を背負って立つ職員として必要となる知識やスキルの習得はもちろん、

とくに態度面での行動変容をゼミ生に強く求めています。具体的には、プレゼンテーションのみならず、挨拶

や時間管理、飲み会における所作法等の細かい態度についても繰り返しフィードバックを行います。また講

師陣は、敢えて必要以上の説明や指導をしないという方針のもと、多くの負荷を掛けながら課題を課し、ゼミ

生の自主性を引き出すように心がけています。とくに SPOD フォーラム講師は、講師陣の厳しいフィードバッ

クを受けながら、そして通常の業務も行いながら、所属大学が四国 4 県にまたがる同期生と共に一つのプロ

グラムを創り上げるため容易な課題ではありません。しかしながらゼミ生は、同期生と円滑なコミュニケーショ

ンを図るよう協力しながら、様々な困難な状況を克服し見事にセミナーを成功させています。そして修了プロ

ジェクトでは、理想と現実の狭間でもがきながらも、次世代ゼミで培った能力を最大限に活かし、上司や同僚

の支援を得ながら自大学の発展や課題解決に貢献しています。このような困難な課題に取り組む中で、ゼミ

生同士が互の絆を深め合う姿には大きな感銘を受けました。私たち講師陣は、次世代ゼミを通してゼミ生の

潜在能力の高さを実感しており、ゼミ生が自大学の原動力となり大学をより良い方向に導いてくれると信じて

います。 

最後になりましたが、ゼミ生の皆さんが、私たちの容赦のないフィードバックや無理難題、無茶振りにも心

折れることなく真摯に応えてくれたことを心から感謝します。セミナーや飲み会での多くの対話や議論で、ゼ

ミ生の皆さんが私たちと真剣に向き合ってくれた時間は至福の時でした。ありがとうございました。また、愛媛

大学人事課をはじめ、各大学のスタッフの皆さんにもこの場を借りて御礼申し上げます。私たちの我儘なお

願いに快く対応してくださりありがとうございました。そして、秦先生をはじめ講師陣の皆さんには未熟な私た

ちを最後まで温かく導いてくださり感謝します。次世代ゼミに関わる全ての方の更なるご活躍と、次世代ゼミ

のますますのご発展を心よりお祈り申し上げます。 

 

 

 

米澤部長におかれましては、来年度から追手門学院大学へ勤務、大竹先生におかれましては、今年度の９月から

京都へ生活を移され（現在は愛媛大学の非常勤講師）、本ゼミナールの講師を卒業されることとなりました。米澤部長

及び大竹先生には、2009 年の次世代リーダー養成ゼミナールのプログラム開発から実施まで携わっていただきまし

た。長年に渡り、ご指導くださりありがとうございました。 

受講生にとっては、お二人から、厳しい中にも愛のこもった指導をいただき新たな気づきを与えてもらったり、お酒を

酌み交わしながら様々な話をしているうちに、いつの間にかメンタリングになり、自分自身を振り返る機会を与えてもら

ったりするなど、大学人としての目標やお手本になっていたことと思います。本ゼミナールからは離れてしまいますが、

まだまだお力を借りないといけない場面もあろうかと思います。今後ともご指導ご鞭撻いただけますと幸いです。 
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３ SPOD事業の概要 
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◇概要
　四国地区大学教職員能力開発ネットワークは，ＦＤ／ＳＤ事業のネットワークであり，平成２０年度
の文部科学省戦略的大学連携支援事業としてスタートし，現在，四国地区にある３３の全ての高等教育
機関が加盟するネットワークへと成長しています。
　四国地区大学教職員能力開発ネットワークは，「Ｓhikoku…Ｐrofessional…and… Ｏrganizational…
Ｄevelopment…Network…in…Higher…Education」の頭文字をとって「ＳＰＯＤ」と呼ばれています。

◇目標
　ＳＰＯＤの全加盟校が連携してネットワーク事業を展開し，ＦＤとＳＤという２つの事業の効率化，
高度化，実質化を行うことで，教育の質の保証を図り，学生の豊かな学びと成長を支援する，実践的な
力量をもった高等教育のプロフェッショナルの輩出を目指しています

◇運営体制
　ＳＰＯＤは，安定した運営体制に特徴があります。徳島大学，香川大学，愛媛大学，高知大学の４大
学をネットワークコア校とし，ＦＤ／ＳＤ／事務担当者が月に１回程度集まり，ネットワークコア運営
協議会を開催し，教職協働で事業の実施，運営上の諸課題を協議しています。このことが，ネットワー
クコア校間の教職員の関係を密にし，事業の推進力となっています。ネットワークコア校は，各県内加
盟校のとりまとめや，県内加盟校会議を通じての情報提供のほか，各加盟校に対して，各種プログラム
を提供し，プログラムに対する意見収集や，ニーズ把握調査の実施により，ＳＰＯＤ加盟校全体のニー
ズに対応できるよう日々プログラムの見直しを行っています。また，ネットワークコア校のＦＤ／ＳＤ
担当者が直接，加盟校を訪問する研修講師派遣事業も行っています。
　さらに，全加盟校へ本事業の情報を提供するため，ホームページ上への研修講師プロフィールの掲載
や研修資料の提供，定期的なメールマガジンの配信を行っています。
　ＳＰＯＤでは，取組をよりよいものに改善していくため，外部の有識者５名で構成される事業評価委
員会を設置しています。事業評価委員会では，毎年，ＳＰＯＤが作成した活動報告書をもとに，書面に
より事業評価を行っています。その評価結果をもとに，事業の改善や推進を行っています。

  ＳＰＯＤ（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク）について
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ＳＰＯＤ−ＳＤについて

（1）ＳＰＯＤ−ＳＤの定義

　学士課程答申では，大学職員の職能開発について現状と課題を整理し，改善に向けた方策を示してい
ます。ＳＰＯＤ−ＳＤにおいては，この現状と課題を踏まえ，大学等の職員として一般的に求められる
大学人・社会人基礎力及び大学等における複数の業務領域での知見（総務，財務，人事，企画，教務，
研究，社会連携，生涯学習など）を持ち，大学等における問題に関する知識・理解などを備えたジェネ
ラリストの育成に加え，教育方法の改革の実践を支える人材，経営を支援する人材，国際交流を支援す
る人材及び地域連携を支援する人材など，特定の分野において，より高度な専門性を備えたスペシャリ
ストの育成を目指しています。
　また，ＳＰＯＤ−ＳＤでは，大学等の職員に必要な資質とは，ジェネラリスト的な要素とスペシャリ
スト的な要素を統合したハイブリッドな要素を備えることであり，これが，高等教育のプロフェッショ
ナルの養成につながると考えております。このため，ＳＰＯＤ−ＳＤの定義を「大学等のジェネラリス
トとしての広汎な素養に加え，スペシャリストとして特定の分野における能力開発を行うことにより，
高等教育のプロフェッショナルを育成する」こととしました。

（2）ＳＰＯＤ−ＳＤプログラムの開発
　高等教育機関の職員は，大学人として社会人基礎力を持ち，高等教育を取り巻く環境や職員の果たす
べき役割を的確に把握し，企画立案等に積極的に参画できる資質が求められています。このためＳＰＯ
Ｄ−ＳＤプログラムでは，管理運営や教育・研究支援までを含めた資質向上のための組織的な取組を可
視化し，職場外研修（ＯＦＦ−ＪＴ）及び職場内研修（ＯＪＴ）を「意図的・計画的・持続的」に実施
することにより，職員の能力開発の実質化を図ります。
　なお，ＳＰＯＤ−ＳＤプログラム等の開発・実施は，全加盟校による協働を目指しています。各県の
コア校が中心となり，１）職員がＳＤプログラム開発手法を学び，２）その上で，具体的なＳＤプログ
ラムを開発し，３）開発されたＳＤプログラムを実施し，4）実施したＳＤプログラムの評価・改善を行
います。

（3）ＳＰＯＤ−ＳＤプログラムの構成
　ＳＰＯＤ−ＳＤプログラムは次の3つの柱で構成されています。

1）ＳＰＯＤ−ＳＤ大学（ＯＦＦ−ＪＴ）
　　ＳＰＯＤにおける職員養成プログラムは，その養成プログラム全体を大学における課程の履修
と想定しています。そのカリキュラムは共通教育，専門教育及び大学院における履修方式をとる
こととし，その課程認定については，認定必要単位を設定しています。

　　具体的には，ＳＰＯＤ−ＳＤ大学としてＳＤプログラムの単位認定制度を図のように構想して
います。専門職養成課程として共通教育と専門教育の各プログラムを構築し，リーダー養成課程
として次世代リーダー養成プログラム及び管理者・経営者養成プログラムを構築しました。

ＳＰＯＤ−ＳＤとは，地域の「知の拠点」である四国内の大学等の職員が組織的に共同開発した職員
養成プログラムにより，『大学，短期大学，高等専門学校のジェネラリストとしての広汎な素養に加え，
スペシャリストとして特定の分野における能力開発を行うことにより，高等教育のプロフェッショナ
ルを育成する』取組を指す。このＳＰＯＤ−ＳＤにおける職員養成プログラムをＳＰＯＤ−ＳＤプロ
グラムという。
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　　さらに，ＳＰＯＤ−ＳＤプログラムにより知識・能力を身につけた職員自らが，次のＳＰＯＤ
−ＳＤプログラムの講師となり，次世代の職員を育成していくというサイクルを確立することで，
ＳＰＯＤ−ＳＤの取組を継続的に実施していくことが可能となります。

2）スタッフ・ポートフォリオ（職員業績記録）の作成（ＯＪＴ）
　　職員個々人のキャリア形成に向けて，スタッフ・ポートフォリオ（職員業績記録）を作成します。
これにより，大学等職員としての自己認識と方向性を明確にします。スタッフ・ポートフォリオ
の導入に当たっては，職員のキャリア・アップの参考となるものとします。

3）職員キャリア・アップ・サポート制度（ＯＪＴ）
　　キャリア・アップ・サポートとして，スタッフ・ポートフォリオに掲げる職員としてのビジョ
ン及びゴールの目標設定や目標達成に向けて，上司が部下に対して相談，助言等を行うメンター
制度を導入します。これにより，大学等の組織と職員個人の方向性を近づけることが可能となり
ます。さらに，キャリア・アップを目指す職員が他大学への人事交流を希望する場合等のＳＰＯ
Ｄ加盟校間における連絡・調整など，人事交流を円滑に推進するなどのサポートも実施します。

　ＳＰＯＤ−ＳＤプログラムは，国内の大学等における本格的な職員養成プログラムとなることを目指
しています。このため，四国内における大学等の協働だけでなく，国内の各関係機関や学会等とも連携し，
教員と職員が協働して開発することが肝要であると考えます。

図．SPOD−SD大学構想図
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４ 次世代リーダー養成ゼミナールの概要 
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次世代リーダー養成ゼミナール実施要項 

 

１．目 的 

   将来、事務職員がトップリーダー（役員）や高等教育界のリーダーとして、大学等

の経営を担うために必要な技能（実践力）・知識（理論）・態度を段階的に養成する。 

２．達成目標 

 【知識（理論）】 

  大学等の経営に必要となる以下のことができる。 

・高等教育に関する知識・理論（高等教育論、高等教育史、高等教育政策・行政、教

育関係法、教育財政）を応用することができる。 

  ・経営管理・戦略、財政管理・戦略、危機管理に関する知識・理論を応用することが

できる。 

  ・リーダーシップに関する知識・理論を応用することができる。 

【技能（実践力）】 

  上記の知識を利用して、大学等の大局的な運営に必要となる以下のことができる。 

  ・情報収集・分析を行うことができる。 

  ・企画策定・提案を行うことができる。 

  ・判断を行うことができる。 

  ・折衝・調整を行うことができる。 

  ・後継者育成を行うことができる。 

 【態度】 

  ・学生を中心とした教育活動に積極的に働きかけることができる。 

  ・立場の違う構成員と協力して働くことができる。 

  ・地域や高等教育界のニーズに応えることができる。 

  ・リーダーとしてふさわしい言動をとることができる。 

３．開催日（期間） 

  平成２４年度 

（第１回） 平成２４年 ６月２１日（木）～２３日（土）（愛媛大学・松山大学） 

（第２回） 平成２４年 ７月１９日（木）～２１日（土）（四国大学・徳島大学） 

（第３回） 平成２４年１１月１５日（木）～１６日（金）（高松テルサ） 

（第４回） 平成２５年 １月２４日（木）～２６日（土）（高知大学） 

 

平成２５年度 

（第１回） 平成２５年 ５月２３日（木）～２５日（土）（愛媛大学） 

（第２回） 平成２５年 ８月 １日（木）～ ３日（土）（桃山学院大学） 

（第３回） 平成２５年１１月１４日（木）～１６日（土）（香川大学） 

（第４回） 平成２６年 １月２３日（木）～２４日（金）（徳島大学） 

※次世代リーダー養成ゼミナールのプログラムは、２年間で２泊３日×８回実施する。 

 ただし、全体として必要時間数が確保される場合は、１泊２日とする場合がある。 
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４．対象者 

  以下の条件を満たす者。 

・40歳以下を原則とする。 

・各機関の長が推薦する者。 

・SPOD加盟校の職員。 

・スタッフ・ポートフォリオを作成し、受講申し込み時に提出できる者。 

 ※スタッフ・ポートフォリオ様式、記入要領等を送付しますので、ご参照ください。 

・受講にあたっての抱負が明確であり、受講申込時に文書（４００文字程度）で提出 

できる者。 

・専門職養成プログラム（専門教育・共通教育）のレベルⅡを修了した者、または、

それと同等の能力があると認められた者。 

※各機関においては受講者を選抜する段階で、面接等を実施してください。 

※２年間で修了要件である全日程の９割以上出席可能な人を推薦してください。 

５．募集人員 

８名程度（各機関より複数受講を希望する場合は優先順位を付す） 

６．講 師  

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 教授    秦  敬治 

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 講師    阿部 光伸 

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 講師    仲道 雅輝 

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 助教    大竹奈津子 

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 助教    清水 栄子 

愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 特任助教  丸山 智子 

愛媛大学教育学生支援部        部長    米澤 愼二 

愛媛大学総務部人事課         課長    吉田 一恵 他 

※上記に記載の職名・役職は当時のものです。 

７．修了要件 

  ・全日程の 9割以上出席。 

  ・全ての課題（レポート、プレゼンテーション、ディスカッション、実践等）をこな

し、合格すること。 

 ・最終口頭試問で合格すること。 

 ・全てのプログラムについて A～Ｄの４段階で評価し、総合判定 A～Ｃの評価を得る 

こと。 

  ※修了後は、SPODの SD講師に登録すること。 

８．主 催 

   主担当：四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯＤ）事務局 

   協力校：高知大学 
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次世代リーダー養成ゼミナール　カリキュラムマップ（３期生）

次世代リーダー養成ゼミナールの目指すもの 将来，事務職員がトップリーダー（役員）や高等教育界のリーダーとして，大学等の経営を担うために必要な知識（理論）・技能（実践力）・態度を段階的に養成します。

（知識）

１．高等教育に関する知識・理論（高等教育論，高等教育史，高等教育政策・行政，教育関係法，教育財政）を応用することができる

２．経営管理・戦略，財政管理・戦略，危機管理に関する知識・理論を応用することができる

３．リーダーシップに関する知識・理論を応用することができる

（技能）

４．情報収集・分析を行うことができる

５．企画策定・提案を行うことができる

６．判断を行うことができる

７．折衝・調整を行うことができる

８．後継者育成を行うことができる

（態度）

９．学生を中心とした教育活動に積極的に働きかけることができる

１０．立場の違う構成員と協力して働くことができる

１１．地域や高等教育界のニーズに応えることができる

１２．リーダーとしてふさわしい言動をとることができる

１．高等
教育

２．経営管理・
戦略，財政管
理・戦略， 危

機管理

３．リー
ダーシッ

プ

４．情報収
集・分析

５．企画策
定・提案

６．判断 ７．折衝・調整
８．後継者育

成
９．教育

活動
１０．協働

１１．地域
や高等教
育界の
ニーズ

１２．リー
ダとして
ふさわし
い言動

1 高等教育政策論 山本 2 ○

大学を取り巻く様々な政策を理解し，
大学改革において必要とされるマネ
ジメント力を発揮できるようになるた
めの基礎を養う。

１．1990年代以降の大学改革について説明することができる
２．我が国の大学の特質を説明することができる
３．大学を巡る諸環境の変化を説明することができる

◎ ○

2 高等教育IR 山田 1 ○

高等教育における計画立案，政策形
成，意思決定を支援するために，
データに基づく持続的な改善・意思決
定（ＩＲ）を効果的・効率的に行うため
の問題解決方法を養う。

１．高等教育質保証について説明することができる
２．.Institutional Research（IR）について説明できる
３．諸外国におけるIRの展開について述べることができる
４．日本におけるIRの展開について述べることができる
５．課題を洗い出し，課題解決に取り組むことができる

◎ △

3 高等教育史 石渡 2 ○
日本の高等教育の歴史とポイントを
理解し，現在の様々な大学の改革や
取組への繋がりを理解する。

１．高等教育機関の現状を説明することができる
２．日本の大学改革の歴史の概観を説明することができる
３．女性・女子教育の変化について説明することができる

◎

4 大学のガバナンスとマネジメント 船戸 2 ○
ガバナンスとマネジメントの違いを理
解し，戦略遂行のために自らに与え
られた課題を解決する能力を養う。

１．ガバナンスとマネジメントについて説明することができる
２．大学のガバナンスとマネジメントについて説明することができる
３．大学改革におけるガバナンスとマネジメントの役割について説明することがで
きる
４．リーダーとして必要な要件を述べることができる

◎ ○

5 高等教育戦略論 池田 2 ○

学部・研究科集合体を前提とした大
学経営の現状において，社会に求め
られる「戦略マネジメント」の体制構築
の方法について学ぶ。

１．戦略プランの必要性を述べることができる
２．戦略マップの有効性を説明することができる
３．戦略アークテクチャーを作成することができる
４．戦略を管理することができる
５．大学経営の中・長期計画に参画することができる

◎

6 危機管理論＆実践 阿部 1 ○

管理職として担うべき責任，大学職員
に求められる権利・義務を理解した上
で，事件・事故等に対処・予防策の構
築方法を学ぶ。

１．大学等における危機管理とは何かについて説明することができる
２．管理職の果たすべき責任について説明することができる
３．大学職員の関係する事件・事故等について説明することができる
４．事件・事故等に自ら判断を行い，対処することができる
５．事件・事故等の予防対策を構築することができる

◎ ○

7 SD論 各務 2 ○

リーダーに必要な資質の一つとして，
職場（現場）を理解することである。Ｓ
Ｄ論を通して，職場（現場）の業務分
析について理解する。

１．大学における業務の意義・位置づけについて述べることができる
２．職場における業務について情報を収集し，業務内容を明確化をすることがで
きる
３．職場における必要な能力の分析をすることができる

◎ △ △

8 SD演習 秦 2 ○

問題を「作らない」「解決する」ための
理論について理解し，実践的側面に
ついても理解を深めていく。

１問題を作らないための「影響の輪」と「信頼残高」とは何かを説明できる
２．直面する問題を発見し，その種類を分類することができる
３．問題を解決する方法を策定することができる

◎ △ △ ○ △ ○

9 大学職員論 福島 2 ○
「事務職員」から「大学職員」への発
展の背景を振り返り，そのプロフェッ
ショナル性について考える。

１．これからの大学職員に求められる能力を説明することができる
２．ＳＤの本質について説明することができる
３．業務改革の進め方について説明することが出来るとともに，チームと協働して
実践できる

○ ◎ △ △

10 インストラクショナルデザイン（ID)手法を活用した企画・立案マネジメント 仲道 1 ○

問題解決手法であるインストラクショ
ナルデザイン（ID）を理解し，自身の
業務実践の場に活かせる業務の効
率化や課題解決に向けた方策が見
出せるようになる。

１．インストラクショナルデザイン（ID）が課題解決の方法論であることを説明でき
る
２．企画・立案にあたって、現状と到達目標とのギャップを明確化することの重要
性を説明できる
３．課題抽出のワークを通じて、自らの実践上の課題が明確化し、その内容が説
明できる

○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ △

11 リーダーシップ論＆実践Ⅰ 秦 2 ○

自分のリーダーシップ・スタイルを分
析し，部下を成長させながら組織が
成果を上げるための方策について理
解する。

１．組織が成果をあげるために必要なリーダーの役割を説明することができる
２．選択理論を活用したマネジメントについて説明することができる
３．リーダーとしての行動を選択理論に基づいて振る舞うことができる
４．リーダーシップ・スタイルの使い分けについて説明することができる

◎ △ △

12 リーダーシップ論＆実践Ⅱ 秦 1 ○
チーム作りの秘訣を知るととともに，
仲間や部下と信頼関係を築く理論に
ついて理解する。

１．組織のあり方や個性の発揮とチームワークのバランスを理解した上で，メン
バーの強みを引き出すリーダーシップを実践することができる
２．仲間を集める方法，仲間と助け合う方法，仲間と信頼を強める方法，仲間と一
緒に成長していく方法を実践することができる

◎ △ △ △

13 フォロワーシップ実践 米澤 1 ○
フォロワーシップの概念を理解し，
リーダーとフォロワー間でWin-Winの
関係を築くことができる。

１．フォロワーシップ（必要性，手法等）について述べることができる
２．自己の仕事レベルでフォロワーシップを発揮することができる ◎ △ △ ○ ○

到達目標

カリキュラム 講師 単位

講
義

授業の到達目標
（この授業科目の学習後に到達すべき
目標を，ゼミ生を主語にして，行為動詞

を使用して箇条書きに記入）

◎=到達目標達成のために，特に重要な事項　○=到達目標達成のために，重要な事項　△=到達目標達成のために，望ましい項目
知識 技能 態度

２年目１年目
研修の目的

（この受講科目の存在意義を記入）
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次世代リーダー養成ゼミナール　カリキュラムマップ（３期生）

次世代リーダー養成ゼミナールの目指すもの 将来，事務職員がトップリーダー（役員）や高等教育界のリーダーとして，大学等の経営を担うために必要な知識（理論）・技能（実践力）・態度を段階的に養成します。

（知識）

１．高等教育に関する知識・理論（高等教育論，高等教育史，高等教育政策・行政，教育関係法，教育財政）を応用することができる

２．経営管理・戦略，財政管理・戦略，危機管理に関する知識・理論を応用することができる

３．リーダーシップに関する知識・理論を応用することができる

（技能）

４．情報収集・分析を行うことができる

５．企画策定・提案を行うことができる

６．判断を行うことができる

７．折衝・調整を行うことができる

８．後継者育成を行うことができる

（態度）

９．学生を中心とした教育活動に積極的に働きかけることができる

１０．立場の違う構成員と協力して働くことができる

１１．地域や高等教育界のニーズに応えることができる

１２．リーダーとしてふさわしい言動をとることができる

１．高等
教育

２．経営管理・
戦略，財政管
理・戦略， 危

機管理

３．リー
ダーシッ

プ

４．情報収
集・分析

５．企画策
定・提案

６．判断 ７．折衝・調整
８．後継者育

成
９．教育

活動
１０．協働

１１．地域
や高等教
育界の
ニーズ

１２．リー
ダとして
ふさわし
い言動

到達目標

カリキュラム 講師 単位

授業の到達目標
（この授業科目の学習後に到達すべき
目標を，ゼミ生を主語にして，行為動詞

を使用して箇条書きに記入）

◎=到達目標達成のために，特に重要な事項　○=到達目標達成のために，重要な事項　△=到達目標達成のために，望ましい項目
知識 技能 態度

２年目１年目
研修の目的

（この受講科目の存在意義を記入）

14 スタッフ・ポートフォリオ入門 阿部 2 ○
スタッフ・ポートフォリオについて理解
し，作成手法を修得する。

１．スタッフ・ポートフォリオの作成方法を説明することができる
２．スタッフ・ポートフォリオを作成でき，その有益性を説明することができる
３．スタッフ・ポートフォリオを完成させるまでのプロセスを説明できる

○ ◎ ○ ○ ◎

15 メンター入門 阿部 1 ○ メンターとなる職員（上司）が，メンタリ
ングの必要性について理解する。

１．メンタリングについて説明できる
２．メンターの役割を説明できる
３．スタッフ・ポートフォリオ作成時のメンターの関わり方を説明できる

○ △ ◎ ○ ○

16 リーダーシップ育成実践（ＥＬＳ） 秦 2 ○ ○

学生と自由に意見を交わすことによ
り，リーダーとしてのコミュニケーショ
ン能力の向上を図るとともに，学生に
対する初歩的な教育活動を実践す
る。

１．ポイントとなる論点を押さえること，多数決に依存しすぎないこと，時間制限の
中で端的に意見を言うことを実践することができる
２．非言語コミュニケーション（話し手への視線，相手が話しやすいと思う表情，相
槌等）を意識して実践することができる

△ △ ◎

17 メンタリング実践Ⅰ 阿部 1 ○ ○ スタッフ・ポートフォリオ作成に資する
メンタリングを実践する。

１．スタッフ・ポートフォリオ作成時のメンターの関わり方を説明できる
２．スタッフ・ポートフォリオに記された内容についてメンタリングを行うことができ
る
３．スタッフ・ポートフォリオ作成の援助ができる

○ △ ◎ ○ ○ △

18 メンタリング実践Ⅱ 阿部 1 ○ ○
メンタリング実践Ⅰで作成したスタッ
フ・ポートフォリオのブラッシュアップ
に向けたメンタリングを実践する。

１．スタッフ・ポートフォリオ作成時のメンターの関わり方を説明できる
２．スタッフ・ポートフォリオに記された内容についてメンタリングを行うことができ
る
３．スタッフ・ポートフォリオ作成の援助ができる

○ △ ○ ◎ ○ ○ △

19 自大学プレゼンテーション 全講師 3 ○

トップリーダーになったつもりで自大
学を紹介することにより，プレゼン
テーションにおける，伝え方，話の組
み立て方，スライドの作り方の基本を
習得する。

１．数多くある自大学の魅力の中から伝えたいことを厳選し，短い時間で分かりや
すく，聴衆の心に残るプレゼンテーションをすることができる
２．他者のプレゼンテーションを観察しフィードバックを行うことで，優れた点や問
題点を分析し，自らのプレゼンテーションに反映させることができる

△ ○ ◎

20 1990年代以降の大学改革ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 全講師 3 ○

1990年代以降の大学改革（12項目の
うち1項目）について発表することによ
り，大学改革について理解するととも
に，プレゼンテーションのスキルの向
上を目的とする。

１．1990年代以降の大学改革について，プレゼンテーションをすることができる
２．大学改革において必要とされるマネジメント力を発揮することができる
３．他者のプレゼンテーションを観察しフィードバックを行うことで，優れた点や問
題点を分析し，自らのプレゼンテーションに反映させることができる

△ △ ○ ◎

21 自大学における1990年代以降の大学改革ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 全講師 2 ○

1990年代以降の大学改革に対応した
自大学における教育改革，組織改革
等を発表することにより，自大学の改
革について理解するとともに，プレゼ
ンテーションスキルの向上を目的とす
る。

１．1990年代以降の大学改革に対応した自大学における教育改革，組織改革等
について，プレゼンテーションをすることができる
２．高等教育政策の動向について理解した上で，自大学に必要な大学改革の提
案をすることができる
３．他者のプレゼンテーションを観察しフィードバックを行うことで，優れた点や問
題点を分析し，自らのプレゼンテーションに反映させることができる

△ △ ○ ◎

22 大学職員になろうキャンペーン企画 秦 3 ○

大学職員の魅力について，自大学の
学生に理解してもらうための企画立
案を行う。また，他大学の魅力につい
ても，情報収集する。

１．大学職員の魅力を伝える企画を立案することができる
２．他大学の魅力について，情報を収集することができる
３．大学の特性を理解した上で，日常業務に活かすとともに，新規業務等におけ
る客観的分析に活用することができる
４．キャリアプランニングをサポートすることができる

△ ◎ △ △

23 大学職員になろうキャンペーンプレゼンテーション 秦 1 ○

大学職員の魅力について，学生を対
象にプレゼンテーションをすることに
より，大学で働くことに興味を持っても
らうとともに，プレゼンテーションのス
キルの向上を目的とする。

１．大学職員の魅力について，他者に説明することができる
２．意欲あふれる職員を集めることができる
３．他者のプレゼンテーションを観察しフィードバックを行うことで，優れた点や問
題点を分析し，自らのプレゼンテーションに反映させることができる

◎ ○ ○

24 トップリーダーとの対談 全講師 3 ○
大学のトップリーダーと対談をするこ
とにより，大学経営・戦略手法や危機
管理等について理解を深める。

１．話を聴くポイント，メモのとり方について説明することができる
２．ストーリー性をもって，対談を実施することができる
３．大学運営・戦略手法や危機管理等についての実践的な関心を広げ，組織を
取り巻く環境や置かれた状況に応じた諸問題について，解決に取り組むことがで
きる
４．リーダーとしての実践的な態度を養い，組織を前へ推し進めることができる

○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

25 ディベート演習 全講師 2 ○

相手の話を的確にメモを取り，趣旨や
根拠を分析的に理解する。そして，相
手の議論の矛盾点をすばやく確認
し，短時間にプレゼンテーションする。

１．複雑な状況下でも正しい判断をすることができる
２．相手の主張をよく聴き，すばやくその論点を見抜くことができる
３．自分の考えを効果的に人に伝えることができる

△ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ △
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次世代リーダー養成ゼミナール　カリキュラムマップ（３期生）

次世代リーダー養成ゼミナールの目指すもの 将来，事務職員がトップリーダー（役員）や高等教育界のリーダーとして，大学等の経営を担うために必要な知識（理論）・技能（実践力）・態度を段階的に養成します。

（知識）

１．高等教育に関する知識・理論（高等教育論，高等教育史，高等教育政策・行政，教育関係法，教育財政）を応用することができる

２．経営管理・戦略，財政管理・戦略，危機管理に関する知識・理論を応用することができる

３．リーダーシップに関する知識・理論を応用することができる

（技能）

４．情報収集・分析を行うことができる

５．企画策定・提案を行うことができる

６．判断を行うことができる

７．折衝・調整を行うことができる

８．後継者育成を行うことができる

（態度）

９．学生を中心とした教育活動に積極的に働きかけることができる

１０．立場の違う構成員と協力して働くことができる

１１．地域や高等教育界のニーズに応えることができる

１２．リーダーとしてふさわしい言動をとることができる

１．高等
教育

２．経営管理・
戦略，財政管
理・戦略， 危

機管理

３．リー
ダーシッ

プ

４．情報収
集・分析

５．企画策
定・提案

６．判断 ７．折衝・調整
８．後継者育

成
９．教育

活動
１０．協働

１１．地域
や高等教
育界の
ニーズ

１２．リー
ダとして
ふさわし
い言動

到達目標

カリキュラム 講師 単位

授業の到達目標
（この授業科目の学習後に到達すべき
目標を，ゼミ生を主語にして，行為動詞

を使用して箇条書きに記入）

◎=到達目標達成のために，特に重要な事項　○=到達目標達成のために，重要な事項　△=到達目標達成のために，望ましい項目
知識 技能 態度

２年目１年目
研修の目的

（この受講科目の存在意義を記入）

26 SDプログラム構築実践Ⅰ（講師養成） 阿部 2 ○ SPOD-SD講師に必要な知識・技能・
態度について学ぶ。

１．SPOD-SD講師に必要な知識・技能・態度について説明できる
２．コミュニケーション力の必要性を説明できる
３．自己紹介からセミナーへの導入が出来る

◎ ○

27 SDプログラム構築実践Ⅱ（シラバスの書き方） 米澤 1 ○
SDプログラムにおける，シラバスの定
義，プログラム概要，到達目標の設
定，研修内容等について理解する。

１．シラバスの定義を説明することができる
２．適切なプログラム概要を作成ことができる
３．適切な到達目標を設定することができる
４．効果的な学習を促すシラバスをデザインすることができる

△ ◎ △ ○

28 SDプログラム構築実践Ⅲ（SPODフォーラム） 全講師 4 ○

SPODフォーラムで担当するプログラ
ムにおける，シラバスの定義，プログ
ラム概要，到達目標の設定，研修内
容等について理解する。

１．SPOD-ＳＤ講師となることができる
２．プログラムのシラバスについて，同期生と協働して作成することができる
３．受講対象者のニーズを調査することができる

○ ○ △ △ ○ ◎ △

29 SPODフォーラム準備 全講師 6 ○
SPODフォーラムで担当するプログラ
ムにおける，研修内容等について理
解する。

１．SPOD-ＳＤ講師となることができる
２．プログラムについて，同期生と協働して段取り良く準備をすることができる
３．受講対象者のニーズを調査することができる

○ ◎ △ △

30 SPODフォーラムプログラム実践・講評 全講師 4 ○ ○
SPODフォーラムで担当するプログラ
ムの事前講義を行い，課題の解決策
を見いだせるようになる。

１．SPODフォーラムで講師を担当することができる
２．プログラムの質問に対して，明確に返答することができる
３．講評を行うことで，優れた点や問題点を分析し，SPODフォーラム本番に反映
させることができる
４．大学等におけるSDプログラムの企画・立案ができる

△ △ △ ◎ ○ △

31 SPODフォーラム振り返り 全講師 0.5 ○
振り返りを行うことで，次に活かして
いくための改善点を見いだせるように
なる。

１．どの点を改善すれば次に確実に反映することができるか述べることができる ◎ △ ○

32 修了プロジェクト課題設定プレゼンテーション 全講師 2 ○
プロジェクトの企画立案，進捗管理，
リスク管理などを含めて修了プロジェ
クトの課題設定を行う。

１．修了プロジェクトの課題設定について，他者に説明できる。
２．今後，自分にとっての課題が何であるのかを明確に認識できている
３．他者のプレゼンテーションを観察しフィードバックを行うことで，優れた点や問
題点を分析し，自らの修了プロジェクトに反映させることができる

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

33 修了プロジェクト実践論文の書き方 秦 1 ○

本ゼミナールで求められる論文がど
のようなものかを理解し，一定の論理
的手続きに基づいて文章を組み立て
るための方策を理解する。

１．自分のプロジェクト論文の基本コンセプトを他者に説明でき，実行可能な執筆
計画を立てることができる △ ◎

34 修了プロジェクト企画進捗状況プレゼンテーション 全講師 4 ○

プロジェクトの進捗状況を発表するこ
とにより，振り返りを行うとともに，進
行を妨げている課題（各種トラブル）
の解決策を見出せるようになる。

１．プロジェクトの進捗状況について，他者に説明し，前回の進捗報告から今回の
報告までの自らの作業を振り返ることができる
２．プロジェクトの計画と現状がどのくらい異なるのかを，認識することができる
３．問題解決のための理論および実践の具体的方策を策定することができる

○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎　 ◎　 ◎　 ◎　

35 修了プロジェクト発表 全講師 3.5 ○
プロジェクトのマネジメントの手法や
結果を他者に理解してもらい，その意
義や重要性を認めてもらう。

１．プロジェクトのマネジメントの手法や結果について，他者に説明することができ
る
２．プロジェクトの意義や重要性について，説明することができる
３．プロジェクトの実現についての質問に対して，明確に返答することができる
４．大学の運営を担うための理論および実践の具体的方策を総合的に策定する
ことができる

△ △ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

※１単位は９０分を目安としている（ただし，講義によっては最大１２０分まで要することもあります）

修
了
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践
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次世代リーダー養成ゼミナール活動報告（３期生） 

 

○１年目（平成２４年度） 

 

【 第１回  愛媛県 】 

 

6月21日（木）（会場：愛媛大学） 

01・開講式 ～オリエンテーション・アイスブレイク～   

               

02・メンタリング実践Ⅰ  

～ポートフォリオを基に，２期生からメンタリング～ 

 

03・リーダーシップ論＆実践Ⅰ  

 

04・リーダーシップ育成実践（ELS） ～愛媛大学の学生と意見交換～ 

 

6月22日（金）（会場：愛媛大学） 

05・高等教育IR  

 

06・自大学プレゼンテーション ～自大学の魅力を伝えよう！～ 

 

07・高等教育政策論 ～講師：桜美林大学 山本眞一 教授～ 

 

08・情報交換会 ～愛媛大学「セ・トリアン」にて歓迎会～ 

 

6月23日（土）（会場：松山大学） 

09・高等教育史 ～講師：桜美林大学 石渡尊子 准教授～ 

 

  Ｔｏｐｉｃ１  【6月22日（金）情報交換会～愛媛大学「セ・トリアンにて歓迎会～」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワークショップをとおして、リーダーシップを発揮！ 

 グループでKJ法を活用し、意見をまとめ発表 

０３ 

０５ 

０８ 

３期生の歓迎会が開催されました。幹事は２期生です。なお、基本的に、このゼミナールの懇親会幹事は、受講生が務

めます。たかが飲み会の幹事ではありません。皆がどうすれば喜んでくれるのかを必死で考え、入念に店を選び、丁寧に

予約をして、会が盛り上がるように手際よく動き、全体をまとめる。通常の仕事とは、ひと味違った仕事の結果を見せる

ことができるのです。 

平成２３年度まで女性の受講生は少なかったのですが、３期生は女性が４名も参加され、華やかになりました♪ 

179



【 第２回 徳島県 】 

 

7月19日（木）（会場：四国大学） 

10・1990年代以降の大学改革プレゼンテーション 

 

7月20日（金）（会場：徳島大学） 

11・トップリーダーとの対談 

～徳島大学 岩川雅士 理事・四国大学 佐藤勉 事務局長・愛媛大学 渡邉春重 理事との対談～ 

 

12・リーダーシップについて語ろう！ 

 

13・大学のガバナンスとマネジメント ～講師：九州共立大学 船戸高樹 教授～ 

 

7月21日（金）（会場：徳島大学） 

14・２期生によるSPODフォーラムプログラム講義と講評 

  『若手職員のためのキャリアデザイン入門』－ワークショップで描く理想の職員像－ 

～２期生の講義を受講し、フィードバックを行う～ 

 

       

 

Ｔｏｐｉｃ２  【7月20日（金）トップリーダーとの対談】 

  

 

徳島大学 岩川雅士 理事・四国大学 佐藤勉 事務局長・愛媛大学 

渡邉春重 理事のトップリーダー３名と対談を行いました。 

３期生は緊張した面持ちでしたが、事前に質問内容や進行等を練って

いたこともあり、最初から最後までストーリー性をもって対談を実施し

ていました。 

この対談を通じて、トップリーダーが考える大学経営、戦略手法、危

機管理等についての理解を深めるとともに、リーダーには、豊かな社会

性や規範意識、他者を思いやる温かい心と冷静な判断力が必要であるこ

とを学びました。 

 

 

 

１４ １４ 

１１ 

理想の職員像についてワークショップ １０年後の理想の職員像＆その為に明日から実行すること発表！！ 
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【 第３回 香川県 】 ※南大阪コンソーシアムから４名が参加 

 

11月15日（木）（会場：高松テルサにて合宿） 

15・1990年代以降の大学改革に対応した自大学における 

教育改革，組織改革プレゼンテーション 

 

16・Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ ―人的資源の側面からー  

～講師 ワシントン大学 Denise Rollin 人事部長～ 

 

17・大学職員になろうキャンペーン企画 

～大学職員の魅力とは？～ 

 

 11月16日（金）（会場：高松テルサ） 

18・危機管理論＆実践  

 

19・リーダーシップ論＆実践Ⅱ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔｏｐｉｃ３  【11月15日（木）大学職員になろうキャンペーン企画】 

 

 

大学職員の魅力について、自大学の学生に理解してもらい、大学で働くことに

興味を持ってもらうためにどうすれば良いのかを考える企画です。 

 ２期生・３期生・南大阪地域大学コンソーシアム受講生が、違う大学の人とグ

ループを作り、大学職員の魅力について熱く議論を交わしました。今まで気づか

なかった大学職員の魅力を知ることができました。 

今回は、講師陣およびスタッフもグループを作り、企画に参加しました！ 

 

 

 

 

 

Denise氏：米国式の大学職員の開発支援について講話 

１６ 

１７ 

今回は、1泊２日の合宿でした。南大阪地域大学コンソーシアムから４名の受講者がありました。他地域の大学職

員と情報交換や交流を深めるとともに、それぞれの所属大学が抱える課題や問題点等の共有と解決を図りました。 
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【 第４回 高知県 】 

 

1月24日（木）（会場：高知工科大学） 

20・２期生による修了プロジェクト発表 

 

1月25日（金）（会場：高知大学） 

21・大学の構成員を巻き込んだプロジェクトの構築プレゼンテーション 

 

22・フォロワーシップ実践 

 

23・ＩＤを活用した職員による企画・立案マネジメント 

 

24・２期生修了パーティ～高知パレスホテル～ 

 

 1月26日（土）（会場：高知大学） 

25・メンタリング実践Ⅱ 

 

26・大学職員になろうキャンペーンプレゼンテーション 

 

27・２年目に向けての意見交換 

 

28・講話 ～高知大学 深見公雄 理事・副学長～ 

 

29・２期生による次世代リーダー養成ゼミナール振り返り発表 

 

30・修了式（２期生） ～３期生を代表して大塚さんが送辞～ 

 

 

 

 

 

自分の上司の良いところとその理由についてペアワーク 

今後１年かけて実施する、大学の構成員を巻き込んだ

プロジェクトの発表！ 

２１ 

２２ 

２期生の修了パーティでは、３期生が企画・運営を担当！根ヶ山さんによるベリーダンスの披露もあり、大盛り上がり♪ 
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○２年目（平成２５年度） 

 

【 第１回 愛媛県 】今回より，名称が次世代リーダー養成『研修』から『ゼミナール』へ変更 

          名称変更したことにより受け身の受講から主体的・能動的な学びへ！！ 

 

5月23日（木）（会場：愛媛大学） 

31・メンター入門  

～４期生とのメンタリング実践に向けメンタリングの必要性を理解する～ 

 

32・開講式 ～新たに４期生１０名が参加～ 

 

33・プロジェクト進捗報告 

 

34・リーダーシップ育成実践（ELS） ～愛媛大学の学生と意見交換～ 

 

5月24日（金）（会場：愛媛大学） 

35・SPODフォーラム用シラバス作成Ⅰ 

～テーマ：若手職員に知ってもらいたい『報・連・相』のコツに決定～ 

 

36・愛媛大学キャンパス見学 

 

37・情報交換会 ～愛媛大学「セ・トリアン」にて４期生歓迎会～ 

 

 5月25日（土）（会場：愛媛大学） 

38・SD論 ～講師：順天堂大学 各務正 部長～ 

 

 

 

 

  

 Ｔｏｐｉｃ４  【5月23日（木）プロジェクト進捗報告】 

 

 大学の構成員を巻き込んだプロジェクトの進捗状況を発表。前回のプ

ロジェクト設定発表から今回までの作業を報告することにより、自ら振り

返りを行うとともに、進行を妨げている課題（各種トラブル）の解決策を

見出せました。人事異動になり、プロジェクトの実行が難しくなってしま

ったケースもあれば、同僚や上司の前でプロジェクト内容を披露し、周り

に理解を広げる試みをしているケースもあり、普通の研修では決して見る

ことのできない苦労が垣間見えました。 

また、プレゼンテーションでは、毎回、評価シートに基づき、講師陣及

び受講生間で評価を行っています。評価のポイントは、構成・内容・熱意・

コミュニケーション・意識の変容・話す速さ・声の明瞭さ・顔の表情・視

線の向け方・身振り・時間の１１項目に加え、プロジェクト発表について

は、問題解決との一致・ニーズとの一致・自由発想・リスク管理の４項目

の計１５項目です。これらの評価を基に、次回のプレゼンテーションに反

映させています。 

 

 

学生と意見を交わすことにより、リーダーとしてのコミ

ュニケーション能力の向上を！ 

自大学のキャンパスを案内中♪ 

 

３４ 

３６ 

３３ 
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【 第２回 大阪府 】※四国外（大阪）での初めてのゼミナール 

 

 8月1日（木）（会場：桃山学院大学(大阪府和泉市)） 

39・SPODフォーラムプログラム講義 

「若手職員に知ってもらいたい『報・連・相』のコツ」 

 ―もっと良くなる職場内コミュニケーションー 

 

8月2日（金） 

40・プロジェクト進捗報告 

 

41・SPODフォーラムプログラム準備 

 ～講評を基に、今月末に開催されるＳＰＯＤフォーラムに 

向けてプログラムの再構築～  

 

42・高等教育戦略論  

～講師：名城大学 池田輝政 教授～ 

Ｔｏｐｉｃ５  【8月20日（火）ＳＰＯＤフォーラム】 

   

 若手職員に知ってもらいたい『報・連・相』のコツ－もっと良くなる職場内コ

ミュニケーション－と題して、講師を務めました。プログラムの受講生は２８

名。（ＳＰＯＤ加盟校２０名、ＳＰＯＤ加盟校外８名） 

講師を務めるにあたり、３期生内でシラバス作成からプログラム内容に

ついて議論を重ねて実施した結果、受講した全ての方から、満足できるプ

ログラムであったと評価をいただきました！！！ 

 

●プログラムの概要 

効果的な「報・連・相」について理解を深め、コミュニケーションに関する課

題解決案を作成する。 

●到達目標 

①効果的な報告・連絡・相談の方法を説明することができる 

②効果的な報連相を使って、コミュニケーションに関する課題を解決する方

策をたてることができる 

●受講して良かった点 ～受講者アンケートから～ 

・報・連・相のコツやポイントが整理されていて、具体例も示していただいた

ので分かりやすかったです。 

・同様の悩みを解決してこられた方が講師をされており、具体的かつ実現

的な解決策を聞けた。 

・これまでの自分の仕事を見直し、今後の取り組み方を考えることができ

た。 

☆ＳＰＯＤフォーラム準備から講師を務めて身についた能力 ～３期生アンケートから～ 

・相手の意見を肯定的・否定的の両方から検討し、自分の考えをどのように伝えるか考える力。 4時間という時間をどのようにマネジメント

するか、またそれを構成する個々のパートをどのように作り上げていくかを考える構成力と、同期とそれを作り上げていく協働力。 

・プログラムの「到達目標」の達成に向けて、内容を効果的に積み上げていくための論理的な思考能力である。また、設定した「到達目標」と

「４時間」という時間の中で、過不足なく、かつ受講生の視点に立って、内容を構築する能力は、企画力等にもつながるものと考えられる。 

・８人で作ることには本当に苦労した。各個人，得手不得手もあれば，話し合いの時のスタンスというか個性もある。ただし，そういった経緯

を経て我々３期生がそれぞれの立ち位置というか役割分担が自然に出来た。また，それぞれがパートリーダーとして機能するために，他

の人がやったほうが効果的である，または他の人がやっていこうとしていることには踏み込まないように見極めるよう注意していたので，

全体の中で誰がどう動いているのかを静観する力がついた。 

桃山学院大学にて集合写真！四国外での開催は、新しい出会いもあり、他

地域との受講生と研修を行うことにより、視野を広げることができた。  
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【 第３回 香川県 】 

11月14日（木）（会場：香川大学） 

43・メンタリング実践Ⅱ 

44・４期生による大学職員になろうキャンペーンプレゼンテーション講評 

11月15日（金）（会場：香川大学 夜はマリンパレスさぬきにて合宿） 

45・香川大学キャンパス見学 

46・講師養成講座 

47・SPOD－SDプログラム講師を目指して 

48・プロジェクト進捗報告 

49・プロジェクト論文の書き方 

50・ディベート演習 

11月16日（土）（会場：香川大学） 

51・大学職員論 講師 追手門学院大学 福島一政 副学長～ 

52・SD演習 問題を「作らない」「解決する」ための理論と実践 

～影響の輪と信頼残高～ 

Ｔｏｐｉｃ６  【プロジェクト実践レポートについて】 

プロジェクト実践論文とは、大学の構成員を巻き込んだ

プロジェクトを、企画立案、進捗管理、リスク管理等を含

め、１年間かけて実施し、先行研究の検討、具体的な方法、

結果の考察（まとめと今後の課題）、参考文献の適切な引用

および明示など、論文としての体裁を整え、単なる報告書

ではなく、普遍性を持った価値ある情報であることが望ま

れるものです。 

３期生から、こうしたプロジェクト実践レポートと

なるよう、指導教員制を適用し指導体制を強化しました。

論文の構成等で行き詰まった時には、指導が深夜まで続く

こともあり、３期生は真剣に論文執筆に取り組んでいき

ました。 

４６ 

講師として登壇することを想定し、自己紹介～講義の導

入、展開までを７分で発表中！発表後は、受講生間で良

かった点・改善点のフィードバックを実施 

４３ 

信頼関係を構築し本音で話しをしてもらうことで、メンテ

ィの想いや能力を引き出して（気づかせて）あげる。 
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【 第４回 徳島県 】 

 

1月23日（木）（会場：徳島大学） 

 53・修了プロジェクト発表 

 

 1月24日（金）（会場：徳島大学） 

 54・４期生による大学の構成員を巻き込んだプロジェクトの 

構築プレゼンテーション講評 

 

55・最終口頭試問 

 ～待ち時間に次世代リーダー養成ゼミナール２年間を振り返って 

発表準備～ 

 

56・次世代リーダー養成ゼミナール２年間振り返り発表 

 

57・講話 ～愛媛大学 秦 敬治教授～ 

 

58・修了式・修了パーティ ～アグネスホテル～ 

 

 

 

 

 

 

Ｔｏｐｉｃ７  【1月24日（金）修了パーティ】 

修了おめでとうございます♪ 

１年間かけて実施してきたプロジェクトの発表では、３期生

全員からプロジェクトに対する熱意が伝わってきました！ 

３期生にとっては、学んだ仲間や講師陣と２年間の思い出を語り合う最後の場として、４期生が企画・運営をしました。歓談中には、２

年間のゼミナールの軌跡を記録したスライドショーが上映されたり、ゼミナールがヘビーで、四国４県をローテーションして開催している

ことをかけ、４期生によるＡＫＢ４８「ヘビーローション」の披露があり、時間を忘れて楽しい時間を過ごしました♪ 

５３ 

５８ 

５３ 
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●次世代リーダー養成ゼミナールを受講して ～３期生より～ 

 

本ゼミナールを受講して身につけられるのは、単なるスキルや知識だけではありません。魅力ある講師陣、国公私立と

設置形態の違う他大学の職員さんなど、普段会うことのできない様々な人達から刺激を受けることができますので、物事

に対する姿勢や発想、立ち居振る舞いなど、リーダーとして必要な要素を幅広く身につけることができます。みなさんも

大学職員として更なる成長を目指したいのであれば、ぜひ受講してみてください。（愛媛大学 大塚陽介） 

 

自分が大学職員であるということを再認識し、大学職員に愛を感じた 2年間でした。特に、高等教育史を受講した時は、

長い歴史を経てきた高等教育の現場に、今関わっていることの誇らしさと喜びを感じました。そしてなによりも、同じ課

題に取り組み、切磋琢磨してきた 3期生との出会い。よく笑い、よく語り、そしてよく飲みました。この出会いに感謝し

つつ、これからもお互いを高めていけるような存在でありたいと思っています。（香川大学 野口里美） 

 

次世代リーダー養成ゼミナールは、大学等の経営を担うために必要な知識や技能等を身につける研修です。講義形式だ

けでなく、自大学においてプロジェクトを企画し実践することや、ＳＰＯＤフォーラムで講師を務めるなど、多様なプロ

グラムが準備されています。研修生とは深く交流でき、講師陣からも様々な側面からの指導を受けられ、プログラムと人

を通して成長することができます。是非、皆さんも受講してみてください。（高知大学 浜田昌代） 

 

本ゼミナールは、大学職員として必要な知識を習得できるだけでなく、ＳＰＯＤフォーラムや学内プロジェクトの実

施を通じて、リーダーとして「自ら企画する」「他者を巻き込む」ためのスキル・態度・資質なども身に付けることが

できるプログラムです。また、受講生間で課題や体験を共有することで、同期の絆や講師陣との密度の高い関係など「か

けがえのないもの」を得ることができます。皆さんもぜひ受講されてみてはいかがですか。（高知大学 宮内卓也） 

 

この研修を受講しての率直な感想は、「しんどかった」の一言に尽きます。2年間に渡る研修と毎回課される課題を、所

属大学の業務と並行して行うのは、時間的にも体力的にも難しいものでした。しかし研修の中で、講師の方々や同期生と

多くの議論や協働作業を行ったことで、たくさんの刺激を受けるとともに、同期生という良い仲間にも出会うことができ

ました。この研修を受講したことは、自分にとって有意義な経験となりました。（高知工科大学 井村公一） 

 

「次世代リーダー養成ゼミナール」は、今までにない研修です。研修内容はハードで課題も多く大変なこともたくさん

ありますが、それを乗り越えるからこそ仲間との絆は深くなり、講師への信頼も厚くなります。また、各大学のトップリ

ーダーとの対談、ＳＰＯＤフォーラムで講師を行うなど、普通の大学職員ではできないことを経験することができます。

みなさんも、大学職員としてのスキルアップのため、また、自己啓発のためにぜひ受講してみてください。（徳島大学 根

ヶ山須美子） 

 

このゼミナールでの様々な設置形態の大学職員や専門性の高い講師陣との出会いは、大きな刺激と、大学職員という業

務を見つめ直す貴重な時間となりました。ＳＰＯＤフォーラムでは、四国の大学職員が仲間となり、1 つの目標に向かっ

て知識やスキルを結集させ、プログラム作り、講師を努めました。結果、チームワークがもたらした成果に大きな達成感

を得ることができました。大学職員の新しい魅力を発見したい方、ぜひ受講してみてください。（四国大学 平野法子） 

 

2年間、全 8回という長い研修でしたが、その分修了後の達成感は大きなものでした。途中、くじけそうになることも

ありましたが、講師や事務局の人達、職場の同僚、そして何よりも共に 2年間受講した同期の言動に励まされ、修了する

ことができました。四国 4県の様々な大学から集まった受講生は、担当業務も勤続年数もバックグラウンドも人それぞれ

でしたが、「大学を良くしていきたい」という思いは同じだったのだと思います。（松山大学 木守武文） 

 

 
 

●編集後記 

 

次世代リーダー養成ゼミナールも４年目を迎えました。初年度以来、プログラム内容は受講生の意見を基に、より実践

的なものとなるよう改善を重ねてきましたが、本ゼミナールの核となる、大学職員がトップリーダーや高等教育界のリー

ダーとして、大学等の経営を担うために必要な技能・知識・態度を段階的に養成するという形は、変わっていません。今

年度で本ゼミナールの修了生は２３名となりました。２年間のゼミナールで得られた経験と知識を各大学で活かしていた

だき、更にはＳＰＯＤのＳＤ講師として、若手職員を支え、育てて行っていただければ幸いです。（愛媛大学 神谷） 
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次世代リーダー養成ゼミナール担当教職員 

秦  敬治 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 教授 

阿部 光伸 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 講師 

仲道 雅輝 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 講師 

大竹奈津子 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 助教 

清水 栄子 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 助教 

丸山 智子 愛媛大学教育・学生支援機構教育企画室 特任助教 

米澤 愼二 愛媛大学教育学生支援部 部長 

吉田 一惠 愛媛大学総務部人事課 課長 

秋谷 恵子 愛媛大学総務部ハラスメント防止対策室 室長 

武智 和康 愛媛大学総務部人事課 副課長 

久保 秀二 愛媛大学総務部人事課 チームリーダー 

上甲 功治 愛媛大学総務部人事課 チームリーダー 

川井 順子 愛媛大学総務部人事課 課員 

神谷 敦子 愛媛大学総務部人事課 課員 

次世代リーダー養成ゼミナール 

プロジェクト実践ジャーナル 
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